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1. はじめに 

「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律」（以下「透明化法」又は「法」

という。）第９条第２項により、経済産業大臣は、同条第１項の規定に基づき特定デジタルプラットフォーム

により提出された報告書の内容その他の事実に基づいて特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性に

ついて評価を行う。 

当該評価に向けて、有識者や利用事業者の意見を聴取するために開催されたのが、「デジタルプラットフォ

ームの透明性・公正性に関するモニタリング会合」である。 

当該会合では、これまで、特定デジタルプラットフォーム提供者から提出された報告書や特定デジタルプラ

ットフォーム提供者からのヒアリング、デジタルプラットフォームを利用する事業者の声などに基づき、議論

を行ってきた。本文書は、当該会合としての意見をとりまとめたものである。 

本年度のとりまとめでは、特定デジタルプラットフォーム提供者による自主的かつ積極的な運営改善をより

一層促すために、以下の点に着目した。特定デジタルプラットフォーム提供者に対する運営改善への示唆にお

いて根拠規定を明示するため、事務局である経済産業省が根拠規定について注書きを行った。次に、事業者・

消費者向けアンケート結果などを踏まえた、幅広い視点から議論の上、不正行為を行う利用事業者のリスクを

加味する等、よりバランスの取れた指摘とした。最後に、各指定事業者における各論における取組みの進捗を

踏まえ、個社に対する指摘を中心に議論を行った。 

本とりまとめにおける意見や指摘が「経済産業大臣による評価」にあたって十分考慮されることを期待す

る。また、本会合の意見が、特定デジタルプラットフォーム提供者による運営改善や、市場関係者間の相互理

解促進、特定デジタルプラットフォームを巡る取引環境の改善につながっていくことを期待する。 

透明化法上、特定デジタルプラットフォーム提供者は、大臣評価の結果を踏まえ、自主的に運営改善を図る

努力義務がある。今年度の会合では、本年２月の大臣評価を踏まえた各社の取組状況を中心に確認しつつ、評

価に向けた議論を行った。さらに、デジタルプラットフォーム事業者による自主的な取組を後押しする観点か

ら、透明化法の趣旨に照らして好ましいと考えられる取組例を取り上げている。 

 

議論の対象である特定デジタルプラットフォームは以下のとおりである。  

事業の区分 

対象となる事業の内容 

又は特定デジタル 

プラットフォーム 

特定デジタルプラットフォーム提供者 

総合物販オンライン

モール1 

Amazon.co.jp  アマゾンジャパン合同会社（以下「Amazon」という。）  

楽天市場  楽天グループ株式会社（以下「楽天」という。）  

Yahoo!ショッピング  LINEヤフー株式会社（以下「LINEヤフー」という。）  

アプリストア2 App Store  Apple Inc.及び iTunes 株式会社（以下「Apple」という。）  

Google Play ストア  Google LLC（以下「Google」という。）  

 

 
1 特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律第４条第１項の事業の区分及び規模を定める政令（令和３年政令第 17

号。以下「令」という。）第１項の表第１号の中欄に規定する事業の区分を指す。以下同じ。 
2 令第１項の表第２号の中欄に規定する事業の区分を指す。以下同じ。 
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2. 提供条件等の開示 

2-1. 提供条件の開示内容の改善 

2-1-1. 問題の所在 

デジタルプラットフォームの利用規約やホームページ等において、当該デジタルプラットフォームの提供

条件やその運用に係る事項が適切に開示されていない場合や、当該開示が不明瞭な場合には、商品等提供利

用者にとってはその取引環境の不透明性に関する様々な懸念（例えば、規約の一方的な変更により、商品等

提供利用者の手数料が引き上げられた 等）がある。 

提供条件の開示を通じて、利用事業者の提供条件に係る理解増進を図り、その事業の予見性を高める効果

が期待されるが、そうした効果をより実質的に実現するためには、単に提供条件が形式的に開示されている

だけでは必ずしも十分でなく、記載されている利用規約等が膨大な分量となる場合にはその中に利用事業者

にとって重要な情報が埋もれてしまうことがないようわかりやすく開示する、外国語からの翻訳を基礎とす

る場合においても平易で自然な日本語の作成に努める、利用事業者の質問やポリシーの誤解による違反など

が多い部分に関しては具体的な説明を提供して分かりやすく開示するなどの取組みや工夫による改善が重

要である。 

他方、デジタルプラットフォーム提供事業者においては、当該デジタルプラットフォーム上の様々な不正

行為への対応を行っているところ。このため、デジタルプラットフォーム提供事業者における防止、検知、

措置の判断基準や方法論について詳細な開示を行うことは、不正者による迂回行為を誘発するリスクもある。

こうしたことから、バランスの取れたアプローチが必要となる。 

 

2-1-2. 該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

令和６年２月２日付「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性についての評価（総合物 

販オンラインモール及びアプリストア分野）」（以下「2023年度大臣評価」という）では、提供条件の明確

化・平易化（法第５条第１項、省令第５条第１項第１号）に関して、利用事業者の声を確認し、利用事業者

が利用規約等の内容を十分に理解できていない場合には、関係箇所を明確化するなどの取組みを求めた。 

また、提供条件の参照容易化（法第５条第１項、省令第５条第１項第１号・第２号）に関して、重要な情

報が埋もれてしまうことがないよう、わかりやすく開示する取組み・工夫の継続に加え、重要な情報につい

ては、利用事業者が頻繁にアクセスする画面（例：アカウント画面）に表示する、プッシュ型での通知を行

う、利用事業者向けヘルプページ等情報を集約したページに表示し、当該ページに検索機能を設けるなど、

実際に利用事業者の目に留まる取組み・工夫や探したい情報を容易に見つけられる取組み・工夫を求めた。 

検索順位に関して、2023年度大臣評価では、自社及び関係会社優遇に関する懸念への対応も含め、恣意的

な運用を行っていないことの説明を行うなど、透明性・公正性の確保につながる追加的な取組みや説明を行

うことが求めるとともに、恣意的な運用がなされていないかを注視していくこととした。 

苦情申出・協議申入れの方法の開示に関し、2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供

者が設置した苦情相談窓口の周知や利便性の向上に努めることを求めた。 

自社・関係会社優遇に関して、2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、自

社及び関係会社の優遇に対する懸念に応える情報開示、自社優遇措置の管理体制の整備（例：データ利用も

含めた社内ルールの整備、関係部署のルール遵守状況を監視する仕組み）を進め、これらの取組み内容を客

観的に検証できる形で説明していく（例：外部機関による監査や独立した部署による内部監査を実施し、そ

の結果を開示する）ことを求めた。 
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返品・返金に関し、2023 年度大臣評価では、Amazon に対し、利用事業者の声を踏まえ、利用事業者の不

満の声が多い類型ごとに、①返品・返金の条件、②返品・返金の判断権者、③Amazon・利用事業者・消費者

のそれぞれの金銭的負担の在り方（返送時の送料を含む）をわかりやすく整理・説明すること、並びに、返

品条件を含む提供条件の設定や変更に当たっては利用事業者に生じ得る経済的及び事業運営上の負担を軽

減する方策、異議申立ての対応に不備が確認された場合のプロセスの見直しの具体的内容に加え、2022年度

大臣評価 で示された内容について更なる対応・説明を行うことを求めた。 

売上金の留保に関し、2023 年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、金額・期間

などの留保状況、売上金留保に至った経緯、出店事業者の当該デジタルプラットフォームの利用継続の意向

等を踏まえ、過大な負担とならないよう、運用面における改善が求められるとともに、売上金留保の状況（留

保されているアカウント数、平均額、平均期間、留保金の使途など）を、具体的事例を交えて説明すること

を求めた。 

提供条件の変更に関し、2023年度大臣評価では、提供条件の変更等を行うに当たっては、利用事業者の事

情を勘案し、十分な準備期間を設けるとともに、変更内容や理由をわかりやすく説明することが求めた上、

例えば、提供条件の変更案の策定時や変更の実施後に利用事業者やその事業者団体から意見を聴取し、こう

した意見を踏まえた改善や検討の結果を利用事業者等にフィードバックするなど、利用事業者との対話プロ

セスをより実効性があるものとすることを求めた。 

アカウント停止措置に関し、2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、アカ

ウント停止等の措置を行うに当たって、消費者等の利益保護とのバランスを図りつつ、適正なプロセスを確

保するとともに、継続的に対応改善を図っていくこと、具体的には、Amazonによるアカウント停止措置や措

置が誤っていた場合の対応に関する説明、楽天による通知文の見直しを含め、2022年度大臣評価で示された

取組みを更に進めることを求めた。 

 

【事務局注：該当法令】 

法は、特定デジタルプラットフォーム提供者に対して、利用者に対して提供条件を開示するに当たって、

当該提供条件に関する利用者の理解の増進を図るため、明確かつ平易な表現を用いて記載し、利用開始前及

び利用中において、いつでも容易に参照可能とするよう、求めている（法第５条第１項、省令第５条第１項

第１号・第２号）。さらに、法は、提供条件として特定デジタルプラットフォームを提供する限り開示され

るべき事項として、提供を拒絶する基準、有償役務の要請の理由、検索順位等を決定する主な要素、データ

の取得・使用の範囲等、苦情・協議を申し入れる方法を規定している（法第５条第２項各号）。 

また、法は、提供条件によらない取引の要請時、又は、提供の一部拒絶時に、その内容及び理由について

の行為時までの開示（法第５条第３項各号）、提供条件の変更時にその内容及び理由について、提供の全部

拒絶時にその旨及び理由についての、当該行為を行う日以前の期日までの開示（法第５条第４項各号）、を

求めている。 

さらに、法は、特定デジタルプラットフォーム提供者は、特定デジタルプラットフォーム提供者と商品等

提供利用者との間の取引関係における相互理解の促進を図るために必要な措置を講じなければならないと

規定（第７条第１項）している。法第７条第２項の規定に基づく告示においては、個々の行為を行うに当た

って、一貫性・公平性のある判断がなされる適切な仕組みを構築すること、としている。（指針２.１.１）。

また、商品等提供利用者の意見その他の事情 を理解するための仕組みを構築すること、商品等提供利用者

の意見その他の事情を踏まえて商品等提供利用者に対して適切な対応を行うとともに、当該事情を特定デジ

タルプラットフォームの提供に関する運営改善の端緒として有効に利用する適切な仕組みを構築すること、

としている（指針２.４.１）。 
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2-1-3. 各特定デジタルプラットフォーム提供者における取組み内容 

■Amazon 

提供条件の明確化・平易化 

◎「出品・販売に関する重要な規約・ポリシー一覧」について 

➢ 2023年 8月、利用事業者向けに特に重要な規約・ポリシーを要約した「出品・販売に関する重要な

規約・ポリシー一覧」ページを公開。当該ページに対する利用事業者のアクセスや意見等をモニタ

リングするとともに、今後も利用 事業者が当該ページを認識しやすくなるよう引き続き尽力してい

く。［定期報告書 P13、22、39］ 

➢ （「出品・販売に関する重要な規約・ポリシー一覧」についての御社におけるモニタリング結果は、

どのようなものだったでしょうか。その結果として、今後、当該ページ自体及び当該ページに掲載

している規約について、どのように検討をしていらっしゃいますか。）昨年 8月の「出品・販売に関

する重要な規約・ポリシー一覧」の公開当初は多数のアクセスがあり、その後アクセス数は落ち着

きつつも堅調に推移しております。弊社では、今後も同ページのさらなる周知に努めて参ります。

今年実施した具体的な取組みの例としては、販売事業者様にお送りするメール内での同ページに関

するご案内の追加や、セラーセントラル内の「ニュース」セクションへの定期的な再掲などがあり

ます。また、同ページやその中に掲載している個別の規約等のページについては、販売事業者様に

よる満足度等についても継続的にモニタリングを行っており、その結果に応じて内容の修正等も引

き続き検討して参りたいと考えております。［質問状回答１-１（第７回モニタリング会合資料２追

加提出資料 P１-２）］ 

◎手数料カテゴリーに関して 

➢ 利用事業者の理解増進のため、規約等の内容の改善をしている。例：利用事業者のご意見等を反映

した「手数料カテゴリーのガイドライン」の公表、ヘルプページに関する継続的なモニタリング・

見直しについて説明。［定期報告書 P26-27］  

➢ 今年の５月には各商品に適用される手数料カテゴリーがより分かりやすくなるよう、手数料カテゴ

リーのガイドラインという新たなガイドラインを公表いたしました。このガイドラインでは、各手

数料カテゴリーに分類される具体的な商品例を幅広く掲載することで、販売事業者様の商品にどの

手数料カテゴリーが適用されるのか、従前よりも容易に御確認いただけるようにしました。［第７回

モニタリング会合議事録 P４］ 

➢ 今年８月の勧告も踏まえ、昨日（事務局注：2024年９月 10日）付で各手数料カテゴリーを定義、

分類するに当たっての基本的な考え方について、ガイドライン上にさらに説明を一部追加いたしま

した。今後も販売事業者様から寄せられる御相談内容等を踏まえ、適宜改定を行う予定です。［第７

回モニタリング会合議事録 P４］ 

➢ 販売手数料というのは、出品者様の販売戦略や販売活動に大きな影響を及ぼす事項ではございます

ので、今後もさらに透明性、公正性を向上させていけるよう、弊社の中で引き続き改善に取り組ん

でまいりたいと思います。［第７回モニタリング会合議事録 P８］ 

◎ヘルプページの見直し 

➢ 出品や表示が禁止される商品等に関する具体例をヘルプページに掲載。また、規制当局から発表さ

れた最新情報に基づき、販売事業者様に向けた補足情報を掲載。具体例：「医薬部外品及び化粧品」

に係る商品の例、標ぼう可能な 効能効果例及び化粧品に使用可能な成分に関する情報をヘルプペー

ジに追加。［定期報告書 P10-11］ 

➢ （直近でのヘルプページの見直しについて）弊社では、ヘルプページに対する販売事業者様の満足

度をモニタリングする取組を継続的に行っています。前年度においては、この取組に基づき、ヘル
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プページの説明の論理的な流れを改善したり、説明を簡潔化したりするなど、26のヘルプページを

見直しました（定期報告書 26頁（抜粋版におけるページ数。以下同じ。））。［質問状回答１-２（第

７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P２）］ 

➢ （「販売事業者様の規約に対する満足度を向上させる専門チーム」（定期報告書（抜粋版）14頁）の

実績について）前年度においては、この取組みに基づき、ヘルプページの説明の論理的な流れを改

善したり、説明を簡潔化したりするなど、26のヘルプページを見直しました（定期報告書 26頁）。

［質問状回答１-７（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P３）］ 

➢ （「販売手数料の返金ポリシー」は「プログラムポリシー」の下の階層にあるところ、「プログラム

ポリシー」のページには「販売手数料の返金ポリシー」へのリンクが掲載されていないなどサイト

ツリー（パンくずリスト）が崩れている点について）ご指摘いただきました「販売手数料の返金ポ

リシー」につきましては、「プログラムポリシー」のページに正しく表示されるよう修正いたしまし

た。その他のページを含むセラーセントラル上のサイトツリーの構造につきましても、販売事業者

様への分かりやすさや見やすさ等の観点から、販売事業者様からのご意見等も踏まえながら、引き

続き見直しを行って参ります。［質問状回答１-６（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P

３）］ 

参照容易化 

➢ 2023年 8月、利用事業者向けに特に重要な規約・ポリシーを要約した「出品・販売に関する重要な

規約・ポリシー一覧」ページを公開。当該ページに対する利用事業者のアクセスや意見等をモニタ

リングするとともに、今後も利用事業者が当該ページを認識しやすくなるよう引き続き尽力してい

く。［定期報告書 P13、22、39］ 

取引拒絶基準の開示 

➢ 出品や表示が禁止される商品等に関する具体例をヘルプページに掲載。また、規制当局から発表さ

れた最新情報に基づき、販売事業者様に向けた補足情報を掲載。具体例：「医薬部外品及び化粧品」

に係る商品の例、標ぼう可能な効能効果例及び化粧品に使用可能な成分に関する情報をヘルプペー

ジに追加。［定期報告書 P11］ 

➢ 出荷のタイミングは、販売事業者様において出品商品の出荷作業日数ないし注文締め時間の設定を

ご変更いただくことにより、ご調節いただくことができます。また、セラーセントラル上の初期設

定では、土日祝日は販売事業者様の営業日から除外されており、注文から出荷までの日数の計算か

らも除外されます。土日祝日を出荷日にされたい場合、販売事業者様において設定をご変更いただ

く仕様になっております。［質問状回答添付資料１ No.11（第７回モニタリング会合資料２）12-

13］ 

➢ （異議申立てのための提出資料について）Amazon では、お客様や、権利者、及び善良な販売事業者

様を保護し、ストアの信頼性を維持するために、権利侵害品対策の一環として、出品された商品が

真正品であることを合理的に確認できる資料の提出をお願いする場合があります。要件を満たす資

料をご提出いただけない場合には、当該商品の出品及び関連する措置の回復はいたしかねます。［質

問状回答添付資料１ No.12（第７回モニタリング会合資料２）P３］ 

➢ Amazonでは、ストア上で出品されている商品のカタログ上に不安全又は法令違反等の恐れがあるこ

とを発見された場合の報告窓口を設けており、お客様や販売事業者様を含め、どなたでもご利用い

ただけます。ご報告方法の詳細につきましては、「不安全、不快又は法令違反の恐れがある商品の報

告3」にてご案内しております。カタログ上の記載について違反の疑いが確認された場合、当該商品

 
3 https://www.amazon.co.jp/gp/help/customer/display.html?nodeId=202008110 
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は一旦削除され、該当の記載の修正や削除された場合には出品が再開されます。［質問状回答添付資

料１ No.13（第７回モニタリング会合資料２）P３］ 

➢ 販売事業者様が出品された商品が出品停止となった場合、Amazon のフルフィルメントセンターに既

に納品済みの商品については、在庫の返送手続きに関するご案内のメールを販売事業者様にお送り

しております。返送手続が行われるまでの間は、保管期間分の手数料がかかります。［質問状回答添

付資料１ No.14（第７回モニタリング会合資料２）P３］ 

➢ （アカウント停止、出品停止などの事由すべてが一覧になっているページについて）「出品・販売に

関する重要な規約・ポリシー一覧」においては、アカウント停止・出品停止との関係で特に重要と

考えられる規約を掲載するなどして、販売事業者様への関連規約の周知に努めております。「出品者

利用規約および出品者行動規範」や「出品者の禁止活動および行為、ならびに遵守事項」などにお

いても販売事業者様対する禁止事項について総論的にご説明しておりますが、出品活動の場面や出

品される商品の種類等に応じて禁止事由は多岐に亘ることから、Amazonでは、トピックごとに販売

事業者様向けのポリシーやヘルプページを設ける形で禁止行為の例示等を挙げつつ詳細をご説明し

ております。他方で、販売事業者様に対する予見可能性を高めるために、アカウント健全性評価に

おいては、スコアによりアカウント停止となるリスクの有無をお示しするとともに、具体的な違反

内容等についてもご説明しております。［質問状回答９-１（第７回モニタリング会合資料２追加提

出資料 P12）］ 

➢ 弊社に対して知的財産権侵害の申告が行われた場合、誤った出品停止やアカウント停止措置を防ぐ

ため、弊社において、申告者が虚偽の申告を行っている疑いがないか、また、登録されている権利

に基づく申告の場合は、申告にされている権利の登録があるか等について、確認を行っておりま

す。［質問状回答５－１－３（第７回モニタリング会合資料２P５）］ 

➢ （手数料の下の階層に、出品制限の説明があるなど規約、ガイドラインの構造が複雑であることに

ついて）弊社では、その他のページを含むセラーセントラル上のサイトツリーの構造につきまし

て、販売事業者様への分かりやすさや見やすさ等の観点から、販売事業者様からのご意見等も踏ま

えながら、引き続き見直しを行っております。［質問状回答９-２（第７回モニタリング会合資料２

追加提出資料 P13）］ 

有償サービス受け入れ要請関連 

➢ （提供中の有料サービスが、社会全体の取引コストの削減につながっているといえるか考慮してい

るか/している場合にはその具体的な内容について）社会全体の規模における取引コストの削減とい

う観点から具体的な試算や検討は行っておりませんが、Amazonが提供する有償サービスご利用いた

だくことにより、販売事業者様ご自身において同様のサービスを利用される場合のコストよりもご

利用いただきやすい料金となるよう努めております。［質問状回答 10-３（第７回モニタリング会合

資料２追加提出資料 P13）］ 

➢ （提供している配送サービスが競争環境に与える影響について）FBAは販売事業者様ご自身のご判

断でご利用いただける任意のサービスであり、また、FBAを利用いただく出品者様において FBA在

庫を使用して、自社のウェブサイトやその他の eコマース販売経路など、注文が行われたあらゆる

場所から商品を出荷できるマルチチャネルサービスを利用するかどうかも販売事業者様の任意で

す。FBAの料金は、販売事業者様が自社出荷される場合の費用に比べてもご利用いただきやすい料

金になるよう努めています。また、Amazon.co.jp上での「おすすめ出品」は様々な考慮要素を総合

的に考慮して選択されており、主要な考慮要素は、「おすすめ出品」のページに記載の通りであり、

FBAの利用の有無は考慮要素ではありません。さらに、日本国内においては、日本郵便、ヤマト運
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輸、佐川急便など低コストで高い品質の配送を提供する事業者が複数存在するものと理解しており

ます。［質問状回答 10-５（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P14）］ 

➢ 経済産業省のアンケート結果においては、「有料サービスを利用していない場合、表示が 10頁目以

降になる傾向が高いといえる」と指摘されていますが、同時に、有償サービスを利用していなくて

も 1ページ目に表示される傾向も確認されており（有償サービスを利用しなくても 26%が 1ページ

目に表示されており、他の有償サービスを利用した商品よりもその割合が高い）、有償サービスの利

用と表示順位との因果関係があると断定することはできないと考えます。弊社のインセンティブ

は、弊社による出品か販売事業者様による出品かにかかわらず、お客様にそのような素晴らしいお

買い物体験を提供すべく、ストアにおいてお客様が欲しいと思われる商品やオファーを表示するこ

とにあります。そのため、例えば、検索結果やおすすめ出品の決定においては、FBAを含む有償サ

ービスを利用しているかどうかは考慮されていません。ただし、FBAを利用すれば配送スピード等

の指標が良くなる可能性があるため、結果としておすすめ出品となる可能性が高まるということは

考えられます。おすすめ出品の選択において配送スピードが主要な要素として考慮されていること

や、より早くお届けできる配送オプションや配送料無料を提供するとおすすめ出品になりやすくな

るという点は、販売事業者様に対しても開示しております。［質問状回答 10-４（第７回モニタリン

グ会合資料２P８）］ 

➢ （有償サービスの利用と検索順位・おすすめ出品の関係性について）検索結果やおすすめ出品の決

定においては、FBAを含む有償サービスを利用しているかどうかは考慮されていません。ただし、

FBAを利用すれば配送スピード等の指標が良くなる可能性があるため、結果としておすすめ出品と

なる可能性が高まるということは考えられます。おすすめ出品の選択において配送スピードが主要

な要素として考慮されていることや、より早くお届けできる配送オプションや配送料無料を提供す

るとおすすめ出品になりやすくなるという点は、販売事業者様に対しても開示しております。［質問

状回答 10-４（2024年度第７回モニタリング会合資料２P８）］ 

➢ （「アマゾン限定ブランド」プログラムについて）「Amazon 限定ブランドプログラム」は、販売事業

者様へのマーケティング支援等を含む、任意でご参加いただけるパッケージプログラムであり、販

売事業者様にもご参加にあたりその旨ご案内しておりました。なお、2023年 3月 31日をもって同

プログラムは終了いたしました。［質問状回答添付資料１No.16（第７回モニタリング会合資料２

P13）、第７回モニタリング会合議事録 P28］ 

➢ （FBAの利用について）FBA は任意のサービスであり、現に FBA を利用せずとも、Amazonで売上を

拡大されている販売事業者様も多数存在します。また、検索順位の決定やおすすめ出品の選択等に

おいて、FBA 商品であるかどうかは、考慮要素となっていません。［質問状回答添付資料１No.17

（第７回モニタリング会合資料２P13）］ 

➢ スポンサー広告のクリック数は、広告主様にご提供しているレポート上でご確認いただくことがで

きます。一例として、スポンサープロダクト広告の広告商品レポートにおけるレポート上の記載事

由は以下のページでご案内しております。［質問状回答添付資料１No.18（第７回モニタリング会合

資料２P13）］ 

https://advertising.amazon.co.jp/help/GYNVHW8R4QPYUS9H 

➢ Amazonは、ストアに寄せられるすべてのレビューが信頼でき、かつお客様の実際の体験を反映した

ものにすることを目指しています。Amazon Vine先取りプログラムは、お客様に実際に商品を使用

していただき、正直で公平な意見を反映した洞察に満ちたレビューをご提供いただくことを目的と

するプログラムです。また、販売事業者様は、Amazon Vineに参加することで、販売している商品

の認知度を高めたり、新規販売商品の売り上げを伸ばしたりすることなども期待できます。販売事
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業者様において同プログラムにご参加いただいたとしても、レビュアー（Vineメンバー）から当該

販売事業者様が出品されている商品に対する好意的なレビューが保証されるものではありません。

また、Amazon  では、レビューの信頼性を維持するために、様々な取組みを行っています。例え

ば、1 人のお客様による、同一商品に対する複数の低評価のレビューや、競合他社の商品に対す

る、出品者による低評価のレビュー等を禁止しており、このような行為が確認された場合には、当

該レビューの削除や行為者のアカウントの停止措置に加え、悪質な行為に対しては法的措置を採る

など、厳正に対処しています。［質問状回答添付資料１ No.19（第７回モニタリング会合資料２）

P13-14］ 

➢ Amazonでは、サイト上での不正レビューに関与している者への措置の一環として、2023年には、グ

ローバルで 150以上の悪質業者に対して法的措置を取り、その結果、2024年 6月現在、75のブロー

カー及び関連サイトが閉鎖されました。その中には、日本向けに不正レビューを募集していた者な

ども含まれています。［第７回モニタリング会合議事録 P28］ 

検索順位等の決定関係 

➢ （アルゴリズムの検証に対するブロッキングについて）弊社のアルゴリズムを検証しようとする試

みには様々な手法が考えられますが、例えば、「おすすめ出品」の機能について、販売事業者様がご

自身の商品価格等の提供条件を試行錯誤して設定し、どういった場合におすすめ出品として表示さ

れるのかということを検証されるような行為については、特段禁止もブロックもしておりません。

他方で、適用ある法令に違反する場合や、データマイニングやロボット等によるデータ取集・利用

については、規約上禁止させていただいております。［質問状回答２-６（第７回モニタリング会合

資料２P３）］ 

➢ おすすめ出品に掲載されるための資格を満たさない出品であっても、そのことのみをもって、検索

結果に表示されないということはありません。もっとも、「価格」は検索結果の主要な考慮要素であ

るため、その観点から検索結果の順位に影響を及ぼすことはあり得ます。［第７回モニタリング会合

議事録 P25］ 

商品等データを取得・使用する場合の内容・条件 

➢ （固有データ・集計データの使用条件の開示状況について）データへのアクセスのページで説明さ

れています通り、Amazonストアにおいて販売されるあらゆる商品についての価格、商品説明と評

価、カスタマーレビューや人気度、商品のランキングおよび売れ筋ランキング、販売事業者様のレ

ビューおよび評価等、購入者と販売事業者様に豊富な情報を公開しています。また、弊社は、集計

データを出品者に提供する推奨事項（Amazon出品コーチ）や分析を強化するために使用するほか、

購入者と出品者を保護するために、詐欺的行為を検知するシステムにも使用します。さらに、弊社

は、一定の期間における購入者の需要が高いカテゴリーや商品を特定し、Amazonのビジネスにおけ

る健全性の把握及び管理し、購入者や出品者のための新たなツールやサービスを開発し、そして、

リソースを投じるべき対象について戦略的判断を行うためにも、集計データを使用します。［質問状

回答 11-１（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P15）］ 

➢ （「お客様のお買い物体験をより良くするため」とは何か）同上。［質問状回答 11-２（第７回モニ

タリング会合資料２追加提出資料 P15-16）］ 

➢ まず、弊社においては、弊社の直販部門における発注の判断にあたっては、基本的に、システム

上、直販部門における売り上げの推移や在庫数量等をベースに行っております。次に集計データの

利用についてですが、データへのアクセス4にも記載されている通り、弊社は、集計データを用い

て、Amazon ストアにおいて販売されるあらゆる商品についての価格、商品説明と評価、カスタマー

 
4 https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/GQQT7UZLMAL8MEKG 



9 

レビューや人気度、商品のランキングおよび売れ筋ランキング、販売事業者様のレビューおよび評

価等、購入者と販売事業者様に豊富な情報を公開しています。また、販売事業者様に提供する推奨

事項（Amazon 出品コーチ）や分析を強化する目的、詐欺的行為を検知し、購入者と販売事業者様を

保護する目的、Amazon のビジネスにおける健全性の把握及び管理する目的、購入者や販売事業者様

のための新たなツールやサービスを開発し、そして、リソースを投じるべき対象について戦略的判

断を行う目的にも使用します。［質問状回答４-４（第７回モニタリング会合モニタリング会合資料

２P４）］ 

➢ 集計データの使用については、冒頭の説明でも申し上げたとおり、弊社では集計データを出品者に

提供する推奨事項や分析の強化や詐欺的行為を検知するシステムなどの購入者や出品者を保護する

ためのシステム、購入者や出品者のための新たなツールやサービスの開発といったような目的で使

用しておりまして、その目的に関連する部署が使用する形になっております。販売事業者様に対し

ては、例えば Amazon 出品コーチという機能がセラーセントラルで提供されておりまして、お客様が

関心を持った商品の情報とかに基づいた出品推奨商品とか、売上動向などを基にした週ごとの推奨

商品など、集計データに基づく様々な弊社の分析等を基にした情報を提供しておりますので、集計

データは豊富な形で販売事業者様にも提供させていただいております。集計データの取扱ルールの

変更の有無に関しては、基本的に一昨年の回答以降、集計データの取扱ルールについての変更は、

日本においては行っておりません。［第７回モニタリング会合議事録 P14］ 

➢ （生成 AIを用いた出品情報の作成補助機能の学習データに「商品等に係るデータ」が含まれている

か。）Amazonが 2024 年 6月 20日付でアナウンスさせていただきました、生成 AIを用いた出品情報

の作成補助機能についてのご質問と理解いたしましたが、当該機能における情報の生成において

は、販売事業者様が商品登録にあたって入力された情報を含め、開示済の「Amazon サービスビジネ

スソリューション契約」、「Amazon.co.jpプライバシー規約」、「データへのアクセス」等に定める範

囲内でデータを取得及び利用しております。［質問状回答 11-３（第７回モニタリング会合資料２追

加提出資料 P16）］ 

利用事業者の商品等データ取得・移転条件等 

➢ 集計されたデータを、販売事業者様に提供する推奨事項や分析を強化する目的、また、詐欺的行為

を検知し、お客様と販売事業者様を保護する目的、お客様や販売事業者様のための新たなツールや

サービスを開発する目的などに使用しております。［第７回モニタリング会合議事録 P５］ 

➢ 弊社は、集計データを用いて、Amazonストアにおいて販売されるあらゆる商品についての価格、評

価、カスタマーレビューや商品のランキング、人気度など、お客様と販売事業様に豊富な情報を公

開しております。［第７回モニタリング会合議事録 P５］ 

苦情申出・協議申入れの方法 

➢ （苦情紛争窓口を周知徹底するための取組みについて）Amazonでは、販売事業者様宛にお送りする

メールや、セラーセントラル上のヘルプページの中にお問い合わせ先やそのリンクを明記するなど

して周知を行い、販売事業者様からいつでもご意見等をお寄せいただけるよう努めております。［質

問状回答３-８（第７回モニタリング会合資料２P４）］ 

➢ Amazon のテクニカルサポートでは、改善のご要望も含め、出品サービスのご利用に関する販売事業

者様からのご意見やお問い合わせを広く受け付けております。［質問状回答添付資料１ No.20（第７

回モニタリング会合資料２）P４］ 

最恵国待遇（同等性条件）条項の内容・理由 

➢ （事実上、最恵国待遇を要求していないかについて）Amazon のストアでは、販売事業者様は、販売

価格や配送品質といった出品条件を自由に設定することができます。弊社では、販売事業者様に対
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して、「おすすめ出品」に選ばれやすくするための価格をご案内することはありますが、販売事業者

様の他の販路や他の小売サイト上の価格と比較して値下げを求めることはありません。「おすすめ出

品」は、お客様が選択するであろう出品を予測し、商品詳細ページにおいてそれをおすすめするも

ので、お客様は最適と思われる出品を容易に見つけることができます。この仕組みは、お客様によ

り良いお買い物体験を提供し、お客様の信頼を獲得し、お客様にその後もアマゾンのストアを訪れ

ていただくことに寄与しており、販売事業者様にとっても有益であると考えています。弊社では、

最恵国待遇条項を販売事業者様との間の契約書から撤廃し、また、従業員に対するトレーニングを

実施しました。また、弊社は、2018年から 2020年にかけて、毎年、最恵国待遇を求めていないか

どうかについて監査を実施し、そのような行為が行われていないことを確認しています。これらの

周知、トレーニング、監査等を通して、出品サービスの担当部署においては、最恵国待遇を販売事

業者様に求めないという認識が共有され、徹底されています。［質問状回答 12-１（第７回モニタリ

ング会合資料２追加提出資料 P16-17）］ 

➢ （最恵国待遇の要請を受けたとのアンケート結果について）同上。［質問状回答 12-３（第７回モニ

タリング会合資料２追加提出資料 P17）］ 

➢  (最恵国待遇を求めないことの担保について)弊社では、公正取引委員会からの調査の過程で、2017

年 6月をもって、同条項を定めないこと等を誓約し、その旨を販売事業者様及び従業員に周知し、

また、従業員に対するトレーニングを実施しました。また、最恵国待遇を求めないことや、販売事

業者様の販売価格には干渉してはならないことを含む出品サービスに従事する従業員が留意すべき

事項をまとめたガイドラインを従業員向けにも提供しております。加えて、出品サービスに従事す

る従業員向けのトレーニングにおいても、販売事業者様の販売価格には干渉してはならないことを

説明しております。なお、公正取引委員会による調査を踏まえ、弊社は、2018年から 2020年にか

けて、毎年、最恵国待遇を求めていないかどうかについて監査を実施し、そのような行為が行われ

ていないことを確認しています。これらの周知、トレーニング、監査等を通して、出品サービスの

担当部署においては、最恵国待遇を販売事業者様に求めないという認識が共有され、徹底されてい

ます。［質問状回答 12-２（第７回モニタリング会合資料２P８—９）］ 

自社・関係会社優遇の内容・理由 

➢ （自社優遇がないことを確認した方法について）自社優遇については、法務部が、事業部門が日々

検討・推進する様々な施策について、自社優遇を行っていないかという観点から確認をしておりま

す。この確認は、各事業部門を担当する法務部員が中心となって行いますが、必要に応じて透明化

法を担当する法務部員も加わって行っております。自社優遇に関連する規制を含む透明化法の理解

向上のために、法務部員を対象にトレーニングを行っております。また、検索結果やおすすめ出品

の決定においては、商品の販売者が、弊社であるか販売事業者であるかは考慮されておらず、その

仕組み上自社優遇はありません。加えて、検索結果やおすすめ出品の考慮要素の変更ついては、現

場の判断で行うことはできず、法務部も含めた関連部署にて確認するプロセスになっております。

［質問状回答４-１（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P７-８）］ 

➢ （実質的な自社優遇について）Amazonは、Amazon.co.jp のサイトの開発及び運営（例えば、

Amazon.co.jpストアの立ち上げやストアへのトラフィックを向上させる仕組みなど）、サービス・

機能の拡充（例えば、カスタマーサービスなど）等にこれまで多額の投資を行っています。また、

Amazon出品サービスの立ち上げ及び運営（例えば、セラーセントラルの開発、倉庫の拡充、FBAの

導入など）、販売事業者様向けのサービス・機能（例えば、テクニカルサポートの運営や販売拡大の

ための広告その他のツールの開発など）の拡充等のためにも、Amazonは多額の投資をしておりま

す。もっとも、Amazonマーケットプレイスは、販売事業者様が利用できる様々な販売チャネルのひ
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とつに過ぎず、オンラインマーケットプレイス事業は、常に激しい競争に晒されています。Amazon

出品サービスを利用する販売事業者様においても、他のオンラインモールや自社サイトなど様々な

販売の選択肢があり、実際に他のオンラインモールでも出店されている販売事業者様も多数存在し

ます。そのため、販売事業者様へのサービスの提供に当たっては、販売事業者様にとって利用可能

な他の販路と比較しても適正な料金設定となるように努めています。例えば、FBAを例に説明させ

ていただくと、FBAの主なサービスは、商品の保管・発送・配送、及びカスタマーサービスです。

販売事業者様は、FBA 以外の方法（自社出荷）で配送を行うことも可能であるため、FBAの料金設定

に当たっては、FBA以外の配送方法に対する競争力を保つため、販売事業者様が自社出荷する場合

に負担されるであろう配送料の費用などを参考に、販売事業者様にとって利用しやすい料金体系と

なるよう努めています。［質問状回答４-２（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P８-

９）］ 

➢ （自社優遇を管理する自律的メカニズムについて）自社優遇については、法務部が、事業部門が

日々検討・推進する様々な施策について、自社優遇を行っていないかという観点から確認をしてお

ります。この確認は、各事業部門を担当する法務部員が中心となって行いますが、必要に応じて透

明化法を担当する法務部員も加わって行っております。自社優遇に関連する規制を含む透明化法の

理解向上のために、法務部員を対象にトレーニングを行っております。また、検索結果やおすすめ

出品の決定においては、商品の販売者が、弊社であるか販売事業者であるかは考慮されておらず、

その仕組み上自社優遇はありません。加えて、検索結果やおすすめ出品の考慮要素の変更ついて

は、現場の判断で行うことはできず、上記の通り法務部も含めた関連部署にて確認するプロセスに

なっております。［質問状回答４-３（第７回モニタリング会合資料２P３-４）］ 

➢ （抽出されたデータであって非公開のデータ（集計データ等）が「Seller Data Protection 

Policy」に基づく管理の対象となっているかについて）まず、弊社においては、弊社の直販部門に

おける発注の判断にあたっては、基本的に、システム上、直販部門における売り上げの推移や在庫

数量等をベースに行っております。次に集計データの利用についてですが、データへのアクセスに

も記載されている通り、弊社は、集計データを用いて、Amazonストアにおいて販売されるあらゆる

商品についての価格、商品説明と評価、カスタマーレビューや人気度、商品のランキングおよび売

れ筋ランキング、販売事業者様のレビューおよび評価等、購入者と販売事業者様に豊富な情報を公

開しています。また、販売事業者様に提供する推奨事項（Amazon出品コーチ）や分析を強化する目

的、詐欺的行為を検知し、購入者と販売事業者様を保護する目的、Amazonのビジネスにおける健全

性の把握及び管理する目的、購入者や販売事業者様のための新たなツールやサービスを開発し、そ

して、リソースを投じるべき対象について戦略的判断を行う目的にも使用します。［質問状回答４-

４（第７回モニタリング会合資料２P４）］ 

返品受入要請の条件 

➢ 返品期間の延長にあたり、利用事業者への影響を分析し、利用事業者に対する事前通知に際して説

明［定期報告書 P９-10、別紙４］ 

➢ 「出品・販売に関する重要な規約・ポリシー一覧」ページに、返品及び返金について、利用事業者

が FBAと出品者出荷のいずれを使用しているかに応じて 2つの類型別に規約をまとめたもの、及

び、規約本体と規約に関するより詳細なヘルプページへの各リンクを掲載。［定期報告書 P22］ 

➢ FBAを利用して出荷された商品の返品にあたり消費者が「欠陥品・不良品」を選択された場合にお

ける当該返品理由の妥当性を精査するための確認経路を見直し、問合せ担当者に周知した。このよ

うなケースに関し、この確認経路を見直したことにより、利用事業者から依頼があった際は、当該



12 

担当者が関係するチームに報告し、報告を受けたチームが当該ケースを精査することによって、返

品理由が適切だったかを確認することが容易になった。［定期報告書 P26］ 

➢ （無理な返品に対して毅然とした対応をとった結果、レビュー等が悪化することを防ぐための取組

みについて）Amazon では、お客様が一貫した購買体験を得ることができるよう、返品条件について

も、販売者を問わず、共通の返品条件を提供しています。そのため、販売事業者様にも、Amazon の

返品ポリシーに従って返品・返金にご対応いただくようお願いしています。また、Amazonでは、返

品を含め、購入者による不正行為についても、販売事業者様を含む皆様からのご報告等も踏まえな

がら日々監視しており、悪質な行為を繰り返す購入者に対してはアカウントの停止等の厳正な措置

を講じることもございます。返品に関する本件のようなご指摘を踏まえ、善良な販売事業者様を保

護するための対策についてさらに検討して参りたいと思います。Amazon では、お客様が一貫した購

買体験を得ることができるよう、返品条件についても、販売者を問わず、共通の返品条件を提供し

ています。販売事業者様による自社出荷の場合、一義的には上記返品ポリシーに則り販売事業者様

において返品の可否をご判断いただいております。また、FBAにおける返品の可否に係る認定にお

いても、自社販売商品と販売事業者様による販売商品とで Amazonが区別することはございません。

さらに FBAを利用して販売事業者様が販売された商品につき、例えば購入者により商品のすり替え

が行われていた場合など、購入者の返品理由や実際の返品商品に問題があった場合には、関係資料

とともに異議申し立てを行っていただけましたら、Amazonにおいて再度調査を行っています。［質

問状回答６－１、６－３（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P10-11）］ 

➢ （FBA出荷の商品について返品理由の妥当性を精査するための確認経路を見直したことの自己評

価）FBAから出荷された販売事業者様による販売商品が、「欠陥・不良品」を理由に購入者から返品

された際、弊社において「欠陥・不良品」であるとの申告が適切であるか、また、その原因が販売

事業者様にあるのかどうかの確認が不十分ではないかとの販売事業者様からのご意見がありまし

た。これまでも、販売事業者様からの申立てに応じて、購入者からの申告内容等を再度確認し、当

該返品の原因が購入者や弊社など販売事業者様以外に起因するものか否かを確認するための社内で

のプロセスはありましたが、お問い合わせを受けた担当者によって対応に差が出てしまうことのな

いよう、この確認プロセスを改めて見直し、担当者に周知しました。［質問状回答６－２（第７回モ

ニタリング会合資料２P６）］ 

➢ （詐欺的な返品要請について、自社販売商品の場合と利用事業者が販売している商品とで、返品の

可否にかかる認定（ないし、当該返品要請者の排除）は同等に行われているかについて）Amazon で

は、お客様が一貫した購買体験を得ることができるよう、返品条件についても、販売者を問わず、

共通の返品条件を提供しています。販売事業者様による自社出荷の場合、一義的には上記返品ポリ

シーに則り販売事業者様において返品の可否をご判断いただいております。また、FBAにおける返

品の可否に係る認定においても、自社販売商品と販売事業者様による販売商品とで Amazonが区別す

ることはございません。さらに FBAを利用して販売事業者様が販売された商品につき、例えば購入

者により商品のすり替えが行われていた場合など、購入者の返品理由や実際の返品商品に問題があ

った場合には、関係資料とともに異議申し立てを行っていただけましたら、Amazonにおいて再度調

査を行っています。［質問状回答６－３（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P11）］ 

➢ 販売事業者様が FBA を利用されている場合、弊社は、物流拠点（フルフィルメントセンター）にて

返品商品を受け取ると、所定のチェックリストを用いて返品商品の状態を確認し、適用される返品

条件に従って、返金すべきか否か、及び返金額を決定します。確認にあたっては、商品の状態等か

ら、返品理由との不一致が無いか、商品が再度販売可能かなど、可能な範囲で返品に問題が無いか

確認するよう努めています。また、判断が困難なケースについては、より経験と能力を有する担当
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者により判断されるよう、プロセスも整備しています。販売事業者様が FBA を利用して商品を販売

され、購入者が当該商品を別の物にすり替えた上で返品したことが疑われる場合、販売事業者様に

おいて補填申請を行っていただくこともできます。詳細につきましては、セラーセントラルの「FBA 

在庫の補てんポリシー： 購入者返品に対する補てん申請」のページ上の「購入者が購入した商品と

は異なるものにすり替えて返品を行った場合（空箱の場合や主要品の抜き取りを含む）」にてご案内

しております。また、Amazon では、購入者による不正行為についても、販売事業者を含む皆様から

のご報告等も踏まえながら日々監視しており、悪質な行為を繰り返す購入者に対してはアカウント

の停止等の厳正な措置を講じることもあります。［質問状回答添付資料１No.８（第７回モニタリン

グ会合資料２P８）］ 

➢ Amazonでは、お客様が一貫した購買体験を得ることができるよう、返品条件についても、販売者を

問わず、共通の返品条件を提供しています。そのため、販売事業者様にも、Amazonの返品ポリシー

に従って返品・返金にご対応いただくようお願いしています。Amazon では、原則として商品到着か

ら 30日以内の返品・交換を受け付けており、一部の場合を除き、お客様都合による返品も認めてお

ります。開封済みと判断された場合には、お客様に商品代金（税込）の 50%を返金しています。［質

問状回答添付資料１No.９（第７回モニタリング会合資料２P８）］ 

➢ 商品がご購入後に返品された場合、当該販売に関する販売手数料については、所定の返金手数料を

差し引いた上で販売事業者様に返還しております。［質問状回答添付資料１No.10（第７回モニタリ

ング会合資料２P８）］ 

➢ 開封済みの商品について、どのような形で返金が行われるのかという点についてですが、フルフィ

ルメント by Amazonを御利用いただいている出品者様の場合と自社出荷の場合とでは、計算式が

異なります。基本的には、フルフィルメント ｂｙ Amazon、ＦＢＡを利用されている場合は、売

上げの半額から配送代行手数料と返金手数料と、あとお客様に付与されたポイントの半額を差し引

いた額を販売事業者様に返金させていただいております。自社出荷の場合は、売上げの半額から返

金手数料とお客様に付与されたポイントの半額を差し引いた金額を販売事業者様に返金させていた

だいております。［第７回モニタリング会合議事録 P21］ 

➢ 販売事業者様が商品の返品に関する補填申請を行った場合、テクニカルサポートが FBA在庫の補填

ポリシーに従った申請であるかの一次的な審査を行い、補填の可否の判断がつかない場合には、FBA

の在庫管理を担当するチームによる二次的な審査を行っています。実際に補填が認められたケース

としては、商品本体が抜かれて空箱の状態で返品されたケースや、商品の内容がすり替えられて返

品されたケースなどがあります。［第７回モニタリング会合議事録 P27］ 

消費者の商品等データを取得・使用の内容・条件【消費者向け開示】 

➢ Amazon が 2024 年 6 月 20 日付でアナウンスさせていただきました、生成 AI を用いた出品情報の

作成補助機能についてのご質問と理解いたしましたが、当該機能における情報の生成において、一

般利用者の検索・閲覧・購入履歴は使用しておりません。［質問状回答 14ー３（第７回モニタリン

グ会合資料２）］ 

➢ お客様によるご注文の際に Amazonが取得する情報としては、ご注文日時、注文された商品名、商品

の個数、ご注文者様及び配送先として登録された方の氏名、住所及び電話番号、支払情報、支払金

額等がございます。［質問状回答 14ー１（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料）］ 

➢ （消費者から取得する情報のうち出店者に提供される情報について）前記 14-1の回答に記載した情

報のうち、ご注文日時、注文された商品名、商品の個数、支払金額については、商品を販売された

販売事業者様にもご提供しております。Amazonでは、個人情報保護等の観点から、FBAを通じた販

売の場合、データの提供が法律で義務付けられている一部の商品の販売の場合を除いて、ご注文者
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様や配送先として登録された方の氏名・住所の詳細については、販売事業者様に開示しておりませ

ん。［質問状回答 14ー２（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料）］ 

➢ パーソナライズドプライシング（閲覧履歴や購買履歴、レビュー、その他のユーザーデータに対応

した価格設定やポイント変倍などをする仕組み）に関しての御質問をいただいておりますが、時間

が限られていたので、現状把握できている範囲での回答をさせていただきたいと思いますが、まず

ユーザーに応じて価格を変動させるようなケースは、日本では確認できておりません。また、ポイ

ントとかをユーザーに応じて変更するといったような施策については、例えばお客様によって、ポ

イントの最大付与数が異なるキャンペーンを限定的に行ったケースは確認できていますが、こちら

のキャンペーンについては弊社の原資で、Amazonの直販の商品と出品様の販売されている商品の両

方を対象として付与するといったような取組として行ったような事例はございます。［第７回モニタ

リング会合議事録 P15］ 

➢ （ユーザー毎にポイント付与数が異なるキャンペーンについて）継続してとか日常的に行っている

ものではなくて、現状、私のほうで確認できた範囲で、時限的に行ったような事例はあります。［第

７回モニタリング会合議事録 P16］ 

➢ （ユーザー毎にポイント付与数が異なるキャンペーンについて）実施時期と規模についてですが、

ヒアリングでご回答させていただいたとおり、限定的に実施した例があります。ヒアリングにおい

てご説明したポイントに関する施策は、Amazonが Amazonの原資において行っているキャンペーン

であり、また、不正行為の防止等の観点から、お客様や販売事業者様に対して、詳細な適用条件を

開示していない場合があります。［第７回モニタリング会合議事録 P26］ 

提供条件によらない取引の実施要請 

➢ （提供条件に記載されていない取引に関する行為の確認方法について）提供条件に記載されていな

い取引の実施要請等、販売事業者様に対して、特定の商品やサービスの購入を強制してはならない

旨を含むトレーニングを実施しています。提供条件に記載されていない取引に関する行為をしてい

る旨の懸念があれば事実関係を確認の上、透明化法に基づく開示の要否を検討します。［質問状回答

15-1（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P18）］ 

➢ （提供条件に記載されていない取引の実施要請をしないことの担保方法について）同上。［質問状回

答 15-２（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P１８）］ 

➢ （商品の画像等の表示を一律の構図にする作業要請の有無）Amazonでは、お客様に正確で役立つ高

品質な画像が表示されるよう、画像に関する形式的要件を定めています（例えば、メイン画像に

は、商品 1点のみと、購入品に含まれるすべての付属品を表示すること等。）。販売事業者様におい

てアップロードしようとする画像が形式的要件を満たしていない場合には、要件に合わせて Amazon

が画像の位置を変更したり、画像を修正したりすることなどがあります。［質問状回答 15-３（第７

回モニタリング会合資料２追加提出資料 P18）］ 

提供の一部拒絶時の開示 

➢ （異議申立ての際の提出書類について）Amazonでは、お客様や、権利者、及び善良な販売事業者様

を保護し、ストアの信頼性を維持するために、販売事業者様に一定の要件を満たす書類のご提出等

をお願いする場合がございます。例えば、文字が不鮮明であるなどといった書類の不備等について

は販売事業者様にお伝えするようにしております。他方で、詳細な情報を開示することにより、迂

回による不正行為を招く恐れもあるため、お客様の保護とのバランスを考慮しつつ対応しておりま

す。真摯に対応を改善されようとしている善良な販売事業者様に対してご不便が生じることのない

よう、今後も事案に応じて可能な限り販売事業者に対して丁寧に理由をお伝えできるよう努めて参

ります。また、ご提出いただく書類の種類につきましては、例えば、権利侵害品対策の一環とし
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て、出品された商品が真正品であることを合理的に確認できる資料の提出をお願いする場合等につ

いては、保護すべき権利の重要さに鑑み、所定の要件を満たす資料をご提出いただけない場合に

は、当該商品の出品及び関連する措置の回復はいたしかねます。他方で、その他の類型において

は、事案の性質やご事情等に応じて例外的に代替の書類を認める場合もございます。［質問状回答

16-１（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P19）］ 

➢ （開示例のメール以外に開示方法について）販売事業者様に対してアカウント停止等の措置が講じ

られた場合、メールでのご連絡に加え、セラーセントラル上の「パフォーマンス通知」上でもお知

らせをお送りしております。［質問状回答 16-２（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料

P19）］ 

➢ Amazonのストアのカタログに関して「不安全、不快又は法令違反の恐れがある商品の報告」のプロ

セスを通じてご報告が寄せられた場合、ご報告内容に応じて、同報告窓口の担当チームであるカス

タマーサービスから社内の関連するチームへと報告内容が共有され、内容を精査した結果実際に

Amazonの規約等への違反が確認された場合には、当該商品を一旦削除しております。同窓口に寄せ

られるご報告の中には、法令違反であると客観的に判断できるものから、事実関係の確認が必要な

ものや主観に基づくものなど様々なものがあるため、報告に対して実際に商品が削除された件数の

割合については開示を控えさせていただきます。［第７回モニタリング会合議事録 P27］ 

支払留保する場合の内容・理由の開示 

➢ 売上金の留保の原因となった当初の出品停止等の措置の適用の妥当性を慎重に精査することで、過

大な負担とならないようにしている。［定期報告書 P23］ 

➢ 措置の一貫性・公平性及び正確性を確保するため、詳細な手順書の導入や措置の試験的導入の活

用、手順書や販売事業者様等から異議申立てを受けたケースに関する改善に向けた継続的な精査の

ほか、手順書のみでは担当者が判断できないケースにおける措置関連事項を上席に報告する経路の

確保等に取り組んでいる。また、出品停止等の措置を担当したチームは、適切な場合には、利用事

業者の出品やアカウント等のステータスを可能な限り速やかに措置実施前のものに回復させてい

る。さらに、措置対応専門のチームと内部監査チームが継続して出品停止等の措置の正確性をモニ

タリングし、措置を講じるべきではなかったと判断された場合は、監査チームが当該ケースを精査

して原因究明に努め、必要に応じて改善措置を提案する。［定期報告書 P16-21］ 

➢ 不正行為者に対処する取組の一環として、また、商品や行為を契機として生じたリスクの重大性に

応じて、出品アカウントを停止することがある。アカウントの停止にあたっては、そのような商品

または行為により返品や返金が発生したり、消費者、Amazon 、またはその他の第三者が損害または

責任を負ったりする可能性があるため、当該アカウントの売上金を留保する。原則として、この売

上金の留保は９０日間行われる。もっとも、停止されたアカウントに関連してそのようなリスクが

継続している場合や調査を継続する必要がある場合、または当該アカウントが虚偽行為、詐欺的行

為ないし違法行為、または Amazonのポリシーに違反する目的で使用されていると Amazonが判断し

た場合は、この期間が延長される場合がある。［定期報告書 P21］ 

➢ いずれの場合もそのような行為が行われていなかったことが確認できた場合、または問題が解決し

た場合には、当該９０日間の留保期間内であっても迅速に売上金の留保を解除。留保される金額

は、最後に Amazonから行われた送金後のアカウントの売上金の残高に限られる。この送金は通常

14日の周期で行われる［定期報告書 P21］ 

➢ （売上金の恒久的な留保を定めているポリシーについて）定期報告書の別紙 1として添付した、法

令違反の商品等の販売を禁止する制限対象商品の規約に基づく、出品停止に関する通知文の例に関

するご質問と理解いたしました。売上金留保に関するポリシーでは、「出品者のアカウントが虚偽行
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為、詐欺的行為、違法行為を行う目的や Amazonのポリシーに違反する目的で利用されているものと

Amazonが判断した場合〔中略〕には、当該問題のある行為がなかったことが確認されるまで、売上

金が留保」される旨を定めておりますところ、別紙 1では、販売事業者様において出品された制限

対象商品について適切にご対応いただけなかった場合には、違法行為を行う目的でアカウントが利

用されていること等を理由に売上金の留保が継続する可能性もあることをご説明しております。［質

問状回答 17－１（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 19-20）］ 

➢ （開示例のメール以外に開示方法について）売上金留保の対象となった販売事業者様に対しては、

留保の開始日と留保に対する異議申立ての受付開始日に、それぞれ、アカウント停止等の措置のご

案内とは別に送付しているメールにおいて、留保されている売上金の金額の確認方法、留保期間、

売上金留保に対する異議申立て方法や異議申立てに対する調査の概要等をご説明しております。ま

た、販売事業者様により売上金留保に対する異議申立てが行われた場合、販売事業者様に対して

は、当該申立てについてメールでご連絡しておりますが、セラーセントラル上の「パフォーマンス

通知」のページ上でも同じ連絡内容をご確認いただくことができます。［質問状回答 17－３（第７

回モニタリング会合資料２追加提出資料 P20）］ 

➢ （「異議申立を行わない場合は、売上金が留保された日から 90日が経過した後、別途

disbursement-appeals@amazon.co.jp に連絡することにより、売上金の支払いを申請することがで

きます。」という規約の趣旨について）売上金留保は原則としては 90日間行われますが、例外とし

て、アカウントの停止を伴わない比較的軽微な違反に伴う売上金留保等については、90日よりも前

に、かつ、販売事業者様による申立ての手続きを要さずに、一定期間の経過をもって留保を解除す

る場合があります。また、原則通り 90日間の売上金留保が予定されている場合であっても、90日

より前に、売上金留保の原因となったアカウント停止等の措置に対する申立てが行われ、その原因

となった行為が行われていなかったことが確認できた場合、または当該原因が解消された場合に

は、当該 90日の留保期間内であっても迅速に売上金の留保を解除しています（定期報告書）。この

ような販売事業者様による申立てが行われず、90日間が経過した後も、引き続き売上金留保の原因

となったアカウント停止等の措置に対する申立てを行うことができますが、それに加えて、販売事

業者様において所定の連絡先にご連絡いただき、改めて売上金留保の解除のみを申し立てていただ

くこともできます。なお、売上金留保の対象となった販売事業者様に対しては、留保の開始日と留

保に対する異議申立ての受付開始日に、それぞれ、アカウント停止等の措置のご案内とは別に送付

しているメールにおいて、異議申立て方法や異議申立てに対する調査の概要等をご説明しておりま

す。［質問状回答５-２-１（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P９-10）］ 

➢ （通知に記載されている留保期間の記載内容について）売上金留保の対象となった販売事業者様に

対しては、留保の開始日と留保に対する異議申立ての受付開始日に、それぞれ、アカウント停止等

の措置のご案内とは別に送付しているメールにおいて、留保されている売上金の金額の確認方法、

留保期間、売上金留保に対する異議申立て方法や異議申立てに対する調査の概要等をご説明してお

ります。［質問状回答５－２－４（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P10）］ 

➢ （定期報告書別紙２は留保金額・期間の記載がなく、別紙３は留保期間の記載がない点について）

売上金留保の対象となった販売事業者様に対しては、留保の開始日と留保に対する異議申立ての受

付開始日に、それぞれ、アカウント停止等の措置のご案内とは別に送付しているメールにおいて、

留保されている売上金の金額の確認方法、留保期間、売上金留保に対する異議申立て方法や異議申

立てに対する調査の概要等をご説明しております。［質問状回答 17-２（第７回モニタリング会合資

料２P９）］ 
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➢ （利用事業者に対する調査期間の説明について）売上金留保の留保に対する販売事業者様からの申

立て方法として、売上金留保の原因となったアカウント停止等の措置に対する申立てと、売上金留

保自体に対する申立ての 2種類がありますが、前者の売上金留保の原因となった措置に対する申立

てについては、販売事業者様からのお問合せに 24時間から 48時間以内に対応することを目標に対

応しております（定期報告書 21頁）。後者の売上金留保自体に対する申立てに対しては、5-10営業

日を目途に審査の結果をご連絡する旨、販売事業者様にご連絡しております。［質問状回答 17ー６

（第７回モニタリング会合資料２P９-10）］ 

➢ 売上留保に関しての御質問についてですが、留保された売上げというのは、平山先生がおっしゃら

れたとおり、基本的にはユーザーへの補償のために使用しております。ユーザーから Amazonに対し

ての補償、返金を受けたい場合の請求手続や窓口についての御質問についてですが、不正な出品に

関してのお客様からのクレームというのは、基本的には出品者様とお客様との間の取引であるた

め、Amazonに補償を求めるための特別な窓口というのは設定しておりません。ただ、カスタマーサ

ービスにおいては、そのような問合せも含めて全て対応しておりますので、お客様からカスタマー

サービスを通して、そのような請求をしていただくことは可能です。実際にそのような請求を受け

た場合、Amazonから購入者に対して何らかの補償等を行うかという点については個別事例を詳細に

調査した上で判断をしております。［第７回モニタリング会合議事録 P12］ 

➢ 弊社では、「売上金留保に関するポリシー」に則して、詐欺的な行為を行ってはいなかったことの確

認が取れた場合等には、販売事業者様に対して売上金を返還しております。売上金留保は原則とし

ては 90日間行われますが、例外として、アカウントの停止を伴わない比較的軽微な違反に伴う売上

金留保等については、90日よりも前に、かつ、販売事業者様による申立ての手続きを要さずに、一

定期間の経過をもって留保を解除する場合があります。また、原則通り 90日間の売上金留保が予定

されている場合であっても、90日より前に、売上金留保の原因となったアカウント停止等の措置に

対する申立てが行われ、その原因となった行為が行われていなかったことが確認できた場合、また

は当該原因が解消された場合には、当該 90日の留保期間内であっても迅速に売上金の留保を解除し

ています（定期報告書）。このような販売事業者様による申立てが行われず、90日間が経過した後

も、引き続き売上金留保の原因となったアカウント停止等の措置に対する申立てを行うことができ

ますが、それに加えて、販売事業者様において所定の連絡先にご連絡いただき、改めて売上金留保

の解除のみを申し立てていただくこともできます。［第７回モニタリング会合議事録 P32-33］ 

 

■楽天 

提供条件の明確化・平易化 

➢ 楽天市場というプラットフォームの運営に関する基本的な事項、遵守いただくべき内容につきまし

ては規約・ガイドラインという形式で明確に定めまして、既存の店舗様向けには店舗運営Ｎａｖｉ

という店舗様向けのページで掲載しております。また、これから出店を希望される事業者様向けに

もおおむね同様の内容をウェブページ上に開示しております。［第２回モニタリング会合議事録 P

３］ 

➢ こうした規約・ガイドラインの内容につきましては、正確かつ分かりやすく御理解いただくために

御質問を頂戴することが多い事項について、そのＱ＆Ａを併せて掲載しております。また、その内

容についても定期的に更新を行って御案内をしております。［第２回モニタリング会合議事録 P３］ 

➢ 規約・ガイドラインの内容をより深く御理解いただくための施策といたしまして、行政庁の御担当

の方でしたり、弁護士の方を講師としてお招きしまして、規約・ガイドラインの背景となる法令、

店舗運営において留意が必要な法令に関する勉強会をオンラインで開催しております。これまで景
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表法、薬機法、消費者保護規制などをテーマとして取り上げまして大変好評を博しております。投

影しました資料、講義動画につきましてはアーカイブ化しまして、店舗様が後日確認できるようポ

ータルサイト上で公開しております。［第２回モニタリング会合議事録 P３］ 

➢ 第 6回・第７回楽天市場サービス向上委員会おいて、楽天市場出店者友の会の会員数が 705店舗に

増加し、商品レ ビューの活用や不正ユーザー対策、R-Messe機能の活用について議論する「顧客コ

ミュニケーション分科会」が新たに加わり、各分科会の進捗状況や今後の施策について議論が行わ

れた他、楽天市場のエンターテインメント性向上へ向けた新たな分科会の設立についても議論が行

われた。［定期報告書 P26］ 

➢ 第 7回楽天市場サービス向上委員会においては、2024年 7月に導入予定である「配送品質向上制

度」の詳細を議論 し引き続き利用事業者の声を反映しながら制度の運用改善することとした。［定

期報告書 P30］ 

➢ 第 8回アドバイザリーパネルにて配送品質向上制度の認定基準の柔軟な対応等を要望されたとこ

ろ、第 9回アドバイザリーパネルで、出店事業者の実情を考慮した認定基準を一部取り入れること

により、出店事業者とユーザー双方 のニーズに応えられるような改善を行った。また、第 9回アド

バイザリーパネルで指摘のあった低評価レビューの活用サポートや出店事業者向けのシステム改善

について対応を検討している。［定期報告書 P31］ 

➢ （「出店案内」ページにおいて）規約及びガイドラインの改正内容を月次で更新し情報を最新化する

だけではなく、規約及びガイドラインの内容に応じて類型化して表示を行うことにより出店希望事

業者が自身に関係のある内容を参照することが容易になるよう UI等の改善を行っている。［定期報

告書 P37］  

➢ 「店舗運営 Navi」では、規約及びガイドライン、関連する FAQについても検索が可能。また、利用

事業者が販売する商品ごとに関係する規約及びガイドラインをグルーピングするなどしている。［定

期報告書 P37］ 

➢  FAQだけでは問い合わせ減少が見込めない等の場合は、規約及びガイドラインの規定自体の明確化

を実施し、利用事業者にとって分かりやすいものとなるよう日々改善を行っている。［定期報告書

P37］ 

➢ 提供条件の変更告知内容は過去数年分閲覧可能。［定期報告書 P40］ 

➢ 一部重要なガイドラインについては制定時から現在までの改定履歴を掲載することによりいつ時点

で販売商品の規 制がなされたか等、出店事業者にとって容易に確認可能。［定期報告書 P40］ 

参照容易化 

➢ 「店舗運営 Navi」では、規約及びガイドライン、関連する FAQについても検索が可能。また、利用

事業者が販売する商品ごとに関係する規約及びガイドラインをグルーピングするなどしている。［定

期報告書 P37］ 

取引拒絶基準の開示 

➢ （契約更新規約の開示について）以下にて開示を行っておりますので、リンク先をご参照くださ

い。 

 ▼01. 楽天市場憲章・楽天市場出店規約（契約更新規約） 

 https://www.rakuten.ne.jp/gold/_sales/pdf/disclosure/01_kiyaku_guideline.pdf 

［以上、質問状回答９-４（第２回モニタリング会合資料２P13）］ 

有償サービス受け入れ要請関連 

https://www.rakuten.ne.jp/gold/_sales/pdf/disclosure/01_kiyaku_guideline.pdf
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➢ （有償サービスの利用と検索順位・おすすめ出品の関係性について）検索順位は価格、納期を含

め、ユーザーニーズにかなう商品・サービスを提供することで向上するものとなっており、現状、

当社が提供している有償サービスを利用しなければ検索順位をあげることができない訳ではありま

せん。［質問状回答 10-４（第２回モニタリング会合資料２P14）］ 

➢ （提供中の有料サービスが、社会全体の取引コストの削減につながっているといえるか考慮してい

るか/している場合にはその具体的な内容について）出店店舗様の運営負担を軽減し、コストを抑制

するためのサポートを強化してまいります。 例えば、RSLについては利用事業者に対して、競争力

のある低価格で配送サービスを提供しています。 かかるサービスの利用により、出店事業者は自社

での物流管理の負担を軽減でき、効率的な配送が可能となります。 また、広告サービスについて

は、利用事業者は効果的なマーケティングを低コストで実施できます。 広告費用は出店事業者の売

上に応じて設定されている等、無駄なコストを抑えることができます。 当該サービスの利用によ

り、ユーザーへ効果的に販売商品を訴求することができ、無駄な広告費用が削減されます。 以上の

ように、全体の物流コストやマーケティングコストが低減され、社会全体の取引コストの削減に寄

与していると考えております。［質問状回答 10-３（第２回モニタリング会合資料２P14）］ 

➢ （提供している配送サービスが競争環境に与える影響について）具体的な取り組みが様々な競争環

境に与える影響については、弁護士と連携しながら慎重に対応を進めています。法的な観点からも

問題がないよう、常に確認を行い、公正で透明性の高い取引環境を提供することを目指していま

す。以上のように、楽天市場は利用事業者とユーザーの利益を守りつつ、公正な競争環境を維持す

るための取り組みを継続しています。［質問状回答 10-５（第２回モニタリング会合資料２P14-

15）］ 

➢ （「RSLお届け日時表示サービス」を選択した場合、最強配送ラベル獲得のための店舗基準のうち

「納期遵守率」、「６日以内お届け件数比率」、「出荷件数」が不要になる理由について）RSLは楽天

の物流サービスであり、出荷プロセス全体を管理・最適化しております。 RSLが出荷を担当するこ

とで利用事業者による出荷対応等が不要となりますので納期遵守率をはじめとした基準を満たす必

要がないということとしております。［質問状回答 10-６（第２回モニタリング会合資料２P15）］ 

➢ （最強配送ラベル獲得に「共通の送料込みライン」の導入が必要なことについて）最強配送ラベル

は、送料込みラインに参加することが条件の一つとなっていますが、目的は配送品質が高いことを

示すことであり、品質が高いことの一つとしてユーザーにとって送料がわかりやすいという意味で

送料込みラインの参加を条件としております。 送料込みラインに参加していることは一部の条件で

はあるものの、他に厳しい条件が存在し、送料込ラインに参加していたとしても最強配送ラベルを

付与される利用事業者はごく一部となります。 以上を前提に、事前に、公正取引委員会への申し出

には反しないということで外部の弁護士確認を取り対応を進めております。以上を前提に、公正取

引委員会への申し出には反しないということで外部の弁護士確認を取り対応を進めているだけでは

なく、事前に情報を公開し、各利用事業者の意見も伺ったうえで導入しております。［質問状回

答 10-７（第２回モニタリング会合資料２P15）］ 

➢ （「実質的に新しい有料ソフトの導入を強制された」との利用事業者の声について）楽天市場におい

ては無償、有償問わず外部ツールを使わずとも RMSの商品登録機能を使えば商品ページの作成は過

去も、現在も可能です。 クオリティの高い商品ページを作成するためには画像編集の技術や

HTML、CSSの理解が必要であるところ、利用事業者のかかる技術をサポートするものとして当社や

外部ベンダーより簡単に画像編集やページ編集ができるツールを提供しております。 従前当社より

画像加工やページ作成が可能な「Sketchpage for 楽天市場」を無償提供していましたが、セキュリ

ティの問題や機能の利便性等を考慮し、2021年 4月に提供を終了しました。 かかるツールの提供



20 

終了に伴い、利用者には楽天が新しく提供を始めたツールや他の外部ベンダーのツール、もしくは

RMSでのページ作りに移行できるようサポートしました。 特に、当社が提供する代替ツールについ

ては特別措置を設ける等、スムーズな移行を支援いたしました。［質問状回答 10-８（第２回モニタ

リング会合資料２P15-16）］ 

検索順位等の決定関係 

➢ （アルゴリズムの検証に対するブロッキングについて）検索結果の表示順位を検証すること自体を

ブロッキングしているということはございませんが、本来ユーザーから支持されていない商品が検

索結果として上位に表示されるとユーザー誤認を与える可能性があるため、かかるユーザー誤認を

避けるため利用事業者が自店舗の商品の検索順位を上げるために自ら購入を行い、又は特定のキー

ワードを繰り返し検索するなどの行為を行い、検索結果を歪めることは抑止すべきと考えており、

そのような行為が検索結果に反映されないように日々監視・チューニングを行っております。ま

た、利用事業者が架空註文を行うことや、自社の商品に良いレビューを付けるような行為に関して

もユーザー誤認を与える可能性があるため禁止行為として、こうした不正な購入等を検知する努力

を継続的に行っております。［質問状回答２-６（第２回モニタリング会合資料２P４）］ 

➢ 検索順位は価格、納期を含め、ユーザーニーズにかなう商品・サービスを提供することで向上する

ものとなっており、現状、当社が提供している有償サービスを利用しなければ検索順位をあげるこ

とができない訳ではありません。［質問状回答 10-４（第２回モニタリング会合資料２P14）］ 

➢ 検索順位につきましては関連性と人気度という２つの要素で決めていると御報告いたしておりま

す。この人気度の中にいろいろな細かいパラメーターが入っておりまして、顧客数やレビュー数で 

あったり、売上げの規模感であったりとか、いろいろなものが入っていまして、そういったところ

を ちょっとメッシュを荒く説明してしまっていたというところはございます。ですので、他社さん

の報 告のメッシュなども参考にしまして、来年度ですが、より分かりやすい形で報告できないかと

いうことは前向きに検討させていただきたいと思っております。［第２回モニタリング会合議事録 P

９］ 

商品等データを取得・使用する場合の内容・条件 

➢ R－Karteを使って、店舗が他店舗の情報を得ているのではないかということですが、R－Karteを使

って店舗が見られる情報というのはあくまで当該店舗の情報に限られています。他店舗の情報とい

うのは、統計情報という形で楽天市場全体の売上規模みたいなものを当該店舗との比較資料として

使えることにはなっていますが、あくまで店舗様が見られるのは当該店舗の営業情報に限っており

ます。［第２回モニタリング会合議事録 P12］ 

苦情申出・協議申入れの方法 

➢ 楽天市場では、出店事業者の声を聞くために多様なチャネルを用意している。出店事業者ごとに担

当として付き、売上向上のための相談や提案を行う EC コンサルタントや、店舗運営システム

（RMS）の操作やキャンペーンなどの問い合わせを受けるコールセンター・チャット窓口をはじめと

して、新春カンファレンスや楽天 EXPO などのイベント、出店事業者と意見交換を行う「楽天市場

サービス向上委員会」など、出店事業者のニーズに合わせて多様なチャネルを設けている。また、

出店事業者が楽天市場に対して苦情及び紛争の申請を行うための専用窓口を設置している。当該窓

口は、2021 年２月に設置された楽天市場のルール作成責任者、弁護士資格を持つ実務担当者などで

構成する組織「コマース渉外室」において、業務管理者の監督のもと運営されている。同窓口は社

内の他部署等から独立した立場で、申立事項について客観的・第三者的な立場で公平に対応を行っ

ており、出店事業者は、当窓口へ苦情及び紛争を申し立てたことをもって不利益に取り扱われるこ

とはない。この点については、当窓口が社内の他部署等から独立した第三者的な立場で運営されて
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いる点のほか、当窓口への申立履歴はコマース渉外室関係者しか閲覧のできないシステムにて管理

を行っている点により担保されている。［定期報告 P10］ 

➢ 適宜、社内の関係部署、店舗様に当該苦情・紛争窓口を周知いたしまして、当該窓口の認知向上を

図っております。［第２回モニタリング会合議事録 P４］ 

➢ （「苦情・紛争窓口」の連絡先の開示方法について）店舗運営 Navi（RMS）、一般的なサーチエンジ

ン等で検索できるページ（「プラットフォームの透明性及び公平性の向上に関する取り組みについ

て」5）に記載しているほか、その他各種問い合わせ対応の際に利用事業者へ当該窓口を個別に御案

内しております。［質問状回答３-４（第２回モニタリング会合資料２P５）］ 

➢ （契約解除通知の見直し状況について）当社顧問弁護士等への確認を経て通知文案の改修を行って

おります。また、苦情紛争窓口のご案内を一律行うこと等については、各種利用事業者の対応窓口

の棲み分けや役割分担を明確にしたうえでご案内するか否か検討してまいります。［質問状回答３-

５（第２回モニタリング会合資料２P５）］ 

➢ （苦情紛争窓口を周知徹底するための取組みについて）これまで以下のような周知活動を実施して

おります。 

▼社外 

・各種利用事業者への対応窓口において対応できないような事例において苦情紛争窓口をご案内す

る 

▼社内 

・出店事業者への対応を行っている部署へ取引透明化法に関する説明会を行う中で苦情紛争窓口を

紹介する 

・個別の出店事業者の対応に関する相談時に苦情紛争窓口への連絡を促す［以上、質問状回答３-８

（第２回モニタリング会合資料２P５）］ 

最恵国待遇（同等性条件）条項の内容・理由 

➢ （事実上、最恵国待遇を要求していないかについて）最恵国待遇の有無の確認を行うにあたって

は、価格や配送の品質面で他の ECプラットフォームと比して同等または優れた条件となること

を求めることがないか等含め確認を行っております［質問状回答 12-1（第２回モニタリング会

合資料２P16）］。 

➢ (最恵国待遇を求めないことの担保について)現状当社では最恵国待遇を求めるような規約等を定

めておりません。最恵国待遇は各種法令において問題視されるおそれのある行為であることは

理解しております。特定の施策実施時には法的論点について担当事業部門と法務担当部署、品

質管理部署が連携することにより法令上問題となる行為が発生しないよう努めております。［質

問状回答 12-２（第２回モニタリング会合資料２P16-17）］ 

➢ （最恵国待遇の要請を受けたとのアンケート結果について）取引透明化法施行前後を含めて、上記

のとおり最恵国待遇を行うことのリスク等は研修等において周知するだけではなく特定の施策実施

時も法的論点を検討することにより法令上問題視されるおそれのある事態の発生を防止しているた

め、どのような行為が最恵国待遇と誤認されたかということについては申し上げることはできかね

ます。［質問状回答 12-３（第２回モニタリング会合資料２P17）］ 

自社・関係会社優遇の内容・理由 

➢ ヒアリング結果に基づく改善指摘、改善措置実施、改善措置の実施状況の確認等を行った。［定期報

告書 P38、44］ 

 
5 https://www.rakuten.co.jp/ec/digitalplatform/ 
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➢ 自社及び関係会社に対する優遇に関する監査について御説明いたします。当社では違反行為に関す

る措置、商品の表示順位、店舗の事業活動に関するデータ利用などについて、自社及び関係会社が

運営する店舗、いわゆるファーストパーティー店舗であることを理由としまして、他の店舗様とは

異なる取扱いを行っていることはございません。ただし、楽天市場全体の商品ラインナップの拡充

でしたり、楽天市場でお買物いただくユーザーの増加、訪問頻度の向上など、楽天市場全体の流通

を成長させるために必要と判断した場合には通常と異なる対応を特定の店舗様に対して行うことが

ございます。ただし、これは先ほど申しましたとおり、ファーストパーティー店舗であるから認め

ているものというわけではございません。本年、違反行為に関する措置、商品の表示順位、店舗の

事業活動に関するデータ利用について、ファーストパーティー店舗に対して、他の店舗と異なる取

扱いが行われていないか、社内の監査部門と協力しまして行いました。ファーストパーティー店舗

に対して、まずアンケートを行いまして、そのアンケート結果を踏まえて、個別のヒアリングを行

い、深掘りの監査を実施しております。結論的には問題のあるファーストパーティー店舗はないこ

とが確認できております。この監査の手法及び監査結果につきましては外部の弁護士にその検証を

依頼いたしまして、いずれも問題がない旨の意見を頂戴しております。［第２回モニタリング会合議

事録 P４］ 

➢ 特定出店事業者の点ですが、楽天市場全体の利益につながる場合には特定の出店店舗様に特別な対

応を認めることがあるというのが基本の線でして、楽天のグループ会社、ファーストパーティー店

舗であるから特別扱いをするというわけではございません。［第２回モニタリング会合議事録 P11］ 

➢ 利用事業者に関して、ファーストパーティー、楽天ファッションに関わるものが上位に来ていると

いうことですが、恐らく検索順位において、ファーストパーティーであるからという理由で上位に

来るような設定にはしておりませんので、ちょっと誤解があるのではないかというのが私の受けた

印象でございます。恐らく広告を購入することで、上位で広告としての枠で上に来るというような

ことは十分考えられますので、そういったこととちょっと混同されているのではないのかなと考え

ております。［度第２回モニタリング会合議事録 P６-７）］ 

➢ 特定出店事業者に関する取り扱い方針等やキャンペーンの具体例、当該キャンペーンにおけるファ

ーストパーティー店舗とその他店舗との割合については、従来説明を行ったとおりでございます。

［以上、第２回モニタリング会合議事録 P19］ 

➢ 従来の説明に関する補足（メーカー予算キャンペーン等の対象店舗の選定基準について）  

メーカーのブランドイメージや商品紹介、メーカー製品についてのお得なキャンペーンを展開する

ページで、対象の店舗はページ最下部に記載の 16店舗でございます。その内ファーストパーティー

店舗は 5店舗ございます（Rakuten24 ヘルスケア館、ベビー館、コスメ館、楽天 24、即配マー

ト）。例えば楽天ビックは家電を主に取り扱っているファーストパーティー店舗ですが、日用品も扱

っており以下ページにて紹介されている製品も取り扱っているもののキャンペーンの対象にはなっ

ておりません。  

このように、ファーストパーティー店舗で製品の取り扱いがあるからと言って必ず対象になるので

はなく、通常店舗で対象商品を扱っていても対象にならない店舗がいるのと同様に、広告主である

メーカーなどと協議しながら平等に対象店舗の選定を行っております。  

https://event.rakuten.co.jp/mc/kao-mall/?l-id=top_normal_contents_national_adsol_756  

なお、ファーストパーティー店舗の内、一度も特定出店事業者に選定されていない店舗が存在する

かどうかを確認することは困難ではあるものの、一般的には特別なキャンペーンとはメーカー等か

らの販促費等を基に実施をしていたり、特定のシーズナルの企画において該当の商品を目立たせる
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理由でファーストパーティー店舗も含むそれら商品を取り扱う有力店舗を特別な取り扱いをしてお

ります。 

そのため、売上規模や取り扱う商材によって特別な取り扱いをされないファーストパーティー店舗

もございます。［以上、第２回モニタリング会合議事録 P19］ 

➢ 監査対象ですが、今回のファーストパーティー店舗の監査につきましては内部監査ではなく、内部

統制を担当している部署で行っております。対象としている事業の数ですが、９つのファーストパ

ーティーの事業を対象としました。これは全事業をやりますと、なかなか深掘りができないという

事情もありましたので、売上規模の大きなところから順番にピックアップしております。ですの

で、売上規模で考えますと、楽天市場に出店していますファーストパーティー店舗の９割以上をカ

バーすることはできていると考えております。［第２回モニタリング会合議事録 P７］ 

➢ ファーストパーティー店舗について、今回９つの事業について、監査対象として具体的な深掘りの

審査はいたしましたが、その基準といたしましては、売上規模の大きなものを上から順番にピック

アップして選んだということになります。全てのファーストパーティー店舗を個別に審査します

と、なかなかちょっと深掘りするのに工数がかかってしまいますので、そのようなスタイルを取ら

せていただきました。来年度以降の監査におきまして、今回対象に入らなかったところについても

何らかフォローできるような方法を検討したいと思っております。［第２回モニタリング会合議事録

P11］ 

➢ （特定出店事業者を選択する基準は、監査対象かについて）今回行った監査の対象は、ファースト

パーティー店舗が、ガイドラインの適用、データの利活用、検索結果の点で他の店舗と異なった取

り扱いをされていないか、異なる取扱いがされている場合は特定出店事業者を選択する基準や判断

の適正性まで監査の対象としております。［第２回モニタリング会合議事録 P19-20］ 

➢ （実質的な自社優遇について）楽天市場では、楽天市場全体の商品ラインナップの拡充、楽天市場

でお買い物いただくユーザーの増加、訪問頻度の向上など、楽天市場全体の流通を成長させるため

に必要と判断した場合、通常とは異なる取扱いを特定店舗に対して行うことがあります。なお、対

象となる店舗には当社（関係会社を含む。以下同じ）の直販事業であるファーストパーティー店舗

も含まれることがありますが、ファーストパーティー店舗であることを理由として、特別な取り扱

いを行うことはありません。 当社の、ファーストパーティービジネスは、マーケットプレイスとし

ての楽天市場の品揃えの充実による消費者の楽天経済圏への囲い込みや、楽天市場出店店舗への送

客等を目的とする補完的な存在であると位置づけております。利用事業者がプラットフォームに出

店する理由は様々だと思いますが、多くの利用事業者は、プラットフォームの「集客力」に期待し

て出店しているのではないかと考えております。 そのため、プラットフォーム全体の品揃えを充実

化させ、プラットフォームへの集客力を高めるためのマーケティング対策等を行うことは、当社が

出店事業者のために最も注力すべき事項の１つであると認識しており、それが最終的に、すべての

出店者の利益につながるものと考えております。 当社が、上記のような取扱いを行う背景には、そ

のような考え方があるということを、まずはご理解いただければと思います。［質問状回答４-２

（第２回モニタリング会合資料２P６-７）］ 

➢ （ファーストパーティ店舗であることによって特定出店事業者として選定されるための基準を満た

しやすくなると考えられる選定基準の項目について）ファーストパーティー店舗であることを理由

として特別な取り扱いをすることはありませんが、楽天市場全体の流通を成長させるために必要と

判断した場合、特定店舗に対して通常とは異なる取扱いを行うことがあり、その中には、ファース

トパーティー店舗が対象になるケースもございます。前述の通り、かかる取扱いを行うケースとし

ては、メガリテーラー（巨大小売業）やスーパーブランド等の大手企業が対象となるケースが多
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く、その中には、「楽天 Bic」等のファーストパーティー企業も対象に含まれることはありますが、

割合としては多くはございません。［質問状回答４-５（第２回モニタリング会合資料２P７-８）］ 

返品受入要請の条件 

➢ （無理な返品に対して毅然とした対応をとった結果、レビュー等が悪化することを防ぐための取組

みについて）上記対応をされた場合に当該ユーザーのレビューが不適せつなものとして非表示の対

象となる直接的なガイドラインはございません。 ただし、楽天市場ではユーザー向けの規約ガイド

ラインを明確にし、禁止事項として整理しています。これにより、不適切な行為な返品要求を防止

し、利用事業者が適切な対応を取れるようにしています。また、不適切なレビューに関する通報窓

口を設け、利用事業者が不適切なレビューに対して迅速に対応できるようにしております。 なお、

現行のルールでは対応ができないものについては利用事業者出店者からのフィードバックに基づ

き、より公正で透明性の高い取引環境を提供するための改善を行うことを検討いたします。［質問状

回答６-１（第２回モニタリング会合資料２P９-10）］ 

➢ （売上金の支払いに関する苦情・紛争について）ユーザーからの苦情や意見に基づき対応を行う場

合であっても、ユーザーの主張の根拠を確認する、また主張に根拠がある場合であっても利用事業

者からの反論を確認する等を迅速に行っております。 このように利用事業者とのコミュニケーショ

ンを密に行うことで、問題の早期解決を図ることにより、利用事業者からの苦情紛争が寄せられる

ことを防止できていると考えられます。［質問状回答５-２-２（第２回モニタリング会合資料２P

９）］ 

検索順位等の決定関係【消費者向け開示】 

➢ （［PR］表記に関する消費者向け開示について）［PR］表記に関するユーザー向けの記載は、以下の

ように一般的な検索結果を表示しているページ等にて開示しております。 この点、現状の開示のみ

では、ユーザーにとって認知しづらいところがあると考えられるため、以下ページにてまとめて記

載を行う等は検討してまいります。 

▼楽天市場の商品検索における検索順位の決まり方について  

https://ichiba.faq.rakuten.net/detail/000017557 

≪現状の開示例≫ https://search.rakuten.co.jp/search/mall/%E6%B0%B4/ 

 

  ［以上、質問状回答 13（第２回モニタリング会合資料２P17）］ 

消費者の商品等データを取得・使用の内容・条件【消費者向け開示】 

➢ パーソナライズド・プライシングのところですが、楽天市場ではユーザーごとにプライスを変える

というような制度は導入しておりません。ただし、マーケティング施策としまして、ＳＰＵという

施策を導入していまして、これは楽天モバイル、楽天カード、楽天トラベルといった楽天のグルー

プのサービスを利用いただいているロイヤリティーの高いユーザー様にポイントの付与料率を高い

料率にしていくという施策でして、ポイントが最大 17％多くつくというような施策になっていまし

て、そういう意味では、会員プログラムとしてのパーソナライズというものはやっております。こ

れは楽天の費用負担でやっているマーケティング施策になります。［第２回モニタリング会合議事録

P12］ 
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➢ 「R-Karte」における「自店舗で購買したユーザーの楽天市場全体での購買傾向」については、自店

舗の訪問者・購入者の属性や楽天市場における行動データをご確認いただけるもので、楽天市場全

体の商品ジャンルにおけるユーザー属性ごと（全体、男性、女性、ヘビーユーザー、ライトユーザ

ー等）の購入割合等（購入割合だけではなく、訪問割合も含まれます）がご確認いただけます。［第

２回モニタリング会合議事録 P20］ 

➢ ユーザーから得た情報の取り扱い方針につきましては、以下のページにて開示を行っております。 

 https://ichiba.faq.rakuten.net/detail/000006705 

 ［以上、第２回モニタリング会合議事録 P20］ 

提供条件によらない取引の実施要請 

➢ 「決済手段の導入や商品アップロードのやり方など、モールの方向性が変わる度に対応を迫られ

る。」等の声について、何ら規約等の根拠なく当社より対応を要請されていると誤解されていると考

えられます。 当社としては様々なサービス改善について利用事業者の便宜やユーザーの利益という

楽天市場全体の利益に資するようサービス改善を行っており、このような施策により利用事業者の

売上の維持、向上につながるものと考えていますが、かかる当社の取り組み背景やその根拠となる

規約等について説明してはいるものの、残念ながらご理解いただけなかった結果、かようなコメン

トを頂戴することになったのではないかと思料しています。［質問状回答１-５（第２回モニタリン

グ会合資料２P２）］ 

➢ （提供条件に記載されていない取引に関する行為をしていないことの確認方法について）現状行っ

ている取り組みについては根拠となる規約等の条項を確認しております。また、新たな取り組みに

ついて、何等か出店事業者へ対して要請等を行うか否か検討を行う場合は、根拠となる規約等が存

在するか否か等を担当事業部門と法務部門や品質管理部門等が確認を行う仕組みを構築しておりま

す。［質問状回答 15-１（第２回モニタリング会合資料２P18）］ 

➢ （提供条件に記載されていない取引の実施要請をしないことの担保方法について）同上。［質問状回

答 15-２（第２回モニタリング会合資料２P18）］ 

➢ （商品の画像等の表示を一律の構図にする作業要請の有無）商品画像に関する取り組みは、ユーザ

ーが商品を探しやすくすることで購買体験を向上させ、結果として利用事業者の売上向上を目的と

しています。具体的には、ユーザーの声を基に商品画像登録ガイドラインを策定し、一定の条件を

設けています。条件に沿わない商品画像を登録している出店事業者には、当社規約ガイドラインに

基づき商品画像の変更を要請する等の措置をこうじております。ご指摘の作業要請は、2018年当時

に商品画像登録ガイドラインを新たに導入した際、既に存在していた商品画像について、当該ガイ

ドラインに適合するものとなるよう、十分な対応期間を設けて要請を行ったものです。現在は、商

品画像登録ガイドラインは提供条件の一部として継続的に適用されていますので、同様の要請は行

っておりません。［質問状回答 15-３（第２回モニタリング会合資料２P18）］ 

➢ （事実上の作業要請の有無について）出店事業者の任意の利用や加入を促すことはあったとして

も、規約ガイドライン等にて提示されていないにもかかわらず、強制力を背景として一定の作業等

を要請するようなことはございません。［質問状回答 15-４（第２回モニタリング会合資料２P18）］ 

提供の一部拒絶時の開示 

➢ 通知文例を開示［質問状回答 16-４（第２回モニタリング会合資料２P19）］ 

支払留保する場合の内容・理由の開示 

➢ 通知文例を開示［質問状回答 17-７（第２回モニタリング会合資料２P19）］ 

 

https://ichiba.faq.rakuten.net/detail/000006705


26 

■LINEヤフー 

提供条件の明確化・平易化 

➢ 提供条件を変更する場合の開示については、2022年度で報告した開示フォーマットの改善及び

担 当者の再教育を実施し、定期報告書添付資料２で示したとおりに開示を行った。当該開示

内容は、 提供条件を変更する理由と変更される箇所及び内容、改定日が明らかとなってお

り、それらについて一覧性をもって確認可能。［定期報告書 P48］ 

➢ 昨年度一部の提供条件変更開示において理由の開示が十分でない事象が発生し、当該事象に対

して対応する旨を経済産業省に報告を実施した。こうした事象の再発防止のために、再度担当

者に対 して透明化法に基づき実施しなければならない事項に関し周知・啓発し、事前告知を

行うテンプレートに「改定理由」の項目を設け、理由を付記することが形式的に欠落しないよ

う対応を行った。［定期報告書 P20］ 

➢ 条文にわかりにくい表現を見つけた際は、その都度修正・改善を行うこととしている。例え

ば、 本年度においては、「３．法第５条第１項から第４項までの規定に基づく開示の状況に関

する事項」（２）①ア（エ）「c. 誤ってアカウント停止措置を行った場合の是正措置につい

て」の項目において記載したとおり、措置の事例を契機として、ガイドラインの一部表現の明

確化について検討している。［定期報告書 P47］ 

有償サービス受け入れ要請関連 

➢ （キャンペーン原資は、全出店者に負担が求められているところ、全出店者が少なくとも１つ

以上のキャンペーンに参加することが可能かについて）全出店者は少なくとも１つ以上のキャ

ンペーンに参加することはできます。例えば毎月 3回開催する「5のつく日」は全出店者参加

可能です。［質問状回答 10-１（第３回モニタリング会合資料２P18）］ 

➢ （キャンペーンの企画・実施にあたり、一部の利用事業者の利益のために、他の利用事業者が

不利益を被っていないか等検証しているかについて）Yahoo ショッピングにおいては、「毎日

5％」のポイントまたは Yahoo ショッピング商品券によるポイント付与を行っており、このポ

イント付与に購入金額下限の制約はございません。非定常的な個別の販促施策では購入金額下

限の条件がつく場合はございますが、ベースの「毎日 5％」においては購入金額下限の制約が

ないため、購入金額の多寡にかかわらず、1.5%以上の還元は実施しております。よって、この

ように公平性が図られており、「一部の利用事業者の利益のため」には当たらないものと考え

ております。［質問状回答 10-２（第３回モニタリング会合資料２P18）］ 

➢ （有償サービスの利用と検索順位・おすすめ出品の関係性について）有償サービスが検索結果

のおすすめ表示順に作用することにつき、「透明性向上のための取組みのご紹介」ページ内6で

開示しております。また、有償サービスの詳しい内容や効果については出店者向けツールで説

明されており、出店者であれば閲覧できます。有償サービスの利用が検索順位に優位に作用す

ることが説明されている以上、有償サービスを利用しない場合、利用している場合に比べ相対

的に順位が下がりやすくなりうることは自然であると考えます。［質問状回答 10-４（第３回モ

ニタリング会合資料２P19-20）］ 

➢ 有償サービスの販促費の設定に関しては、定期的にどういう推移になっているかというところ

を各所で見ておりまして、あまりにも高止まりということがないような、適正な販促費になる

ように努めております。私どもが実際に訪問すると、「これ高いよ」、「まだまだできるよ」と

いうストア様からの様々な意見をいただいておりますので、そういったご意見に鑑みてバラン

 
6 「（３）検索順位やランキングの決定の仕組み、各表示枠について」＞「２．その他の考慮要素」における「ストア（※５）が支払う販売促進費

の設定率」https://business-ec.yahoo.co.jp/shopping/digitalplatformer/ 
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スをとりながら判断しています。やみくもに青天井でどんどん上げてくださいというわけでは

ないですし、我々としてもそれは健全なビジネスではないですし、ストア様は利益を一番重要

視されているところだと理解していますので、しっかりと利益を残していただくためにも、販

促費の適正さはしっかりと見極めていきたいと考えております。［第３回モニタリング会合議

事録 P15］ 

➢ 減額率については、さまざまな営業的環境要因を総合的に考慮して決定している。［第３回モ

ニタリング会合議事録 P16］ 

➢ （提供している配送サービスが競争環境に与える影響について）恐れ入りますが、「プラット

フォーム提供事業者が発送・配送サービスを垂直統合して提供」とご質問の前提に言及があり

ますところ、弊社はいわゆるフルフィルメントサービスを直接提供しているわけではなく、ま

た、仮定条件が多数ございますので、当該条件が弊社サービスにおいて妥当することをあては

めていただいた上でご質問頂けませんと回答することはできかねます。［質問状回答 10-５（第

３回モニタリング会合資料２P20）］ 

検索順位等の決定関係 

➢ （アルゴリズムの検証に対するブロッキングについて）恐れ入りますが、ご質問のアルゴリズ

ムとは具体的に何に対するアルゴリズムを指すのが不明であるため回答できかねます。一般

に、事業者が何かしら用いているアルゴリズムに対して、外部的に解析できるとすると、アル

ゴリズムに対する対策（例えば、SEO対策）などによって、事業者の想定しない結果を招来す

る危険があると思われ、また、これによって生じた結果（例えば、SEO 対策によって生じた検

索結果など）を信頼したサービス利用者等に不利益をもたらすものと思われます。［質問状回

答２-６（第３回モニタリング会合資料２P６）］ 

➢ 優良配送の対応有無は「おすすめ順」における表示順位を決定する１要素であり、「おすすめ

順」では優良配送の対応有無の他、検索キーワードや商品の購入件数等、その他の要素も考慮

のうえで、お客様がもっとも商品を探しやすくなるよう機械学習によって表示を行っていま

す。よって、売れている商品であるのに、優良配送でないからといって上位に表示され ない

ということはありません。［質問状回答２-５（第３回モニタリング会合資料２P５）］ 

➢ 有償サービスが検索結果のおすすめ表示順に作用することにつき、「透明性向上のための取組

みのご紹介」ページ7内で開示しております。また、有償サービスの詳しい内容や効果について

は出店者向けツールで説明されており、出店者であれば閲覧できます。有償サービスの利用が

検索順位に優位に作用することが説明されている以上、有償サービスを利用しない場合、利用

している場合に比べ相対的に順位が下がりやすくなりうることは自然であると考えます。［質

問状回答 10-４（第３回モニタリング会合資料２P19-20）］【再掲】 

苦情申出・協議申入れの方法 

➢ （苦情紛争窓口を周知徹底するための取組みについて）まず、「窓口の周知徹底」について、

例えば、出店者様が利用する専用ツール（ストアクリエイターPro）のページヘッダー上にリ

ンクを設置し、トップページ以外に遷移した際でも表示がなされるような仕様となっており、

窓口へのアクセスは容易なものと言えます。そのため、出店者様の窓口への導線を確保し、お

問合せを容易に行えるものと考えております。次に、苦情紛争の窓口については、提出済みの

報告書に記載の通り、いくつかの受付窓口があり、いずれも利用しやすい場所にあるものと思

 
7 「（３）検索順位やランキングの決定の仕組み、各表示枠について」＞「２．その他の考慮要素」における「ストア（※５）が支払う販売促進費

の設定率」 

https://business-ec.yahoo.co.jp/shopping/digitalplatformer/ 
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われ、苦情・紛争の他、意見の申し出も容易であると考えております。［質問状回答３-８（第

３回モニタリング会合資料２P７）］ 

➢ 異議申立てについてですけれども、基本的には我々としては適切に、窓口自体は複数設置して

いると認識しておりまして、御指摘のように、より分かりやすくというところについては、引

き続き検討させていただきたい。［第３回モニタリング会合議事録 P10］ 

➢ 以前の御指摘を踏まえて、我々としても、異議申立てに関してまだまだ周知、認知がストア様

に対して足りていないところもあると思いますので、それ以外の窓口、そもそも異議申立てが

できますよというところに関しての工夫、認知に関しては改善の余地があると思います。さら

により分かりやすくしていきたい［第３回モニタリング会合議事録 P10］ 

➢ 異議申立てについては、原則としてメールに返信をいただく形をとっておりますが、特に退店

措置時の事前通知メールでは、ヘルプデスクへの導線を作るなどの工夫をしております。その

他、ストア様の専用ツールでは「お問い合わせ」への遷移リンクも設置してございますし、ご

意見等をお申し出いただく導線も設置しております。ただ、今後もストア様のお声や反応につ

いて注視しながら改善の余地はあると考えておりますので、先程のように回答させていただき

ました。［第３回モニタリング会合議事録 P10］ 

➢ 電話窓口に関しては、御指摘の趣旨は大変理解いたします。我々としては、苦情を運営改善に

繋げる検討を行うためにも苦情内容はテキストでいただくことが適切だと考えておりますが、

できる限り電話窓口をカバーできるような形で、安心して気軽にお問合せなり、いろいろな御

意見を伝えられるような窓口の設置をすべきだというご指摘も踏まえて、何ができるかについ

て、しっかりと検討してまいりたい。［第３回モニタリング会合議事録議事録 P18］ 

➢ （ヘッダーの問合せ窓口の表記について、）より分かりやすくスムーズに遷移できるような形

で改修していきたい。［第３回モニタリング会合議事録 P18］ 

最恵国待遇（同等性条件）条項の内容・理由 

➢ （事実上、最恵国待遇を要求していないかについて）Yahoo!ショッピングにおいて「おすすめ表示

となる条件として、価格や配送の品質の面で他の eコマースプラットフォームと比べて同等または

優れた水準を求めること」を目的とした施策は実施しておりません。なお、より良い eコマースプ

ラットフォームを形成するための施策の実施を検討する際に、その結果として、「顧客獲得の観点か

ら非常に大きな差」が生じることになり得る場合は、事前に法務部門や政策企画部門への相談を実

施しており、法務部門や政策企画部門は必要に応じて外部弁護士にも相談しながら、そのような施

策の法適合性を判断しております。［質問状回答 12-１（第３回モニタリング会合資料２P21）］ 

➢  (最恵国待遇を求めないことの担保について) 現在のコンプライアンスの認識として、最恵国待遇

を求めることが、競争法に抵触しかねない重要なトピックであると広く認識されているところであ

ると思われ、あえてそれを行うこと自体が社会人の規範としてあり得ないものと思われます。ま

た、新規の販促施策等の重要な施策は勿論、日常的な施策においても日々法務部門や政策企画部門

に相談しており、かかる相談において、例えば「最恵国待遇を求める」（又はそのような虞がある）

施策については、法的・政策的に問題がないかを確認しております。さらに、規約・ガイドライン

上に最恵国待遇を求める記載もないため、契約関係を構成しない事項を要求することはそもそも生

じ難いものと思われます。［質問状回答 12-２（第３回モニタリング会合資料２P21-22）］ 

➢ （最恵国待遇の要請を受けたとのアンケート結果について）アンケートの問いの記載が「貴社が他

の販路（自社サイト、他のオンラインモール等）で販売する同一商品の販売価格及び販売条件のう

ち最も有利なものと同等とするか、または、他の販路の販売価格及び販売条件より有利なものとす

ることを要求されたことがありますか。」であり、具体的に DPFのどのような行為を想定しているの
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か、アンケート対象者において認識できていない可能性があると思われます。それは、それは「わ

からない」の回答率もそれなりにあることから、問い自体が不明確であったことが伺われると思わ

れます。よって、具体的な行為を特定されていない上、具体的な行為の評価をどのようにしている

のかも不明確な情報を下での回答はできかねます。なお、弊社においては、「利用事業者の声」（第

1回デジタルプラットフォームの透明性・公正性に関するモニタリング会合（2024年度）事務局提

出資料【オンラインモール分野・アプリストア分野】P113）にもあるように、最恵国待遇の要請が

なされたとする事実が存しないものと思われます。［質問状回答 12-３（第３回モニタリング会合資

料２P22）］ 

自社・関係会社優遇の内容・理由 

➢ グループ優遇施策を一元的に把握・管理する体制の構築と運用は適切になされている。［定期報告書

P50］ 

➢ （実質的な自社優遇について）販売手数料について、内部で資金が循環するだけで実質的な負担は

ゼロであるとのご前提の上のご質問と拝察いたしますが、グループ会社であっても別法人であるた

め、ただちに実質的な負担がゼロと断じることはできないと思われます。したがって、ご指摘の

「構造的な優位性がある」又はそれを前提とした取組が必要とは考えておりません。［質問状回答４

-２（第３回モニタリング会合資料２P９）］ 

➢ （商品をより見つけやすくする施策、決済手数料の減額、キャンペーン実施負担の減額の３項目以

外に、グループ会社優遇がされている可能性はありますか。）ございません。［質問状回答４-６（第

３回モニタリング会合資料２P９-10）］ 

➢ （在庫証明審査で取引先メーカーとの請求書等を提出することへの懸念の声について）調査におい

て出店者側から提出された情報は、原則調査主管部門の安全対策部門限りで取り扱われておりま

す。例外的に、事実確認の必要性（例えば、提出された契約書の内容等に対する疑義や許認可に関

わり官公庁に対して確認が必要なもの）が生じた場合に、政策企画部門に共有されることがありま

す。調査の過程で収集された情報は、調査に関係する部門の内部で閉じられて保持の上、調査に限

り利用されており、調査完了後、速やかに破棄され、営業部門などの他部署に共有されたり、利用

されたりすることはございません。［質問状回答７-４（第３回モニタリング会合資料２P16）］ 

➢ 大臣評価のコメントとしては、自社優遇に関する懸念というところで、客観的に検証する形での説

明を求めるという御指摘をいただいております。我々は、これを踏まえて自社優遇に関して自主的

に内部監査を行って、適正な運用が行われていることを適宜確認いただいております。左側に記載

させていただいているとおり、自社優遇の方針に関しての概要になりますが、ユーザーファースト

の視点から、お客様に対して利便性が高いものに関しては、いろいろな観点を踏まえて、提供条件

なりを違った形で提供することがあり得るとしております。それを単純に隠すということではな

く、そのリスクを一元的に把握し、オープンにしてしっかりと提示する形で進めさせていただいて

おります。あわせて内部監査も踏まえて、変なえこひいきがないように、しっかりと取組をさせて

いただいています。 実際にグループ企業であっても、おかしな商品を販売していることがパトロ

ール等で事例として発覚すれば、そこに対しての指導は、他ストア様と同じように対応させていた

だいておりますし、指導、削除に関しても適宜行っているというところが右側の事例になっており

ます。［第３回モニタリング会合議事録 P３］ 

➢ 何をやってもいい、オープンにすればいいというわけではないということは強く認識しておりまし

て、追加施策、例えば何かこの会社と一緒に取り組むという案件が発生した場合には、企画段階か

ら我々の法務、必要に応じて外部弁護士、そして外部監査を踏まえて、その施策は本当に平等なの

か、ほかの出店者様に影響はないのか、こういったものも外部の方々のフラットな意見を踏まえな
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がら、やるやらないの判断をさせていただいております。ですので、なし崩しにならないような形

での管理、ガバナンスに関しては、しっかりと構築させていただいている形で進めております。［第

３回モニタリング会合議事録 P７］ 

➢ （無在庫転売対策の在庫証明審査に関して）いただいた伝票等に関しましては、基本的には審査を

行う部門でしか見ないような形で制限を設けておりますので、営業部門とか、もちろんグループ会

社とかに対して渡るものではございませんので、御安心いただければと思っております。［第３回モ

ニタリング会合議事録 P７］ 

➢ 他社のプラットフォームさんはやられているかもしれませんけれども、我々はこれまでも現在も、

自分たちで何かを製造したり、販売したりする予定はないので、その販売元なり仕入先をいただい

ても何のビジネス情報にもならない。なので、我々としては全然意味のない情報というところが根

本にはあります。［第３回モニタリング会合議事録 P８］ 

➢ 弊社において適切に内部監査を行わせていただいていると認識しております。もちろん今後の外部

についての御指摘は引き続き検討させていただきたいと思っておりますけれども、内部監査自体は

2022年と 2024年、今年の頭にも行わせていただいておりまして、そちらについては適切にフィー

ドバックを受けて、改善すべきところはしていると認識しております。今後も内部監査を受けて、

より外部の声を取り入れるべきというお話が出てきましたら、ぜひ検討させていただきたいと思っ

ております。［第３回モニタリング会合議事録 P10］ 

➢ 本年（事務局注：2024年）２月に公表された大臣評価で「特定デジタルプラットフォーム提供者に

は、自社及び関係会社の優遇に対する懸念に応える情報開示、自社優遇措置の管理体制の整備

（例：データ利用も含めた社内ルールの整備、関係部署のルール 遵守状況を監視する仕組み）を進

め、これらの取組内容を客観的に検証できる形で説明していく（例：外部機関による監査や独立し

た部署による内部監査を実施し、その結果を開示する）ことが求められる。」とされたことも踏ま

え、当該指摘に例示されている「独立した部署による内部監査」を実施したものです。内部監査の

実施に当たっては、当然ながら内部監査部門は事業部門から独立して監査を行うものであり、中立

性・独立性を担保した監査が行われたものと考えております。重要なことは、「取組内容を客観的に

検証できる形で説明」することと理解しておりますので、その点について、どのような形で改善が

図れるかについては不断の見直しを続けてまいります。［第３回モニタリング会合議事録 P11］ 

➢ 検索に関しては、表示順位のスコアリングを高く設定するようなことはしておりません。どちらか

というとお客様に対してメリットがある、例えば今だったらポイント何倍とかキャンペーンに対し

ての訴求はさせていただいておりますが、検索結果において、特別に何かげたを強く履かせて順位

を向上させるというところに関しては、今のところやっておりません。［第３回モニタリング会合議

事録 P14］ 

➢ お客様に対してメリットがなければ、特に訴求する、優遇する必要はないと思っておりますので、

グループ会社だからという理由だけで優遇することはありませんし、優遇の対象になっているグル

ープ会社についてもやみくもに優遇しているということではなく、お客様に対してメリットがある

かどうかという判断軸を持って、先ほどお話しさせていただいたような、お得ですよ、限定ですよ

というものに関して訴求するということをさせていただいております。我々としては、お客様に対

してメリットがないことはすべきではないというスタンスで一貫しております。［第３回モニタリン

グ会合議事録 P14-15］ 

返品受入要請の条件 

➢ （無理な返品に対して毅然とした対応をとった結果、レビュー等が悪化することを防ぐための取組

みについて）Yahoo!ショッピングを利用する消費者の皆様に対して定めたガイドライン において、
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事実に基づいた公平な評価を行っていただくよう規定をしている他、不合理な低評価レビューに対

して、出店者は下記 2 点の対応を取ることができます。まず、低評価レビューについて、低評価率

集計（一定の閾値を超えた場合に、「おすすめ順」の表示順位が低下する効果を持つもの）から除外

する制度です。これは出店者様の起因でない低評価、例えば商品に対するレビューであり、ストア

運営に対するレビューは含まないレビューなどがなされた場合には、申請を受付け、弊社の審査を

もって、低評価により生じる効果を防止することができます。次に、コメントへの返信機能もござ

います。出店者様は、各コメントに対して、出店者側からコメントを付することができます。これ

は公開されているため、ご自身に意見や反論がある場合はこちらに掲載いただくことにより、当該

コメントを読んだ消費者に対してご自身の立場を表明することができます。［質問状回答６-１（第

３回モニタリング会合資料２P13）］ 

➢ （「未着トラブルお見舞い制度」「到着後トラブルお見舞い制度」に関し、商品の到着・未着、商品

のトラブルについて、利用事業者と消費者とで意見が食い違う場合に、利用事業者が償還する費用

はどのように決定されますか。）双方の主張が食い違う場合は、弊社の原資によりお見舞い対応を実

施しています。なお、お見舞いにあたって出店者様に求償を実施するケースは、「弊社も出店者と連

絡が取れない」、または「出店者様の主張より確実に出店者側に非がある（例：対応を怠ったといっ

た報告等）」と認められるケースにおいて実施しております。［質問状回答６-４（第３回モニタリン

グ会合資料２P13-14）］ 

➢ 返金手続に関しては、お客様に対して本当に代金が返っていないかという確認を何回かさせていた

だいた上で、我々から返金をさせていただいております。その判断基準として、完全に出店者様が

詐欺なりの不正行為を行っているかどうかを我々で判断させていただいた上で、お客様に対して返

金できるかジャッジさせていただいているということになります。［第３回モニタリング会合議事録

P12-13］ 

➢ （ユーザーが返金してほしいと求める場合のお問合せ窓口に関して）もし何かあればこちらに御連

絡くださいという様々な窓口を御用意させていただいておりますので、そちらからお客様の問合せ

を受け付ける形にしております。［第３回モニタリング会合議事録 P13］ 

消費者の商品等データを取得・使用の内容・条件【消費者向け開示】 

➢ （パーソナライズド・プライシングの実施状況に関し）価格については、「通常販売価格」「セール

価格」を予め出店者様に設定いただくこととしており、機械的に価格が柔軟に変わるといった仕組

みはありません。ただし、プレミアム会員であるか否か、閲覧履歴などの条件によって、個々のユ

ーザ様ごとに「セール価格」が適用されるか否かが変わることはあります。これらの仕組みを利用

するか否かについては、個別に出店者様が利用の有無を申し込んでいただくものであり、特定の出

店者様のみが利用できるといったものではありません。［第３回モニタリング会合議事録 P16］ 

提供条件によらない取引の実施要請 

➢ （提供条件に記載されていない取引に関する行為をしていないことの確認方法について）弊社と出

店者様との契約関係は規約・ガイドラインで規律されております。そうである以上、約款・ガイド

ラインに記載のない事項については、そもそも法的根拠がなく、取引として出店者様に対して求め

ることはできません。また、新規の販促施策等の重要な施策は勿論、日常的な施策においても日々

法務部門や政策企画部門が相談を受け、法的・政策的に問題がないかを確認しております。その過

程で、根拠なき要求についてはストップがかかるか、または実施に問題がないと判断された場合、

適切な契約を締結の上で実施されることになりますから、契約条件になっていない行為を出店者様

に強制するような体制にはなっていません。［質問状回答 15-１（第３回モニタリング会合資料２

P23）］ 
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➢ （提供条件に記載されていない取引の実施要請をしないことの担保方法について）同上。［質問状回

答 15-２（第３回モニタリング会合資料２P23）］ 

➢ （商品の画像等の表示を一律の構図にする作業要請の有無）弊社は、一定の構図になるように変更

作業を強いるような要請は行っておりません。なお、出品商品の画像について、例えば、製品安全

4法に基づく PSマークの表示については安全性担保の観点から、商品に付された同マークの画像を

掲出するようガイドライン上、出店者様に求めるなど、商品の安全性担保・法令遵守状況の確認の

ために、特定の画像掲出を求める場合はございます。また、お客様の利用体験を損ねるような画像

（例えば、可読性の低い色合いの画像）のご利用はお断りしております。［質問状回答 15-３（第３

回モニタリング会合資料２P24）］ 

➢ （事実上の作業要請の有無について）そもそもの前提として、「決済手段の導入」、「商品アップロー

ドのやり方」との指摘が弊社のどのような行為を具体的に指すかについて不明であり、「対応を迫ら

れる」という弊社側のどのような行為を評価したものであるかについても不明であるため、回答で

きかねます。作業要請については、例えば、サービスの名称変更については、通常の取引に随伴し

て一般的に発生するものであるところ、これは通常の商慣習の範囲内で生じ得るものであって、そ

のために新規に開発行為が必要となる性質のものでもないため、要請と評価できるものではないと

思われます。［質問状回答 15-４（第３回モニタリング会合資料２P24-25）］ 

提供の一部拒絶時の開示 

➢ （事実誤認などを理由とした異議申立ての可否について）そのような理由での異議申立ても、もち

ろん認めております。弊社の定めたガイドラインのルール違反の判断にあたっては、当該ルール適

用のための前提となる事実の確認を経て、誤った判断に基づく措置が起こらないよう努めていま

す。［質問状回答 16-３（第３回モニタリング会合資料２P26）］ 

支払留保する場合の内容・理由の開示 

➢ アカウント停止の措置の理由については、休店措置を行う通知メール文面に記載がある（別添「通

知メール文面」の一部拒絶の類型（１）休店措置の記載）ため、どのような理由に基づき休店措置

がなされたのか、利用事業者は明確に認識することができる。さらに、休店措置の解除の条件につ

いても記載されているため、利用事業者はどのような行動をとれば休店措置を解除されるのか明確

に認識することができる。［定期報告書 P12頁］ 

➢ ストア決済サービスを利用する利用事業者が、以下の場合に該当する疑いがある場合、必要な調査

が完了するまで注文総額の支払を留保することがある。(①第三者によるなりすまし等の不正な行為

があった場合、またはそのおそれがある場合、②売上処理の内容が事実と異なる場合、または売上

処理に不備がある場合、③利用事業者または商品等に関連して、消費者または第三者から受けたク

レームが、商品等の発送日または提供日より 30 日を経過しても解決しない場合、またはそのおそ

れがある場合、④利用事業者が、利用約款に違反した場合、またはそのおそれがある場合。）［定期

報告書 P14］ 

➢ 売上金の留保に関しては、出店者様より多くのお声を頂戴しているところであり、より出店者様の

ご不安やご負担を軽減すべく、対象の限定化や留保予定期間または標準処理期間の通知等、改善を

検討中です。［質問状回答１-５（第３回モニタリング会合資料２）］ 

➢ （支払留保について異議申立ての可否について）出店者様が利用する専用ツール（ストアクリエイ

ターPro）のページヘッダー上にお問い合わせ用リンクを設置し、トップページ以外に遷移した際で

も表示がなされるような仕様となっており、容易にお問い合わせいただくことが可能となっていま

す。なお、弊社は出店者様からのご意見等に関して真摯に対応しており、異議申立てを受け付けな

いことはありません。［質問状回答 17ー４（第３回モニタリング会合資料２P27）］ 
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2-1-4.利用事業者の状況等 

利用事業者の声8 

■共通 

検索順位等の決定関係 

➢ 考慮される主要な要素が開示されていても、アルゴリズムはブラックボックスなので、値段、クチコ

ミ、配送など結局何が優先されているのかよくわからない。 

苦情申出・協議申入れの方法 

➢ 管理画面が使いづらいと感じている。困りごとだけなく、このような改善の要望を聞いてくれる窓口

が欲しい。※これに対する Amazonの説明は、2-1-3『苦情申出・協議申入れの方法』２ポツ目参照。 

返品受入要請の条件 

➢ 購入者からの無理な返品であっても、レビューが悪くなるため、仕方なく受け入れている。※これに

対する Amazonの説明は、2-1-3『返品受入要請の条件』４ポツ目参照。 

■Amazon 

取引拒絶関係 

➢ 出荷通知は出荷当日に提出しなければならないが、土日、祝日などは対応できない。食品全般に関し

て、翌日以降の提出率が 25％以上になった場合には、出品停止処分になるため、厳しい措置であると

感じている。※これに対する Amazonの説明は、2-1-3『取引拒絶関係』２ポツ目参照。 

➢ 販売許可や商標権違反に対する異議申立てにおいて、提出を要求された書面が、製品の性質、購入ル

ートなどから提出することが できない場合に、代替手段を認めてもらえない。※これに対する Amazon

の説明は、2-1-3『取引拒絶関係』３ポツ目参照。 

➢ 商標権を持つ海外の事業者が作成したカタログに、医薬品の効能効果を謳う文言（日本では薬機法違

反の可能性あり）が記載されていた。相乗り出品する際にリスクがあったため、薬機法違反の部分を

削除してもらうためにブランド登録者に申し入れをしたいが、アマゾンはブランド登録者が誰なのか

教えてもらえず、連絡できなかった。※これに対する Amazonの説明は、2-1-3『取引拒絶関係』４ポ

ツ目参照。 

➢ 商標権侵害を申し立てられた時点で、こちらの言い分を聞く前に、出品停止処分になってしまう。 

➢ 出品停止中も FBAの在庫保管料がかかる。※これに対する Amazonの説明は、2-1-3『取引拒絶関』５

ポツ目参照。 

➢ メーカー純正品を販売していたが、メーカーの販売許可証がない限り、 正規販売店の領収書があって

 
8 以下、利用事業者の声は、2024年 6 月 28 日第 1 回モニタリング会合後に追加で得られた声も含めて記載している。なお、利用事業者の取引経

験やその際の理解に基づくものであり、その性格上、特定デジタルプラットフォーム提供者としての状況認識や規約等の理解とは齟齬があり得

る。また、各利用事業者がその判断で経済産業省に対して任意に情報提供をしているため、個別具体的な状況の詳細について経済産業省に情報が

提供されていないケースも含まれていることに留意が必要。 
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も、商標侵害の恐れがあるとして出品停止になった。 

➢ 安全データシートに該当しない商品にもかかわらず安全データシートの提出を求められた。 

➢ JAN コードを使用している商品で、海外のブランドが取っているコードと一致していないなどの理由

で、何らの通知もなく、商品カタログが削除された。 

➢ 出品停止に対して何度も改善案を送っているが、「不足している情報があります」「不十分です」とい

う定型文しか返って来ないので、どうしたら再出品できるようになるのか、対応に苦慮している。 

➢ 「適正な価格設定に関するポリシー」に基づき、価格の誤設定として出品が停止された。他の商品と

価格を比較する際に、箱の有無などの商品の状態を確認することもなく価格を設定するのは不合理で

はないか。 

有償サービス受け入れ要請関連 

➢ FBA は土日もほったらかしで出荷してくれるし便利に利用している。FBA を大変便利に利用している。 

➢ 「アマゾン限定ブランド」プログラムに参加したが、手数料が割高になり、事実上、FBAでの配送を強

要された。※これに対する Amazon の説明は、2-1-3『有償サービス受け入れ要請関連』５ポツ目参

照。 

➢ 実質的に FBA が強制されているが、FBA の煩雑なルールに対応できない事業者も多いと思われる。※

これに対する Amazon の説明は、2-1-3『有償サービス受け入れ要請関連』６ポツ目参照。 

➢ FBA で返品や破損等で買取りとなった商品の補償の計算式が不明、補填はされても１００％ではない

ので損失が発生する。 

➢ 強制はされていないが、広告を出さないと露出がないので、事実上、強制のようなものである。ワン

クリックされるごとに広告費がかかるが、実際にクリックされたのかどうか出店側は確認するすべが

ない。※これに対する Amazonの説明は、2-1-3『有償サービス受け入れ要請関連』７ポツ目参照。 

➢ 昨今のレビュー環境の悪化を逆手に取るように、アマゾンに費用を支払い、無料で商品を提供するこ

とを条件にレビューを獲得する仕組み「Vine先取りプログラム」をアマゾンが推奨している。Vineの

参加は任意であるが、コメントなしで★1の低レビューが入りうるため、高額でも Vineに登録せざる

を得ない状況である。その点、楽天市場は、初めの 1～2件のレビューは、充分な母数に達していない

として、検索結果の画面で非表示になるなど、目立たないようなケ アがされていること、出品者がレ

ビュアーの氏名など注文情報を特定できるため嫌がらせレビューが抑止されていること、そもそもコ

メントなしでのレビューができないこと等のケアがされている。 ※これに対する Amazon の説明は、

2-1-3『有償サービス受け入れ要請関連』７ポツ目参照。 

検索順位等の決定関係 

➢ 「おすすめ出品として掲載されるチャンスを高める方法」を満たしていても掲載される（＝カートを

取れる）保証はないと説明を受けて おり、結局、何をすればよいのか分からず不透明である。 

商品等データを取得・使用する場合の内容・条件 

➢ 売れ行きの良い商品と同種の商品を Amazonが販売し始めた。自社よりも安く販売している。手数料分

出店者の方が不利である。 
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利用事業者による商品等データの取得・移転条件等 

➢ 注文が入った直後は購入者のデータを見ることができるが、数日経つと消えてしまうため、返品等あ

った場合に、DPFを介して消費者の意思確認を行わなくてはならないため、面倒である。 

➢ FBAを利用していると購入者の個人情報が分からず、連絡をとりたいときに困る。 

最恵国待遇（同等性条件）条項の内容・理由 

➢ かつて最恵国待遇を打診されたことはあるが、断った。 

返品受入要請の条件 

➢ 同じ購入者に繰り返しコピー品の返品をされたが、出店側には購入者が誰なのかわからないので、防

ぐ手立てがない。また、DPFが返品された商品を受け取った際、中身の確認をきちんとせずに、そのま

ま受け取っている。※これに対する Amazonの説明は、2-1-3『返品受入要請の条件』７ポツ目参照。 

➢ 購入者が出した返品リクエストに対して、amazon 側が勝手に対応を決めることに本当に困っている。

返品ポリシーに該当しないような内容でも返品されてしまう。例えば商品に落ち度が無いのに、「気に

入らない」「思ってたのと違う」という理由で返品される。開封されているものが戻ってきても、もう

新品として売ることはできないため、仕方なくアウトレット等で値下げ販売しなくてはならない。そ

のための手間・コストもかかる。送料も発生してしまい、損失が生じている。※これに対する Amazon

の説明は、2-1-3『返品受入要請の条件』８ポツ目参照。 

➢ アマゾンで商品を購入した購入者が返品する場合、返品の理由を選ばなければならないが、「その他」

という項目があるため、理由のわからない返品もある。 

➢ キャンセルしたいときは購入者は注文完了後 5 分以内に手続きしなくてはならない。しかし、5 分以

降にキャンセルリクエストをしてきた購入者に対し、受けられないと連絡し商品を送ったが、マーケ

ットプレイス保証を使われ、商品も戻っていないのに Amazonが返金してしまった。マーケットプレイ

ス保証を利用されると、客が嘘をついても返金に応じることになる。 

➢ 返品された商品に関する販売手数料が、Amazonから出品者に返還されないのは不合理。※これに対す

る Amazonの説明は、2-1-3『返品受入要請の条件』９ポツ目参照。 

➢ FBAを利用しているが「中身が違う」「傷がある」等の理由で返品され、実際返品された商品を確認し

てみるが不具合箇所が見つからないことがある。Amazonに問い合わせても「Amazonの判断による」と

の定型文の回答のみ。 

➢ FBA 商品について、Amazon によって返品が受付られ全額返金された。商品を確認したところ、開封済

みで再販売できない商品だったが、購入者による破損は Amazonは損失補填しないとなっていることに

納得がかない。 

➢ ここ数年 Amazonの返品規約等が改正され、詳細に記載されるようになってきたと感じます。お客様に

も規約を理由として説明することができますので、非常に助かっております。 

提供の一部拒絶時の開示 

➢ Amazonで、たまに出品停止などに関する警告が出るが、警告の理由がよくわからない。警告の記載事

項に対応しても、拒否される場合が多く、そして拒否される理由もよくわからない。対応すると労力
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がかかるため、重大な影響がある内容でなければ、もうあきらめて放置している。対応する人的リソ

ースを考えるともったいない。もはや Amazonの対応が、売らせたくないんじゃないかと思える時すら

ある。※これに対する Amazonの説明は、2-1-3『提供の一部拒絶時の開示』１ポツ目参照。 

支払留保する場合の内容・理由の開示 

➢ 売上金から引当金を控除して支払われるが、引当金の計算方法が出店者に知らされていない。売上金

が同じような金額であった場合も引当金の金額が違っていることもある。 

➢ アカウント停止とともに売上金が留保され、いまだに返還されない。９０日を超えても売上金が留保

され続けていて、いつ支払われるのか分からず困っている。 

■楽天 

有償サービス受け入れ要請関連 

➢ 出店の際にショップページを作るアプリを無償で提供されたが、2020年頃に有料化された。古いソフ

トでは商品ページを編集できない仕様に変更されたの で、実質的に新しい有料ソフトの導入を強制さ

れた。※これに対する楽天の説明は、2-1-3『有償サービス受け入れ要請関連』６ポツ目参照 

➢ 配送品質向上制度は強制でないが、検索順位に影響するため入らざるを得ない。Amazonの Primeは出

品者が商品毎にその選択が可能なのに対して、楽天の配送品質向上制度は店舗が対象になっているた

め、受注生産で販売している店舗などは対応できないことになる。店舗単位で対応するとなると、検

索順位を下げないためには、楽天スーパーロジスティクスを利用強制されるに等しい。 

➢ 出店プラン変更の申請を行おうとしたところ、どのリンクをクリックしても『共通の送料込みライン』

へ誘導されるような仕組みになっている。「こちらの申請ページ」から入ると送料込みラインの申請ペ

ージへリンク。「共通の送料込みライン」の導入が難しい場合は「こちらのお問い合わせフォームより

ご相談ください」とあるがこちらのお問い合わせフォームをクリックしても「なぜ送料無料ラインに

しないのか」を問うページへリンクする9。 

検索順位等の決定関係 

➢ 優良配送や楽天ロジティクスは、早く届けることにのみ重きをおいている。早くなくても良い、確実

に届けることが優良と思う消費者や 出店者都合が考慮されておらず、参加したくない出店者が楽天内

で差別されることにつながりかねないと危惧している。  

利用事業者による商品等データの取得・移転条件等 

➢ レビューチェックツールができたおかげで低レビューを書いた購入者がわかるようになり、当該購入

者に商品の不備を謝罪ができるようになった。 

苦情申出・協議申入れの方法 

➢ ECコンサルタントにわからないことや困ったことがあったらいつでも相談できる。 

 
9 なお、「共通の送料込みライン」に対しては、『39ショップの送料無料とは、送料込みで商品代金を設定するということ。楽天はその商品代金に

15％の手数料をかけてくるが、商品代に含まれている送料部分にも手数料を取られている。このようなコストは商品価格（消費者）に転嫁されて

いるが、消費者に 正確な情報が伝わっていないように思う。また、送料込みで商品代金が設定されている結果、複数注文になると送料の二重取

りになる。』との利用事業者の声もある。 
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自社・関係会社優遇の内容・理由 

➢ 楽天ファッションには大手アパレル会社のみ出店できるようであるが、衣料品を検索すると必ず楽天

ファッションに出店している事業者が上位に来るようになっていて、不公平に感じる。※これに対す

る楽天の説明は、2-1-3『自社・関係会社優遇の内容・理由』４ポツ目参照。 

返品受入要請の条件 

➢ 決済後しばらくしたのちに返品を受け付けたところ、規約に「決済翌月末を期限として」と定められ

ていたことから、販売手数料を返還してもらえなかった10。 

提供条件によらない取引の実施要請 

➢ 決済手段の導入や商品アップロードのやり方など、モールの方向性が変わる度に対応を迫られる。※

これに対する楽天の説明は、2-1-3『提供条件によらない取引の実施要請』１ポツ目参照。 

■LINEヤフー 

取引拒絶関係 

➢ 楽天は出品が禁止されている商品の基準がはっきりしているが、ヤフーは基準がわかりづらく、何が

ダメなのかはっきりしないため、不服申し立てが困難。 

有償サービス受け入れ要請関連 

➢ プロモーションパッケージの加入を勧められた。３％の手数料がかかるが、検索結果に影響すると説

明されると入らないわけにいかない。 

➢ Yahoo!ショッピングはすべての店舗から、イベント原資の名目で 1.5％を出店者から徴収している。

しかし Yahoo!ショッピング主催のイベントは、楽天のお買い物マラソンのように、買い回りが促され

おらず、インセンティブの中心は「○円以上買うとお得」という形。これだと単価アップが中心とな

るため、単価の低い店舗は相対的に損をすることになり不公平に感じる。 

検索順位等の決定関係 

➢ 優良配送の対象でないと、売れている商品であっても上位に表示されない。消費者が真に求めている

商品とマッチングできないのではないか。※これに対する LINE ヤフーの説明は、2-1-3『検索順位等

の決定関係』２ポツ目参照。 

最恵国待遇（同等性条件）条項の内容・理由 

➢ 最恵国待遇を強要されたことはない。むしろ、自社サイトを安く設定している。 

自社・関係会社優遇の内容・理由 

➢ 無在庫転売対策として LINEヤフーが始めた在庫証明審査では、取引メーカーとの請求書や明細契約書

などを開示するため、仕入ルートを Yahoo!ショッピングに知られてしまうことになる。仕入れルート

は企業秘密に等しいので、これを開示することで、Yahoo!がこれらのルートを使い、関係会社による

 
10 このような利用事業者の声について、楽天は、『楽天市場出店規約第 13 条第 4 項においてシステム利用の対価について「基準売上高は、計算対

象となる月の翌月末日（以下「締め日」という）に確定する。」として翌月末日を超えた日以降のシステム手数料の返還を行っておりません。た

だし、楽天ペイという楽天市場が提供する決済サービス利用に係る利用料については、翌月末日を超えた日以降にであっても返還を行っておりま

す。』と述べている。 
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商品販売に利用するのではないか心配である。※これに対する LINE ヤフーの説明は、2-1-3『自社・

関係会社優遇の内容・理由』４ポツ目、７ポツ目参照。 

提供条件によらない取引の実施要請 

➢ 決済手段の導入や商品アップロードのやり方など、モールの方向性が変わる度に対応を迫られる。※

これに対する LINEヤフーの説明は、2-1-3『提供条件によらない取引の実施要請』４ポツ目参照。 

支払留保する場合の内容・理由の開示 

➢ 一定期間したら支払われると言われたが、結局一定期間が分からず資金繰りが困難。※これに関する

LINEヤフーの説明は、2-1-3『支払留保する場合の内容・理由の開示』３ポツ目参照。 

➢ 問い合わせても調査中といわれるだけで、明確な回答をもらえない。 

 

会合での主な指摘 

■共通 

検索順位等の決定関係 

➢ 商品の表示順位というのは様々なリスクがあると思っています。例えば、アルゴリズムが誤って、要

件どおりに表示されないリスクであったり、自社を優遇するようにアルゴリズムに手が加えられてい

るリスクであったり、あるいは、利用事業者による不正行為で結果がゆがめられてしまうリスクなど

が考えられます。［第２回モニタリング会合議事録 P７］ 

自社・関係会社優遇の内容・理由 

➢ 自社優遇に関する報告内容を見ると、アップデートがなかったり、管理は適切になされているという

記載にとどまっていたり、報告としては十分でない。［第１回モニタリング会合議事録 P９］ 

➢ Amazonについて、利用事業者から自社優遇に関する具体的意見がないのであれば、「委員・オブザーバ

ーの懸念」は何を根拠としているのかを明示する必要があると考える。また、一般的に「自社優遇」

と言われるもののうち、オンラインモールにおいて不当に競争を歪める行為とはどのようなものか必

ずしも明らかではないため、特定デジタルプラットフォーム提供事業者に対し「ないことの確認の視

点」を求める場合には、「利用事業者に対する提供条件と異なる場合」の具体例を示す必要があると考

える。[第 10 回モニタリング会合資料４] 

支払留保の条件 

➢ Amazonも楽天も、売上金留保の目的として「不正行為の抑止」を挙げている。行政による課徴金と同

様、利用事業者による重大な規約違反や不正行為を事前に思いとどまらせることが目的と考えれば、

消費者への補償に使われるかどうかを問題にする理由が理解できない。（もちろんデジタルプラットフ

ォーム提供事業者による権限濫用はあってはならないので、それを防止する体制整備は求める必要が

ある。）なお、利用事業者の不適切な行為によって消費者が損害を被った場合の保証（お見舞い）制度

は各社とも設けており、窓口も明確である。[第 10回モニタリング会合資料４] 

・アマゾンマーケットプレイス保証 
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https://www.amazon.co.jp/gp/help/customer/display.html?nodeId=GQ37ZCNECJKTFYQV 

・楽天あんしんショッピングサービス 

https://event.rakuten.co.jp/anshin/anshinshopping/ 

・Yahoo!ショッピング 未着トラブルお見舞い制度 

https://support.yahoo-net.jp/PccShopping/s/article/H000005959 

 

■Amazon 

提供条件の明確化・平易化 

➢ ８月２日付の提供条件等の開示に関する勧告、これは大変重いものである。ガイドラインの説明に追

加をなされたということだが、それを含めて、今後の対応が注視される。手数料等の透明性確保は透

明化法の最も重要な柱であることから、利用事業者の声等をよく聞き、真摯な対応を継続してお願い

したい。［第７回モニタリング会合議事録 P７］※これに対する Amazonの説明は、2-1-3『提供条件の

明確化・平易化』６ポツ目参照。 

➢ 商品削除の考え方や返品商品の確認などのルールはきちんと設定され、適切に開示されており、内容

も合理的であると考える。［第７回モニタリング会合議事録 P18］ 

商品等データを取得・使用する場合の内容・条件 

➢ 集計データの関係で、一昨年の説明では固有データと集計データのうち、集計データのほうは原則と

して御社内で利用され、可能だというように書いてあったのですが、先ほどの御説明だと集計データ

の利用目的も制限されているような感じだったと思うのですけれども、認められている目的とか、利

用する部門みたいなものをもうちょっと詳しく教えていただきたいなと思いました。あと、もし一昨

年の回答の後、集計データの取扱ルールが変更されたのだとしたら、変更の前と後の差みたいなもの

も教えていただきたいなと思っています。それと、販売事業者も一定の集計データにアクセスできる

と書いてありまして、Amazonが利用できる集計データと販売事業者もアクセスできる集計データの差

を教えていただきたい。［第７回モニタリング会合議事録 P13］※これに対する Amazon の説明は、2-

1-3『商品等データを取得・使用する場合の内容・条件』４ポツ目参照。 

苦情申出・協議申入れの方法 

➢ 定期報告書（抜粋版）14 頁（ⅲ）に、240 回以上セミナー等を開催していると書かれているが、マー

ケティング系の売るためのセミナーが多いのではないかと推測する。トラブル時の解決方法や最低限

の知識等はガイダンスをすべきではないかと考えるところ、アマゾンとの取引で困った時の対応方法

について、現在の取組では周知が不足していると感じるので、そのようなセミナーも検討していただ

きたい。［第１回モニタリング会合資料５P１］ 

返品受入要請の条件 

➢ 定期報告書（抜粋版）13頁「（ⅰ）セラーセントラルへの必要な情報の集約」には、「規約やヘルプペ

ージについては、販売事業者様が知りたい内容がどこに掲載されているか直感的に分かるよう、セラ

ーセントラル上で整理され」ていると記載されている。しかし、プログラムポリシーを見てみると、

パンくずリストを辿って前のページを見ても、元々見ていた表示の案内（リンク）はなく、サイトツ

https://www.amazon.co.jp/gp/help/customer/display.html?nodeId=GQ37ZCNECJKTFYQV
https://event.rakuten.co.jp/anshin/anshinshopping/
https://support.yahoo-net.jp/PccShopping/s/article/H000005959
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リーが崩壊しているように感じる（例：「販売手数料の返金ポリシー」は「プログラムポリシー」の下

の階層にあるところ11、「プログラムポリシー」のページには「販売手数料の返金ポリシー」へのリン

クが掲載されていない、など）。［第１回モニタリング会合資料５P２］※これに対する Amazon の説明

は、2-1-3『提供条件の明確化・平易化』 10ポツ目参照。 

➢ Amazonの返品受入ルールは、個々の返品やその理由が妥当かどうかを Amazonが判断するのではなく、

「Amazonは判断を行わず、消費者の要求にしたがって返品を受け入れる」というポリシーが基本とな

っているように見える。EUをはじめ諸外国では、一定期間内であれば消費者都合の返品も無条件で認

められる（クーリングオフ類似の）法制が一般的であることからすれば、Amazonのポリシー自体に問

題があるわけではなく、「現在の仕組みの公正さには疑問が残る」との記載には同意できない。利用事

業者の保護という視点では、事由に応じた損失分担のルールが適切に履行されることを求めるべきで

あり、そのための一手段として、消費者の選択した返品理由の妥当性を精査する取組みは評価できる

と考える。[第 10 回モニタリング会合資料４]  

支払留保の条件 

➢ 「定期報告書（抜粋版）21頁「イ 売上金の留保措置について」に関し、調査のために 90日間を延長

して留保するケースについて、標準的な調査期間を定めるべきではないか。そして、その標準的な期

間を超える場合には、出店者にその旨を案内する必要があるのではないか。また、どのような調査を

しているのかも、出店者に対して具体的に説明する必要があるのではないか。どのような場合に期間

延長の判断をされるのか、具体例を開示することも検討いただきたい。［第１回モニタリング会合資料

５P２］ 

消費者の商品等データを取得・使用の内容・条件【消費者向け開示】 

➢ 消費者に向けたプライバシー規約は、消費者が理解できるように書かれているかどうかがポイントだ

と思います。消費者が想定できることであれば、多少、抽象的な書き方でも説明したことになると思

いますが消費者が想定できないことについては具体的に書かないと説明したことにはならないのでは

ないでしょうか。一般的な消費者は、レコメンドの表示が自分の閲覧履歴や購買履歴で左右されるこ

とは想定できていると思いますが、ポイント付与率については、それぞれの商品に一定率で付与され

ると考えているのが普通だと思うので、「サービスの内容」という表現から、そこにポイント付与率、

つまり値引き価格が含まれていると想像するのは難しいといえるでしょう。[第 10 回モニタリング会

合資料４]  

支払留保する場合の内容・理由の開示 

➢ 売上留保期間が 90日間であることは理解しましたが、出品者が自ら申請しなければ支払われないので

しょうか。申請しなければ永遠に留保となるということでしょうか。また申請しても数年にわたって

認められないこともありますが、これは没収と何が違うのでしょうか。［第７回モニタリング会合議事

録 P32］※これに対する Amazon の説明は、2-1-3『支払留保する場合の内容・理由の開示』12 ポツ目

参照。 

➢ 調査のために 90 日間を延長して留保する場合に関し、標準的な調査期間を定めるべきである。［第１

回モニタリング会合資料５P２］ 

 
11 https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/GRRJCFXD6474GRLY 
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➢ その標準的な期間を超える場合には、利用事業者にその旨を案内するべきである。［第１回モニタリン

グ会合資料５P２］ 

➢ どのような調査をしているのか利用事業者に対して具体的に説明するべきである。［第１回モニタリン

グ会合資料５P２］ 

➢ 期間延長の判断をする場合の具体例の開示も検討いただきたい。［第１回モニタリング会合資料５P２］ 

 

■楽天 

取引拒絶関係 

➢ 契約解除の主な判断基準を一覧にしてあり（定期報告書（抜粋）8～9頁）、非常にわかりやすくまとめ

てあると考える。［第１回モニタリング会合資料５P３］ 

検索順位等の決定関係 

➢ そもそも主要なパラメーターの開示は透明化法の５条２項１号ハで義務づけているわけですけれど 

も、この意義としては、第１に表示順位が客観的、中立的な関連事項に基づき決定されているかを利

用者に示して適切な理解につなげるということにあります。利用者は得られた理解に基づいて、商品

の特徴や説明を工夫したり、改善したりすることで、消費者のニーズとのずれを解消させる努力につ

なげることができるため、重要となるわけですけれども、楽天さんの開示事項では利用者によるこの

ような対応が期待できないものとなっています。また、第２の意義は、恣意的なランキング操作の抑

制だと考えています。自社優遇をはじめ、主要 な変数を法的義務として開示することで、それ以外の

変数を用いて、大きな表示順位が変わる場合は 違法となりますし、ランキングを用いた自社優遇も簡

単にはできなくなると考えております。この点 から見ても、現在の楽天の開示事項は明らかに不十分

だと考えています。昨年も指摘したことなので すけれども、本年度でも改善されなかった部分ですの

で、LINE ヤフーや Amazon Japan が開示している程度まで早急に改めていただきたいと考えていま

す。・・・人気度ではちょっと抽象度が高過ぎて対応が難しいと思うので、そこをブレークダウンして

もらうというのは重要な取組かと思います。［第２回モニタリング会合議事録 P９］※これに対する楽

天の説明は、2-1-3『検索順位等の決定関係』３ポツ目参照。 

苦情申出・協議申入れの方法 

➢ 定期報告書にＪＡＤＭＡと定期的に会合を設けていて情報提供を行っているという趣旨の記載がある

ところ、重要度が中～大程度の規約変更の際には利用事業者への通知と同時に、相談窓口にも共有い

ただきたい。［第２回モニタリング会合議事録 P14—15］ 

➢ デジタルプラットフォーム取引相談窓口からの問合せに対しては本当に真摯に答えていただいている

と考える。［第２回モニタリング会合議事録 P15］ 

自社・関係会社優遇の内容・理由 

➢ 昨年度実施の約束をしていた自社優遇のアンケートが実施されたこと、および、その結果、自社優遇

の例がなかったことについては安心した。［第２回モニタリング会合議事録 P６］ 

➢ 金額で重要なところをピックアップされているというのは理解したのですが、データの取扱いなど、
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逆に対象になっていないところに統制の脆弱性があって、インシデントにつながるケースもあると思

います。毎年が難しくても、例えばローテーションで３年に１回で全店舗を対象にするような方法も

あり得るのではないかと思われる。［第２回モニタリング会合議事録 P８］ 

支払留保の条件 

➢ 売上金留保の目的について、消費者への補償といった説明があったが、そうであれば、例えば、専門

の窓口を作るなどの対応がなされていて然るべきだが、そういったエビデンスを確認できておらず、

十分な説明が尽くされているとは言い難い。[第 10回モニタリング会合資料４]  

 

■LINEヤフー 

有償サービス受け入れ要請関連 

➢ 有償サービスがほかの同様のサービスの相場に比べて割高になっていないのかどうか。あまり割高だ

った場合には、表示順位を上げるための手数料という性質が出てくるのではないかと思っているので

気になるのですけれども、価格の適正性などは検証されているのか。［第３回モニタリング会合議事録

P14］※これに対する LINE ヤフーの説明は、2-1-3『有償サービス受け入れ要請関連』４ポツ目参照。 

苦情申出・協議申入れの方法 

➢ これも一昨年から指摘されていることなのですが、要は退店措置についての異議申立てがある場合に、

ヘルプデスクから異議申立てができそうな形では通告があるのですけれども、そもそも異議申立てが

できないと思っている事業者さんもおられますので、異議申立てができる旨、それからそれをどの部

署に訴えればいいのか、こういったことについて明示をしていただければよりよくなるという形での

指摘がされてきたわけです。しかし、この点につきましても昨年度、それから今年と報告書でも述べ

られておりませんでした。［第３回モニタリング会合議事録 P９］※これに対する LINE ヤフーの説明

は、2-1-3『苦情申出・協議申入れの方法』２ポツ目、３ポツ目参照。 

➢ 異議申し立てに関する検討状況は２年前と変わらないように思われる。［第３回モニタリング会合議事

録 P10］※これに対する LINEヤフーの説明は、2-1-3『苦情申出・協議申入れの方法』４ポツ目参照。 

➢ メールの通知文に電話番号を記載しないことによる苦情申立てへの影響は非常に軽微とのことだが、

相談窓口に入っている相談の約半数は電話である。ファーストコンタクトとしての電話は非常に需要

が高い。［第３回モニタリング会合議事録 P17］※これに対する LINEヤフーの説明は、2-1-3『苦情申

出・協議申入れの方法』５ポツ目参照。 

➢ 問合せ窓口は、出店者が使うツール上のページのヘッダーにリンクがあり、ページを遷移する場合も

表示されるようになっているという回答だったが、ヘルプページのヘッダーにお問合せの表記が見当

たらない場合や、ページが遷移した後なかなか同表記が見つけにくい場合がある。全てのページにお

いてお問合せ窓口はこちらというのが分かるような工夫をしていただきたい。［第３回モニタリング会

合議事録 P17-18］※これに対する LINEヤフーの説明は、2-1-3『苦情申出・協議申入れの方法』６ポ

ツ目参照。 

自社・関係会社優遇の内容・理由 

➢ どのストアが優遇措置の影響を受けているかを明らかにすれば、いかなる優遇措置も許されるという
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ものではないと思います。自社グループを含む特定者を優遇することが集客増を通じて、ひいては全

てのストアに利益が均てんされるといった積極的な理由づけが必要である。［第３回モニタリング会合

議事録 P６］※これに対する LINEヤフーの説明は、2-1-3『自社・関係会社優遇の内容・理由』６ポツ

目参照。 

➢ 無在庫転売対策の関係で証憑類を提出することについて関係会社優遇に転用されるのではないかとい

う声に対し、ファイアウォールがあるということであれば、そういったファイアウォールがあること

を利用事業者に示していただければ利用事業者も安心するのではないか。［第３回モニタリング会合議

事録 P７—８］※これに対する LINEヤフーの説明は、2-1-3『自社・関係会社優遇の内容・理由』８ポ

ツ目参照。 

➢ 2022年度のモニタリング・レビューにおいて、自己検証体制に第三者の視点を入れていくことを検討

したいと述べていたが、その後提出されている定期報告書で言及されておらず検討が進んでいないよ

うに思われる。［第３回モニタリング会合議事録 P９］※これに対する LINEヤフーの説明は、2-1-3『自

社・関係会社優遇の内容・理由』９ポツ目、10ポツ目参照。 

➢ 管理方針を明らかにしていることは高く評価している。 

支払留保の条件 

➢ 代金留保に関して、長期にわたって留保となっているケースが散見されるところ、標準的な調査期間

を定めるべきではないか。そしてその標準的な期間を超える場合には、出店者にその旨を案内する必

要があるのではないか。また、どのような調査をしているのかも、出店者に対して具体的に説明する

必要があるのではないか。どのような場合に期間延長の判断をされるのか、具体例を開示することも

検討いただきたい。［第１回モニタリング会合資料５P３］ 

支払留保する場合の内容・理由の開示 

➢ 留保期間の目安についても通知メールに記載すると運用を改善されたことは非常にありがたいことだ

と思っております。［第３回モニタリング会合議事録 P18］ 

 

事業者向けアンケート調査の結果12 

有償サービス受け入れ要請関連 

■共通 

➢ 各有償サービスの利用と検索順位の表示画面において表示されるページ数の関係については、３社と

もに、各有償サービスを利用することで、表示されるページ順位が上がる、といった明らかな関係は

観測されなかった。 

 
12 事業者アンケートは、2024年 2月に、オンラインモールに現に出品又は過去に出品していた可能性の高い事業 48000 人を対象にアンケートを送

付して実施したものであり、有効回答等を踏まえスクリーニングした結果、1288件を分析対象としている（以下、同様。）。 
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第１回モニタリング会合資料１－１ P46 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P47 
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第１回モニタリング会合資料１－１ P48 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P49 
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第１回モニタリング会合資料１－１ P50 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P51 

 

 



47 

■Amazon 

➢ Amazon については、Amazon が提供する有償サービスへの支払額が大きいほど、Amazon.co.jp におけ

るショッピングカートボックスに商品が掲載される傾向も強かった。 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P54 

 

検索順位等の決定関係 

■共通 

➢ Amazon.co.jp、楽天市場、Yahoo!ショッピングに出品している事業者の約３割は、検索順位の表示に

ついて、その条件が分かりにくいと回答した。 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P27 
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消費者向けアンケート調査の結果13 

➢ 消費者向けアンケートによると、３割弱の消費者は検索結果の１ページまでのみ確認すると回答した。 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P43 

 

デジタルプラットフォーム取引相談窓口への相談状況 

➢ 2023年度において、デジタルプラットフォーム取引相談窓口に対して、検索順位・検索ランキングに

関する事項について 53件の相談が寄せられた。 

 
13 消費者アンケートは、2023年 12月に、10000 人に対して調査票を送付し、回答の信頼性が高いと想定される対象者などを選定し、1008 件を分

析対象としたものである。 
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第１回モニタリング会合資料１－１ P20 

 

最恵国待遇（同等性条件）条項の内容・理由 

➢ ２割弱の利用事業者が、同等性条件・最恵国待遇を求められた旨を回答している。 

返品受入要請の条件 

➢ 約２割の利用事業者が、販売した商品の返品・返金に関するトラブルによる損失の補填を受けること

ができなかったと回答している。［第１回モニタリング会合資料１－１ P67］ 

➢ 「返品・返金に関するトラブルにあったことはない」回答者が過半数だが、「規約では返品できない商

品・取引にもかかわらず、オンラインモールが返品を受け付けた」先にオンラインモールから購入者

に対して返金されたが、購入者から返品されなかった」「オンラインモールによる返金された後、返品

された商品に問題があった問題例）・返品された商品が壊れていた・偽造品や全く異なる物だった・ほ

とんど使用された商品であった」といった事態のあった回答者は２割程度。［第１回モニタリング会合

資料１－１ P68］ 

支払留保する場合の内容・理由の開示 

➢ 売上金が留保された経験のある回答者は 10％以下。［第１回モニタリング会合資料１－１ P63］ 

提供の一部拒絶時の開示 

➢ 出品の停止・削除について、「停止・削除の通知に理由が記載されているが、具体的ではない」ことを

課題に感じる回答者が３割前後［第 1回モニタリング会合資料 1-1 P140］ 

 

2-1-5.大臣評価に向けての提案 
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提供条件の明確化・平易化・参照容易化 

 (ⅰ) 提供条件の明確化・平易化 

取引条件の全部または一部を読んでいない回答者の３割程度が内容・表現が難しいことを理由と回答して

いる（第１回会合資料１－１ 26頁）。そして、分かりにくい理由としては、特定デジタルプラットフォーム

提供者各社いずれについても、具体的な内容が分からないことや表現・用語が難しいこと、複雑であること

などを挙げている回答者が３割以上いる（2024年第１回モニタリング会合資料１－１ P28）。 

この点、特定デジタルプラットフォーム提供者は、利用者に対して提供条件を開示するに当たっては、当

該提供条件に関する利用者の理解の増進が図られるよう、明確かつ平易な表現を用いて記載しなければなら

ない（法第５条第１項、省令第５条第１項第１号）。 

提供条件の明確化・平易化に関し、経済産業省は、2024 年８月２日、Amazon に対して、手数料の仕組み

に関する開示内容を明確にするように勧告した（以下「８月２日 Amazon勧告」という）。 

また、Amazon については英語を直訳したような日本語であることを理由として挙げている回答者も３割

以上いるところ（2024 年第１回モニタリング会合資料１－１ P28）、８月２日 Amazon 勧告を例にとるなら

ば、『「販売手数料」とは、Amazon による商品分類にしたがってサービス利用者の取引の対象商品の商品カテ

ゴリーに適用される、サービス利用者の商品の取引時の Amazon 出品サービスの料金体系で規定される、サ

ービス利用者の取引の売上高の該当する料率を意味します。』（Amazon サービスビジネスソリューション契

約 S-４「報酬」(ⅲ)）と定められている。「料率」に掛かる修飾節が複数あり、１文が長くなっていること、

「による」は Amazonが商品分類を定めたとも Amazon が選択した商品分類を決めるとも読める等のように１

つの単語が多義的であること等から日本語として明確・平易と評価することはできない。 

これに対して、Amazonは、「手数料カテゴリーのガイドライン」ページを更新するなど明確にするための

対応を開始している。このように、その他の取引条件についても、Amazonサービスビジネスソリューション

契約が世界的に共通の内容になっており、修正することが困難であるならば、ガイドライン等で明確にする

ことが必要である。 

また、Amazonの手数料については、「販売手数料が、商品の税込み価格に掛けるのか、税抜き価格に掛け

るのか、正確な表示がなく、分かりにくい。実際には税込み価格に掛けられているため、出店者の負担が大

きい。」との利用事業者の声があり、実際に、「Amazon 出品サービスの手数料」ページ14を確認しても、税抜

き価格か税込み価格か判然としない。そこで、Amazon に対して、勧告に関する対応を徹底するだけではな

く、販売手数料の料率を掛ける価格が税込みか税抜きかを明示することを求めるべきであり、また、利用事

業者からの苦情・相談を分析し、開示内容について工夫を行うことを求めるべきと考える15。その結果につ

いては、透明性の向上状況を評価するため、次年度の定期報告書（様式２）の３（１）に記載することを求

めるべきと考える。 

文章自体を明確化するだけではなく、勉強会を実施することで理解を促進することも趣旨に沿った取組み

といえる。楽天において、質問が多い事項についてＱ＆Ａを併せて掲載していることや、規約・ガイドライ

ンの背景となる法令、店舗運営において留意が必要な法令に関する勉強会を開催していることは、透明化法

の趣旨に沿った取組みと評価すべきと考える。 

(ⅱ) 提供条件の参照容易化 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、利用者に対して提供条件を開示するに当たっては、当該提供条

件に関する利用者の理解の増進が図られるよう、利用開始前及び利用中において、いつでも容易に参照可能

 
14 https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/G200336920 
15 なお、モニタリング・レビューでの指摘を踏まえた、具体的な対応方法については特定デジタルプラットフォーム提供者の創意工夫によるとこ

ろを基本としているが、その検討にあたって経済産業省等と協議をすることも考えられる。以下、同様。 
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であるようにしなければならない（法第５条第１項、省令第５条第１項第２号）。 

この点、Amazonは、昨年８月 Amazon.co.jpの重要規約やヘルプページをまとめた「出品・販売に関する

重要な規約・ポリシー一覧」ページ16を公開した。そして、その後の経済産業省の実施したアンケート結果

でも、６割の回答者が、Amazon.co.jp の重要規約やヘルプページをまとめたページを認識している。アンケ

ート結果で、取引条件の全部または一部を読んでいない回答者の半数以上が取引条件の「分量」が多いと回

答しているところ、このような重要な規約の一覧ページを作成することは、透明性を高める取組みと、本年

度においても評価する。そして、販売事業者様にお送りするメール内での同ページに関するご案内の追加や、

セラーセントラル内の「ニュース」セクションへの定期的な再掲など同頁の周知をすすめていることは透明

化法の趣旨に沿った取組みと評価すべきと考える。 

一方、Amazonのプログラムポリシーを見てみると、パンくずリスト（サイトツリー）を辿って前のページ

を見ても、元々見ていた表示の案内（リンク）はなく、サイトツリーが崩れている箇所が散見された（「販売

手数料の返金ポリシー」は「プログラムポリシー」の下の階層にあるところ、「プログラムポリシー」のペー

ジには「販売手数料の返金ポリシー」へのリンクが掲載されていない、「Amazon出品サービスの手数料」の

先に「カテゴリー、商品、出品の制限事項」が存在している等17）。このようなサイトツリー構造に関し、Amazon

からは、利用事業者からの意見等も踏まえながら、引き続き見直しを行っていく旨の回答がなされた。 

セラーセントラルでガイドライン・ポリシーページを検索することは可能であるが、ナビゲーション・パ

ンくずリストから辿っていくこともあるため、利用事業者が容易に参照できるよう、Amazon に対しては、法

第５条第１項、省令第５条第１項第２号の趣旨に基づき、次年度の定期報告書提出までにサイトツリーを確

認し、仮に崩れている箇所を確認した場合には修正し、修正した内容を定期報告書に記載することを期待す

べきと考える。 

(ⅲ) 開示した提供条件の定期報告書への記載方法について 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、定期報告書で利用事業者に開示した提供条件の内容を含めなけ

ればならない（省令１４条３項１号）。そして、法第５条第２項の規定により開示された提供条件について

は、その旨を示す印を含める必要がある（同号括弧書き）。この点、Amazonの報告した提供条件には、その

印が含まれていなかった。 

また、定期報告書には、利用者に開示した提供条件の内容を示す資料を添付しなければなない（省令第 13

条２項、第 14条第３項第１号）。しかし、楽天は、契約解除事由の１つとして報告書の中で記載している「契

約更新規約」（報告書 P.4-5）が含まれていなかった18。 

そこで、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対して、次年度の定期報告書の提出にあたって、以

下の対応を求めるべきと考える。 

①開示されている提供条件が明確かつ平易なものになっているか評価するため、すべての提供条件を提

出すること（添付資料が開示している提供条件の全てであることを定期報告書に明示すること） 

②第５条２項～３項の各義務の履行に関する提供条件は、それが分かるようにすること。なお、LINE ヤ

フーの提出している定期報告書添付資料１の記載が最も分かりやすく整理されており、透明化法上記各条の

義務に則った取組みであると評価すべきと考える。 

 

 
16 出品・販売に関する重要な規約・ポリシー一覧

https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/GXLMTR3W5WWTC7QH?ref_=sdjp_xscjp_help_fnav&initialSessionID=356-

7675393-6081248&ld=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-

_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret&ldStackingCodes=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-

172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret 
17 Amazon より、「販売手数料の返金ポリシー」は、「プログラムポリシー」のページに正しく表示されるよう修正した旨報告されている（質問事項

回答１－６（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料））。 
18 楽天は、質問事項への回答として、「契約更新規約」の場所を示した（質問状回答９－４（第２回モニタリング会合資料２）【前掲】）。 

https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/GXLMTR3W5WWTC7QH?ref_=sdjp_xscjp_help_fnav&initialSessionID=356-7675393-6081248&ld=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret&ldStackingCodes=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret
https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/GXLMTR3W5WWTC7QH?ref_=sdjp_xscjp_help_fnav&initialSessionID=356-7675393-6081248&ld=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret&ldStackingCodes=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret
https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/GXLMTR3W5WWTC7QH?ref_=sdjp_xscjp_help_fnav&initialSessionID=356-7675393-6081248&ld=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret&ldStackingCodes=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret
https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/GXLMTR3W5WWTC7QH?ref_=sdjp_xscjp_help_fnav&initialSessionID=356-7675393-6081248&ld=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret&ldStackingCodes=SEJPSOAGoog_soa_btob_test_cmp-21792234440_adg-172484565550_ad-717595263257_kwd-308554117408_dev-c_ext-_prd-_sig-EAIaIQobChMIwMbW19GjiQMVYdMWBR2rXCzcEAMYASAAEgKxC_D_BwE_asret
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取引拒絶基準 

(ⅰ) 取引拒絶事由の一覧性について 

法は、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、当該特定デジタルプラットフォームの提供を拒絶す

ることがある場合における拒絶するかどうかを判断するための基準を開示することを求めているところ、各

社とも取引の一部拒絶・全部拒絶に分けてそれぞれの原因となり得る行為を規約・ガイドラインなどに記載

しており、透明化法の義務に則った取組みがされていると評価すべきと考える。 

もっとも、Amazonにおいては、Amazonビジネスソリューション契約に加えて、「出品・販売に関する重要

な規約・ポリシー一覧」ページの「１．アカウント停止・終了、出品停止」において、アカウント停止等に

至る可能性のある行為と、それぞれに対応するポリシーが記載されているが、「（これらは代表例であり、こ

れらに限定されるものではありません）」と注記されており、実際、「出品者利用規約および出品者行動規範」

や「出品者の禁止活動および行為、ならびに遵守事項」などにも禁止行為が規定されており、違反行為の全

容を把握することが困難である。 

これに対し、Amazonは、出品活動の場面や出品される商品の種類等に応じて禁止事由は多岐に亘ることか

ら、トピックごとにポリシーやヘルプページを設ける形で禁止行為の例示等を挙げつつ詳細を説明し、かつ、

アカウント健全性評価において、スコアによりアカウント停止となるリスクの有無を示すとともに、具体的

な違反内容等についても説明していると述べる。 

しかし、「Amazon 出品サービスの手数料」ページの下の階層に「出品者利用規約および出品者行動規範」

ページや「カテゴリー、商品、出品の制限事項」ページが存在しているところ、いずれのページにも手数料

についての言及はなされておらず、トピック毎に禁止行為が明確になっているとは言い難い19。 

提供条件はいつでも容易に参照可能な形で開示する必要があるところ（法第５条第１項、省令第５条第１

項第２号）、取引拒絶基準は利用事業者にビジネスにおける予見可能性を与える重要な開示項目であること

から、いつでも容易に全容を参照できるようにする必要があると考える。 

Amazon に対して、透明化法第５条第１項、同第２項第１号イ、省令第５条第２項の規定を踏まえて、提

供拒絶基準の全体を把握できるように開示方法を検討することを求める（例：上記のサイトツリーの構造の

見直し、集約したヘルプページの作成等）。全体を把握できるように開示する観点から現在の開示状況が適

当と捉える場合には、その内容と理由を定期報告書（様式２）５．（２）の自己評価欄に記載することを求

めるべきと考える（省令第 14条第４項）。その際、本年度のモニタリング・レビューで説明のあった内容は

既知のものであることを考慮し、更なる改善に向けた取組みなど追加・補足的な記載を意識することを期待

すべきと考える。 

この点、楽天は出店規約および違反点数制度に関するガイドライン、LINEヤフーはショッピングストア利

用約款・Yahoo!ショッピングストア運用ガイドラインに解除原因が集約され、かつ、「プラットフォームの

透明性及び公平性の向上に関する取り組みについて」（楽天）ページ20・「透明性向上のための取組みのご紹

介」（LINE ヤフー）ページ21で整理して開示していることは透明化法の義務に則った取組みであると評価す

べきと考える22。 

(ⅱ) 異議申立てに関して 

 
19 なお、「Amazon 出品サービスの手数料」ページの下の階層には、「ドロップシッピングポリシー」ページや「商品詳細ページの規則」ページなど

も存在しており、いずれも手数料に関する記述は見当たらない。 
20 https://www.rakuten.co.jp/ec/digitalplatform/ 
21 https://business-ec.yahoo.co.jp/shopping/digitalplatformer/ 
22 なお、「透明性向上のための取組みのご紹介」ページ２（１）「契約の履行停止・解除の基準」でも「上記以外にも、基準があります。」として

他にも基準があり得ることを記載しているが、「詳しくは、ショッピングストア利用約款より、第１編第 22 条第 4 項、第 25 条、第 35 条および第

48 条をご覧ください。」として、具体的に基準の所在が示されている。このように、必ずしもすべての基準が一つのページに記載されるだけでは

なく、基準が記載されているガイドラインへのリンクを記載して参照できるようにする方法も履行方法として考えられる。 



53 

Amazonに対して、利用事業者から、異議申立てのために提出を要求された書面が利用事業者の努力によっ

ても取得することができない23にも関わらず、代替手段を認めてもらえない旨の声がある。 

この点、Amazonは、詳細な情報を開示することにより、迂回による不正行為を招く恐れがあるため、消費

者保護とのバランスを考慮し、事案の性質や事情等に応じて例外的に代替の書類を認める場合もあると述べ

る。代替資料を認めるか否かは Amazon の管理上の問題であるが、要求している資料以外ではアカウント復

帰の見込みがないにも関わらず、利用事業者がアカウント復帰の可能性があると考えて様々な代替可能な資

料を提出させ続けることは利用事業者にとって酷であり、他のオンラインモールに移転する機会などを奪う

可能性もある。 

この点、アカウント停止になった場合にその復旧のために必要な資料などの基準は、提供条件拒絶基準と

表裏の関係にあるといえ、「拒絶するかどうかを判断するための基準」の一つとして、アカウント停止の事

前通知の中で可能な限り明確に開示される必要があると考える。 

Amazon に対して、上述のケースにおける利用事業者の予見可能性にも考慮し、アカウント停止事由ごと

にアカウント復旧のために必要な書類を可能な限り記載した上で、当該資料を提出できない場合には取引

を拒絶する（＝アカウントを復帰することはない）旨を開示することを期待すべきと考える（法第５条第１

項、同第２項第１号イ）。なお、このような開示が不適当と考える場合には、透明性・公正性の評価に必要

な情報であることから、その旨と理由を定期報告書（様式２）５．（２）の自己評価欄に記載することを期

待すべきと考える（法第９条第１項第５号）。 

 

有償サービス受け入れ要請関連 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、商品等提供利用者に対して、当該特定デジタルプラットフォー

ムの提供に併せて商品等提供利用者に対して自己の指定する商品若しくは権利を購入すること又は自己の

指定する他の役務の有償の提供を受けることを要請する場合におけるその内容及び理由を開示しなければ

ならない。 

LINEヤフーは、キャンペーン費用の負担などを開示している一方、Amazon・楽天については自社サービス

の利用の要請はしていないと述べる。なお、楽天は、「店舗運営 Navi」、「出店案内」において、「規約・ガイ

ドラインに記載のない事項について出店事業者に対応を強制・要請する事はない。」と開示しており、仮に

実態に即している場合には法の趣旨に沿った取組みであると評価すべきと考える。 

この点、「要請」とは、規約などの提供条件で明示的に利用を必須としているもののみならず、当該サー

ビスを利用しないことで検索順位などの面で不利益を与えることなどにより事実上利用せざるを得ない状

況を作ることも含まれ得ると考える。一方、特定デジタルプラットフォーム提供者の有償サービスが高品位

であること等の理由で、当該サービス利用している利用事業者の商品が検索順位などで上位になることに合

理性があるなどの可能性も考えられる。 

そのため、「要請」しているかについては、利用しないことの不利益24、当該サービスの内容・価格、代替

サービスの有無など総合的に考慮して決定することになると考える。 

本年度のモニタリング・レビューでは、Amazonからは Fulfillment by Amazon（以下「FBA」という。）や

Vine 先取りプログラム、楽天からは楽天スーパーロジスティックスなどのサービスを要請していないと考

 
23 商標権を持つ企業が海外にいる場合のライセンス契約書や、個人から買い取った中古品販売におけるメーカーまたは卸業者が発行した請求書な

ど。 
24 この利用事業者に生じる不利益に関しては、令和３年 12月６日、公正取引委員会が楽天による「共通の送料込みライン」の導入に対し緊急停

止命令を申し立てた事件において、楽天が、利用事業者に示唆した不利益な取扱い等が参考になると考える。同事件では、例えば、楽天市場の検

索結果において，今後，①参加店舗の取扱商品を優先して上位に表示する仕様に変更するため，不参加店舗の取扱商品は上位に表示されなくなる

ことや，②一度参加店舗の取扱商品に絞り込む検索を行ったユーザーの端末ではその状態をデフォルトの設定とする仕様に変更するため，不参加

店舗の取扱商品はユーザーが自ら当該設定を解除しない限り表示されなくなることを，営業担当者等が示唆する又は伝えるなどしていた事例など

である。https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/dec/211206.html 
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えることについて説明がなされた。 

これらのサービスの利用が要請されているといえるかについては、現時点までにモニタリング・レビュー

で報告されている情報では判断ができないため、引き続き情報を収集していくべきと考える25。適切な認定

を行うため、特定デジタルプラットフォーム提供者各社においても、自己の指定する商品若しくは権利を購

入すること又は自己の指定する他の役務の有償の提供を受けることを要請していないと考える追加的な事

情がある場合には、次年度の定期報告書に記載することを期待すべきと考える。 

 

検索順位等の決定関係 

検索の表示順位は、消費者の購買行動等に大きな影響を及ぼすことから、利用事業者にとっては商品等の

提供量（売上額等）に直接影響を与える重要な事項である。実際、経済産業省の実施したアンケート調査の

結果、消費者の３割程度は検索結果の１ページ目に表示されている商品しか確認していない（第１回モニタ

リング会合資料１－１ 43 頁）。例えば特定デジタルプラットフォーム提供者により当該表示順位が恣意的

に操作された場合には、特定の商品等提供利用者の商品等の売上が上がったり、又は下がったりすることと

なり、利用事業者間の取引の公正性が確保されず、利用事業者の利益を阻害しかねない。 

また、検索結果は検索のアルゴリズムとトレーニングデータ、検索クエリの相互作用によって生成されて

おり、様々なリスクをコントロールする観点からは、リスクに直接対応した検索結果の制御を行わない限り

は、ブラックボックスを通した入力と出力の関係をマネジメントする様相を帯びると考えられる。例えば、

アルゴリズムが誤って、要件どおりに表示されないリスクであったり、自社を優遇するようにアルゴリズム

に手が加えられているリスクであったり、あるいは、利用事業者による不正行為で結果がゆがめられてしま

うリスクなどが考えられる。こうしたことから、検索表示順位を決定する主要な要素については意図して決

定要素としたものだけでなく、実際の検索表示順位を様々な角度から検証し、決定要素を特定する必要があ

る。 

楽天からは自然言語処理による検索キーワードと商品の関連性及び検索キーワードごとの商品の人気度

という２つの要素で検索順位を決めているとの報告があった。一方で、モニタリング会合では、他の特定デ

ジタルプラットフォーム提供者における検索表示順位を決定する主要な要素に比して抽象度の高い開示内

容であり、昨年度も改善を求めたとの指摘があった。抽象度の高い開示内容は、表示順位の恣意的な操作の

リスクの低減等透明化法における開示規律の目的に照らすと十分な開示とは言えない。実際、楽天に対して、

「楽天ファッションには大手アパレル会社のみ出店できるようであるが、衣料品を検索すると必ず楽天ファ

ッションに出店している事業者が上位に来るようになっていて、不公平に感じる。」といった利用事業者の

声もある26。その後、楽天は、2024 年 10 月３日付で検索ロジックの評価軸と楽天市場における検索 SEO の

考え方について一部情報公開した。そして、検索ロジックの評価軸では、商品情報の品質、商品・ショップ

の実績、カスタム指標、規約・ガイドラインが含まれること及びそれぞれの項目で考慮される内容等が開示

されている。本開示によって、Amazonや LINEヤフーと同程度に詳細な開示にはなったと評価すべきと考え

る。 

なお、開示義務が適切に履行されているというためには、実態に合致した開示になっていることが必要で

あるところ、実態については更なる検証が必要であると考えられるため、引き続き注視していく。 

 
25 例えば、Amazonプライムマークの取得のためには、FBAだけではなく、自社出荷でもマケプレプライムを利用することが可能である。ただし、

マケプレプライムの条件（例えば、期日内配送が９６％以上であること）を考慮すると、土日の対応なども必要になる可能性があるため、個人の

出店者だと条件を満たすことが困難な可能性も考えられる。また、Amazonプライムマークの影響も、コンバージョンレートで有意な差がつくこと

もあるが、Amazon プライムマークマークがなくても販売自体は出来るうえ、他に出店者がいない場合には影響は少ないなど、FBA を利用しないこ

と（Amazon プライムマークを取得しないこと）による不利益があるか否かを一律に評価することはできず、詳細な検討が必要である。 
26 これに対し、楽天からは、「衣料品を検索すると楽天ファッションに出店する事業者が上位に表示されるのはファーストパーティ店舗であるこ

とが原因ではなく、広告を購入した結果であると思われる。」との説明がなされている（第２回モニタリング会合議事録 P６）。 
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商品等データを取得・使用する場合の内容・条件 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、商品等提供データの取得・使用条件を開示しなければならない。 

特定デジタルプラットフォーム提供者各社とも、取得するデータ・使用条件が開示されているところ、楽

天の「プラットフォームの透明性及び公平性の向上に関する取り組みについて」ページ27、LINEヤフーの「透

明性向上のための取組みのご紹介」ページ28と比べて、Amazon の「データへのアクセス」ページ29は情報が

整理されているとは言い難い。例えば、利用事業者にデータが提供されるツールである Amazon 出品コーチ

と Amazon ブランド分析の説明の間に、Amazon が集計データを使用する場合の説明が記載されている等、

Amazon 自身が使用する場合と利用事業者に提供される場合が混在している。 

また、Amazonは、2022年度及び 2024年度のモニタリング会合にあたっての質問状に対して、商品等提供

データの利用についての回答を提出した（2022 年度第３回モニタリング会合資料３、2024 年度第７回モニ

タリング会合資料２及び追加提出資料）。この二度の回答については、例えば、利用事業者に関する集計デ

ータ30の Amazon 内での利用可能性（2022 年度では「原則として弊社内で利用可能とされている」と回答し

ているが、2024年度では一般利用者と利用事業者への情報提供に利用している旨回答）や利用事業者の固有

データの使途（2022年度では「お客様のお買い物体験をより良くするため」に利用可能と回答していたが、

2024年度では記載がなかった）について異なる点もあった31。 

さらに、固有データと集計データの定義などモニタリング・レビューで説明された内容については「デー

タへのアクセス」ページで把握することはできなった。加えて、「データへのアクセス」では、Amazonが「購

入者や出品者のための新たなツールやサービスを開発…を行うためにも、集計データを使用」することがあ

る旨開示されているものの、Amazonが 2024年 6月 20日付で公表した生成 AIを用いた出品情報の作成補助

機能について「当該機能における情報の生成においては、販売事業者様が商品登録にあたって入力された情

報を含め、開示済の「Amazon サービスビジネスソリューション契約」、「Amazon.co.jp プライバシー規約」、

「データへのアクセス」等に定める範囲内でデータを取得及び利用しております。」との説明がなされたが、

これらの契約・規約・ポリシーからは、生成 AI を用いた出品情報の作成補助機能に商品等提供データが使

用されることは明確には分からない。 

このため、Amazonに対して、現在開示している情報の整理、モニタリング・レビューでの説明と開示内容

を統合するとともに、2022 年度と 2024年度における、利用事業者に関するデータの取扱いにおける回答の

差について着目し、現時点でのデータ取得と使用の状況について定期報告書において説明することを期待

すべきと考える。また、特定デジタルプラットフォーム提供者各社からは、2022 年度においてデータへの

アクセスログの状況やアクセス制限について一定の説明がなされているところ、データ使用実態に沿った

開示になっているか評価するため、管理方針・管理体制などが開示通りになっていることの自己評価を定期

報告書に記載することを期待すべきと考える。また、開示方法についてある程度概括的に記載することも許

容されると考えるが、生成 AI の利用のように従来とは大きく異なるサービスを開始する場合には、どのよ

うなデータが使用されるのか明確に説明されていることは相互理解の観点から望ましいといえ、特定デジ

 
27 https://www.rakuten.co.jp/ec/digitalplatform/ 
28 https://business-ec.yahoo.co.jp/shopping/digitalplatformer/ 
29 

https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/GQQT7UZLMAL8MEKG?mons_sel_mkid=amzn1.mp.o.A1VC38T7YXB528&mons_sel_m

cid=amzn1.merchant.o.A3QZ51COM300ZX&mons_sel_persist=true&stck=FE 
30 2022 年の回答において、Amazonは「販売事業者様の固有データとは、特定の販売事業者様の非公開情報及び特定の販売事業者様の秘密情報を

いい、集計データとは、特定の販売事業者様の固有 データではない非公開データ全般をいう。」と説明している。

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_platform_monitoring/pdf/006_s02_00.pdf  
31 この２度の回答の間に、欧州 Amazonは欧州の競争当局との間で、リテール部門の非公開データの使用制限やその担保措置として内部監査など

について公約している。※https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_22_7777 

2022 年度のモニタリング・レビューにおいて、Amazonから出品者データ保護ポリシーにおいて、プライベートブランド事業に従事する従業員を

含む直販事業の従業員が、販売事業者の個別の販売等に関する非公開のデータにアクセスすることは禁じられていること等の説明がされている。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_platform_monitoring/pdf/006_s02_00.pdf
https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_22_7777
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タルプラットフォーム提供者各社に対しては、このような場合には当該サービスのリリース時などに適宜、

使用する商品等データの内容を開示することを期待すべきと考える。 

 

利用事業者による商品等データの取得・移転条件等 

 (ⅰ)利用事業者による商品等提供データの取得 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、利用事業者に対し、利用事業者による商品等提供データの取得

の可否、可能な場合の内容・方法・条件を開示しなければならない。 

特定デジタルプラットフォーム提供者各社とも、可否、提供されるデータの内容、提供方法、条件が開示

されており、透明化法の義務に則った取組みがされていると評価すべきと考える。 

なお、特定デジタルプラットフォーム提供者が、利用事業者の商品等を購入した消費者の属性情報等のデ

ータを利用事業者には共有せず、自社・関連会社だけで利用するような場合、得られるマーケットデータの

非対称性が拡大し、公正な競争が保たれなくなるおそれがある。 

このような公正性の懸念に対応する観点からは、特定デジタルプラットフォーム提供者による商品等デー

タを取得・使用する場合の内容・条件（法５条２項１号ニ）の開示内容と対応が取れる形で開示することが

望ましい。特定デジタルプラットフォーム提供者各社には、開示方法につき検討を行うとともに、次年度の

定期報告書にその検討結果を自己評価欄に記載することを期待すべきと考える。 

また、利用事業者に提供されないデータの内容・提供されない合理的な理由が合わせて開示されているこ

とは、相互理解の観点で望ましい取組みといえる。楽天がクレジットカード情報とメールアドレスを提供し

ていないことをその理由とともに記載していることは透明化法の趣旨に沿った取組みと評価すべきと考え

る32。 

 (ⅱ)第三者に対する商品等提供データの移転 

次に、特定デジタルプラットフォーム提供者は、特定デジタルプラットフォーム提供者による第三者に対

する商品等提供データの移転の可否、可能な場合の内容・方法・条件を開示しなければならない。 

LINEヤフーは、「透明性向上のための取組みのご紹介」ページ（６）で「このようなご依頼はお受けして

おりません。」と開示しているが、Amazon及び楽天については、本開示を行っていることを確認することが

できなかった。法第５条第２項第１号ロ（有償サービスの利用要請）は「要請する」場合に開示が求められ

ているが、それとは異なり、移転が可能な場合に開示が必要なのではなく、可否自体を開示する義務がある。

現在の定期報告書の内容からは、透明化法違反が疑われるため、Amazon・楽天に対し、早急に開示状況を確

認し、仮に開示していない場合には開示するよう求めるべきと考える。 

なお、本開示のうち、利用事業者による商品等提供データの取得は少なくとも下図の「データの開示（ダ

ウンロード）、第三者に対するデータ移転は下図の「データの直接移転」又は「データへのアクセス（API解

放）」といったデータ共有の方法を意図している。 

 

 
32 このような観点からは、商品等提供データに含まれるデータを全て開示したうえで、提供されるデータと提供されないデータが明示されている

ことが望ましいといえる。変化するデジタルプラットフォーム上のデータの全容把握は難しいと考えられるが、将来的な課題として検討を望む。 
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（出典）デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備に関する検討会・データの移転・開放等の

在り方に関するワーキング・グループ「データの移転・開放等の在り方に関するオプション」より33 

 

苦情申出・協議申入れの方法 

例えばデジタルプラットフォーム上で提供していた商品を削除された商品等提供利用者が、そこで開示さ

れた当該削除の理由が不合理と感じた場合に、問い合わせを行う窓口が示されていなければ、苦情の申出又

は協議の申入れを行うことができず、これにより、特定デジタルプラットフォームにより開示された提供条

件又はその提供に関する運営の改善を図る機会が与えられず、本開示義務の効果が限定的となるおそれがあ

る。このため、商品等提供利用者がデジタルプラットフォーム提供者に対して苦情の申出又は協議の申入れ

行う場合における当該方法を示させることが重要である。 

デジタルプラットフォームとの契約が解除された場合、契約期間中は利用事業者がログインすることので

きたポータルサイトにアクセスできなくなる。苦情の申出又は協議の申入れを行うための方法に関する情報

については、利用事業者目線で様々な状況で容易に参照することができるよう（法第５条第１項、省令第５

条第１項第２号）、開示方法及びその内容について検討することが必要であると考える。 

この点、Amazonは、セラーセントラルの問合せフォームから苦情・相談の申入れが可能であるところ、利

用事業者に送付するメールや、ヘルプページの中に問い合わせ先やそのリンクを明記するなどしており、透

明化法の義務に則った取組みであると評価すべきと考える。 

次に、楽天は、「苦情及び紛争の申請を行うための専用窓口」は、「店舗運営 Navi」で開示されているほか、

「プラットフォームの透明性及び公平性の向上に関する取り組みについて」34への記載や個別の案内をして

いる。Amazonや LINEヤフーと異なり「プラットフォームの透明性及び公平性の向上に関する取り組みにつ

いて」には苦情・相談が可能な専用窓口があることの記載のみで問合せフォーム・具体的な問合せ先の記載

がなく、「店舗運営 Navi」での開示状況も不明であることから、義務が適切に履行されているといえるか判

断することができない。透明化法は「専用窓口」を開示することを求めているのではなく、利用事業者が適

切に苦情・相談の申出ができるような開示になっていることが重要であると考えるところ、利用事業者から、

「ECコンサルタントにわからないことや困ったことがあったらいつでも相談できる。」との声もあることか

らすると、透明化法の義務に則った取組みがなされているのではないかと推認できる。楽天には、次年度の

定期報告書において、「店舗運営 Navi」での開示状況を確認できるスクリーンショットなどの資料の提出を

期待すべきと考える。 

LINEヤフーは、「Yahoo! JAPAN 新規ストア出店お問い合わせフォーム」へのリンク35を、ストアクリエイ

ターProのページヘッダー上に設置しているほか、取組み紹介ページ「(7) 当社への苦情・紛争の申し立て

について」においても開示している。なお、上記問合せフォームに関して、委員・オブザーバーより、ヘル

プページのヘッダーにお問合せの表記が見当たらない場合や、ページが遷移した後は同表記が見つけにく

い場合があるとの指摘があったことから、その次年度の定期報告書において検討結果を報告することを期

待すべきと考える。 

最恵国待遇（同等性条件）条項の内容・理由 

特定デジタルプラットフォーム提供者各社は、最恵国待遇を行っている旨の開示はしていない。義務の履

行が果たされているといえるためには、上記のように、実態と合致した開示になっているかが重要となる。

そして、例えば、Amazonからは、ヒアリング前の質問状への回答において、研修や内部のガイドライン、法

 
33 https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2019/may/190521_1.html 
34 https://www.rakuten.co.jp/ec/digitalplatform/ 
35 https://form-business.yahoo.co.jp/claris/enqueteForm?inquiry_type=biz_form_new_8601 

https://form-business.yahoo.co.jp/claris/enqueteForm?inquiry_type=biz_form_new_8601
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務との連携により、最恵国待遇を利用事業者に求めることのないよう取り組んでいる旨の回答があった（第

７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P16）。 

これらの事情からは現在の開示内容が実態に合致していないとまでは言えないと考えられ、透明化法の義

務に則った取組であると評価すべきと考える。 

この点、特定デジタルプラットフォーム提供者は、定期報告書に、開示義務の履行状況に関する事項につ

いて自己評価を記載しなければならない（法第９条第１項第５号）。開示義務の履行状況を評価するため、

この自己評価について、自身の開示義務の履行状況が適切であると考える根拠として、開示内容が実態と合

致していることを裏づける事実や証拠等を記載・添付する必要があると考える。 

そこで、特定デジタルプラットフォーム提供者各社には、本年度のモニタリング・レビューで説明したよ

うに、義務の履行が実態に合致している適切なものと考えられる理由（事実・証拠等）を、次年度の定期報

告書の自己評価欄に記載することを期待すべきと考える。 

 

自社・関係会社優遇の内容・理由 

透明化法は、特定デジタルプラットフォーム提供者自身ないし関係会社による商品等の提供事業について、

利用事業者に対する提供条件と異なる場合には、その内容および理由を開示することを求めている（法５条

２項１号ト、省令６条２号）。 

LINEヤフーは、関係会社（グループ企業）についての他の利用事業者とは異なる取扱いの内容及び理由を

開示しており、透明化法の義務に則った取組みをしていると評価すべきと考える。楽天は関係会社優遇がな

いとしたうえで、特定の店舗に対して特別の取扱いをするケースを記載しているところ、かかる開示は法の

趣旨に沿った取組みであると評価すべきと考える。Amazon については、特段の記載がないものの、自社優

遇・関係会社優遇がないのであれば、透明化法に違反しているとは言えない。今年度においては、利用事業

者から Amazon による自社・関係会社優遇に関する具体的な意見はないものの、委員・オブザーバーからは

依然と実態通り開示されているか懸念する声がある。 

この点、Amazonからは、法務部・関連部署によって自社優遇がないことを日々確認していることや、検索

結果やおすすめ出品の決定においては、商品の販売者が、Amazonであるか利用事業者であるかは考慮されて

いないこと等の説明がなされたが、自社優遇・関係会社が「ない」との説明については、例えばその他にも

自社販売と利用事業者による販売について等しく取り扱っている例や、自社優遇がないことの確認の視点を

報告するなどにより一定のエビデンスを提供することが必要と考える。上記のように現在の説明では、開示

義務が運用実態に合致する適切な履行といえるか判断することができない36。 

そこで、特定デジタルプラットフォーム提供者各社には、透明性・公正性の評価のため、法第９条第１項

第５号に基づき、実態通り適切に開示されているか評価に資する資料を添付するなどして、実態にしたがっ

て適切に開示義務が履行されている（不開示を含む。）と考える理由を自己評価欄に記載することを求める

べきと考える。この点、楽天・LINEヤフーが内部監査を実施し、その結果を経済産業省に報告したことは法

の趣旨に沿った取組みといえる。ただし、内部監査の場合、依然と不透明な点が残ることになるため、楽天・

LINE ヤフーは引き続き外部性を導入することを、Amazon については内部監査も含めて検討することを期待

すべきと考える。そして、透明性・公正の評価のため、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対して

は、その検討結果を次年度の定期報告書（様式２）５．（２）の自己評価欄に記載することを求めるべきと

考える。検討結果、外部監査と同等以上に評価に資する方法がある（ないし現在の取組みで十分である）と

考える場合には、その内容と理由を定期報告書（様式２）の５（２）に記載すると適正な評価につながると

 
36 今後も、特定デジタルプラットフォーム提供者各社からの報告によって透明化法の義務が適切に履行されているか判断することができない場合

には、大臣評価によって改善が見込まれないと考えられ、この状況を改善するための何らかの措置が必要である。 
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考える。 

 

返品受入要請の条件 

楽天及び LINEヤフーは、利用事業者自ら返品のルールを設定する仕組みを採用していることから、「商品

の返品を当該商品等提供利用者の負担において行う場合の内容及び条件」の開示義務を負わない。また、「商

品等の代金の全部若しくは一部の返金その他の補償を当該商品等提供利用者の負担において行う場合の内

容及び条件」の開示義務に関して、楽天及び LINE ヤフーは、それぞれ「楽天あんしんショッピングサービ

ス」、「未着トラブルお見舞い制度」・「到着後トラブルお見舞い制度」の内容・条件を開示しているところ、

透明化法の義務に則った取組みであると評価すべきと考える。 

Amazonにおいても「返品・交換の条件」などの返品のルール自体は明確になっており、それ自体は透明化

法の義務に則った取組みであると評価すべきと考える。 

もっとも、利用事業者の声などを踏まえると、①マーケットプレイス保証、FBA 出荷商品に関するルール

と組み合わさることで利用事業者としては上記の返品ルールにかかわらず事実上すべての消費者に対して

返金対応を受け入れなければならないと感じているほか、②Amazon が返品の受付作業を行っているにもか

かわらず、返品された商品が別の品物にすり替えられていたとしても Amazon では判断できないとして何ら

の補償もせず責任を放棄しているように感じているものと推測され、本モニタリング・レビューで開示され

た情報そのほかの事情では、現在の開示内容・仕組みで透明性・公正性が十分であるか判断することができ

ない。 

かかる観点から、後記３－１－３「返品・返金の取扱い」でも述べるように、利用事業者の声を踏まえ不

適切な返品を防ぐべく体制整備を行うともに、返品・返金に関するルールを利用事業者・消費者が正しく理

解できるよう分かりやすい開示をすすめることを期待すべきであるとともに、次年度の定期報告書の自己

評価欄にマーケットプレイス保証・FBAを含めた返及び返金に関する仕組みを総合的な説明を記載すること

を求めるべきと考える37。Amazonが、「出品・販売に関する重要な規約・ポリシー一覧」ページに、返品及び

返金について、利用事業者が FBAと出品者出荷のいずれを使用しているかに応じて 2つの類型別に規約をま

とめたもの、及び、規約本体と規約に関するより詳細なヘルプページへの各リンクを掲載したこと（22頁）、

FBA を利用して出荷された商品の返品にあたり消費者が「欠陥品・不良品」を選択された場合における当該

返品理由の妥当性を精査するための確認経路を見直し、問合せ担当者に周知したこと等は期待する方向に沿

った取組みといえ、さらなる開示や仕組みの改善を期待すべきと考える。 

 

支払留保する場合の内容・条件の開示 

経済産業省の実施したアンケート調査の結果、売上金が留保された経験のある回答者は１０％以下である

ものの、１ケ月未満で約１００万円程度留保されているケースから約６ヶ月で約９００万円の留保がされて

いるケースもあり、中小の利用事業者の資金繰りなどに与える影響は大きい。 

モニタリング・レビューにおいて、特定デジタルプラットフォーム提供者各社より、売上金留保の目的は

以下の通り説明があった 

 
37 なお、令和元年 10 月付公正取引委員会の『デジタル・プラットフォーマーの取引慣行等に関する実態調査報告書（オンラインモール・アプリ

ストアにおける事業者間取引）』によれば、「運営事業者は，消費者から購入した商品の返品・返金の要請を受けた場合に，それに伴う損失の負担

を利用事業者に求めることがある。このような返品・返金に伴う損失の負担を求めることにより，自己の取引上の地位が利用事業者に優越してい

る運営事業者が，正常な商慣習に照らして不当に，利用事業者に不利益を及ぼす場合には，独占禁止法上問題（優越的地位の濫用）となるおそれ

がある。その判断に当たっては，①返品・返金の受入れにより利用事業者が負担する損失の内容，②利用事業者に瑕疵がないにもかかわらず，運

営事業者が返品・返金を受け入れ，それに伴う損失を利用事業者に一方的に負担させていないかなど，返品・返金の受入れに係る基準の合理性の

有無，③プラットフォームの利用を継続するために返品・返金に伴う損失を受け入れざるを得ない利用事業者の数等を考慮することとなる。」（45

～46 頁）とされている。 
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・Amazon：消費者その他の第三者の正当な権利の保護、詐欺的な行為等の防止 

・楽天：正確な金額の確定、不正行為の抑止、消費者への補償 

・LINEヤフー：調査完了前に消費者対応を放棄することの防止 

留保目的は留保条件にもつながるところ、LINEヤフーは調査完了まで留保する旨が記載されており、目的

と条件とが一致しており、法の義務に則った取組みであると評価すべきと考える。加えて、LINEヤフーが８

月から対象予定期間の明示及び留保する案件を限定化するようルールを見直したことは、透明性・公正性を

高めるものといえ、透明化法の義務に則った取組みであると評価すべきと考える。 

一方、楽天については、「相殺権を行使するため」（楽天市場出店規約第 15 条５項）と記載されており、

消費者への補償に使われる可能性は開示内容からは明確には読み取ることができない。また、消費者への補

償に充てられるという説明を裏付ける実績・資料等もない38。そこで、楽天に対しては、開示義務の見直し

を求めるともに、定期報告書（様式２）５．（２）の自己評価欄に裏付ける事実（証拠の添付）を求めるべ

きと考える。 

次に、アマゾンについては、留保目的と留保事由との間に相関関係は認められるものの、留保事由が不明

確であると考える。すなわち、留保事由として、①「Amazonまたは第三者に対する返品、チャージバック、

クレーム、紛争、規約・ポリシーの違反またはその他の事由のリスクを生じさせる可能性があると判断した

場合」、②「出品者のアカウントが虚偽行為、詐欺的行為、違法行為を行う目的や Amazonのポリシーに違反

する目的で利用されていると判断した場合」、③「消費者等が損害を被った疑いがある場合」の３つの事由

があると認められ、それぞれの事由ごとに留保期間が異なっている。この点、①に規約・ポリシー違反が含

まれており、②にもポリシー違反が記載されている。②については、ポリシー違反の目的でアカウントが利

用されていると判断した場合となっているところ、複数回のポリシー違反を指しているのか、１度でも違反

があればポリシー違反目的のアカウント利用と認定されるのか、①と②の適用関係が判然としない。 

また、「売上金から引当金を控除して支払われるが、引当金の計算方法が出店者に知らされていない。」と

いった留保した売上金の使途についても不明瞭であると言った利用事業者の声もある。 

そこで、Amazonに対しては、法第５条第２項第１号ト・省令第６条第５号に基づき、留保条件を明確にす

るように求めるとともに、上記の利用事業者の声も踏まえて不明確な点を見直すよう求めるべきと考える。 

 

検索順位等の決定関係【消費者向け開示】 

Amazonについては、消費者向け開示の「商品の検索および閲覧」ページでは、利用事業者向け開示の「検

索およびブラウズに関する出品情報の最適化」ページに考慮要素として開示されている、Amazonポイント、

品揃え、販売履歴、適用される法令またはポリシー違反の疑いが考慮要素として開示されていない。透明化

法は利用事業者向け開示と消費者向け開示の内容を同一にすることは求めていないものの、両者の開示内容

に差を設けるのであれば、その理由を確認しなければ公正性の評価をすることができない。このため、Amazon

対しては、利用事業者向け開示と消費者向け開示とで開示内容が異なっている理由を次年度の定期報告書

の自己評価欄に記載することを期待すべきと考える。 

楽天については、まず、2024年 10 月３日付で利用事業者向けに開示した検索ロジックの評価軸と楽天市

場における検索 SEO の考え方を踏まえて、消費者に対する検索順位の主要な決定要素の開示内容の見直し

を求めるべきと考える。 

次に、楽天は、出品者向け開示では「なお、商品検索結果上に検索キーワードと関連性の高い商品を広告

 
38 本年度のモニタリング・レビューにおいては、委員・オブザーバーから、楽天の説明が事実であるならば、消費者向けの窓口などがあって然る

べきではないかといった指摘があった。この点、「楽天あんしんショッピング―ビス」の仕組み

（https://event.rakuten.co.jp/anshin/anshinshopping/）があるものの、現在の売上金留保の仕組みの説明としては十分であるかさらに検討が

必要であると考えている。 

https://event.rakuten.co.jp/anshin/anshinshopping/
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表示させる場合には、［PR］表記を行うことにより、広告であることを明確にしている。」と記載していると

ころ、消費者向け開示においては、検索結果を表示しているページ等のページ番号の下に、他の文字よりも

小さいフォント・灰色で「検索結果上部の広告表示エリアに表示される広告商品には、商品名冒頭に［PR］

と表記されております。」と記載している。これに対し、楽天からは、現状の開示のみでは、ユーザーにとっ

て認知しづらいところがあると考えられることから「楽天市場の商品検索における検索順位の決まり方につ

いて」にてまとめて記載を行う等検討する旨の説明がなされている［質問状回答 13］。 

LINEヤフーについては、利用事業者向け開示と同内容の開示がなされており、透明化法の義務に則った取

組みであると評価すべきと考える。 

 

商品等データを取得・使用する内容・条件【消費者向け開示】 

商品等データを取得・使用する内容・条件に関する消費者向け開示としては、各社、プライバシーポリシ

ーページに取得するデータの範囲・利用目的が記載されている。 

この点、Amazon 及び楽天は、利用事業者に取得した情報が共有される旨記載されている。一方、LINE ヤ

フーは、利用事業者向け開示には「当社および出店者は、注文情報を当社および出店者がそれぞれ取得し、

管理することを相互に確認するものとします。」（ショッピングストア利用約款第 26 条第１項）として、注

文情報が共有される旨記載されているが、定期報告書で消費者向け開示と報告されている「Yahoo!ショッピ

ングの個人情報の取り扱い」ページにはバリューコマース株式会社に情報が提供される旨記載されているの

みである。注文情報が LINE ヤフーと出店者で共有されることについては、個別の注文確認画面において明

記はされているが、先述の「Yahoo!ショッピングの個人情報の取り扱い」ページ上からは明確に読み取るこ

とができない。 

また、使用条件について、例えば、楽天では「商品またはサービスの予約、購入、配送など、当該取引（取

引のための申入れを含みます。）を遂行するのに必要な範囲」（個人情報保護方針４－３）と記載されている

など、各社とも抽象的な記載にとどまっている。詳細な情報は提供されないにしても、「R-Karte」で「自店

舗で購買したユーザーの楽天市場全体での購買傾向」など分析した結果が提供されているところ、そのよう

な利用状況は一般的な消費者は想像することは困難である。 

消費者向け開示と利用事業者向け開示の開示内容のギャップは、消費者向け開示として引用されているプ

ライバシーポリシーページが個人情報保護法などへの対応で作成されたものであり、透明化法対応の中で、

利用事業者向け開示（法第５条第２項第１号ホ・ニ）と一体的に作成・見直しされていないことが原因と推

測される。 

以上より、各社とも明確に開示されているとは評価することはできない。そこで、特定デジタルプラット

フォーム提供者各社に対し、透明化法５条第２項第１号ホに基づき、利用事業者向け開示（法第５条第２項

第１号ホ・ニ）と消費者向け開示とを対照し、商品等購入データの取得・使用条件として、どのような情報

が、どのような方法で、誰に対して開示されているのかを明確に記載するように求めるべきと考える。 

また、本年度のモニタリング・レビューで委員・オブザーバーから質問のあったパーソナライズド・プラ

イシングに関連して、Amazon は消費者によってポイントの最大付与率が異なるキャンペーンを実施したこ

とがある旨回答しているところ、Amazon.co.jp プライバシー規約では「Amazon は、関心を持たれると思わ

れる機能、商品及びサービスの推奨、好みの把握並びに Amazon サービスの利用のパーソナライズのため、

閲覧履歴、購買履歴その他の個人情報を利用します。」と定めている。消費者は、本開示内容では自分の閲

覧履歴や購買履歴がポイント付与率に反映されることを予見できない可能性も考えられ、本開示内容で十分

明確になっているか本年度のモニタリング・レビューで顕出された情報からは判断することができない。

Amazon に対しては、より具体的な開示の検討を期待するとともに、現時点での開示内容が適切であると考
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える場合には、定期報告書の自己評価欄にその旨及び理由を記載することを期待すべきと考える。 

 

提供条件によらない取引の実施要請 

特定デジタルプラットフォーム提供者各社からは、いずれも、提供条件に記載のない要請はしていないと

報告している。そして、その理由として、Amazonは、トレーニングを実施、懸念があれば事実関係を確認し

ていること、楽天は、既存の取組みについては規約に根拠があることを確認しており新しい取組みをする際

も規約を確認していること、LINEヤフーは、日常的な施策を含め法務部門・政策企画部門が相談を受けてチ

ェックしていることを報告している。また、公正取引委員会作成の「デジタル・プラットフォーマーの取引

慣行等に関する実態調査報告書（オンラインモール・アプリストアにおける事業者間取引）」（38頁）記載の

「オンラインモールに出品されている商品の画像等の表示を一律の構図にするよう変更作業を強いられる」

といった作業要請についても現在はしていないことが確認された。 

そして、現時点では、特定デジタルプラットフォーム提供者の説明に疑いを差し挟む具体的な懸念の声も

ないことから、透明化法の義務に則った取組みをしていると評価すべきと考える。 

なお、自社・関係会社優遇と同様に、「していない」ことの証明は困難であるものの、なぜ「していない」

と報告書に記載できているのかというその理由は、透明性・公正性の評価をするにあたって重要であること

から、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対して、法第９条第１項第５号に基づき、その理由を次

年度の定期報告書（様式２）５．（２）の自己評価欄に記載することを求めるべきと考える。 

また、透明化法では、提供条件によらない実施要請をしていない場合には特段の開示は不要となっている

（法第５条第３項第１号）。もっとも、透明性・公正性を高める観点からは、提供条件に依らない取引要請

をしていない場合には、その旨を開示することは望ましい取組みといえる。この点、楽天が、「プラットフ

ォームの透明性及び公平性の向上に関する取り組みについて」ページにおいて、「楽天市場における店舗運

営において、店舗様に要請する事項については、規約・ガイドラインに定めており規約・ガイドラインに記

載のない事項について店舗様に対応を強制・要請することはございません。」と記載したうえで、①商品の

販売価格や販売条件、②広告その他 Optional サービスの利用、③返品・返金等の対応それぞれについて詳

細を記載していることは、法の趣旨に沿った取組みであると評価すべきと考える。 

 

提供の一部拒絶時の開示 

(ⅰ) 措置内容・理由の記載について 

今年度のモニタリング・レビューで提出された通知文例では各社とも、措置内容は明確に記載されており、

透明化法の義務に則った取組みであると評価すべきと考える。 

一方、理由の開示について、通知文例では Amazon・LINE ヤフーともに適用するガイドラインの条項や事

実関係が記載されており、一応、記載がなされている。もっとも、経済産業省の実施したアンケート調査の

結果では、出品の停止・削除について、「停止・削除の通知に理由が記載されているが、具体的ではない」こ

とを課題に感じる回答者が３割程度存在している上、利用事業者から出品停止の警告理由が分からないとの

声もある。 

この点、Amazonから「詳細な情報を開示することにより、迂回による不正行為を招く恐れもあるため、お

客様の保護とのバランスを考慮しつつ対応しております。真摯に対応を改善されようとしている善良な販売

事業者様に対してご不便が生じることのないよう、今後も事案に応じて可能な限り販売事業者に対して丁寧

に理由をお伝えできるよう努めて参ります。また、ご提出いただく書類の種類につきましては、例えば、権

利侵害品対策の一環として、出品された商品が真正品であることを合理的に確認できる資料の提出をお願い
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する場合等については、保護すべき権利の重要さに鑑み、所定の要件を満たす資料をご提出いただけない場

合には、当該商品の出品及び関連する措置の回復はいたしかねます。他方で、その他の類型においては、事

案の性質やご事情等に応じて例外的に代替の書類を認める場合もございます。」と説明があったところ、こ

のような説明は、楽天・LINE ヤフーにも共通するものと推測する。 

こうしたことから、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対しては、引き続き、悪意のある利用事

業者か真摯な対応をしている利用事業者かを見極め、後者の場合には不測の損害が生じることのないよう

丁寧な説明をすることを期待すべきと考える。なお、楽天から提出された楽天の通知文例には規約ガイドラ

イン違反が確認されたと記載されているのみであり、具体的な事実・根拠規約ガイドラインの条項などの具

体的な理由が記載されていない。もっとも、通知文例の文面からは当該メールを送付する前に別のメールを

送信していることが読み取ることができる。当初メールに必要十分な理由が記載されている可能性が考え

られるものの、本年度のモニタリング・レビューでは提出されていないことから評価することができない。

そこで、楽天に対し、次年度の定期報告書に、提供の一部拒絶にかかる一連のメールを添付することを期待

すべきと考える。 

(ⅱ) 不服申立てについて 

楽天及び LINE ヤフーの通知文例には、措置の解除方法は記載されているが、事実誤認を前提とした不服

申立て方法については記載されていない。 

この点、開示義務の趣旨は不服申立ての機会を確保する点にある。また、透明化法第５条第１項、同第２

項第１号へ、省令第５条第１項により、特定デジタルプラットフォーム提供者は苦情の申出又は協議の申入

れをするための方法を明示し、いつでも容易に参照可能であるようにしなければならない。これらの規定の

趣旨からすると、提供の一部拒絶に関する通知文には、不服申立先・不服申立ての方法などが明記されてい

ることが望ましいと考える。 

一方、LINEヤフーは、過年度のモニタリング・レビューで、一部拒絶の際の通知と同様に全部拒絶の通知

に不服申立てに関する記述がないことについて、『当社では、退店処分の通知メール内にヘルプデスクへの

リンクや問い合わせ先メールアドレスを明記することで、当該メールの通知内容に関するお問い合わせの方

法を明確にしておりますが、たとえば「とりあえず異議を申し立てる」ケースが殺到して、リソース配分の

観点から適切な再検証や真に必要な回答等の対応ができなくなることを防ぐために、異議を述べることがで

きる旨は明示しておりません。もっとも、異議を申し立てることができると知らずに、不服を抱えたまま退

店してしまう出店者様がいてはならないと考えており、退店処分の再検討を行う体制があることを出店者様

にお伝えする適切な方法を検討したいと考えております。』（2022 年度第６回モニタリング会合議事録 P６）

と、通知文に不服申立てを記載していない理由を説明している。もっとも、その後のモニタリング・レビュ

ーにおいて、検討結果は報告されていない。 

そこで、楽天及び LINE ヤフーに対して、苦情・紛争窓口へのアクセスを容易にするため、不服申立先・

方法を通知書に明示することの検討を行い、その検討結果を次年度の定期報告書の自己評価欄に記載する

ことを期待すべきと考える（透明化法第５条第１項・第２項第１号ヘ、同第４項第２号、同第９条第１項第

５号、省令第５条第１項参照）。Amazonの通知文例は、措置の解除方法及び事実誤認を前提とした不服申立

て方法の両方が記載されており、透明化法の趣旨に沿った取組みであると評価すべきと考える。 

(ⅲ)事前開示義務の履行状況の確認について 

楽天は、提供の一部拒絶にかかる通知文例を定期報告書に添付しておらず、経済産業省からの求めに応じ

て、モニタリング・レビューの中で開示している。 

確かに、定期報告書（様式２）の（記載上の注意）５（２）には任意的記載事項である旨が記載されてい
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る。しかし、通知文例を確認しなければ評価をすることができないため、事前開示義務の履行状況について

透明性・公正性に疑義が残ることになる。 

そこで、楽天に対し、透明化法第９条第１項第３号・省令第 13条第２項・省令第 14条第３項第１号に基

づき、次年度の定期報告書に通知文例を添付することを期待すべきと考える。なお、Amazon及び LINEヤフ

ーは通知文例を定期報告書に添付・記載しており、透明化法の義務に則った取組みであると評価すべきと考

える。 

 

支払留保する場合の内容・理由の開示 

(ⅰ)Amazonの開示状況について 

Amazonの提出した定期報告書別紙２の通知文例には留保金額・期間の記載がなく、別紙３の通知文例は留

保期間の記載がない。この点について、Amazonからは、留保の開始日と留保に対する異議申立ての受付開始

日に、それぞれ、アカウント停止等の措置の案内とは別に送付しているメールにおいて、留保されている売

上金の金額の確認方法、留保期間、売上金留保に対する異議申立て方法や異議申立てに対する調査の概要等

を説明がなされるとともに、当該通知が開示された。当該通知例には９０日間の決済期間に入っていて売上

金の支払いが一時的に停止されていること、アカウント停止に対する異議申立てが認められた場合には支払

いが認められること、売上金留保に対する異議申立が可能であることやその手続きの概要などが記載されて

いる。これらの記載からすると「売上金の留保の解除に関するポリシー」に記載されている原則として９０

日間の留保がなされるように思われる。しかし、同通知には、支払いが拒否される場合として、虚偽行為、

詐欺的行為、違法行為を行ったと判断された場合などには売上金を留保することがあると記載されており、

結局、「売上金留保の解除に関するポリシー」に記載されているどの事由によって売上金が留保されている

のか及び留保期間を明確に把握することはできない。実際、Amazonに対して、アカウント停止とともに売上

金が留保され、いまだに返還されない。９０日を超えても売上金が留保され続けていて、いつ支払われるの

か分からず困っているといった利用事業者の声があることは前記の通りである。そこで、Amazonに対して、

前記「支払留保する場合の内容・条件の開示」に記載したように留保条件の開示を見直すとともに通知文を

見直すことを求める。 

また、透明化法の定める開示義務の内容を複数の通知に分けて開示することは否定されないが、開示状況

を適切に評価するためには、すべての通知を確認する必要があると。そこで、Amazon に対し、次年度の定期

報告書には、透明化法の求める開示内容を確認することができる一連の通知文を添付することを期待すべ

きと考える。 

(ⅱ)楽天の開示状況について 

楽天の通知文例には、「ご入金が確認できない場合、楽天市場出店規約第 26条第 3項の規定に基づき、出

店契約の解除ないし楽天からの振込を停止させていただく場合がございます。」と記載があるだけであり、

金額・期間などの記載が認められない。そして、楽天市場出店規約第 26 条第３項は「乙が第１項各号のい

ずれかに該当した場合には、乙は、甲からの通知催告等がなくても、甲に対する一切の債務につき当然に期

限の利益を失い、直ちに債務を弁済することとする。」という期限の利益喪失条項であって、売上金留保に

関する条項ではない（なお、楽天の定期報告書 14頁には、売上金留保に関する規約は第 15条第４項、第５

項と記載されている。）。 

以上のように、楽天が提出した通知文例は、透明化法の要求する内容・理由ともに記載されているとは言

い難く、透明化法違反の疑いがある。楽天に対し、早急に実際に送付された通知文を確認し、仮に通知文例

の記載と同様であった場合には見直すよう求めるべきと考える。 
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また、楽天は、支払留保にかかる通知文例を定期報告書に添付しておらず、経済産業省からの求めに応じ

て、モニタリング・レビューの中で開示している。 

確かに、定期報告書（様式２）の（記載上の注意）５（２）には任意的記載事項である旨が記載されてい

る。しかし、通知文例を確認しなければ評価をすることができないため、事前開示義務の履行状況について

疑義が残ることになる。 

そこで、楽天に対し、透明化法第９条第１項第３号・省令第 13条第２項・省令第 14条第３項第１号に基

づき、次年度の定期報告書に通知文例を添付することを期待すべきと考える。なお、Amazon及び LINEヤフ

ーは通知文例を定期報告書に添付・記載しており、透明化法の義務に則った取組みであると評価すべきと考

える。 

(ⅲ)LINEヤフーの開示状況について 

LINEヤフーは、通知書に、ヘルプデスクの記載はあるものの、不服申立てに関する明示的な記載がなされ

ていない。この点、LINEヤフーは「出店者様が利用する専用ツール（ストアクリエイターPro）のページヘ

ッダー上にお問い合わせ用リンクを設置し、トップページ以外に遷移した際でも表示がなされるような仕様

となっており、容易にお問い合わせいただくことが可能となっています。」と述べる。しかし、通知文には

事実誤認等の場合に不服申立てが可能であることすら記載されていない。 

透明化法第５条第１項、同第２項第１号へ、省令第５条第１項により、特定デジタルプラットフォーム提

供者は苦情の申出又は協議の申入れをするための方法を明示し、いつでも容易に参照可能であるようにしな

ければならない。これらの規定からすると、支払い留保に関する通知文には、不服申立先・不服申立ての方

法などが明記されている必要があると考える。 

そこで、LINE ヤフーに対して、苦情・紛争窓口（ヘルプデスクを含む。）へのアクセスを容易にするため、

一部拒絶と同様、不服申立先・方法を通知書に明示することの検討を行い、その検討結果を次年度の定期報

告書の自己評価欄に記載することを期待すべきと考える。なお、Amazon は不服申立てについて明示してい

る点は、法の趣旨に沿った取組みであると評価すべきと考える。 

 

2-2. 提供条件の変更や措置の実施の際の手続きの改善 

2-2-1.問題の所在 

デジタルプラットフォームの提供条件やその運用に係る事項の変更は、例えば、利用規約の変更に伴うア

カウント停止の結果、当該プラットフォームにおける売買の機会を失う場合や、高い収益を得ていた商品が

出品停止される場合など、利用事業者の事業に影響を与え、利益を損なうおそれがある。 

しかし、提供条件等の変更は、多くの利用事業者に対し画一的・一律に適用され、利用事業者は一方的な

提供条件の変更等を受け入れざるを得ないこととなりやすい。特に規模の小さな事業者にとっては、変更の

内容次第では、その対応に多くの期間を要する可能性がある。更に、利用規約やホームページ等における変

更内容の開示が不明瞭な場合や、変更の影響を受ける利用事業者への通知が不十分である場合、利用事業者

は十分な準備期間や不服申し立ての機会がないままに不利益を被るおそれがある。 

以上より、提供条件の変更等にあたっては、変更等の影響評価のもと、利用事業者とのコミュニケーショ

ンを変更前後で、十分に行うことが期待される。具体的には、事前に利用事業者への影響に対する評価を行

い、利用事業者の利益に十分に配慮した形で行うこと、変更に際しては、利用事業者に事前に開示した上で、

特定デジタルプラットフォーム提供者に対する協議の申入れや不服申立てを行うことを可能とする体制を

整えること等が挙げられる。一方で、デジタルプラットフォーム提供事業者においては、当該デジタルプラ

ットフォーム上の様々な不正行為への対応を行っているところ、当該情報を提供することが、虚偽、詐欺、
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または違法な活動の捜査または防止を妨げたり、防御的措置を迂回するのを可能にするおそれもある。こう

したことから、バランスの取れたアプローチが必要となる。 

 

2-2-2.該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

2023年度大臣評価では、提供条件の変更等を行うに当たっては、利用事業者の事情を勘案し、十分な準備

期間を設けるとともに、変更内容や理由をわかりやすく説明することが求めた上、例えば、提供条件の変更

案の策定時や変更の実施後に利用事業者やその事業者団体から意見を聴取し、こうした意見を踏まえた改善

や検討の結果を利用事業者等にフィードバックするなど、利用事業者との対話プロセスをより実効性がある

ものとすることを求めた。 

 

【事務局注：該当法令】 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、商品等提供利用者に対する当該特定デジタルプラットフォーム

の提供条件の変更をするときは、商品等提供利用者が当該行為により生じる作業又は調整のために 15 日よ

り長い日数を要することが見込まれるものは、当該作業又は調整のために要すると見込まれる合理的な日数

を確保した日の前までに（それ以外のものは 15日の前までに）、当該行為の相手方に対し、その内容及び理

由を開示しなければならない（法５条４項１号、省令 11条１項１号・２号）。その際、その開示の相手方に

とって明確かつ平易な表現を用いて記載しなければならない（省令第８条第１項）。 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、継続して当該特定デジタルプラットフォームを利用する商品等

提供利用者に対する当該特定デジタルプラットフォームの提供の全部の拒絶をするときは、当該行為の相手

方に対し、原則として、当該行為を行う日の 30 日前の日までに、その内容及び理由を開示しなければなら

ない（法５条４項１号、省令 11条１項３号）。その際、その開示の相手方にとって明確かつ平易な表現を用

いて記載しなければならない（省令第８条第１項）。 

 

2-2-3.各特定デジタルプラットフォーム提供者における取組み内容 

■Amazon 

提供条件変更時の事前開示 

➢ 提供条件等の変更に関し、利用事業者からの意見等も踏まえて定期的な精査及び改善を実施。［定期

報告書 P12］ 

➢ 2023年 11月 1日から 12月 31日の間に購入された「フルフィルメント by Amazon（FBA）」商品及

び直販商品について、通常商品の到着から 30日以内としている返品可能な期間を、利用事業者に事

前通知を行ったうえで 2024年 1月 31日まで延長。この一時的な変更を行うにあたり、日本で過去

2年間に実施した同プログラムや、米国など他の地域で実施した同様のプログラムを踏まえて、利

用事業者に対するプラスとマイナスの潜在的影響について分析の上実施※。販売事業者様に対する

事前通知において、このような分析結果についても説明。※プラスの影響：一時的な返品期間の延

長により、消費者により良い購入体験を提供し、年末年始の商戦期の集客を強化することで、利用

事業者の事業成長をサポートする。マイナスの影響：返品期間を延長したことによる返品率の増加

といったマイナスの影響は見られなかった。［以上、定期報告書 P９-10、別紙４］ 

➢ Amazonでは、販売事業者様にご提供するサービスの向上のため、日々システムの改善等に取組

んでおります。システム変更の中でも販売活動に重大な影響を及ぼすと判断したものについて

は販売事業者様への通知を行っています。他方で、細かい仕様の変更等についてまで販売事業
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者様に逐一通知を行うことは現実的ではなく、また、Amazon からの通知・連絡事項が膨大な数

となり、販売事業者様が重要な連絡に気づきにくくなるという弊害も想定されるため、全ての

システム変更について通知を行うことはデメリットの方が大きいと考えております。［質問状回

答添付資料１ No.２（第７回モニタリング会合資料２）P１］ 

➢ 販売事業者様が出品する商品に対する手数料のカテゴリーの変更にあたっては、販売事業者様に適

切な通知が送られるよう、プロセスの確認・見直しを行って参りました（定期報告書 26 頁（抜粋

版におけるページ数。以下同じ。））。2024 年 8月 2日付で経済産業省様から交付された Amazonの

手数料カテゴリーに関する勧告も踏まえ、今後もさらなる改善に努めて参ります。［質問状回答添付

資料１ No.３（第７回モニタリング会合資料２）P１］ 

提供全部拒絶の事前開示 

➢ 措置の一貫性・公平性及び正確性を確保するため、詳細な手順書の導入や措置の試験的導入の活

用、手順書や利用事業者等から異議申立てを受けたケースに関する改善に向けた継続的な精査のほ

か、手順書のみでは担当者が判断できないケースにおける措置関連事項を上席に報告する経路の確

保等に取り組んでいる。また、出品停止等の措置を担当したチームは、適切な場合には、出品やア

カウント等のステータスを可能な限り速やかに措置実施前のものに回復させている。さらに、措置

対応専門のチームと内部監査チームが継続して出品停止等の措置の正確性をモニタリングし、措置

を講じるべきではなかったと判断された場合は、監査チームが当該ケースを精査して原因究明に努

め、必要に応じて改善措置を提案。［定期報告書 P16-21］ 

➢ 出品停止等の措置に対する異議申立ての対応に当たっては、迅速な対応のために利用事業者からの

連絡に対し、24時間から 48時間以内に回答するという目標時間を設定して対応。［定期報告書

P17、21］ 

➢ 2023年９月に、「アカウント健全性評価」の機能をリニューアル。このリニューアルにより、利用

事業者は０～1000までの色分けされた数値（スコア）により、自身の規約等の遵守状況をリアルタ

イムでより分かりやすく確認でき、出品停止等の措置を回避するために迅速に対応可能。なお、利

用事業者には、「アカウント健全性評価プログラムポリシー」や関連ヘルプページでスコアの読み方

及び改善方法に関する詳細な説明も提供。［定期報告書 P15］ 

➢ 2024年４月から「アカウント健全性アシュアランス」サービスを導入。対象となる利用事業者にア

カウント停止につながるおそれのある問題が発生した場合、不測のアカウント停止を回避するた

め、担当者から利用事業者に連絡を取り、問題とその対応方法について説明。［定期報告書 P15］ 

➢ 大口出品プランを利用中の利用事業者のアカウントの健全性を表示するダッシュボードに、「今すぐ

電話が欲しい」ボタンが実装されており、利用事業者は、当該ボタンをクリックすることにより、

担当者から連絡を受け、サポートを受けることもできる。これにより、出品停止等の前に、自ら違

反に対応することが出来る。［定期報告書 P16］ 

➢ 迅速な問題解決のため、既存の電子メールによる通知やセラーセントラル上の通知のほかに、LINE

による通知を開始。［定期報告書 P16］ 

➢ Amazon では、お客様や、権利者、及び善良な販売事業者様を保護し、ストアの信頼性を維持するた

めに、権利侵害品対策の一環として、出品された商品が真正品であることを合理的に確認できる資

料の提出をお願いする場合があります。要件を満たす資料をご提出いただけない場合には、当該商

品の出品及び関連する措置の回復はいたしかねます。［質問状回答添付資料１ No.５（第７回モニタ

リング会合資料２）P１—２］ 

➢ アカウント停止等に関するお知らせは、メールだけでなく、セラーセントラル上の「パフォーマン

ス通知」のページ上でもご確認いただくことができます。また、2023年 4月より、販売事業者様の
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アカウントが停止される場合、上記の既存のお知らせ方法に加えて、LINEによる通知も開始しまし

た（定期報告書 16頁）。さらに、昨年度は、出品停止等の措置に関する弊社からの重要なメールに

気がつかなかったとの販売事業者様のご意見等に基づき、販売事業者様宛ての所定の電子メール等

のタイトルや文面を再度見直し、販売事業者様において電子メール等を見逃さずに必要な対応を採

っていただけるように改善しました（同 27 頁）。［質問状回答添付資料１ No.６（第７回モニタリ

ング会合資料２）P２］ 

➢ 同じ商品ページで複数の販売事業者様が販売されている場合であっても、権利者から特定の販売事

業者様による権利侵害の申告が行われた場合等には、当該販売事業者様の出品のみが停止される場

合があります。［質問状回答添付資料１ No.７（第７回モニタリング会合資料２）P３］ 

➢ 一つの指標として、 アカウント健全性を所管する部署の担当者からの連絡を受けた大口出品プラン

をご利用いただいている販売事業者様のなかで、実際の措置を回避することができた販売事業者様

の割合は、「アカウント健全性評価」のリニューアル前に比べて、リニューアル後に上昇していま

す。「アカウント健全性評価」をリニューアルしたことで、違反の内容やその対処方法が従前よりさ

らに明確になり、措置の回避に向けた販売事業者様によるご対応が促進されたことが、上記上昇の

大きな要因であると考えています。［質問状回答５-１-１（第７回モニタリング会合資料２P４-

５）］ 

➢ 弊社では、規約等の違反の合理的な疑いがある場合に、必要性及び妥当性を慎重に評価した上で、

アカウント停止等の措置を講じています。なお、このような措置にあたっては、お客様、販売事業

者様その他の関係者（ブランドを含みます）を不正行為者による不正行為（法令違反行為を含みま

す）から守り、お客様と販売事業者様に安心してお取引を行っていただける環境を維持するため、

迅速に措置を講じることもまた重要であると考えています（定期報告書 16-21頁）。アカウント停止

等の措置については、措置を実施したチームが販売事業者様からの異議申立てを受け付け、再度精

査・検討した上で、アカウント等の再開が可能であると判断した場合は、可能な限り速やかに元の

状態に回復させています（定期報告書 20頁ほか）。もっとも、アカウント等を再開する場合であっ

ても、申立ての際に新たに提出された資料等により、措置を講じる根拠となった疑いが事後的に解

消される場合や、販売事業者様が、規約を理解し、今後これを遵守することができる旨を示す十分

な情報を提供した場合などが多く、措置の根拠となる合理的な疑い自体が否定されるものではない

ため、アカウント停止等の措置に対する金銭的な補償は、原則として行っておりません。［質問状回

答５-１-２（第７回モニタリング会合資料２P５）］ 

➢ 弊社に対して知的財産権侵害の申告が行われた場合、誤った出品停止やアカウント停止措置を防ぐ

ため、弊社において、申告者が虚偽の申告を行っている疑いがないか、また、登録されている権利

に基づく申告の場合は、申告にされている権利の登録があるか等について、確認を行っておりま

す。［質問状回答５-１-３（第７回モニタリング会合資料２P５）］ 

➢ （「当該情報提供により、虚偽、詐欺、または違法な活動の捜査・防止の妨害や防御的措置を迂回可

能にすると Amazonが信じる理由がある場合」に通知の例外を定めているかと思いますが、透明化法

で定めるどの例外事由に該当すると考えていますか。）ご質問で引用いただいている部分は、

「Amazon サービスビジネスソリューション契約」第 3条における、サービスの停止又は終了に関す

る定めと理解いたしましたが、Amazonが販売事業者様に対してサービスを停止又は終了するにあた

っては、基本的に販売事業者様にアカウントを停止する旨とその理由について通知を行っておりま

す。［質問状回答９-３（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P13）］ 

➢ Amazonでは、アカウント健全性評価というプログラムにより、規約の遵守状況等を販売事業者様に

お示ししております。こちらの画面が、そのアカウント健全性ダッシュボードのサンプルページで
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す。セラーセントラルのアカウントのページからアクセスいただくことができます。［第７回モニタ

リング会合議事録 P４］ 

➢ 従来、こちらのダッシュボードでは、緑、黄色、赤といった色分けをするなどして、アカウント健

全性評価をお示ししてまいりました。弊社ではアカウント健全性の状況について、より透明性のあ

る情報を御提供すべく、昨年９月にこのアカウント健全性評価の機能をリニューアルいたしまし

た。これにより、従前の色分けによる表示に加えて、ゼロから 1,000までのスコアでも状況を表示

し、リアルタイムでさらに分かりやすく健全性を御確認いただけるようになりました。また、これ

らのスコアの算出方法や回復方法についてもセラーセントラル上で御案内しております。［第７回モ

ニタリング会合議事録 P４］ 

➢ アカウント健全性評価に影響を与える規約等の違反がある場合には、ダッシュボード上でそれぞれ

の違反の健全性への影響の程度を御確認いただくこともできます。違反の程度は低、中、高、重大

の４つに分かれており、これらの分類を基に影響が最も大きい違反から優先的に御対応いただくこ

とができます。［第７回モニタリング会合議事録 P５］ 

➢ 弊社では、措置の必要性及び妥当性を慎重に評価し、措置が正当な販売活動を行う販売事業者様に

対して与えるおそれのある悪影響を最小限にとどめるため、措置の正確性をモニタリングするなど

して、日々改善に努めております。［第７回モニタリング会合議事録 P５］ 

➢ 弊社はお客様、販売事業者様、その他の関係者の皆様を不正行為から守るためには、迅速に措置を

講じることもまた重要と考えております。弊社によるアカウント停止等の措置は、弊社ストアにお

ける出品や商品が法令を遵守していることを確保するための取組の一環でもあり、そのような措置

を通じて、安心してお取引を行っていただける環境を整備することがお客様、販売事業者様、その

他の関係者の皆様からの信頼を維持するために不可欠であり、長期的に見れば、そのような取組が

販売事業者様の事業機会を拡大することにもつながるものと考えております。［第７回モニタリング

会合議事録 P５］ 

➢ アカウント健全性のダッシュボードに表示されているものは出品者様にどういった規約の違反があ

るかといったような情報、かなり機微な情報が掲載されておりますので、そちらについて消費者に

開示するといったことは現状考えておりません。それは販売事業者様の販売活動をいたずらに阻害

してしまうおそれもありますし、また、弊社が行っている、許容している規約違反とかに対して、

消費者のほうから、いや、違反が１つでもあるのであれば、例えばアカウントを停止すべきといっ

たような声が上がったりといったようなことで、いたずらに購入者である利用者側と販売事業者側

の紛争や、Amazonのいろいろな対応の是非についての議論が炎上するといったようなリスクもあ

り、弊社としては開示するべきではないと考えております。［第７回モニタリング会合議事録 P10］ 

➢ どういった違反に基づいて、我々が措置を取ったかといったようなところについては、基本的に、

概要については販売事業者様にも説明させていただいております。ただ、どのようなシグナルとい

うか証拠を基に、そのような措置を行ったかといったようなレベルの説明に関しては、やはり弊社

のほうでどういった形で不正行為を検知しているのかを様々な異議申立てを通して把握することに

つながって、結果的に迂回するような行為を誘発するために、そのような詳細なレベルでの説明と

いうのは控えさせていただいている。［第７回モニタリング会合議事録 P17］ 

➢ 誤った措置を取った場合の説明については、当然異議申立てに基づいて、弊社のほうで調査した結

果、誤った措置であるというように確認できた場合については、販売事業者様にも丁寧な説明をす

るよう努めておりますし、また、次の御質問だと思うのですが、その中で補償をすべきといったよ

うな協議を希望される場合にはそのような協議にも応じた上で、弊社として個別の事案の事実関係
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等に照らして、適切な形で販売事業者様にも御納得いただけるような形での解決に努めておりま

す。［第７回モニタリング会合議事録 P17］ 

➢ 権利侵害申告の虚偽を判断するに当たっての確認についてですが、ＡＩ等は使用していません。専

門の部署において、例えば日本の商標権であれば、特許庁のページに行って、特許庁のデータベー

スから該当する商標番号を確認して、ちゃんと登録されて存続している商標や登録であるかといっ

たような確認を行っております。［第７回モニタリング会合議事録 P23］ 

➢ アカウント健全性評価のリニューアルによる成果についてですが、１つの指標といたしまして、ア

カウント健全性を所管する部署の担当者から連絡を受けた大口出品プランを御利用の販売事業者様

の中で、実際の措置を回避することができた方の割合は、リニューアル後に上昇しております。［第

７回モニタリング会合議事録 P５-６］ 

➢ 経済産業省様と委員、オブザーバーの皆様には、別途書面による回答の中で、具体的なパーセンテ

ージについても御説明させていただきました。［第７回モニタリング会合議事録 P６］ 

➢ アカウント健全性評価をリニューアルしたことで、違反の内容やその対処方法が従前よりさらに明

確になり、措置の回避に向けた販売事業者様による御対応が促進されたことが、この割合の上昇の

大きな要因であると考えております。［第７回モニタリング会合議事録 P６］ 

➢ アカウント停止等の措置に理由のないことが判明した場合の金銭的補償についてですが、アカウン

ト停止等の措置については、販売事業者様からの異議申立てを受け付け、再度精査、検討した上で

再開が可能であると判断した場合は、可能な限り速やかに元の状態に回復させております。もっと

も、アカウント等を再開する場合であっても、申立ての際に提出された新たな資料等により、措置

を講じる根拠となった疑いが事後的に解消される場合や、販売事業者様が違反を認めた上で規約を

理解し、今後これを遵守することができる旨を示す十分な情報を提供した場合などが多く、措置の

根拠となる当初の合理的な疑い自体が否定されるものではないため、アカウント停止等の措置に対

する金銭的な補償は原則として行っておりません。もっとも、損害賠償請求が行われた場合には、

個別の事情を精査した上で対応しております。［第７回モニタリング会合議事録 P６］ 

➢ アカウント健全性評価においては、違反の重大性に応じた減点の仕組みを採用しております。ま

た、同じ規約に複数回違反した場合には、違反を繰り返すごとに減点数が増大します。また、権利

侵害に関する規約や制限対象商品に関する規約違反が繰り返され、180日以内にその回数が上限に

達した場合、出品者のアカウント健全性評価にかかわらず、アカウントは直ちに停止される仕組み

としています。このように、弊社といたしましては、購入者であるお客様や正当な販売事業者様の

保護のため、違反行為が助長されることのないような仕組みを設定しております。ご指摘のように

売上に応じてスコアが加点される仕組みはありますが、これは多くの正当な注文を処理しながら

も、不注意等により違反件数の絶対数が累積した結果アカウント停止となるような不公平な結果を

予防するために設けた、販売事業者様の規模に応じた比例的な措置であり、売上さえ伸ばせばアカ

ウント停止を回避できるといったような偏った取扱いを目的とするものではありません。今後も規

約等の違反の動向や販売事業者様からのご意見等に基づき、より良い仕組みにできるよう引き続き

改善に努めて参りたいと考えております。［第７回モニタリング会合議事録 P30］ 

➢ 小口出品プランをご利用の皆様を含めた販売事業者様全体としても、昨年 9月のアカウント健全性

評価のリニューアル後、アカウント健全性評価の平均スコアは上昇傾向にあります。［第７回モニタ

リング会合議事録 P30］ 

➢ アカウント停止等の措置に対する異議申立ては、(a)反対の申立て、すなわち、販売事業者様が、出

品停止等の措置につながった問題について承服しない旨を、当該問題が存在しないことを証明する

証拠（新たな証拠を含む場合もあります）をもって示す場合と、(b)販売事業者様が、出品停止等の
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措置につながった問題について認めるとともに、規約を理解し、今後これを遵守する意向を示す場

合の 2つの類型に分かれます。ご質問の「販売事業者様が、規約を理解し、今後これを遵守するこ

とができる旨を示す十分な情報を提供した場合」とは、上記でいう(b)の類型のことを指しており、

販売事業者様が、違反の事実を認めたことを前提として、弊社が措置を解除するため、措置の根拠

となる当初の合理的な疑い自体が否定されるものではないものと考えております。また、(a)の類型

においても、弊社が措置を行った際には把握していなかった新情報により措置の根拠となった疑い

が解消される場合も多いため、同様に、措置の根拠となる当初の合理的な疑い自体が否定されるも

のではないものと考えております。［第７回モニタリング会合議事録 P30-31］ 

➢ アカウント停止等の措置に対する金銭的な補償は原則として行っておりませんが、損害賠償請求が

行われた場合には、個別の事情を精査した上で対応しております。もっとも、透明化法施行以来か

ら現在までの間、訴訟が提起された事案において、弊社によるアカウント停止等の措置自体が不適

切であったことを理由に金銭の支払を命じられたケースはございません。［第７回モニタリング会合

議事録 P31］ 

 

■楽天 

提供条件変更時の事前開示 

➢ 第 7回楽天市場サービス向上委員会においては、2024年 7月に導入予定である「配送品質向上制

度」の詳細を議論し引き続き利用事業者の声を反映しながら制度の運用改善することとした。［定期

報告書 P30］ 

➢ 第 8回アドバイザリーパネルにて配送品質向上制度の認定基準の柔軟な対応等を要望されたとこ

ろ、第 9回アドバイザリーパネルで、出店事業者の実情を考慮した認定基準を一部取り入れること

により、出店事業者とユーザー双方のニーズに応えられるような改善を行った。また、第 9回アド

バイザリーパネルで指摘のあった低評価レビューの活用サポートや出店事業者向けのシステム改善

について対応を検討している。［定期報告書 P31］ 

➢ 規約及びガイドラインの改定内容を月次で更新し情報を最新化するだけではなく、規約及びガイド

ラインの内容に応じて類型化して表示を行うことにより出店希望事業者が自身に関係のある内容を

参照することが容易になるよう UI等の改善を行っている。［定期報告書 P37］ 

➢ （「出店案内」ページにおいて）規約及びガイドラインの改正内容を月次で更新し情報を最新化する

だけではなく、規約及びガイドラインの内容に応じて類型化して表示を行うことにより出店希望事

業者が自身に関係のある内容を参照することが容易になるよう UI等の改善を行っている。［定期報

告書 P37］ 

➢ 提供条件の変更告知内容は過去数年分閲覧可能。［定期報告書 P40］ 

➢ 一部重要なガイドラインについては制定時から現在までの改定履歴を掲載することによりいつ時点

で販売商品の規制がなされたか等、出店事業者にとって容易に確認可能。［定期報告書 P40］ 

➢ 「規約変更のメールは来るが、変更された規約は、見つけにくいところにある。」等の声について

は、現状規約変更に係る内容を説明してはいるものの残念ながら十分にご理解いただけなかった結

果、かようなコメントを頂戴することになったのではないかと思料しています。現状、主要なガイ

ドラインの改定履歴を開示し、また、直近で行われる予定のある改定内容をピックアップする等し

て出店事業者の予測可能性を担保するようにしておりますので、かかるコンテンツ等の周知を図っ

てまいります。［質問状回答１-５（第２回モニタリング会合資料２P２-３）］ 
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➢ 店舗運営に関する規約・ガイドラインに変更がある場合につきまして、変更点だけをお伝えするの

ではなく、その背景や理由を含めまして、変更内容を明確化して御案内するようにしております。

また、変更内容につきましては十分なリードタイムを設けて告知を行うように留意しております。

［第２回モニタリング会合議事録 P３］ 

➢ 大きな規約変更の例といたしまして、楽天市場の出店料見直しについて御説明させていただきま

す。2008年から楽天市場では 16年間、出店料について据え置いてきたのですが、本年６月、この

出店料の見直しを行いました。楽天市場では店舗様、ユーザー様双方に継続して選択していただけ

るプラットフォームを継続できるよう、店舗運営の生産性の向上、ユーザーの利便性向上のために

様々な施策を行ってまいりました。今後も継続的にインフラやシステムに投資を行いまして、ＡＩ

をはじめとする最新のテクノロジーを活用しながら、店舗運営の支援、ユーザー様の利便性の向上

を図り、また、昨今の物価高などの外部環境の変化にも対応しまして、月額料金の固定費部分につ

いて見直しを行ったものでございます。［第２回モニタリング会合議事録 P３］ 

➢ 説明責任のところですが、ちょっと抽象的な御質問のような印象を受けまして、なかなか答えにく

いところではあるのですが、店舗様に対して公平、公正な立場を取る必要があるということは私ど

も十分理解しておりまして、取引条件、規約・ガイドラインという形で主に提示させていただいて

いると思うのですけれども、そういったところにつきましては、何が変更になったかというような

趣旨であったりとか、そういった背景も含めて明確に伝えるようにしていますし、規約類について

は、もう一覧で確認できるように分かりやすいＵＸを用意していたりだとか、そういったところで

は説明責任は果たしていると思っております。［第２回モニタリング会合議事録 P13］ 

➢ 取引透明化法が導入、施行されたことを受けまして、これまでももちろん規約・ガイドラインなど

を変更するときには、事前に店舗様にちゃんと通知はしていたのですけれども、リードタイムはか

くかくしかじかで、変更の理由についてはちゃんと丁寧に伝えてというようなところがより明確に

することができたなと。そういう意味では、取引透明化法が施行されたことを受けて、これまで何

となくやっていたことがよりきちんとやらなければならないというように意識づけすることができ

たと考えております。そういう意味では、我々がやっていたサービス向上委員会であったり、タウ

ンミーティングであったり、いろいろな店舗様とのコミュニケーションの場というのが取引透明化

法に照らすと相互理解のための施策だったのだなということで、我々がこれまでやっていた施策の

意味を再認識することができたという意味で、我々としても非常に有用だったなと感じておりま

す。［第２回モニタリング会合議事録 P14］ 

➢ 通知文例を開示［質問状回答 18-２（第２回モニタリング会合資料２P19-22）］ 

 

提供全部拒絶の事前開示 

➢ 出店規約等に基づきアカウント停止等を実施しております。 仮にアカウント停止等に理由のないこ

とが判明した場合は個別具体的な状況を踏まえた上で、アカウントの復活を行います。その後、金

銭的補償の要否、金額等について、出店事業者と協議し補償を行うことを検討しております。［質問

状回答５-１-２（第２回モニタリング会合資料２P８）］ 

➢ （権利侵害告知に対する判断プロセスについて）権利侵害があったといえる根拠書類等を権利者に

提出させた後、当該根拠について当社にて適正なものか確認を行ったうえで、権利侵害告知を行

い、誤った措置を防止できるようにしている。［質問状回答５-１-３（第２回モニタリング会合資料

２P８）］ 
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➢ 私どもは楽天市場でユーザーが安心・安全に取引ができるように、楽天市場における店舗様の運営

状況を適宜モニタリングしております。万一、規約・ガイドラインに照らしまして問題がある事項

を確認した場合には店舗様にその是正を促しています。こうしたモニタリングを行うに際しては、

あらかじめ私どもが重要と考えるモニタリング項目を店舗様に対してアナウンスを行いまして、ま

ずは店舗様御自身で店舗運営を是正していただく機会を設けております。これによりまして、規

約・ガイドラインの内容をより深く実践的に御理解いただきまして、規約・ガイドラインに即した

店舗運営を行っていただくことにつながっているものと考えております。［第２回モニタリング会合

議事録 P３］ 

➢ アカウント停止後に、アカウント停止などに理由がないことが分かった場合の金銭補償対応などに

ついてですが、まず私どもは出店規約・ガイドラインに基づいてアカウント停止などの措置を行っ

ています。万一、アカウント停止などに理由がないことが判明した場合には個別具体的な状況を踏

まえた上でアカウントの復活、アカウント停止措置の解除を行います。その後、金銭補償の要否、

金銭などについては出店事業者と個別に協議を行い、補償を行うことを検討しております。［第２回

モニタリング会合議事録 P４-５］ 

➢ （アカウント停止が理由のないことが判明した場合の金銭的補償に関して）店舗様に御迷惑をおか

けした場合には、企業のモラルとして適切に判断する必要があると思っておりますので、個別に交

渉させていただきまして、補償する必要がある場合には補償の措置も個別に行っております。［第２

回モニタリング会合議事録 P13］ 

 

■LINE ヤフー 

提供条件変更時の事前開示 

➢ 提供条件を変更する場合の開示については、2022年度で報告した開示フォーマットの改善及び担当

者の再教育を実施し、定期報告書添付資料２で示したとおりに開示を行った。当該開示内容は、提

供条件を変更する理由と変更される箇所及び内容、改定日が明らかとなっており、それらについて

一覧性をもって確認可能。［定期報告書 P48］ 

➢ 昨年度一部の提供条件変更開示において理由の開示が十分でない事象が発生し、当該事象に対して

対応する旨を経済産業省に報告を実施した。こうした事象の再発防止のために、再度担当者に対し

て透明化法に基づき実施しなければならない事項に関し周知・啓発し、事前告知を行うテンプレー

トに「改定理由」の項目を設け、理由を付記することが形式的に欠落しないよう対応を行った。［定

期報告書 P20］ 

➢ 提供条件の変更にあたって、登録されたメールアドレス宛に連絡を行う際には、メールの件名を

「「ショッピングストア利用約款」改定」、「「Yahoo!ショッピング ストア運用ガイドライン」の改

定」と明確な件名を記載し、視認性を向上させるといった工夫等を行っております。［質問状回答１

-４（第３回モニタリング会合資料２P２）］ 

➢ （利用事業者の意見を取り入れる手続きについて）提供条件の変更にあたっては、出店者様の利用

ツール上で出店者様から寄せられるリアクション（good/badボタンやフリーコメントを投稿可能）

を注視しており、弊社の想定した以上の不利益や対応工数が生じ得るようなご意見をいただいた場

合には、必要に応じて規約・ガイドラインの変更内容や変更時期について再検討するようにしてい

ます。［質問状回答 18-１（第３回モニタリング会合資料２P28）］ 

提供全部拒絶の事前開示 



74 

➢ 利用約款やガイドラインの内容の適切性を常に維持する努力を行うだけでなく、条文にわかりにく

い表現を見つけた際は、その都度修正・改善を行うこととしている。本年度においては、アカウン

ト停止措置の事例を契機として、ガイドラインの一部表現の明確化について検討している。［定期報

告書 P47］ 

➢ 別添「通知メール文面」に記載したメール本文中に、➀当該措置に至った根拠（規約・ガイドライ

ンの条項）、➁違反内容の明示、➂退店・休店措置の場合は、【対応のお願い】として措置解除とな

る条件の明示、をそれぞれ行っている。当該措置を受けた利用事業者において、自身がどのような

行為によってどのような違反状態にあるのか明確に認識することができる。［定期報告書 P47］ 

➢ 誤ってアカウント停止を行った場合について、それを以て、ただちに補償を行う制度は存在しませ

ん。「誤って」は専ら弊社の責任に帰するものの他、そうで無い事例も想定され、それにより生じた

損害については、具体的に弊社において把握することは困難と思われます。そのため、具体的に損

害に関する賠償請求がなされた場合には、その内容を精査し、補償を実施する場合も想定されるも

のと考えます。［質問状回答５-１-２（第３回モニタリング会合資料２P11）］ 

➢ （権利侵害告知に対する判断プロセスについて）弊社としては、第三者より権利侵害の主張があっ

た場合は、その主張が合理的であるかについての確認を行っており、➀侵害されたとする権利の内

容、➁実際に権利が侵害されているとする態様、➂権利を主張する適格性が認められた場合に、「権

利侵害が明らかと認められる」と弊社が判断した場合には、当該申告に基づき対応を実施しており

ます。［質問状回答５-１-３（第３回モニタリング会合資料２P11）］ 

➢ 弊社の出品禁止物や出品ルールと他社の出品禁止物や出品ルールとの内容は必ずしも同一ではあり

ませんので、他社で出品が許容されているからといって Yahoo!ショッピングでもガイドライン違反

にならないということはありません。なお、アカウント停止処分については、報告書に記載の通り

の過程を経て判断している他、当社に誤りがあった場合は速やかに解除を行っています。なお、ガ

イドラインは日々見直しを行っており、出店者様にとってわかりやすいルール作りを心がけ、必要

に応じて例示を行う等の工夫を行っております。今後も継続して改善を行ってまいります。［質問状

回答１-５（第３回モニタリング会合資料２P３-４）］ 

➢ 権利侵害が客観的に明白といえない場合には、権利侵害等を申告するほう、されたほうの両者の主

張・申告を踏まえて、最終的に処分するかしないかを判断させていただいております。（第３回モニ

タリング会合議事録 P12） 

➢ 権利侵害が明らかであるケースも幾つかございまして、例えば商標権侵害とかであれば、我々も外

部の弁護士等に聞きながら確認しているのですけれども、権利侵害が一見して明らかなケースもあ

りますので、そういった場合につきましては、ストアの御意見を聞くことなく、テイクダウンして

いるケースもございます。（第３回モニタリング会合議事録 P13） 

➢ 大臣評価からは、アカウント停止の必要性、相当性に対する判断がしっかりとされているかという

ことに関しての説明がなかった旨、指摘いただいておりました。こちらに関する回答としては、

我々としては、まず基準書に基づいて、行為の重大性などを鑑みて違反行為を認定させていただい

ております。それをストア様に通知させていただいて、当然のことながら、それに対しての反論も

しっかりと受け止めて、窓口も用意させていただきながら、いただいた意見に関して、必要に応じ

て、本当に我々の判断が妥当かということを一部門だけではなく、様々な部門で多角的、複層的に

判断させていただいて、措置を決定しております。ですので、単純に一部門だけでそれを判断して

いるわけではなく、反論も踏まえて、御意見も踏まえながら、最終的には必要に応じて幾つかの組

織で目を通しながら判断させていただく形で進めさせていただいております。（第３回モニタリング

会合議事録 P３） 



75 

 

2-2-4.利用事業者の状況等 

利用事業者の声 

■Amazon 

提供条件変更時の事前開示 

➢ 規約変更の事前通知はされているが、システムの変更などの事前通知が無く戸惑うことがある。※これに

対する Amazonの説明は、2-2-3『提供条件変更時の事前開示』３ポツ目参照。 

➢ 手数料のカテゴリーを勝手に変えられてしまっており、清算の時に初めて気が付いた。※これに対する

Amazon の説明は、2-2-3『提供条件変更時の事前開示』４ポツ目参照。 

提供全部拒絶の事前開示 

➢ ブランド品の真贋の疑いがかかり、アカウント停止処分を受けた。アカウントを回復するために必要

な書類を示されても、当社の場合に提出できない種類の書類にもかかわらず、それを伝えても定型文

で要求される。何をどうしたらよいか分からない。※これに対する Amazon の説明は、2-2-3『提供条

件変更時の事前開示』７ポツ目参照。 

➢ 大量のメールが届くため、対応が必要なメールを見逃してしまい、回答が遅れてアカウント停止され

たことがあった。※これに対する Amazon の説明は、2-2-3『提供条件変更時の事前開示』８ポツ目参

照。 

➢ Amazon.co.jpでアカウントを作成した際、意図せずグローバルアカウントに登録してしまった。アカ

ウントが停止になったので、アカウントを削除しようとしたが、無効となっているアカウントを再ア

クティブ化する必要があるとのことで、手続きをしたが、アマゾンから要請のあった「必要書類」を

提出するも無効とのことで、一向に再アクティブ化できない。 

➢ 相乗り販売していた商品が商標の不正使用という理由でアカウントがいきなり停止された。当該カタ

ログは自身が出品する前から存在していたにもかかわらず、なぜ、当社だけアカウントが停止させら

れるのか納得がいかない。［これに対する Amazon の説明は、2-2-3『提供条件変更時の事前開示』９ポ

ツ目参照。］ 

➢ 相乗り出品していた商品カタログが削除された際に、正規ライセンス品を販売していた当社までアカ

ウント停止になった。ライセンス契約書等の提出が必要だが、商標権は外国会社が保有しているため

取得が困難。 

■楽天 

提供条件変更時の事前開示 

➢ 規約変更のメールは来るが、変更された規約は、見つけにくいところにある。※これに対する楽天の

説明は、2-2-3『提供条件変更時の事前開示』６ポツ目参照。 

提供全部拒絶の事前開示 

➢ 期間満了になる出店契約延長しないとの通知書を受け取ったが、なぜ延長しないのか理由が記載され
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ていなかった。 

■LINEヤフー 

提供条件変更時の事前開示 

➢ 規約の変更前にはメールで通知が来るが、DPFからメールが多数届くため、大事なメールがどれなのか判

別がつかず、知らない間に規約が変更されていたことがある。 

提供全部拒絶の事前開示 

➢ ある商品の販売中、突然 DPF からガイドライン違反とのメールが届き、アカウント停止になった。他

のオンラインモールでは問題なく販売している商品であり、ガイドラインに違反していないと反論し

ても、聞く耳を持たず一方的にアカウント停止されてしまった。 

➢ 意図的、悪質なガイドライン違反なら仕方がないが、思いもよらないガイドライン違反によってアカ

ウント停止処分を受けることにより、安定的に商売を続けることが困難であると感じる。 

 

会合での主な指摘 

■共通 

提供条件変更時の事前開示 

➢ 条件変更に際して事前開示が求められるのは「利用事業者に対して」であり、利用事業者が確認でき

るのであれば、法の要求を満たしていると考えられる。システム変更を含む細かい通知は毎日のよう

に行われていると思われ、利用事業者が問題にしていないものまで含めて「すべてのスクリーンショ

ット」の添付を求めるのは、お互いに負担が重く、費用対効果の観点からも疑問がある。他の開示義

務事項にも共通することとして、法執行機関が細かいところ（税抜か税込か、サイトのツリー構造等）

までチェックするのではなく、透明化法や他の法律に則った適切な情報提供がされるよう日頃から注

意を払い、包括的に責任を持つ社内の部署や役職を特定するといった体制整備を求めるのが良いと考

える。定期報告においては、社内チェック体制が有効に機能していることの確認を基本とし、利用事

業者の声などから、有効に機能していないとの合理的な疑いが生じた場合に初めて関連するエビデン

スを求める形でも良いのではないか。[第 10回モニタリング会合資料４] 

提供全部拒絶の事前開示 

➢ アカウントの停止についてある程度機械的に停止せざるを得ないのは理解でき、場合によっては削除

もあり得ると考えるが、間違いだったときの補償が問題。例えば、１、２時間の停止であれば影響は

小さいと思うが、何日にもわたってアカウントが停止するようなことがあったときに、どのように補

償がされているのか、もしくは補償する考えはないのかに関心がある。［第１回モニタリング会合議事

録 P８］ 

➢ 補償の考え方を示した場合、悪意の利用事業者が、それを根拠に理不尽な要求を行ってくることが容

易に想像されるため、損害賠償責任については、各社の規約にある通り、免責を原則とすることで問

題ないと考える。長期にわたるアカウント停止によって利用事業者に損害が発生し、後に、停止の必

要がなかったことが明らかになった場合、停止の判断が特定デジタルプラットフォーム提供事業者の
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故意又は過失によるものであれば、免責条項の有無に関わらず、民法上、損害賠償責任が認められる

ことをここで示せば十分ではないか。とはいえ訴訟は双方にとって負担となるため、その前段階での

救済策として、不服申し立てのプロセスを有効に機能させることが肝要であり、訴訟によらない解決

方法（ADR/ODR）を活用することも検討に値すると考える。[第 10回モニタリング会合資料４]  

■Amazon 

提供全部拒絶の事前開示 

➢ アカウント健全性評価について、大変面白い試みをされており、真摯に取り組まれていると思う。［第

１回モニタリング会合議事録 P８］ 

➢ アカウント健全性ダッシュボードで表示される情報は、消費者に対する情報としても有益なものも含

まれているのではないかと思われるため、今後、さらなる活用を期待する。［第７回モニタリング会合

議事録 P10］※これに対する Amazonの説明は、2-2-3『提供全部拒絶の事前開示』19ポツ目参照。 

➢ ユーザーの保護と利用者の正当な活動のバランスが考慮されていることはとても重要だと考える。そ

の一環として、アカウント健全性評価は段階的なエンフォースメントプロセスが実現されており、出

品事業者が対応も理解できるため、とてもすばらしい取組だと思いますので、今後も進めていただき

たい。［第７回モニタリング会合議事録 P16］ 

➢ エンフォースメントや誤った措置において、ユーザー及びディベロッパーに透明性を確保するために

必要性に応じた説明責任を履行することが重要だと考える。［第７回モニタリング会合議事録 P16—17］

※これに対する Amazonの説明は、2-2-3『提供全部拒絶の事前開示』21ポツ目参照。 

➢ アカウント健全性評価について、スコア化されたことで視覚的にわかりやすくなった一方で、売上等

もスコアに影響するため多少グレーなことがあっても（違反者こそ売上重視な商売であるため）売上

さえあれば取り戻せるという声もある。例えば、違反には一発アウトとなる「重大」の他には、その

深刻度合いによって 2～8ポイントが減点されることになっている。他方、遡って 180日間の売上 200

件につき 4 ポイントが加算されるということで、違反のポイントが売上で取り戻せる仕組みのように

思われる。［第７回モニタリング会合議事録 P29—30］※これに対する Amazonの説明は、2-2-3『提供全

部拒絶の事前開示』27ポツ目参照。 

■楽天 

提供全部拒絶の事前開示 

➢ アカウント停止に理由のないことが判明した場合（誤検知だった場合）、金銭的補償の要否、金額等に

ついて、出店事業者と協議して補償を検討しているというのは、常識的にはとてもすばらしい取組で

ある。［第２回モニタリング会合議事録 P12］ 

➢ 特定デジタルプラットフォーム提供事業者からの通知書に、契約延長を行わない理由が明示されてい

たにも関わらず、相談窓口に対して「記載されていなかった」との申し出をした利用事業者の例が紹

介されている。「このような利用事業者の声も踏まえ」とあるが、見落としたのではなく、故意に虚偽

の申告をした可能性もあるのであれば、このような声は踏まえるべきではない。通知文面の見直しを

期待するにあたっては、別の根拠が必要と考える。[第 10回モニタリング会合資料４]  

■LINEヤフー 
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提供全部拒絶の事前開示 

➢ 報告書の 12ページに、「アカウント停止措置（退店措置）を行う場合は、必ず 60日前に通知すること

としている」という記載があるが、必ず 60日前とは言い切れないケースもあるのではないかと思われ

る。誤解を生じさせないためにも、例外対応がある場合はその内容を明確にした方がよい。［第３回モ

ニタリング会合議事録 P８］ 

➢ 例外対応や非定例の対応は発生するタイミングがたまにであったり、急に起こったりするため、一般

的にはミスが発生しやすい状況下にあると言われている。そのため、例外時も問題なく対応できてい

ることを担保するためにも、内部監査等のチェックにおいて、例外対応の確認も組み入れることを検

討してはどうか。［第３回モニタリング会合議事録 P８］ 

 

事業者向けアンケート調査の結果 

提供条件変更時の事前開示 

➢ 過半数の回答者が、規約変更のお知らせや、規約違反に関する警告などのオンラインモールからの通

知を見落としたことはないという回答だが、約３割の回答者が気づかなかったことがあると回答して

いる。 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P31 

 

➢ 取引条件の変更の内容・理由が分かりにくいと回答している回答者はいずれも３割以上、相対的にア

マゾンが多い。 

➢ 取引条件変更に対応するために十分な時間が確保されていないと感じている回答者は２割超。 
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第１回モニタリング会合資料１－１ P29 

 

提供全部拒絶の事前開示 

➢ 「停止・削除の通知に理由が記載されているが、具体的ではない」ことを課題に感じる回答者が多い。 

 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P59 

 

2-2-5.評価 
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提供条件変更時の事前開示 

(ⅰ) 内容の開示について 

経済産業省の実施したアンケート調査の結果、取引条件の変更の内容・理由が分かりにくいと回答してい

る回答者の数は、相対的にアマゾンが多いものの、いずれの事業者でも３割以上となっている（第１回会合

資料１－１ 29頁）。 

この点、提供条件変更時の事前開示は、開示の相手方にとって明確かつ平易な表現を用いて記載しなけれ

ばならない（法第５条第４項第１号、省令第８条第１項）。 

そして、変更内容を事前に開示する趣旨は、利用事業者に対し予見可能性を与え事前準備の機会を与える

点にある。そして、予見可能性を高め変更内容が明確に開示されているといえるためには、少なくとも、規

約・ガイドライン等の変更箇所を明示すること、変更前と何が変わったのか把握できるようにすること、変

更による効果・影響（利用事業者による対応の要否）を示すことが必要であると考える。 

この点、楽天・LINEヤフーは、開示日（配信日時・掲載日）を記載しており、また、新旧対照表の形式に

し、変更箇所を赤文字にしているため変更箇所が明確になっており、透明化法の義務に則った対応をしてい

ると評価すべきと考える。さらに、楽天は、提供条件の変更告知内容は過去数年分閲覧可能にしていること

は、上記の透明化法の趣旨に沿った取組みと評価すべきと考える。 

一方、Amazonは、変更の内容に応じて、変更によるプラスの影響とマイナスの影響を検討するだけではな

く、その検討結果を利用事業者に開示していることは透明化法の義務（指針指針２．１．１①参照）に則っ

た取組みであると評価すべきと考える。また、例えば、「売上金の留保に関するポリシー」が「売上金留保の

解除に関するポリシー」に変更された際の事前開示では概要が記載されているとともに見え消しにした詳細

を利用事業者に示すなど分かりやすい開示がなされているといえるが、2023年３月 31日にアナウンスされ

た在庫保管手数料の引き上げについては単に手数料を引き上げる旨が記載されているだけで新旧の内容を

対照できるような明確な開示とはいいがたい。そこで、Amazonに対しては、変更前と何が変わったのか把握

できるように開示内容やその形式等（過去の提供条件の確認方法を含む。）の改善を求める。なお、現在の

開示内容が適切・十分であると考える場合には、透明性・公正性の評価に必要な情報であることから、省令

第 14 条第４項に基づき、その旨と理由を定期報告書（様式２）５．（２）の自己評価欄に記載することを求

めるべきと考える。 

なお、楽天は、提供条件変更の開示ページに「この件に関するお問い合わせ先」として、「規約・ガイドラ

イン担当」宛てのメールアドレス等が記載されているところ、かかる記載は上記の事前開示の趣旨に沿った

取組みであると評価すべきと考える。 

(ⅱ) 理由の開示について 

今年度のモニタリング・レビューで提出された特定デジタルプラットフォーム提供者各社の開示例を確認

すると、いずれも変更の理由として、変更全体についての目的・背景事情は記載されているが、個々の規定

の変更内容についてなぜそのように変更するのかの理由が記載されていない。上記のように、取引条件の変

更理由が分かりにくいというアンケート回答者が一定数存在していることも踏まえると、より細かい粒度に

おいて説明するなど、分かりやすい理由の記載が肝要である。 

一方で、１つ１つの規約の変更全てに理由を記載すると大量の理由を記載することになり、かえって重要

な情報が埋もれてしまう可能性も考えられる。 

そこで、特定デジタルプラットフォーム提供者３社に対し、透明化法５条４項１号に基づき、「理由」の

記載として、重要な条項、利用事業者の誤解を招く可能性のある複雑な変更などにおいては、個々の変更内

容についても理由を開示することを求めるべきと考える。かかる対応が困難であると考える場合にはその
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旨と理由を、いずれも透明性・公正性の評価に必要な情報であることから、省令第 14 条第４項に基づき、

定期報告書（様式２）５．（２）の自己評価欄に記載することを求めるべきと考える。かかる理由を開示し

た例がある場合にはその具体的な内容について当該評価欄に記載することも期待すべきと考える。 

(ⅲ) リードタイムについて 

特定デジタルプラットフォーム提供者３社いずれも、遅くとも 15 日以上のリードタイムを設けた上で、

利用事業者の影響を考慮してそれ以上の時間を設定しており、透明化法の義務に則った対応をしていると評

価すべきと考える。 

特に、楽天は事前告知期間の目安を定めており、一貫性（指針指針２．１．１②参照）のある対応を可能

にする点で透明化法の趣旨に沿った取組みと評価すべきと考える。 

経済産業省の実施したアンケート調査の結果、取引条件変更に対応するために十分な時間が確保されてい

ないと感じている回答者が２割超存在していることから（第１回会合資料１－１ 29 頁）、提供条件の変更

を行う際には、利用事業者の声をききながら、適切なリードタイムを設定しているか引き続き注視していく。 

(ⅳ) 開示方法について 

提供条件変更の事前開示の方法に関し、提供条件はオンラインモールと利用事業者の関係を規律すること

からすると、１つの方法だけでなく、規約の重要度などに応じて、複数の方法で開示することが望ましい。 

この点、オンラインモール各社とも、利用事業者の管理画面で開示するだけでなく、メールで通知を行っ

ていることは、法の趣旨に沿った取組みであると評価すべきと考える。 

一方、経済産業省の実施したアンケート調査では、約３割の回答者が規約変更のお知らせ等を気づかなか

ったことがあると回答しているところ（第１回会合資料１－１ 31 頁）、セールに関する情報など様々な通

知がある中、開示が大量の情報の中に埋もれてしまう可能性がある。 

このような状況のもと、LINEヤフーがメールの件名を「「ショッピングストア利用約款」改定」、「「Yahoo!

ショッピング ストア運用ガイドライン」の改定」と明確な件名を記載し工夫していること、楽天が主要な

ガイドラインの改定履歴を開示し、直近で行われる予定のある改定内容をピックアップする等して出店事業

者の予測可能性を担保するようにしていることは、法の趣旨に沿った取組みと評価するべきと考えるが39、

上記のような利用事業者の声なども踏まえ、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対して、開示方法

の周知・充実を図ることを期待すべきと考える。 

(ⅴ) 事前開示義務の履行状況の確認について 

以上のように、報告されている範囲においては、特定デジタルプラットフォーム提供者各社が事前開示義

務を相当程度履行していると評価することができる。一方で、その履行が全ての場面で徹底されているかに

ついては、今年度のモニタリング・レビューで報告された内容だけでは判断することができない。 

実際、LINEヤフーにおいて、一部の提供条件変更開示において理由の開示が十分ではない事象が発生して

いた（LINEヤフー定期報告書抜粋版 15頁）。 

この点に関連して、８月２日 Amazon勧告においては、「手数料カテゴリーは本ウェブサイトの提供条件に

該当するところ、一度、出品者に対して特定の商品についてある手数料カテゴリーで請求された場合、当該

出品者との関係ではその商品につき適用された手数料カテゴリーが提供条件となっており、同種の商品に適

用される手数料カテゴリーが変更される場合、当該出品者との関係では提供条件の変更を行う場合に該当す

るものと解される。」として、規約・ガイドラインなどの全体的な変更だけなく個々の利用事業者との関係

 
39  なお、Amazon は、出店停止等の措置に関する重要なメールに気づかなかったとの利用事業者の意見に基づきメールの件名などを見直した旨報

告しているが（定期報告書 27 頁）、提供条件変更の事前開示にかかるメールの状況は、定期報告書では、不明であることから評価の対象からは除

いている。 
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での提供条件を変更する場合にも提供条件の変更に該当することを示した。 

また、「一度、ある商品につき特定の手数料カテゴリーで販売手数料が請求された場合、その出品者には、

特段の事情がなければ同種商品につき同じ手数料カテゴリーで販売手数料が計算されるものと考える正当

な期待が発生しており、手数料カテゴリーが変更される旨の通知などがなされていなければ、出品者自らが

積極的に探索して手数料カテゴリーを確認することを期待することは困難である。このような事実関係の下

で、透明化法の求める開示がなされたと評価されるためには、単に抽象的にアクセスが可能であったという

だけでは足りず、当該出品者に対して、透明化法所定の日までに、メールその他当該出品者が通常認識でき

る手段により、手数料カテゴリーの変更にかかる事実を通知するか、もしくは、「在庫管理」画面での手数

料の変更の確認を促す必要があるものと解される。」として、利用事業者の管理画面上で変更内容・理由を

確認できるだけではなく、個別の事情を踏まえて、積極的な通知を求めた。 

さらに、「手数料カテゴリーの名称の変更やカテゴリーの統廃合がなされた場合、単に名称が変わるだけ

にとどまらず、実際に適用される手数料が変動する帰結が生じ得るため、手数料カテゴリーの名称等の変更

は軽微な変更にとどまるものとはいえず、出品者への事前開示が必要である。」として、規約・ガイドライ

ン上の名称を変更する場合でも利用事業者への影響を鑑みると提供条件の変更に該当する場合があること

を示した。 

上記のような解釈を前提として、例えば、提供条件変更の事前開示を担当者において、何らかの仕組み・

規約の変更などを行う際にそれが提供条件の変更であると認識しておらず、開示がなされていない場合など

も想定される。 

また、利用事業者からは、システムの変更などの事前通知が無く戸惑うことがあるとの声があるところ、

システム変更が利用事業者に与える影響によっては提供条件の変更に該当する可能性もある（なお、仮に提

供条件の変更に該当しない場合であっても、システム変更に当たって事前開示がなされることは法の趣旨に

沿ったものであると評価する。）。 

こうしたことから、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対して、オンラインモールにおける仕組

みの全体的な変更だけではなく、個々の利用事業者との間での取引条件の変更であって、重要な取引内容、

利用事業者の誤解を招く可能性のある複雑な変更などに関するもの（例：販売制限対象商品の追加、）につ

いても事前開示がなされているか、点検することを期待するべきと考える。こうした点検結果については、

次年度の定期報告書に盛り込むことを期待するべきと考える。 

この点、楽天が、利用事業者の意見を踏まえ、変更が行われる場合及び変更を行うサイクルを利用事業者

に通知していることは（定期報告書（抜粋）P19）、漏れなく開示するために有効な方法と考えられ、透明化

法の趣旨に沿った取組みと評価すべきと考える。 

また、Amazon 及び楽天に対し、提供条件変更に関する「ニュース」（Amazon）、「店舗様向け情報」（楽天）

に掲載した変更情報については、利用事業者でなければ確認できないため、すべてのスクリーンショットを

定期報告書に添付すること（全体的な開示状況を確認するため、メールなど複数の方法で開示している場合

にはその開示例も１通以上添付すること）を求めるべきと考える（法第９条第１項第３号・省令第 13 条第

２項・省令第 14条第３項第１号）。なお、LINEヤフーは、事前開示にかかるすべての開示内容を確認するこ

とができるスクリーンショットを添付しており、法の趣旨に則った報告と評価すべきと考える。 

提供全部拒絶の事前開示 

(ⅰ) 内容の開示について 

特定デジタルプラットフォーム提供者提供の全部拒絶の事前開示の内容として、特定デジタルプラットフ

ォーム提供者各社は、アカウント停止などの処置の種類が記載していることから透明化法の義務に則った対

応をしていると評価すべきと考える。 
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(ⅱ) 理由の開示について 

Amazonは、2023年９月に、「アカウント健全性評価」の機能をリニューアルし、利用事業者は０～1000ま

での色分けされた数値（スコア）により、自身の規約等の遵守状況をリアルタイムでより分かりやすく確認

でき、出品停止等の措置を回避するために迅速に対応可能にした。そして、利用事業者には、「アカウント

健全性評価プログラムポリシー」や関連ヘルプページでスコアの読み方及び改善方法に関する詳細な説明も

提供している。また、2024 年４月から「アカウント健全性アシュアランス」サービスを導入。対象となる利

用事業者にアカウント停止につながるおそれのある問題が発生した場合、不測のアカウント停止を回避する

ため、担当者から利用事業者に連絡を取り、問題とその対応方法について説明している。楽天においても違

反点数制度がとられているところ、利用事業者が状況を把握して未然にアカウント停止を防ぐよう予見可能

性を高めることから、これらの取組みは、事前通知義務の趣旨に沿った取組みであると評価すべきと考える。 

一方で、経済産業省の実施したアンケート調査の結果、「停止・削除の通知に理由が記載されているが、

具体的ではない」ことを課題に感じる回答者が多かった。Amazon・LINE ヤフーから提出された通知文例で

は、適用される規約が明示されているところ、明確な違反の場合には十分であっても、解釈が必要な場合な

どに追加的な説明が必要な場合も考えらえられる。楽天の通知文についても同様である。他方、健全な取引

環境の確保のため、不正行為や不正行為を繰り返す利用者へ対処する目的でデジタルプラットフォーム提供

者による措置は取られていることを踏まえると、開示した理由の内容が、こうした措置を将来、迂回するこ

とを助長することのないよう、配慮することも必要な場合がある。これらの点を考慮し、現時点で、特定デ

ジタルプラットフォーム提供者各社の理由の開示状況について透明性・公正性が十分確保されていると評価

することができず、疑義が残る。このため、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対し、利用事業者

からの相談・苦情事例を踏まえて、各種解除事由ごとに十分な理由が記載されているかを検証することを求

めるべきと考える。検証した解除事由、検証結果、十分と結論付けた場合にはその理由、見直した場合には

見直した内容を、定期報告書（様式２）５．（２）の自己評価欄に記載することを期待すべきと考える（省

令第 14条第４項）。 

また、楽天に対する利用事業者から、「期間満了になる出店契約延長しないとの通知書を受け取ったが、

なぜ延長しないのか理由が記載されていなかった。」との声があった。楽天からは理由を開示している旨の

説明があり、かつ、開示された通知書例には理由が明示されていることから、現時点で透明性・公正性に疑

義があるとは言い難いが、本年度のモニタリング・レビューで提出された通知文例以外の通知文で理由が分

かりにくく利用事業者では理由が記載されていなかったと受け止めている可能性なども考えらえることか

ら40、分かりやすく理由を記載するなど通知文面の見直しを期待すべきと考える。 

(ⅲ) リードタイムについて 

透明化法では、原則として 30 日以上前に通知をする必要がある旨定めているところ、定期報告書におい

て、楽天からは３０日以上前、LINEヤフーからは原則として６０日前までに通知している旨報告がなされて

おり、透明化法の透明化法の義務に則った対応をしていると評価する。一方、Amazonは定期報告書にリード

タイムの記載がなく判断することができないため、公正性に疑義が残る。そこで、Amazonに対して、次年度

の定期報告書にリードタイムを明記することを期待すべきと考える。 

なお、LINEヤフーは、当初提出した定期報告書に必ず 60日前の通知をしていると記載していたが、その

後、例外的に 60 日未満になっている旨訂正した。この通知状況については内部監査の対象になっていた旨

の報告もされている。内部監査の実施は透明化法の義務ではないが、その結果は透明性・公正性の評価のた

 
40 過年度のモニタリング・レビューで「利用事業者側についても、DPF 提供者と契約をする際には、様々な規約があるが、プラットフォームに出

店する以上は、そのような規約を十分に理解した上で、規約に従ったビジネスを行う必要があることを理解することが必要である。」といった意

見があったように（2022 年度第２回モニタリング会合議事録 P11 参照）、利用事業者においても特定デジタルプラットフォーム提供者からの開示

内容を理解すべく努める必要もある。 
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めに重要な情報であり、信頼性が確保されている必要がある。そこで、LINEヤフーに対して、例外対応の確

認も組み入れることや外部監査を実施することなど監査の仕組みの見直しを期待すべきと考える。なお、透

明性・公正性の評価のため、今後の監査の取組みについて検討した結果を次年度の定期報告書（様式２）５．

（２）に記載することを期待すべきと考える（省令第 14条第４項）。 

(ⅳ) 開示方法について 

提供の全部拒絶は、利用事業者の地位に重大な影響を及ぼすことから、「大量のメールが届くため、対応

が必要なメールを見逃してしまい、回答が遅れてアカウント停止されたことがあった」との利用事業者の声

も鑑みると、複数の方法で開示されることが望ましいといえる。 

Amazonがメール・セラーセントラル上での通知に加え LINEによる通知を開始したことは、透明化法の趣

旨に沿った取組みと評価すべきと考える。 

(ⅴ) 補償に関して 

上記のとおりアカウント停止を含む提供の全部拒絶は利用事業者の事業に重大な影響を及ぼす措置であ

るところ、特に長期間にわたった後に誤った措置であることが発覚した場合には利用事業者に生じる不利益

は甚大である。 

そして、今年度のモニタリング・レビューにおいては、特定デジタルプラットフォーム提供者各社から、

補償（損害賠償）については、個別具体的な事情を考慮して対応をしている旨の説明がなされた。もっとも、

各社の規約では、包括的な免責条項が定めらており（Amazon サービスビジネスソリューション契約第７条、

楽天市場出店規約第 22 条、ショッピングストア利用約款第 45 条）、提供条件上は利用事業者が特定デジタ

ルプラットフォーム提供者に対して補償を求めることが困難になっている。 

この点、民法上の損害賠償責任を発生させるほどの義務違反であったのか等については裁判例の蓄積など

も必要であり、現時点において、一義的な対応を求めることは困難と言わざるを得ない41。 

そこで、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対し、アカウント停止措置に関する透明性・公正性

を高める取組みとして、アカウント停止が間違っていた場合の補償の考え方に関する考え方をヘルプペー

ジ・ガイドラインなどで開示することを期待すべきと考える。 

(ⅵ) 事前通知の例外について 

Amazonサービスビジネスソリューション契約「3. 期間および終了」には、出品サービスの終了またはア

カウント停止の場合の理由等の通知の例外として、「当該情報を提供することが、虚偽、詐欺、または違法

な活動の捜査または防止を妨げたり、サービス利用者が Amazon の防御的措置を迂回するのを可能にしたり

すると Amazonが信じる理由がある場合を除きます」と付記されている。 

この条項に関して、Amazon は、基本的にアカウントを停止する旨と理由を通知していると述べるにとどま

り（質問状回答９－３【前掲】）、上記の例外事由と法第５条第４項ただし書・省令 12 条第２項各号の定め

る事由との整合性が不明確であり、透明化法に適合していると評価することができず、疑義が残る。 

そこで、Amazonには、「基本的な場合」ではなく、「例外的に通知をしない場合」がどのような場合かを、

次年度の定期報告書に記載することを求める。なお、例外的に通知をしない場合について基準が定まってい

ない場合には、措置の一貫性を保つため、内部基準を定めるなど適切な仕組みを構築することを求めるべき

と考える（指針２．１．１②参照）。 

 
41 なお、令和４年４月付経済産業省『電子商取引及び情報財取引等に関する準則』には、「民法第５４８条の２第１項の要件を満たしていたとし

ても、相手方の権利を制限し、又は相手方の義務を加重する条項であって、その定型取引の態様及びその実情並びに取引上の社会通念に照らして

信義則に反して相手方の利益を一方的に害すると認められる条項である場合には、当該条項について合意されなかったものとみなされる（民法第

５４８条の２第２項）。」と記載されており、「信義則に反して相手方の利益を一方的に害する条項と解され得る場合」の例として「定型約款準備

者の故意又は重過失による損害賠償責任を免責する条項」が挙げられている（23～29 頁）。 
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(ⅶ) 不服申立て方法について 

上記の事前開示の趣旨および透明化法第５条第１項、同第２項第１号へ、省令第５条第１項の趣旨からす

ると、提供の全部拒絶に関する通知文にも、不服申立先・不服申立ての方法などが明記されていることが望

ましい。 

楽天が 2023年度大臣評価で指摘した「楽天市場出店契約解除通知」に関して、異議申立て先（通知例は、

与信管理課）の記載が徹底したことは、透明化法の趣旨に沿った取組みであると評価すべきと考える42。 

一方、LINEヤフーでは、規約違反者に対し誓約書の提出を求めているところ、その誓約書では、（２回目

の規約違反の場合は）「直ちに契約解除処分を受け、解除時に当社が貴社に負担する一切の債務につき期限

の利益を失うことにつき、異議を唱えないことを確認します。」と記載されていた。解除通知の文面に不服

申立てに関する明確な記載がないことと相まって、不服申立てを実質的に困難にしているとの指摘もある。

その後、LINEヤフーは、経済産業省からの指摘を受けた後、速やかに、誓約書の文言を見直し、「貴社より

直ちに契約解除処分を受けること、解除時に当社が貴社に負担する一切の債務につき期限の利益を失うこと

について理解し、認識しました。」に変更した。 

そこで、LINE ヤフーに対して、苦情・紛争窓口（ヘルプデスクを含む。）へのアクセスを容易にするため、

Amazon や楽天の通知文を参考に、一部拒絶と同様、不服申立先・方法を通知書に明示することの検討を行

い、その検討結果を次年度の定期報告書の自己評価欄に記載することを期待すべきと考える（法第５条第１

項・第２項第１号ヘ、同第４項第２号、省令第５条第１項第１号・第２号参照）。合わせて、委員・オブザ

ーバーから指摘のあった電話番号を開示することについての検討結果（記載しない場合にはその理由）を記

載することを期待すべきと考える。なお、Amazonの通知文例は、措置の解除方法及び事実誤認を前提とした

不服申立て方法の両方が記載されており、透明化法の趣旨に沿った取組みであると評価すべきと考える。ま

た、LINEヤフーによる誓約書の迅速な見直しは透明化法の趣旨に沿ったものと評価できるところ、その運用

状況を注視していく。 

(ⅷ) 事前開示義務の履行状況の確認について 

楽天は、提供の全部拒絶にかかる通知文例を定期報告書に添付しておらず、例年、経済産業省からの求め

に応じて、モニタリング・レビューの中で開示している。 

確かに、定期報告書（様式２）の（記載上の注意）５（３）には任意的記載事項である旨が記載されてい

る。しかし、通知文例を確認しなければ、事前開示義務が適切に履行されているか判断することができない。 

そこで、楽天に対し、次年度の定期報告書に通知文例を添付することを期待すべきと考える（法第９条第

１項第３号・省令第 13 条第２項・省令第 14 条第３項第１号）。なお、Amazon 及び LINE ヤフーは通知文例

を定期報告書に添付・記載しており、透明化法の義務に則った取組みであると評価する。 

 

2-3. 提供条件に関する利用事業者とのコミュニケーション 

2-3-1.問題の所在 

デジタルプラットフォームの提供条件やその運用に係る事項の変更は、例えば、利用規約の変更に伴うア

カウント停止の結果、当該プラットフォームにおける売買の機会を失う場合や、高い収益を得ていた商品が

出品停止される場合など、利用事業者の事業に影響を与え、利益を損なうおそれがある。 

しかし、提供条件等の変更は、多くの利用事業者に対し画一的・一律に適用され、利用事業者は一方的な

提供条件の変更等を受け入れざるを得ないこととなりやすい。特に規模の小さな事業者にとっては、変更の

 
42 2023 年度の大臣評価では、楽天市場出店契約解約通知書に記載されている連絡方法が郵送のみが記載されている点も指摘していたところ、楽天

より、経済産業省に対しその理由の説明がされた。当該理由自体は合理的で首肯できることから本評価にあたっては、問題がないものと考える。 
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内容次第では、その対応に多くの期間を要する可能性がある。更に、利用規約やホームページ等における変

更内容の開示が不明瞭な場合や、変更の影響を受ける利用事業者への通知が不十分である場合、利用事業者

は十分な準備期間や不服申し立ての機会がないままに不利益を被るおそれがある。 

以上より、提供条件の変更等にあたっては、変更等の影響評価のもと、利用事業者とのコミュニケーショ

ンを変更前後で、十分に行うことが期待される。具体的には、事前に利用事業者への影響に対する評価を行

い、利用事業者の利益に十分に配慮した形で行うこと、変更に際しては、利用事業者に事前に開示した上で、

特定デジタルプラットフォーム提供者に対する協議の申入れや不服申立てを行うことを可能とする体制を

整えること等が挙げられる。一方で、デジタルプラットフォーム提供事業者においては、当該デジタルプラ

ットフォーム上の様々な不正行為への対応を行っているところ、当該情報を提供することが、虚偽、詐欺、

または違法な活動の捜査または防止を妨げたり、防御的措置を迂回するのを可能にするおそれもある。こう

したことから、バランスの取れたアプローチが必要となる。 

 

2-3-2.該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、提供条件の変更等を行うに当たっ

ては、利用事業者の事情を勘案し、十分な準備期間を設けるとともに、変更内容や理由をわかりやすく説明

することが求めた上で、例えば、提供条件の変更案の策定時や変更の実施後に利用事業者やその事業者団体

から意見を聴取し、こうした意見を踏まえた改善や検討の結果を利用事業者等にフィードバックするなど、

利用事業者との対話プロセスをより実効性があるものとすることを求めた。 

 

【事務局注：当該法令】 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、特定デジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者との

間の取引関係における相互理解の促進を図るために必要な措置を講じなければならない（法第７条第１項）。 

特定デジタルプラットフォーム提供者が商品等提供利用者に対して提供条件の変更等の行為を行う前に、

適切に評価を行い、当該評価を踏まえて（当該行為を行う場合でも）商品等提供利用者の利益に配慮した適

切な対応を行うこと（法第７条第２項、【指針２．１．１①】） 

 

2-3-3.各特定デジタルプラットフォーム提供者における取組み内容 

■Amazon 

➢ （提供条件変更時の利用事業者の声の反映について）販売事業者様のご意見等を検討し、提供条件

等の変更にあたり反映した一例として、本年 5 月から導入した低在庫レベル手数料の例がございま

す。こちらの手数料の導入については、2023年 12月 26日の予告後、販売事業者様から、弊社のテ

クニカルサポートへのお問い合わせや、セラーフォーラム等の経路を通じて頂いたご意見等も踏ま

え、季節商品など需要の変動があり販売数の少ない商品については、一定の要件を満たす場合、「低

在庫レベル手数料」の対象外となるよう、今年の 6 月から適用条件を一部変更いたしました。な

お、本件変更につきましては、セラーセントラルの「ニュース」セクション等でも販売事業者様に

お知らせしています。なお、低在庫レベル手数料の導入にあたっては、本年 5月 1日からの 1か月

間を移行期間とし、同期間内に徴収した低在庫レベル手数料については払い戻しを行うことによ

り、販売事業者様のご負担を軽減する方策をとっております。こちらも、「ニュース」セクション等

で本年 4月に販売事業者様にご案内しております。［質問状回答１-４（第７回モニタリング会合資

料２追加提出資料 P２）］ 
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➢ 販売手数料（事務局注：「利用事業者」誤記と思われる）様からのご意見等も踏まえ、季節商品など

需要の変動があり販売数の少ない商品については、一定の要件を満たす場合、「低在庫レベル手数

料」の対象外となるよう、今年の 6月から適用条件を一部変更いたしました。［質問状回答添付資料

１ No.４（第７回モニタリング会合資料２）P１］ 

➢ 一部のイベントにおいては、トピックに応じて、例えば出品用アカウントの開設からの日数を限定

した新規の販売事業者様向けのセミナーや、ブランドオーナー様のみを対象としたセミナー等を開

催することもありますが、多くの場合は、Amazonにおいて出品用アカウントをお持ちであるかにか

かわらず、どなたでもご参加いただくことができます。また、原則として、規約違反等を理由にイ

ベントへのご参加をお断りすることはございません。［質問状回答２-１（第７回モニタリング会合

資料２P１-２）］ 

➢ 弊社が主催するイベントにおいては、質疑応答の時間を設け、社員が参加者の皆様からのご質問に

お答えしています。時間内に回答しきれなかった質問がある場合や、ご質問に関してさらに補足が

必要であると思われるご質問につきましては、後日、何らかの方法で追加のご案内をさせていただ

くこともございます。また、オンラインではなく対面形式で開催されるイベントの際には、イベン

ト中の質疑応答の時間に加えて、イベント後に懇親会を実施し、Amazonの社員と販売事業者様が意

見交換をしたり、個別にご質問いただける機会を設けたりすることがあります。このような懇親会

については、会場の規模や目的に応じてご参加人数や資格（ブランドオーナー様など）を限定させ

ていただくこともございます。［質問状回答２-２（第７回モニタリング会合資料２P２）］ 

➢ 弊社が主催するセミナーのトピックは、販売事業者様へのアンケートや、その時々における内容の

重要性等に応じて決定しています。Amazonでは、販売事業者様からの幅広いご要望や疑問に、即時

に分かりやすくお応えすることができるよう、セラーセントラルのヘルプページやセミナーに限ら

ず、Amazon出品大学等においても、動画や関連資料の提供を行っています。例えば、Amazon出品大

学においては、新規に出品用アカウントを開設された販売事業者様に向けた商品登録や販売価格の

設定方法、在庫と出品の管理の方法など、初級編として 100を超えるコンテンツを提供しておりま

す（添付資料 2の Amazon出品大学のスクリーンショットご参照）。このほか、出品が制限される商

品に関するご説明、アカウント健全性とその維持・向上に関するご説明、規約等の違反に対する対

処方法等のコンテンツも幅広く提供しております。［質問状回答２-４（第７回モニタリング会合資

料２P２-３）］ 

➢ （自社で開催する説明会等のイベントに相当する第三者のイベントが開催可能となるような環境整

備を行っていますか。具体的には販売事業者向けの情報提供を行う事業者から規約改定に関する問

い合わせが行われた際に、自社と同様の結論に到達することが可能な情報提供を行っていますか。）

弊社では、弊社の規約やサービス等に関する不正確な情報が広まり、かえって販売事業者様に混乱

を招く恐れ等があるため、原則として、販売事業者様向けに情報提供を行う第三者の事業者様に対

して、そのような情報提供は行っておりません。［質問状回答２-５（第７回モニタリング会合資料

２P３）］ 

 

■楽天 

➢ （「配送品質向上制度」への利用事業者の声の反映について）特定の日のお届けが必要なシーズナル

イベント商品は商戦期において、特定の日の配送量が急激に増加することで、配送キャリアに荷量

を制限されることがあるため、翌日指定可能な設定を保つのが難しい場合があるとの声や、事前予

約期間中に承った注文が「6日以内お届け件数比率」の判定において「6日以内のお届けができなか

った」と判定されてしまうとの声を頂戴しました。 上記の理由から、出荷が最も逼迫する直前期間
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および事前予約期間の両方を、例外条件の適用対象とする旨の改定等を行っております。［質問状回

答１-３（第２回モニタリング会合資料２P１-２）］ 

  

➢ （セマンティックサーチの導入に関する利用事業者への説明について）楽天市場におけるセマンテ

ィックサーチの導入については、2023年 8月された楽天 Optimism内の戦略共有会から始まり、タ

ウンミーティング、2024年の年初に開催いたしました新春カンファレンス、そしてサポートニュー

スを通じて、様々なチャネルを通じて段階的かつ詳細に説明を行ってまいりました。［質問状回答１

-８（第２回モニタリング会合資料２P３）］ 

➢ （イベントの参加資格について）現状、楽天主催の利用事業者参加可能なイベントにおいて「過去

に規約違反をした利用事業者は参加できない」等の参加資格の制限は設けておりません。［質問状回

答２-１（第２回モニタリング会合資料２P３-４）］ 

➢ （販売事業者向けの情報提供を行う事業者からの規約改定に関する問い合わせに対し、自社と同様

の結論に到達することが可能な情報提供を行っているかについて）現状、出店事業者より規約等に

関する問い合わせを受けている JADMA（公益社団法人日本通信販売協会）とは定期的に規約ガイド

ラインの改定等に関する会合を設け、規約ガイドラインの改定等の背景、理由、ポイント等につい

て情報提供を行っているだけではなく、個別に問い合わせがあった際も詳細な内容を回答しており

ます。そのため、当社と同様の結論に到達することが可能な情報提供を行っているものと考えてお

ります。［質問状回答２-５（第２回モニタリング会合資料２P４）］ 

➢ 今回の料金体系の見直しに際しましては、あらかじめ戦略共有会において店舗様にその方針を御説

明させていただき、また、通常は認めていない任意の解約、プランの変更の受付を行いまして、さ

らには特別な配慮が必要な店舗様には特別対応を検討させていただくなど、丁寧なコミュニケーシ

ョンを取りながら進めさせていただきました。［第２回モニタリング会合議事録 P３-４］ 

➢ 楽天市場の固有の施策としては、大きな方針変更のようなことをやる場合には、事前に店舗様に戦

略協議会というような、三木谷でしたり、執行役員が壇上に立って直接店舗様に説明して、また、

タウンミーティングというような、地方に回って店舗様と直接話ができるような機会をまた別途設

けていますので、そこでいろいろヒアリングさせていただいて、店舗様の意見を反映していくとい

うような形で取引の公正性、透明性については配慮していると考えております。そういう意味で、

そういった施策を通じて、我々も説明責任を果たしていると言えるのはないかなと考えておりま

す。［第２回モニタリング会合議事録 P13］ 
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➢ 店舗様との相互理解を促進するための施策といたしまして、2021年３月から設置しておりますサー

ビス向上委員会について御説明させていただきます。これまで店舗様の団体である楽天市場出店者

友の会と物流、システム、地域・コミュニティー、サステーナビリティー・ＳＤＧｓの４つの分科

会を設置しまして、意見交換を行ってまいりました。本年から顧客コミュニケーション分科会を新

設いたしまして、問合せ対応の効率化でしたり、商品を受け取り許否なさるユーザー様への対策、

商品レビュー対応など、店舗様のニーズに即した課題についての議論を行い、店舗様と共に楽天市

場の改善を図っております。［第２回モニタリング会合議事録 P４］ 

 

■LINEヤフー 

➢ 事業部門とは独立した部署においても約款・ガイドライン変更の影響を検討している。一方、シス

テム変更時の証跡管理の点では不十分性が認められたため、関係部門において改善に向けた検討を

進めている。［定期報告書 P23］ 

➢ 一年を通して消費者に支持され、質の高いサービスをご提供いただいた出店者様を対象とした

「Best Store Awards」を開催し、表彰式や利用事業者と意見交換、交流の場を設けている。2023

年度は、2024年３月１日に開催。意見交換、交流の場においては、営業担当者も出席し、普段は電

話や WEBによる非対面の方法でのみコミュニケーションしている利用事業者と実際に直接相対して

話すことができる機会を設けている。当該 Awardsの終了後のアンケートによれば、利用事業者から

は、お互いの理解を深めることができたと好意的な意見をいただけており、相互に親密なコミュニ

ケーションを実施できた。今後も実施してまいりたい。［定期報告書 P36］ 

➢ ストアツール上にある「ショッピング戦略のご案内」という動画配信プラットフォームにおいて、

全利用事業者向けに重要な戦略を共有する際に動画を作成し、不定期に配信。なお、本動画配信プ

ラットフォームは、22年度報告書では「ストアフォーラム」と記載していたが、名称を変更。［定

期報告書 P36］ 

➢ （提供条件変更時の利用事業者の声の反映について）報告対象年度においてお尋ねの点につき、出

店者様よりご意見を集め、変更に活用した事例は現状ございません。もっとも、提供条件の変更に

あたっては、出店者様の利用ツール上でリアクション（good/badボタンやフリーコメントを投稿可

能）を注視しており、弊社の想定した以上の不利益や対応工数が生じ得るようなご意見をいただい

た場合には、適切に対応できるよう、規約変更内容や変更時期について再検討する可能性がござい

ます。［質問状回答１-４（第３回モニタリング会合資料２）］ 

➢ （イベントの参加資格について）現状オフライン開催しているイベントは、べストストアアワード

のみであり、こちらは一定の基準を満たした表彰対象店舗のみ参加することができます。イベント

でいただいた意見は、表彰対象店舗以外のストアから寄せられる要望と集約を行い、出店者様の全

体のご意見の中から優先度をつけて対応しております。なお、表彰対象店舗からの意見を優遇して

対応を行うことは、上記の通り、ございません。また、意見表明したストアに対して、当該意見に

関連する何らかの対応を行った場合は、出店者用ツールでの掲出以外に、営業担当者より対応内容

を共有しております。［質問状回答２-１（第３回モニタリング会合資料２P２）］ 

➢ （販売事業者向けの情報提供を行う事業者から規約改定に関する問い合わせに対し、自社と同様の

結論に到達することが可能な情報提供を行っているかについて）恐れ入りますが、「自社で開催する

説明会等のイベントに相当する第三者のイベントが開催可能となるような環境整備」のご趣旨が判

然とせず、質問趣旨を完全に理解したうえでのご回答ではなく恐縮ですが、第三者が、Yahoo!ショ

ッピングの出店者様に向けたセミナー等を開催する等の連絡を受けた場合には、必要に応じて、出

店者様にご案内を行っております。また、定めたルールに関してご質問をいただいた際には、潜脱
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に繋がらない範囲で回答することとしております。［質問状回答２-５（第３回モニタリング会合資

料２P５）］ 

 

2-3-4.利用事業者の状況等 

利用事業者の声 

■Amazon 

➢ 当社は、クリスマスやバレンタインの製菓材料など季節品を多く扱っている。商品の特性上、一時期

のみに販売が集中することから、長期で在庫を持つことができない。「低在庫レベル手数料」が導入さ

れると、季節品を多く扱っている当社のような事業者にとっては非常に負担が大きい。FBA に在庫を

多く入れたとしても、食品なので賞味期限を過ぎると廃棄のための「破棄手数料」がかかり、商品が

売れ残れば「在庫保管料」も別途徴収される。どうやっても Amazonに多くの手数料を支払わなくては

ならない。※これに対する Amazonの説明は、2-3-3 ２ポツ目参照。 

■楽天 

➢ 透明化法ができる前は、急に規約が変更されたことが開示され、その後も出店を継続することで規約

の変更を同意するとみなす、といった対応だったが、現在は、規約の変更について一応の説明をする、

という格好を取るようにはなり、最近では、規約変更のアナウンスはされるがそれで決定ではなく、

出店者の意見を聞く期間を設けており、コミュニケーションをとろうとする姿勢はみられる。 

出店者の意見を聞く期間経過の後、特に変化のない規約内容がリリースされているように見え、実際

には意見を聞く気はなく、説明はしたという外観だけ作っているのではないか。 

➢ 「取引安心安全性利便性向上のためのシステム利用料」では導入の際に事前告知はあったが、実際に

運用が開始されてみると、当初の説明にあった目的(倉庫を作る)が達成されず、倉庫を利用しない出

店者にもあると説明されていたメリットは実現していない。 

 

会合での主な指摘 

■楽天 

➢ 昨年度の会合において、半年ごとに開催していくという説明あがったアドバイザリーパネルについて、

定期報告書によれば、実際に第８回、第９回と定期的に開催されており評価できる。［第２回モニタリ

ング会合議事録 P６］ 

 

事業者向けアンケート調査の結果 

■共通 

➢ 出店者の意向が反映されていないと感じている回答者が２割超存在している。 
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第１回モニタリング会合資料１－１ P29 

 

2-3-5.評価 

Amazonからは、イベント内での質疑応答、懇親会などでの意見交換の機会があること、利用事業者の声を

運営に反映させた例として、低在庫レベル手数料の導入経緯の説明がなされた。 

楽天からは、戦略協議会やタウンミーティングなどを通じて利用事業者の意見をヒアリングし、運営に反

映させており、その具体例として、配送品質向上制度の導入や料金体系の見直し、セマンティックサーチな

どの例が示された。実際、利用事業者の声として、楽天が、最近では、規約変更のアナウンスはされるがそ

れで決定ではなく、出店者の意見を聞く期間を設けており、コミュニケーションをとろうとする姿勢がみら

れる旨意見があった。 

LINEヤフーからは、提供条件の変更にあたって、利用ツール上で利用事業者から寄せられるリアクション

（good/badボタンやフリーコメントを投稿可能）を踏まえて、必要に応じて規約・ガイドラインの変更内容

や変更時期について再検討している旨の説明がなされた。 

これらの各取組みは、指針２．１．１①に沿った適切な取組みといえ、体制整備義務（法第７条第１項・

第２項）に則った取組みであると評価すべきと考える。 

一方、経済産業省の実施したアンケート調査の結果、提供条件の変更時に出店者の意向が反映されていな

いと感じている回答者が２割超存在していることや（第１回会合資料１－１ 29 頁）、利用事業者の楽天に

対する意見として、「出店者の意見を聞く期間経過の後、特に変化のない規約内容がリリースされているよ

うに見え、実際には意見を聞く気はなく、説明はしたという外観だけ作っているのではないか。」といった

意見もある。 
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特定デジタルプラットフォーム提供者からの説明とアンケート結果・利用事業者の意見を踏まえると、提

供条件に関する利用事業者とのコミュニケーション状況に対して正確な理解が得られてない可能性も考え

られる。これに対しては、各社の取組みに対する相互理解を進める観点から、利用事業者からの意見を反映

させたケースに加え、運営改善に反映しなかった利用事業者からの意見及びその理由を説明すること等より

丁寧な説明を積み重ねていくことが肝要である。 

特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対して、引き続き利用事業者とのコミュニケーションに関

する取組みを行うとともに、次年度何らかの取組みをとった場合（上記のような相互理解のための検討、利

用事業者の意見を運営に反映した等）には、次年度の定期報告書で報告することを期待すべきと考える。 

 

2-4. 苦情処理等の状況に関する報告及び開示の状況 

2-4-1.問題の所在 

デジタルプラットフォームが、利用事業者や社会全体から信頼を確保していくに当たっては、デジタルプ

ラットフォームが利用事業者に対して苦情の申入れや相談の機会を提供した上で、利用事業者との取引関係

における相互理解を促進することが重要。相互理解の促進に向けた取組みが適切に行われていることを担保

するためには、自社の取組みを透明化することが望ましい。具体的には、利用事業者からの苦情や相談の実

績や解決に向けた取組みの状況、苦情や相談を踏まえた、取引条件やデジタルプラットフォームの運営の改

善の状況等が、外部から検証可能な形で、説明されることが考えられる。 

相談件数は、大臣評価にて利用事業者や一般ユーザーが特定デジタルプラットフォーム提供者との間で抱

える問題点が表面化したものである可能性が高いため、これらの事項に関する報告は、当該特定デジタルプ

ラットフォーム提供者の透明性及び公正性が十分な水準にあるかを図るための検討材料として有益である。

一方で、相談件数のカウントは、透明化法の規制対象であるデジタルプラットフォームの事業規模に大きな

差が見られないにも関わらず、各社が自社の基準に倣って定める基準によって大きく異なるという懸念点が

存在している。 

 

2-4-2.該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

(1) 2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、次回の定期報告書並びに対

外説明等において、以下の事項を求め、その際、利用事業者を含む関係者とのコミュニケーショ

ンを担う国内管理人が、運営改善に向けた中心的な役割を果たしていくことを求めた（2023年度

大臣評価Ⅱ第１(1)）。 

ⅰ） 定量的な実績、課題への対処に至った具体例、改善を実効的に進めるための工夫等、各種取組の実

効性をその根拠資料とともに示すこと、その際、独立した部署による内部監査や外部機関による監

査結果があるものについては、これを添付すること 

ⅱ） 既に実施した改善措置に限らず、現状の課題と考えている事項及び今後の対応方針について説明

することで、自主的かつ積極的に運営改善を行う姿勢を示すこと 

 

 (2) また、2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、苦情処理・紛争解決の

手続・体制やその実績にとどまらず、苦情処理・紛争解決に係る取組の客観的な評価に資する情報を積

極的に開示することを求めた（2023年度大臣評価第１(3)①）。 

 

【事務局注：該当法令】 
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特定デジタルプラットフォーム提供者は、毎年度提出する報告書に、次の事項を記載しなければならない。 

・法第９条第１項第２号から第４号に掲げる事項について自ら行った評価に関する事項（法第９条第１項

第５号） 

・法第９条第１項第４号に掲げる事項には、特定デジタルプラットフォーム提供者が商品等提供利用者と

の間の取引関係における相互理解の促進を図るために講ずべき措置についての指針２．１から２．４ま

でに記載された基本的な考え方に示されたそれぞれの方向性を実現するために、講じた措置の具体的な

内容及び当該措置が当該方向性を実現する上で適切かつ有効なものと考える理由（法９条省令 14条４

項） 

 

特定デジタルプラットフォーム提供者が商品等提供利用者の意見その他の事情を十分に考慮するために

必要な措置に関する事項（法７条３項５号）として、以下の方向性に沿った適切な取組を実施することが重

要である（指針２．４．１）。 

① 商品等提供利用者の意見その他の事情を理解するための仕組みを構築すること 

② 商品等提供利用者の意見その他の事情を踏まえて商品等提供利用者に対して適切な対応を行うととも

に、当該事情を特定デジタルプラットフォームの提供に関する運営改善の端緒として有効に利用する適

切な仕組みを構築すること 

 

2-4-3.各特定デジタルプラットフォーム提供者における取組み内容 

■Amazon 

➢ 「手数料カテゴリーのガイドライン」の公表、26のヘルプページの見直し、「出品・販売に関する

重要な規約・ポリシー一覧」ページの作成・公開、「アカウント健全性評価」のリニューアル、「ア

カウント健全性アシュアランス」の導入［定期報告書 P15、26-27］  

➢ 利用事業者が意見等を寄せることができる様々なイベントやセミナー等をオンラインや対面で提

供。2023年はセミナーを 240回以上開講、延べ 21,000以上の利用事業者がで参加。イベントのテ

ーマや内容についても、利用事業者の意見等に耳を傾けながら検討し、その後のイベントに反映す

ることによって利用事業者のニーズを満たすように努めている。［定期報告書 P14］ 

➢ 措置の正確性に関連して、経済産業省様と委員、オブザーバーの皆様に対しては、定期報告書にお

いて、アカウント停止措置に対する申立てを受けて措置を解除した割合についてもデータを開示し

た。［第７回モニタリング会合議事録 P５］ 

➢ 弊社では、苦情の分析・評価の精度を高め、お客様と販売事業者様により良いサービスを提供でき

るよう、各苦情の傾向や件数の変化等についてはモニタリングしておりますが、定期報告書に記載

した各類型が占める割合に着目した形での分析等は行っておりません。［第７回モニタリング会合議

事録 P９］ 

➢ 2023年度の主な苦情類型の割合について、2022年度と比べ、商品の表示や出品関係の苦情が 54％

から 67％に増加し、注文・梱包・配送関係の苦情が 26%から 16％に減少しました。商品の表示や出

品関係については、2023年 9月に「アカウント健全性評価」のリニューアルを行うにあたり、販売

事業者様が未解決の規約違反に積極的に対応し、アカウントの健全性を維持または改善できるよ

う、リニューアルを行う 90日前からプレビュー期間を設けるとともに、未解決の規約違反により今

後アカウント停止のおそれのある販売事業者様に対する事前のご連絡等を行いました。その結果、

アカウント停止措置を回避するため、出品に関する規約違反に基づく個々の出品停止措置に対する

販売事業者様からの異議申立てが一時的に増加したことが、商品の表示や出品関係の苦情の割合が
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増加した主な要因であると考えております。注文・梱包・配送関係については、一定の注文方法の

再配達プロセスの改善、FBAで納品する場合のユーザーインターフェースの改善等が、苦情の件数

及びその割合の減少に繋がった可能性があると考えております。［第７回モニタリング会合議事録 P

９］ 

 

■楽天 

➢ JADMAから寄せられる意見等のフィードバックを受けたところ、提供条件の変更を行った際に利用

事業者から意見が寄せられることはあるものの一時的なものであり、その他目立った傾向もなく数

としても少数であるとのことであった。［定期報告書 P33］ 

➢ （通知文の送信元にされた異議申立てについての苦情処理件数について）異議申し立ての中におい

ては、様々な類型があるものの、苦情紛争に相当するものか否かという視点でカウントをしていな

いため、直ちに件数等を示すことはできません。なお、利用事業者からの異議申し立てについては

回答期限について KPI を設ける等迅速かつ適切に利用事業者の懸念点等が解決できるよう対応を行

っております。［質問状回答３-３（第２回モニタリング会合資料２P４-５）］ 

➢ （苦情及び紛争の処理日数が短縮した背景について）前年度より対応に当たっていた苦情紛争項目

と同種の苦情紛争が寄せられたため、従来対応するために割いていた他部署への照会のための手続

き等をスムーズに行うことができるようになった等、対応ナレッジの蓄積が苦情紛争の処理日数の

短縮につながったと考えております。［質問状回答３-６（第２回モニタリング会合資料２P５）］ 

 

■LINEヤフー 

➢ 退店措置及び休店措置の事後検証体制において、2023年度は業務フロー自体の改善対応につながっ

たケースはなかった。これは、検証体制において、対応フローの改善よりも優先して、規約・ガイ

ドライン違反に関して啓発する必要があると判断したため。2023年度は全４件の違反事例の紹介や

出品時の留意点に関する案内をストアツール上で行い、利用事業者が意図しない規約・ガイドライ

ン違反によって休店・退店に陥ることのないよう啓発活動を実施している。［定期報告書 P26］ 

➢ 要望の数や、改善による利用事業者の運用工数削減の程度等を総合的に判断して、要望に応えるよ

うな改善を実施できるかを判断する。改善を実施した場合は、ストアツール上で周知している。

2023年度は、1,087件のご意見をいただき、そのうち 62件（2022年度：60 件）の改善を行った。

［定期報告書 P28-29］ 

➢ 問い合わせフォームに寄せられた苦情を含む全ての問合せに対して、48時間以内に一次回答を行う

という目標を定めており、2023年度は、95.5％の問合せで目標を達成。［定期報告書 P32］ 

➢ アンケート形式での満足度調査において、95.5％が満足したと回答。昨年度と比較して、10ポイン

トほど向上［定期報告書 P46］ 

 

2-4-4.利用事業者の状況等 

会合での主な指摘 

■共通 

➢ 相談事例を運営改善に活用する方法は、集計・分析に限られない。例えば「手数料カテゴリーを勝手

に変えられた」という苦情は、Amazon自身にも多く寄せられていたと想像でき、改めて詳細な内容を

聞き取る必要のない事案と考えられる。他方、「特定デジタルプラットフォーム提供者に対して苦情の
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申し入れや相談をしたが解決しなかった」というケースの中には、「自分の主張が認められなかった」

と読み替えるべき事案も少なくないと思われる。消費者相談においても、客観的には相手方の対応や

回答に問題がない場合でも、消費者が納得できずに第三者に助けを求めることは珍しくない。相談者

は、自らの過失や相手方から受けた説明など、自身に不都合な事実を相談機関に伝えないこともまま

あり、相談内容を正確に理解するには、相談者の主張を鵜呑みにせず、経緯や背景を把握することが

必要となる。特定デジタルプラットフォーム提供者は、第三者の窓口に寄せられた相談について、そ

の発端となった取引を特定し、記録を確認することによって、自社の対応の具体的な問題点（例：事

前開示が不十分であったために誤解が生じた、問い合わせに対しカスタマーサポートが適切な案内を

行わなかった等）を発見し、運用を見直すことができる。第 7回モニタリング会合ヒアリングで Amazon

がその旨の回答をしており、楽天・LINEヤフーが「弊社側の具体的な行為」「もうちょっと踏み込んだ

情報」という言葉を用いて、苦情及び紛争に関する情報の有効利用に意欲を示したことについて、「指

針２．２．１②に沿った体制整備義務を尽くしているか疑義が残る」とする記載は全く理解できない。

[第 10回モニタリング会合資料４]  

■Amazon 

➢ 報告書には対応した措置と、なぜその措置を行ったのか、措置が適切で有効と考える理由が明記され

ていますので、どういう考えの下で御社が対策を行っているのかがよく分かるものになっていると感

じました。それぞれの措置も自主性を持って進めていただいていると思います。今後は次のステップ

として、その報告書の内容どおりに実践されているのかという観点で、重要な項目については外部検

証の目線もあるとよいのではないかと考えます。［第７回モニタリング会合議事録 P８］ 

➢ 報告書の段階で、プレゼンテーションのようにある程度具体例を出していただくとより分かりやすい

ものになったかなと思います。［第７回モニタリング会合議事録 P20］ 

➢ 分かりやすい説明の検討というところについてはあまり具体的ではなかったかなと思いますので、ぜ

ひとも引き続き分かりやすい説明の検討は続けていただきたい。［第７回モニタリング会合議事録 P20］ 

■LINEヤフー 

➢ 全般的にオンラインモール分野でのリーディングカンパニーとして積極的に取り組んでいただけてい

ると思っています。さらに積極的な取組を本会合でも支援、評価し、業界の先頭に立ってあるべき姿

を示していただけたらと思っています。［第３回モニタリング会合議事録 P９］ 

 

2-4-5. 大臣評価に向けての提案 

実績の報告について 

特定デジタルプラットフォーム提供者各社からは、抽象的な対応方針だけではなく、実際に取り組んだ事

例の概要や件数など具体的な内容が報告された。もっとも、定期報告書に記載されている当該措置が適切か

つ有効なものと考える理由については総論的・概括的な記載にとどまっているものも多く、透明性・公正性

の評価の際に参考することは困難であった。そこで、特定デジタルプラットフォーム提供者に対して、次年

度の定期報告書においては、本年度における質問事項やヒアリングの回答を参考に、より具体的な説明を記

載することを期待すべきと考える。 

法第９条第１項第２号は、法第７条第３項第３号の記載ぶりと異なっており、商品等提供利用者からの苦
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情・紛争だけではなく一般利用者からの苦情・紛争も含めている。そして、法第９条第１項第２号に基づく

省令第１４条第２項は、第１号のみ「商品等提供利用者からの」と限定しており、第２号から第４号につい

ては限定していないことから、「苦情及び紛争の主な類型」（第２号）、「苦情及び紛争の処理期間の平均期間」

（第３号）、「苦情及び紛争の結果の概要」（第４号）については一般利用者からの苦情・紛争も定期報告書

の記載事項となっている。本年度の定期報告書では、一般利用者からの苦情・紛争については記載されてい

なかった。そこで、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対し、次年度の定期報告書では、「苦情及

び紛争の主な類型」、「苦情及び紛争の処理期間の平均期間」、「苦情及び紛争の結果の概要」については、商

品等提供利用者からの苦情・紛争だけでなく、一般利用者からの苦情・紛争も合わせて記載することを求め

るべきと考える。 

苦情件数について 

楽天は苦情・紛争の件数を１０件と報告している。これは、「苦情・紛争窓口」で対応を行ったものに限定

されていることが理由の１つであるが、楽天が発送している契約解除通知には与信管理課が不服申立て先と

して記載されている。そのため、楽天に対し、与信管理課宛てに苦情が寄せられた件数を確認したところ、

「異議申し立ての中においては、様々な類型があるものの、苦情紛争に相当するものか否かという視点でカ

ウントをしていないため、直ちに件数等を示すことはできません。」との回答であった。特定デジタルプラ

ットフォーム提供者と利用事業者の関係・状況を確認するために報告を求めているところ、「苦情・紛争窓

口」で対応を行ったものに限定することに合理的な理由を見出すことはできない。このため、楽天による苦

情件数の報告では、法第９条第１項第２号、省令第１４条第２項の義務が果たされているとはいえない。楽

天の苦情・紛争処理体制の公正性には疑義が残ると言わざるを得ない。そこで、楽天に対して、「苦情・紛

争窓口」以外でも「苦情」に該当する申入れがあった場合には、その件数も集計し、次年度の定期報告書に

記載することを求めるべきと考える。 

なお、LINEヤフーも苦情は３件と規模に比して少ないものの、苦情に該当しない問合せ件数も含めて報告

されており、状況を把握することができる。 

苦情の類型について 

LINEヤフーからは、2024年度第１回モニタリング会合資料１―１記載の「利用事業者の声」について「弊

社側の具体的な行為、そこに至るまでの経緯など個別具体の状況が特定できない」といった説明がなされた。

また、楽天も、「もうちょっと踏み込んだ情報をいただいて、我々もその背景、事情などをあらかじめ確認

した上で、より踏み込んでディスカッションさせていただけるといいのかなと考えております。」旨述べて

いる。この点、「利用事業者の声」に含まれている利用事業者の意見は、特定デジタルプラットフォーム取

引相談窓口への相談などから構成されているところ、これらの多くは、特定デジタルプラットフォーム提供

者に対して苦情の申入れや相談をしたが解決しなかったとして相談に至ったものであり、特定デジタルプラ

ットフォーム提供者が自身に寄せられた苦情・相談事例を集計・分析し、運営改善に役立てているのであれ

ば、大まかな内容は把握できるのであり、かかる発言からは楽天・LINEヤフーが、指針２．２．１②に沿っ

た体制整備義務を尽くしているか疑義が残る。実際、これまで特定デジタルプラットフォーム提供者からは

具体例がないと分からないと回答されていた苦情の類型について、利用事業者から当該特定デジタルプラッ

トフォーム提供者への問い合わせが多く寄せられていたことが判明したということもあった。 

そこで、特定デジタルプラットフォーム提供者各社において、大臣評価で取り上げた論点ごとに苦情（楽

天・LINEヤフーは苦情の範囲を限定しているため、苦情の定義に該当しない「相談」も含む）の件数を、例

えば、規約の中で用いられるキーワードでの検索を掛けるなどして合理的に集計・分析し、定期報告書（様

式２）の２（５）にその結果を記載することを求めるべきと考える。なお、次年度の定期報告書については、
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集計の仕組みが出来ておらずリアルタイムの分類ができていないと考えらえることから、集計対象期間に

ついては合理的な範囲で設定することが考えられる。 

 

3. 利用事業者との相互理解を促進する取組み 

3-1. 審査・エンフォースメントについて 

3-1-1. アカウント停止措置 

3-1-1-1.問題の所在 

Amazon、楽天、LINEヤフーはいずれも国内でのサービス開始から２０年以上経過しているところ、利用事

業者の出店期間も長期化している。その間に、利用事業者は、オンラインモール上で商品ページを作り込む

（商品の写真、商品説明など）、高いレビューを取得している等データ・実績を蓄積しており、利用事業者

は、他の EC サイト・オンラインモールで、従来出店していたオンラインモールと同様に営業できるとは言

い難い43。 

そして、アカウント停止は、販売活動のみならず異議申立て等当該特定デジタルプラットフォーム上で一

切の活動ができなくなるため、利用事業者に与える影響が大きい。 

そのため、事前の対応として、利用事業者に不足の損害を与えることがないよう、アカウント停止の基準

は明確にかつアクセス可能な形で開示されている必要があり、また、アカウント停止に至るプロセスについ

ても透明性・公正性の高いものである必要がある。さらに、事後的な対応として、アカウント停止プロセス

を人間が実施するにしても、AIが実施するにしても、特定デジタルプラットフォーム提供者も完璧な対応す

ることは極めて困難であり、事実誤認・判断の誤りが生じる可能性もあることから、事実誤認等を理由に不

服申立てを可能にする必要もある。 

 

3-1-1-2.該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、アカウント停止等の措置を行うに

当たって、消費者等の利益保護とのバランスを図りつつ、適正なプロセスを確保するとともに、継続的に対

応改善を図っていくこと、具体的には、アマゾンによるアカウント停止措置や措置が誤っていた場合の対応

に関する説明、楽天による通知文の見直しを含め、2022 年度大臣評価で示された取組を更に進めることを求

めた。 

  【事務局注：該当法令】 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、特定デジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者との

間の取引関係における相互理解の促進を図るために必要な措置を講じなければならない（法第７条第１項）。 

商品等提供利用者に対する特定デジタルプラットフォームの提供が公正に行われることを確保するため

に必要な体制及び手続の整備に関する事項（法第７条第３項第２号）として、以下の方向性に沿った適切な

取組を実施することが重要である（指針２．１．１）。 

② 個々の行為を行うに当たって、一貫性・公平性のある判断がなされる適切な仕組みを構築すること 

 

 
43 例えば、LINE ヤフーは、契約終了時の処理として、「当社は、本契約の終了時または本契約終了後で当社所定の期間経過後に、出店者情報を含

む出店者に関連するすべての情報を、出店者に事前に通知することなく削除することができるものとします。」（ショッピングストア利用約款第 49

条第 2 項）と定められており、解約後、LINE ヤフーのデータベースに残っているデータを利用事業者が閲覧・取得することはできない。 
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3-1-1-3.評価 

アカウント停止に関する基準については 2-1-1、プロセスについては 2-1-2、不服がある場合の不服申立

てについては 3-3 でそれぞれ評価すべき方向性を記載している。 

 

3-1-2. 返品・返金の取扱い 

3-1-2-1.問題の所在 

利用事業者が消費者から返品・返金を求められた際、返品・返金に関する条件の設定や個々の返品・返金

に関する判断が、利用事業者に委ねられている場合と特定デジタルプラットフォーム提供者が行う場合があ

り、後者の場合、利用事業者側が納得感を得られない、返金・返品対応を強いられる場合がある。例えば、

返品された品が、販売した製品とは全く異なる物や模造品だった場合、特定デジタルプラットフォーム提供

者が消費者へ返金したが利用事業者へ返品されなかった場合等が挙げられる。 

このように返品・返金の仕組みに対する利用事業者の不満は強いところ、前記のように返品・返金受入れ

の基準について透明性・公正性を高めるとともに、利用事業者の声を踏まえて受付作業に関する体制も見直

す必要がある。なお、受付作業を特定デジタルプラットフォーム提供者自身が行うというビジネス判断をし

た以上、それに伴う責任が生じることは後記３－６記載の通りである44。 

 

3-1-2-2.該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

2023 年度大臣評価では、Amazon に対し、利用事業者の声を踏まえ、利用事業者の不満の声が多い類型ご

とに、①返品・返金の条件、②返品・返金の判断権者、③アマゾン・利用事業者・消費者のそれぞれの金銭

的負担の在り方（返送時の送料を含む）をわかりやすく整理・説明すること、並びに、返品条件を含む提供

条件の設定や変更に当たっては利用事業者に生じ得る経済的及び事業運営上の負担を軽減する方策、異議申

立ての対応に不備が確認された場合にプロセスの見直の具体的内容に加え、2022年度大臣評価 で示された

内容について更なる対応・説明を行うことを求めた。 

【事務局注：該当法令】 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、特定デジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者との

間の取引関係における相互理解の促進を図るために必要な措置を講じなければならない（法第７条第１項）。 

商品等提供利用者に対する特定デジタルプラットフォームの提供が公正に行われることを確保するため

に必要な体制及び手続の整備に関する事項（法第７条第３項第２号）として、以下の方向性に沿った適切な

取組を実施することが重要である（２．１．１）。 

② 個々の行為を行うに当たって、一貫性・公平性のある判断がなされる適切な仕組みを構築すること 

 

3-1-2-3.各特定デジタルプラットフォーム提供者における取組み内容 

■Amazon 

➢ 返品に関する販売事業者様の申立てに基づき事案の精査を行うための確認経路自体はこれまでもご

ざいましたが、今回の見直しにより、販売事業者様のお問い合わせの担当者が参照する手順書に当

該プロセスを反映させることによって、担当者らに対する当該確認経路の周知をさらに徹底いたし

 
44 特定デジタルプラットフォーム提供者が返品の受付をすることで、利用事業者の受付作業の負担が軽減するなどのメリットはある。もっとも、

メリットがあるからといって、利用事業者に生じている不利益を放置することが認められるわけではない。 
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ました。当該プロセスにおいては、個別の事案における返品について購入者側の不正な申告の疑い

がないかなどの調査を行っておりますが、弊社は当該商品のメーカーではないため、第三者でも判

断可能な外形上の破損のケースとは異なり、欠陥・不良については、不良品かどうかを弊社におい

て確認することについては限界があります。頂いたご意見も踏まえ、今後弊社のプロセスにおいて

さらに改善できる点がないかどうか、引き続き検討させていただきます。 ［第７回モニタリング会

合議事録 P33］ 

 

3-1-2-4.利用事業者の状況等 

会合での主な指摘 

■Amazon 

➢ DPCDには「購入者から出品者に「不要になったから返品したい」と連絡があったが、アマゾンには「不

良品という虚偽の理由を届けたようで、それが認められた」という相談も寄せられている。［第７回モ

ニタリング会合議事録 P33］※これに対する Amazon の説明は、3-1-2-3参照。  

  

3-1-2-5. 大臣評価に向けての提案 

特定デジタルプラットフォーム提供者各社は、利用事業者による規約・ガイドライン・ポリシーの迂回行

為・潜脱行為を防止することに注力しているものの、一部の購入者による潜脱行為の防止については十分に

対応がなされているとは言い難い。実際、経済産業省の実施したアンケート調査の結果、２割程度の回答者

が、「規約では返品できない商品・取引にもかかわらず、オンラインモールが返品を受け付けた」「先にオン

ラインモールから購入者に対して返金されたが、購入者から返品されなかった」「オンラインモールによる

返金された後、返品された商品に問題があった」・「返品された商品が壊れていた・偽造品や全く異なる物だ

った・ほとんど使用された商品であった」などの事態に遭遇した旨回答している（第１回モニタリング会合

資料１－１ 68頁）。 

この点、Amazonからは、「弊社では、お客様にとっての利便性の観点から、サイト全体をひとつのストア

であると考えている。その一環として、Amazon.co.jpのサイトにおいては、販売事業者様も Amazon自身も、

同一の商品は同一のページで販売する仕組みを採用したり、原則として、同一商品には同様の返品条件が適

用されるようにしている。統一的な返品条件を定める理由としては、販売事業者様または Amazon 自身のど

の販売者からお客様が商品をご購入されたとしても、同じようなお買い物体験を得ることが出来るようにす

ることが、お客様の信頼を得るためには重要だと考えているからである。そのようにして、お客様との信頼

関係を維持することが、販売事業者様の事業の成功のためにも不可欠だと考えている。」との説明がなされ

ているところ（2022 年度第３回モニタリング会合資料３ P6）、このような返品に対する考え方・方針自体

は、Amazonの設立経緯なども踏まえ、一つの考え方として首肯できる。 

また、Amazon からは返品と返金は別であり、Amazon が返品を受け付けても返品理由に納得ができない場

合には利用事業者は返金しない選択可能であるといった説明もなされた（2023 年度第６回モニタリング会

合議事録 19 頁参照）。しかし、マーケットプレイス保証が適用された場合や FBA 商品などは Amazon が返金

しており、それに対する不満の声もあることから、現在の返品・返金に関する仕組み・運営状況は利用事業

者が納得のいく仕組み作り・仕組みに関する開示がなされているとは言い難く、返金についての観点からは、

公正な取引環境であるとは評価し難い。 

この点、特定デジタルプラットフォーム提供者は特定デジタルプラットフォームについての商品等提供利
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用者からの苦情の処理及び特定デジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者との間の紛争の解決

のために必要な体制及び手続を整備する義務を負っており（法第７条第３項第３号）、その取組みの方向性

として、苦情及び紛争を端緒として、苦情及び紛争に関する情報を有効に利用して特定デジタルプラットフ

ォームの提供に関する運営を改善することが期待される（指針２．２．１②）。 

そこで、Amazon に対しては、本年度のモニタリング会合で取り上げた利用事業者の声を踏まえ、自身に

寄せられている相談・苦情事例を分析した上で、その課題を解決するための運営の見直すことを期待すべき

と考える。 

 

3-1-3. 不正行為の取締まり 

3-1-3-1.問題の所在 

オンラインモールにおいては、模倣品の販売をはじめとする違法行為や無在庫転売・不正注文のような規

約違反行為（以下、違法行為・規約違反行為を総称して「不正行為」という。）を行う不適切な利用事業者が

一定数存在し、それによって、消費者の利益だけでなく、正当な販売活動を行う利用事業者の利益も侵害さ

れている事例が生じている。このような不正行為への対応について、特定デジタルプラットフォーム提供者

各社からは様々な取組みが報告なされているが、利用事業者の不満の声は根強い。一方で、不正行為も巧妙

化し技術水準上捉えきれない事例や、いたちごっこになる事例もあり得るため、完璧な取締りは困難である

とも考えらえる。このような不正行為の取締まりの問題は、特定デジタルプラットフォーム提供者が、エコ

システムに対してどのような義務を負っているのかにも関連すると考えられるところ45、特定デジタルプラ

ットフォーム提供者から報告されている各種取組みが、苦情に対する適切・迅速な解決、苦情を踏まえた運

営改善に関する体制整備義務として十分な水準か（透明化法の義務が果たされているといえるか）について

は慎重な検討が必要である。 

 

3-1-3-2.該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

2023 年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、出店者からの取締り要請に対し

て、丁寧な状況説明をしていくことを求めた。 

  【事務局注：該当法令】 

商品等提供利用者に対する特定デジタルプラットフォームの提供が公正に行われることを確保するため

に必要な体制及び手続の整備に関する事項として（法第７条第３項第２号）、以下の方向性に沿った適切な

取組を実施することが重要である（指針２．１．１）。 

② 個々の行為を行うに当たって、一貫性・公平性のある判断がなされる適切な仕組みを構築すること 

 

特定デジタルプラットフォームについての商品等提供利用者からの苦情の処理及び特定デジタルプラッ

トフォーム提供者と商品等提供利用者との間の紛争の解決のために必要な体制及び手続の整備に関する事

項として（法第７条第３項第３号）、以下の方向性に沿った適切な取組を実施することが重要である（指針

２．２．１）。 

① 苦情及び紛争の原因となった事象を、重要性と複雑さに応じて、適切かつ迅速に処理・解決するための

仕組みを構築すること 

② 苦情及び紛争を端緒として、苦情及び紛争に関する情報を有効に利用して特定デジタルプラットフォー

 
45 デジタルプラットフォーム提供者の責任論として、ネット固有の忠実義務や情報フィデューシャリーなどの議論がなされているところ（第１回

モニタリング会合資料１－１ 74頁）、さらに議論が深化することが望まれる。 
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ムの提供に関する運営を改善すること 

 

3-1-3-3.各特定デジタルプラットフォーム提供者における取組み内容 

■Amazon 

➢ 商品や出品について、関係当局と緊密に連携するとともに、当該当局からの出品停止要請等に応じ

て出品停止等の措置も講じている。不正行為者は、あらゆる方法で違反行為を試みるため、不正行

為者が不正行為を繰り返すために用いる手法について日々調査をしている。［定期報告書 P20］ 

➢ 規約等を遵守する販売事業者様を保護することが重要であると考えているため、このような新たな

不正な手法に対処するためのプロセスを常に調整している。［定期報告書 P20］ 

➢ （不正行為に関する規約について）不正行為を禁止する旨の規約等は多岐に亘りますが、販売事業

者様向けの総論的な規範として、「出品者利用規約および出品者行動規範」、「出品者の禁止活動およ

び行為、ならびに遵守事項」を定めており、さらに「Amazon偽造品の取り組み」や「不適切な在庫

の調査に関するポリシー」（Amazonフルフィルメントネットワークを通じた違法商品等の販売を禁

止するもの）など、個別のポリシーにおいて禁止事項の詳細について説明しています。また、消費

者向けの規範として、「Amazon.co.jp利用規約」がございます。［質問状回答７-３（第７回モニタ

リング会合資料２追加提出資料）］ 

➢ （不正行為の取締実績について）Amazonのストアで不正行為者が行う行為は多種多様であり、ま

た、日々新たな不正行為の手法が発生するところ、不正行為に対して行った措置の件数は、このよ

うな不正行為者による行為に大きく左右されるため、措置の件数自体は、透明化法に基づく対応を

評価するための適切な指標とはならないものと考えております。もっとも、Amazonの不正行為対策

に関する実績として、例えば、2023 年には、全世界で 700万点以上の模倣品を突き止め、お客様の

被害や小売サプライチェーンでの再販を阻止しました。Amazonは、このような取組みがストア上で

の安心な取引に繋がるものと考えており、今後も、お客様、販売事業者様その他の関係者を不正行

為から守るため、引き続き尽力して参ります。［質問状回答７-１（第７回モニタリング会合資料２P

６-７）］ 

➢ （不正行為の類型について）Amazonのストアで不正行為者が行う行為は多種多様であり、また、

日々新たな不正行為の手法が発生するため、全てを網羅的に列挙することは困難ですが、不正行為

の典型的な例としては、模倣品の販売や、欠陥品ないし商品説明と異なる商品の販売、レビューの

不正操作等が挙げられます。Amazonは、このような不正行為に対応することがストア上での安心な

取引に繋がるものと考えており、対策のための投資や従業員の雇用を行って参りました。今後も、

お客様、販売事業者様その他の関係者を不正行為者による不正行為から守るため、引き続き不正行

為の動向やその手法を監視・調査し、新たな取り締まりのルールを実装するなどの取組みを継続し

て参ります。また、模倣品の販売に対する対策を例に採ると、Amazonでは、製造事業者様等のブラ

ンドや知的財産権を守り、これらを侵害する詐欺や不正行為等を防止するため、「Amazonブランド

登録」「Transparency」「Project Zero」「IPアクセラレーター」などといった様々なプログラムや

ツールを開発し、製造事業者様等に提供しています。［質問状回答７-２（第７回モニタリング会合

資料２P７］ 

➢ （配送時間に関連したラベルについて）Amazonでは、販売事業者様において設定いただいた出荷予

定日を基に、お客様に商品のお届け予定日をご案内しておりますが、配送時間（遵守状況を含む）

に関するラベル表示は行っておりません。［質問状回答７-５（第７回モニタリング会合資料２P７］ 



102 

➢ （不正購入の検出について）Amazonでは、販売事業者様が自身の出品商品を注文することや虚偽又

は不正な注文を第三者に依頼することを含め、売上ランキングを意図的に操作することを禁止して

います（詳しくは、「出品者の禁止活動および行為、ならびに遵守事項」のページ46でご案内してい

ます。）。Amazonでは、このような不正行為を常にモニタリングし、そのような行為が発見された場

合には、販売事業者及び出品商品に対して然るべき措置を講じております。［質問状回答７-６（第

７回モニタリング会合資料２P７］ 

➢ 表示順位等の不正操作を検出するための取組についてですが、弊社では、販売事業者様が御自身の

出品商品を注文することや、虚偽または不正な注文を第三者に依頼することを含め、売上ランキン

グを意図的に操作することを禁止しております。弊社では、このような不正行為を常にモニタリン

グし、そのような行為が発見された場合には、販売事業者及び出品商品に対して、しかるべく措置

を講じております。［第７回モニタリング会合議事録 P６］ 

➢ 出品者による不正行為の検知というのはなかなか難しいところもありまして、我々が管理を強化す

れば、またその抜け道を探して新たな不正行為に取り組むといったようなことも多々起きておりま

す。我々としてはいたちごっこではあるのですが、引き続きその改善に努めて、善良な出品者様に

安心して販売していただけるような環境の整備に努めてまいりたい。［第３回モニタリング会合議事

録 P８］ 

 

■楽天 

➢ 無在庫転売行為は、複数の行為で構成されるものであるところ、規約及びガイドラインのモニタリ

ング等を担当する部署にて、商品画像等の無断利用がないか、ユーザーの個人情報の不正利用がな

いか等様々な見地から対応可否を検討している。［定期報告書 P31］ 

➢ 不正注文についても、不適切な受注行為を用いた出店事業者に対しては、不正対策的な視点を含め

規約及びガイドラインへの抵触性を多角的観点から判断している。このように、楽天市場の公正性

を担保するために、ユーザーの声に傾聴し、種々の施策を講じているが、さらに必要があると判断

した場合には規約及びガイドラインの改定を行う等、日々改善を行っている。かかる活動を通じて

出店事業者との間で更なる相互理解の促進を図っていく。［定期報告書 P31］ 

➢ （不正行為者の取締実績について）楽天市場では、取引安全保護の観点から、利用事業者又はユー

ザーによる不適切な行為を取り締まっております。無在庫転売型ビジネスを行っている者の中に

は、商品画像の無断使用等の著作権侵害行為を行っている者が少なからず存在しており、また不正

注文型の行為については当社が定める不適切な注文に該当する行為が相当数認められることから、

それぞれ当社の規約等に抵触する行為として対応しております。 このような行為は日々手法が変化

する等現状ある規約等において対応できないことが考えられます。そのため、楽天市場の公正性を

担保するために、ユーザーの声や出店事業者の声に傾聴する等して、種々の施策を講じると同時に

必要があると判断した場合には規約及びガイドラインの改定を行う等、日々改善を行っておりま

す。［質問状回答７-１（第２回モニタリング会合資料２P10）］ 

➢ （不正行為の類型について）SNSにて報酬と引き換えに楽天市場の店舗内の高評価レビューの投稿

を要求する行為や利害関係のある店舗であることを秘したレビューの投稿行為等、レビューに関す

る不正行為が見受けられるところ、かかる行為はレビューによりユーザーの購買意欲を欺くもので

あるため不適切な行為であると考えております。上記のような行為については当社の規約等に照ら

し厳正に対処しております。 また、「7-1」（事務局注：質問状回答７-１）で述べましたとおり、不

正行為については日々手法が変化する等現状ある規約等において対応できないことが考えられま

 
46 https://sellercentral.amazon.co.jp/help/hub/reference/external/G200386250 
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す。そのため、楽天市場の公正性を担保するために、ユーザーの声や出店事業者の声に傾聴する等

して、種々の施策を講じると同時に必要があると判断した場合には規約及びガイドラインの改定を

行う等、日々改善を行っております。［質問状回答７-２（第２回モニタリング会合資料２P10）］ 

➢ （配送時間に関連したラベルについて）ラベルの付与基準は店舗基準商品基準の 2軸を設けてお

り、詳細な基準は下記をご参照。消費者の利便性の高い売り場づくりのために消費者にとってどの

ような事業者や商品のニーズが高いかということは定期的に検証を行っております。 

 

［以上、質問状回答７-５（第２回モニタリング会合資料２P12）］ 

➢ （不正購入の検出について）利用事業者が検索順位を上げるために自ら購入を行う、特定のキーワ

ードを繰り返し検索するなど検索結果を歪めるような行為をすることは想定しており、そのような

行為が検索結果に反映されないように日々監視・チューニングを行っております。また、利用事業

者が架空註文を行うことや、自社の商品に良いレビューを付けるような行為に関しては禁止行為と

しておりこうした不正な購入等を検知する努力を継続的に行っております。［質問状回答７-６（第

２回モニタリング会合資料２P12-13）］ 

➢ 配送時間に関連したラベルの付与基準、ラベルが付与されている製品と付与されていない商品との

受け取りまでの期間の比較に関する御質問ですが、ラベル付与の基準につきまして、店舗基準と商

品基準の２軸を設けています。店舗基準としましては、納期遵守率 96％以上、６日以内のお届け件

数比率 80％以上、共通の送料込みラインの導入などを要件としています。また、商品基準につきま

しては翌々日配送が指定できることなどを要件としています。これらは必ずしもスピード配送を目

的とした施策ではなく、ユーザーが商品を受け取りたいタイミングで受け取りやすい方法を提供で

きる翌日配送を含めた選択肢を広げるということで、配送におけるユーザーの満足度の向上を目指

す施策でございます。消費者の利便性の高い売場づくりのために、消費者にとってどのような店舗

や商品のニーズが高いのか、定期的に検証を行っております。［第２回モニタリング会合議事録 P

５］ 

➢ 販売実績を表示順位に反映させるアルゴリズムを採用する場合、手数料が広告価格よりも安い場合

には自社の商品を購入するインセンティブが働くのではないかという御指摘ですが、出店店舗様が

検索順位を上げるために自ら購入を行う、特定のキーワードを繰り返し検索するなどの検索結果を

ゆがめるような行為をすることは想定しておりまして、そのような行為が検索結果に反映されるこ

とがないように日々監視、チューニングを行っております。また、出店店舗様が架空注文を行うこ

とや自社の商品によいレビューをつけるような行為につきましては禁止行為に定めさせていただき

まして、こうした不正な購入を検知する努力を我々も継続的に行っております。［第２回モニタリン

グ会合議事録 P５）］ 
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➢ このチューニングについては、大きな不正事案とかがありましたら、もうそのタイミングですぐに

調整などには動いておりますので、定期的な頻度でやっているというよりも、適宜見直しは行って

おります。［第２回モニタリング会合議事録 P６］ 

➢ 定期的にパラメーターの調整を行うのではなく、不自然なトラフィックパターンや行動パターンを

検知の都度、調整を行っております。［第２回モニタリング会合議事録 P６）］ 

➢ （表示順位に関するチューニングをしている要素について）関連性とユーザーの人気、ユーザーの

ニーズに関わる要素、いろいろな要素を含めて適宜チューニングをしております。［第２回モニタリ

ング会合議事録 P７］ 

➢ （不正行為に関する規約について）以下の規定が示された。 

【無在庫転売について】 

無在庫転売を規制する直接的な規定はないものの、以下の行為等に該当する場合は、利用事業者の

行為等を規制しております。 

取扱禁止商材・禁止行為ガイドライン 

▼Ⅱ-(4)-1 著作権、肖像権等を侵害する表記 

他人の著作権、肖像権、パブリシティ権の侵害となるような、以下の行為 

・掲載許可のない、有名人画像や他人・他店舗の著作物の使用 

 

▼Ⅰ-(9)-23 メーカー直送品 

未審査での取扱い 

※メーカー、産地、などから出店者が在庫を抱えず直接お客様の元へ発送する商材が対象です。 

 

楽天市場出店規約 

▼第 16条（顧客情報） 

1.甲は、顧客の氏名、住所、電話番号、メールアドレス、性別、年齢、在学先・勤務先の名称・住

所その他の属性に関する情報（以下「属性情報」という）およびモールにおける購入履歴その他モ

ールの利用に関する情報（以下「利用情報」といい、属性情報とあわせて「顧客情報」という）の

取扱いにつき、顧客から以下の承諾を得る。 

(1)甲および顧客から顧客情報の共有につき許諾を受けた甲らは、メールマガジンの送付等、自己の

営業のために顧客情報を利用することができる。 

(2)乙は、顧客の属性情報および乙の出店ページにおける利用情報を、モールの出店ページ運営のた

めに必要な範囲で利用することができる。 

 

【不正注文について】 

不正注文については、以下の行為等に該当する場合は、利用事業者やユーザーの行為等を規制して

おります。 

 

楽天市場出店規約（利用事業者向け） 

▼第 18条（禁止事項） 

1.乙は、以下の行為をおこなってはならない。 

(1)法令の定めに違反する行為またはそのおそれのある行為 

 

楽天ショッピングサービスご利用規約 
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▼第７条（禁止事項） 

１．お客様は、本サービスの利用において以下の各号に定める行為をしてはならないものとしま

す。 

（１） 法令、裁判所の判決、決定もしくは命令、または法令上拘束力のある行政措置への違反 

（５） 第三者へのなりすましまたは意図的に虚偽の情報を送信すること 

（６） 購入する意図なく商品の購入を申し込むこと 

（７） 当社の事前の許可を得ることなく、自動化された手段（自動購入ツール・ロボットなどこれ

らに準ずる手段）を用いて商品を購入すること（商品ページ上の情報取得等を含む） 

（８） 正当な理由なく商品を受け取らないこと 

（９） 正当な理由なく返品等をすること 

（１０）自己取引、関係者内での内部取引、架空取引 

（１１）ポイントの不正取得、ポイントを不正な目的に利用すること 

（１２）当社、当社のグループ会社、ショップ、他のお客様、その他第三者の権利を侵害し、また

は迷惑をかけること 

（１８）本サービスの運営を妨げること 

（１９）不正な目的をもって、本サービスを利用すること 

（２０）本規約に違反し、または、本サービスの趣旨目的に反すること 

［以上、質問状回答７-３（第２回モニタリング会合資料２P11-12）］ 

 

■LINEヤフー 

➢ 画像転載等の知的財産権侵害への対応について。画像や商品説明文の盗用については、著作権法等

の規定に照らし、原著作物の提示があり、複製権侵害等の権利侵害が明らかと認められるものにつ

いては、随時削除措置を実施。一方で、意見の内容からは、原著作物の著作物性が明らかでない場

合や、権利侵害を主張されるものの単に自社製品の転売に関して不服を申し立てる旨の主張に終始

する場合など、著作権侵害等の権利侵害を理由として削除対応を行うことが困難なケースもあり、

このような場合には、特定の権利侵害があると判断できなかった旨及び再度ご意見をいただく場合

は権利侵害の理由付けについて補充して連絡する返事。［定期報告書 P42］ 

➢ 無在庫販売と確定できた事案を分析し、個人事業主の利用事業者に対して同時に出品できる商品数

に上限を設けるルール変更（500点以下）を行うこととした。（本ルールは 2024年４月 15日から実

施することとなり、利用事業者への案内は 2024年 1月 15日に実施。）［定期報告書 P43、52頁］ 

➢ 不正注文（当社においては、「いたずら注文」といいます）については、当社サービスにおける出店

者様が被害を受けた場合と、他社サービスの出店者様等の外部の方（以下「外部出店者様」といい

ます）が被害を受けた場合とで、対応を分けています。まず、当社サービスにおける出店者様が、

いたずら注文を受けた場合には、従前より、対応方法について出店者様にご案内をしております

47。また、こうしたいたずら注文があったことを当社に報告する方法につきましても、同様にご案

内しております48。このような窓口から情報収集を行い、当社においていたずら目的の注文と判断

した場合には、当該注文者を不正者と判断し、以後 Yahoo!ショッピングで新たに注文することがで

きないように制限措置を行います。つぎに、外部出店者様より、当社サービスの出店者から不正注

文を受けたとされる場合、無在庫転売の問題と同様に、事実の把握が難しく、また疑わしい段階で

 
47 https://store-info.yahoo.co.jp/shopping/apply/itazura/method.html 
48 https://store-info.yahoo.co.jp/shopping/apply/itazura/report.html 
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の対応は当社サービスの出店者様の販売機会を不当に喪失させる不利益を与えかねず、そのバラン

スを見極める必要があるため、対応に苦慮しております。現状では、外部出店者様から情報をいた

だいた場合、当社サービスの出店者様が行った発注行為が外部出店者様に具体的にどのような不利

益をもたらしたのか、それが法律上禁止された行為に該当するものであるのか、または法律上の責

任を問える行為であるのか等、客観的に判断できる粒度での情報をいただいた場合に限り、事実確

認を経て、当該出店者様への指導の要否等を検討することとしています。今後とも、提供される情

報や様々な不正行為の潮流などを勘案しつつ、対応を検討してまいります。（定期報告書 P34］ 

➢ 規約に違反する行為については、24時間 365日の専門部門による売り場のパトロールのほか、お客

様や権利者様からいただくご申告など複数のルートから確認を行い、違反を発見次第適切に対応を

行っています。なお、公正中立なプラットフォーマーとして、客観的に違反が明白であるケースで

なければ、対応することは困難です。既存の対策では対処しきれない事例に接した場合には、安全

対策部門において、規約・ガイドラインの変更、パトロール手法の変更、審査の導入など様々な対

策を検討しています。［質問状回答１-５（第３回モニタリング会合資料２P４）］ 

➢ （不正行為の類型について）出店者様から寄せられるご相談、売り場のパトロール等を経て、様々

な事案を把握しており、公正中立なプラットフォーマーの立場から事案を分析し、個別の対策の必

要があると判断した場合には、安全対策部門を中心にその対応策を検討しております。売り場の監

視の強化、システム面の改善等、その対応策には様々な粒度のものがございます。安全対策部門か

ら提案された企画については、政策企画部門や法務部門で内容を確認し、一般の善良な出店者様へ

悪影響が発生しないか・法的な問題はないか等を確認のうえ、実施をしております。様々な事案が

あるため、この場での列挙は控えさせていただきますが、例を申し上げるならば、定期報告書（抜

粋版）P32「（ア）画像転載等の知的財産権侵害への対応について」について記載した通り、知財権

侵害は不正な行為と認識しつつ対応を行っております。［質問状回答７-２（第３回モニタリング会

合資料２P15）］ 

➢ （不正行為に関する規約について） 以下の規約・ガイドラインが該当し得ます。 

【無在庫転売の禁止】 

・ショッピングストア利用約款 

第１編・第 21条（商品の確保等） 

・Yahoo!ショッピング ストア運用ガイドライン 

第１章・第２「運営理念」・第 6項、第 1章・第 3・2(3)ア、第１章・第５「お客様対応」第 10

項等 

【不正注文】 

・Yahoo!ショッピングガイドライン 

「4. お客様の順守事項」等 

［以上、質問状回答７-３（第３回モニタリング会合資料２P15-16）］ 

➢ （配送時間に関連したラベルについて）「配送時間に関連したラベル」について具体的に何を指すの

か判然としないため、ご回答できかねます。［質問状回答７-５（第３回モニタリング会合資料２）

P16］ 

➢ （不正購入の検出について）ご質問は、出店者様がご自身の出品されている製品を購入する行為

（以下本質問の回答において「自己注文」といいます）により販売実績をいわば水増しされること

によって、所定のアルゴリズム要素に干渉し、本来想定していない検索結果表示順位を実現する行

為に対して、何らかの取締行為を実施しているのかというご趣旨のものと理解いたしました。当該

行為は、ご指摘のとおり、本来弊社が想定しているものではなく、他の出店者様に対しても不利益
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が生じる行為と認識しており、取締りを実施しております。［質問状回答７-６（第３回モニタリン

グ会合資料２P17）］ 

➢ ３番目の無在庫転売に対する不正対策ということで、本件は多少毛色が違うところもございます

が、大臣評価として、無在庫転売の不正行為対策に関して言及いただいております。我々として

も、無在庫転売に関してはかなり重要視というか、悪質なものに関しては相当問題視しておりま

す。幾つかの観点でお客様、ストア様、メーカー様、こういった様々な関係者の皆様に迷惑をかけ

てしまっている販売方法だと認識しております。ですので、まず我々としては、在庫がないストア

様の出店を認めていないということを改めて認識いただくため、新たな施策を始めています。出店

するときには在庫確認ということで、在庫をちゃんともっているかどうか、写真等を送ってもらう

ことによって、審査をさせていただいています。あとは、500品以上の出品、いわゆる大量出品に

関しては、さらにしっかりと審査を行っているところで、特に個人事業主様に関しては厳密に審査

をさせていただいて、入り口での無在庫転売の対策をしっかりさせていただいております。あわせ

て、ストア様及びお客様からのクレームを踏まえて、在庫がない転売が認められた場合は、こちら

でもしっかり指導させていただいて、できる限り、無在庫転売の撲滅に向けて対応させていただい

ております。（第３回モニタリング会合議事録 P４） 

 

3-1-3-4.利用事業者の状況等 

利用事業者の声 

■Amazon 

➢ 一部利用事業者が、中古品を新品と偽って販売している。出品者の評価システム（スコア制度）の仕

組みを利用して、アカウント停止にならないようにかいくぐっている。また、Amazonの混合在庫とし

て Amazon の倉庫に納品し、他出品者経由でも販売が行われるように設定することができる（A 社と B

社が同一カタログで出品していた場合、A 社に入った注文にもかかわらず B 社の在庫から出荷される

ことがある）。この仕組みを利用して、詐欺商品が関係ない店の商品として出品され、購入されてしま

う事態にも発展している。 

➢ 当社の商品画像等が Amazonの複数の販売者によって無断転載されている。著作権侵害報告フォームか

ら情報提出をしても、何の情報が不十分かの説明もないまま提出された情報が不十分であるとして再

提出が求められ、解決に至らない。 

■LINE ヤフー 

➢ 検索順位の判断基準はわかっていても、優良配送や優良店マークの付与基準が真面目な事業者向けで

はなく、明らかな転売ヤーにお墨付きのように利用され、検索順位で優位となっているように思われ

る。 

➢ 優良配送とヤマト運輸のフルフィルメントサービスを利用して、実際は優良配送の基準を満たす配送

スピードを叶えられないにも関わらず優良配送を名乗る出品者が多数いる。LINEヤフーはそれに対策

をとらず、野放しにしている。 

➢ ある事業者が業者を使って販売件数を増やして急激に一位になったことがあった。このような行為は

プラットフォーム側が取り締まるべきなのに、放置していることは納得できない。 
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➢ 他のプラットフォームで販売している商品データをコピーして販売する転売ヤーに対する LINE ヤフ

ーの対応が不満である。 

➢ 規約違反の転売ヤーを見つけると LINEヤフーに対処を依頼したが、そのたびごとに「証拠がない」と

して、対処する様子が見受けられない。 

➢ ヤフーは画像の盗用が多く、盗用している出店者が優良配送などの施策に参加していると、そちらの

商品が検索の上位に来る。それに対して LINEヤフーは手を打ってくれない。※以上の利用事業者の声

に対する LINEヤフーの説明は、3-1-3-3 ４ポツ目参照。 

 

会合での主な指摘 

■共通 

➢ 不正行為の取締りについてです。鋭意、対応を取られているということを認識しつつも、なお不十分

と考える利用事業者が総体的に多いようでありますので、こちらについても引き続き対応をお願いし

たいと思います。［第７回モニタリング会合議事録 P７］※これに対する Amazon の説明は、3-1-3-3 ９

ポツ目参照。 

 

事業者アンケートの結果 

■共通 

➢ いずれのオンラインモールでも、５割以上の回答者が規約違反など取引環境を損なう行為に対してオ

ンラインモールが十分に取締りをしていないと感じている。 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P73 
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3-1-3-5. 大臣評価に向けての提案 

特定デジタルプラットフォーム提供者は商品等提供利用者に対する特定デジタルプラットフォームの提

供が公正に行われることを確保するために必要な体制及び手続を整備する義務を負っており（法第７条第３

項第２号）、その取組みの方向性として、個々の行為を行うに当たって、一貫性・公平性のある判断がなさ

れる適切な仕組みを構築することが期待されている。（指針２．１．１②）。 

また、特定デジタルプラットフォーム提供者は特定デジタルプラットフォームについての商品等提供利用

者からの苦情の処理及び特定デジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者との間の紛争の解決の

ために必要な体制及び手続を整備する義務を負っており（法第７条第３項第３号）、その取組みの方向性と

して、苦情及び紛争を端緒として、苦情及び紛争に関する情報を有効に利用して特定デジタルプラットフォ

ームの提供に関する運営を改善することが期待される（指針２．２．１②）。 

これらの期待される取組みの方向性を前提として、2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォー

ム提供者に対し、出店者からの無在庫転売、不正注文などの不正行為49の取締り要請に対して、丁寧な状況

説明をしていくことを求めた。 

今年度のモニタリング・レビューでは、各社から様々な取組みが報告された。例えば、Amazonにおいては

「Amazonブランド登録」「Transparency」「Project Zero」「IPアクセラレーター」などといった様々なプロ

グラムやツールを開発していること、楽天においてはモニタリングや表示順位の不正操作に対するチューニ

ング、LINEヤフーにおいては無在庫販売と確定できた事案を分析し、2024年４月 15日から個人事業主の利

用事業者に対して同時に出品できる商品数に上限を設けたこと等である。また、各社から取締り実績も報告

されており、相当程度の取締りがなされていることを確認した。 

もっとも、「一部利用事業者が、中古品を新品と偽って販売している。出品者の評価システム（スコア制

度）の仕組みを利用して、アカウント停止にならないようにかいくぐっている。また、Amazonの混合在庫と

して Amazon の倉庫に納品し、他出品者経由でも販売が行われるように設定することができる（A 社と B 社

が同一カタログで出品していた場合、A社に入った注文にもかかわらず B社の在庫から出荷されることがあ

る）。この仕組みを利用して、詐欺商品が関係ない店の商品として出品され、購入されてしまう事態にも発

展している。」「当社の商品画像等が Amazon の複数の販売者によって無断転載されている。著作権侵害報告

フォームから情報提出をしても、何の情報が不十分かの説明もないまま提出された情報が不十分であるとし

て再提出が求められ、解決に至らない。」（以上、Amazon について）、「検索順位の判断基準はわかっていても、

優良配送や優良店マークの付与基準が真面目な事業者向けではなく、明らかな転売ヤーにお墨付きのように

利用され、検索順位で優位となっているように思われる。」、「LINEヤフーは画像の盗用が多く、盗用してい

る出店者が優良配送などの施策に参加していると、そちらの商品が検索の上位に来る。それに対して LINE

ヤフーは手を打ってくれない。」（以上、LINEヤフーに対して）といった利用事業者の声もある。経済産業省

の実施したアンケート調査の結果でも、無在庫転売や不正注文、不正レビューなどの取締りについて不十分

であると感じている利用事業者はそれぞれ２割を超えている50。 

また、特定デジタルプラットフォーム提供者より、SNSにて報酬と引き換えに楽天市場の店舗内の高評価

 
49 関連する各社の規約については、次の通りである。 

Amazon：「出品者利用規約および出品者行動規範」、「出品者の禁止活動および行為、ならびに遵守事項」、「Amazon 偽造品の取り組み」、「不適切な

在庫の調査に関するポリシー」、「Amazon.co.jp 利用規約」 

楽天：「取扱禁止商材・禁止行為ガイドライン」Ⅱ-(4)-1、Ⅰ-(9)-23、「楽天市場出店規約」第 16条(１)(２)、第 18条１(１)、「楽天ショッピン

グサービスご利用規約」第７条１(１)(５)(６)(７)(８)(９)(10)(11)(12)(19)(20)  

LINE ヤフー：「ショッピングストア利用約款」第１編第 21条、「Yahoo!ショッピング ストア運用ガイドライン」第１章第２第 6項、第 1 章第 3 の

2(3)ア、第１章第５第 10項、「Yahoo!ショッピングガイドライン」4 等 
50 なお、Amazon の割合が最も多いところ、出店の容易さゆえ不適切な利用事業者が多くなる傾向にあるためと推測する。事前審査を厳格にする

か、事後的な取締りに力を入れるかは、各社のビジネス方針によるところもあるが、後者の仕組みを採用するのであれば、更なる取締まりをすべ

きであると考える。 
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レビューの投稿を要求する行為や利害関係のある店舗であることを秘したレビューの投稿行為等、レビュー

に関する不正行為などの存在も報告された。 

取締りと不正行為はいたちごっこになることは容易に想像でき、長期的に取締り状況をモニタリングして

いく必要がある。また、各社の取組み・実績自体は日々の努力の成果といえ評価する点はあるものの、一貫

性・公平性のある取締りがなされているのか（指針２．１．１②）、また、利用事業者の声を踏まえた取締り

方法の改善がなされているのか（指針２．２．１②）は、本年度のモニタリング・レビューで報告された情

報では十分には判断することができない。 

また、利用事業者からの取締り要請（権利侵害告知）に対する対応の課題として、特定デジタルプラット

フォーム提供者が、当該出品者より提出された資料からは権利侵害を認定できず、申告をした出品者に不満

が残っているといったことも考えられる。特定デジタルプラットフォーム提供者としては、不確実な根拠に

基づき、商品を削除することができないことからやむを得ない面もあると言える。Amazonからは、「Amazon

としては侵害について判断できる立場にないため、基本的には出品を停止した上で、両当事者の間で御解決

いただくという対応を行っております。」といった説明もなされている。 

このような出品者間の問題に迅速に対応するものとして、ODR・ADR51の導入も解決方法の一つとして考え

られる。 

以上より、特定デジタルプラットフォーム提供者各社に対し、①引き続き不正行為の取締り状況・実績の

報告を求めるとともに、②利用事業者からの取締り要請の分析・分析結果として採った取組み、③権利侵害

告知を含む不正行為をめぐる紛争を解決するための ODR・ADR 導入の検討状況を、次年度の定期報告書に記

載することを求めるべきと考える。 

 

3-2. 自社優遇等に係る不透明性・取引環境への影響に関する懸念への対応について 

前記の通り、現時点で特定デジタルプラットフォーム提供者から報告されている内容では、透明性・公正性

を評価することができず、自社・関係会社の優遇措置に関する各社の開示内容が実態に合致しているか疑義が

残ることから、引き続き報告を求める。 

 

3-3. 苦情対応の改善 

3-3-1.問題の所在 

特定デジタルプラットフォーム提供者が利用事業者に対して設置する、苦情の申入れや相談の機会を提供

する苦情相談窓口は、利用事業者一律に提供される Q&A等情報提供の機会に加え、利用事業者の抱える千差

万別の紛争を解決する手段として機能する。苦情相談窓口における相談の迅速かつ円滑な解決に向け、窓口

担当者の知識やコミュニケーション能力を向上させ、社内の関係部署と連携しながら紛争を解決する体制を

取ることが重要である。 

苦情相談窓口は、利用事業者の紛争解決の手段のみならず、運営の改善の機会としても機能する。苦情相

談窓口を通じて得られる利用者の苦情は、紛争が解決された後も、利用事業者の個別の背景の違いを加味し

た上で分析し、合理的な範囲で社内に一定期間保管し、運営改善に活用する適切な社内体制及び手続を有す

ることが重要である。 

 

3-3-2.該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

 
51 ここでいう ODR・ADRは、指針３．２．１①に記載している特定デジタルプラットフォーム提供者・利用事業者間の紛争解決の仕組みではな

く、利用事業者同士の紛争を解決するための仕組みを指す。 
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2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、利用事業者の苦情を分析し、結果

を踏まえて継続的に運営改善を図っていくことを求めた。この際、潜在的な苦情及び紛争も汲み上げる観点

から、特定デジタルプラットフォーム提供者が設置した苦情相談窓口の周知や利便性の向上に努めること、

デジタルプラットフォーム取引相談窓口や社外のステークホルダーと意見交換し、その声を積極的に取り入

れることは有効な取組みの１つとなる旨の考えを示した。 

  【事務局注：該当法令】 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、特定デジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者との

間の取引関係における相互理解の促進を図るために必要な措置を講じなければならない（法第７条第１項）。 

特定デジタルプラットフォームについての商品等提供利用者からの苦情の処理及び特定デジタルプラッ

トフォーム提供者と商品等提供利用者との間の紛争の解決のために必要な体制及び手続の整備に関する事

項（７条３項３号）として、以下の方向性に沿った適切な取組を実施することが重要である（指針２．２）。 

① 苦情及び紛争の原因となった事象を、重要性と複雑さに応じて、適切かつ迅速に処理・解決するた

めの仕組みを構築すること 

② 苦情及び紛争を端緒として、苦情及び紛争に関する情報を有効に利用して特定デジタルプラットフ

ォームの提供に関する運営を改善すること 

 

3-3-3.各特定デジタルプラットフォーム提供者における取組み内容 

■Amazon 

➢ 利用事業者からの問合せに対して、担当者が迅速かつ適切に対応するために、前年度中に実施した

取組：①手順書の内容に関する最新のアップデート等の重要な情報を容易に参照できるよう、社内

で担当者向けのオンライン掲示板を整備、②利用事業者が担当者の対応に納得いかなかったことが

判明したケースについては、当該担当者に適切な指導を行うとともに、当該担当者による利用事業

者とのコミュニケーションを改善できるよう、コーチングやフィードバックの仕組みを立上げ、③

利用事業者からの当初の問合せから 14 日を超えて継続しているケースについては、より経験豊富

な担当者が精査し、問題解決のための最善策を特定するとともに、より速やかに問題の解決に導け

るようオペレーションチームと改善策を策定するプロジェクトを立上げ。［定期報告書 P11］ 

➢ 利用事業者からの問い合わせ対応を改善するための専門チームが、実際の相談事例を踏まえ、問題

を分析し、現行の運営で改善点を検討する「Kaizen イニシアチブ」というプログラムを設けてい

る。［定期報告書 P25］ 

➢ テクニカルサポート担当者などに対して、2023年に研修を実施。［定期報告書 P33］ 

➢ 経済産業省及び JADMA と継続的に連携し、寄せられた利用事業者からの意見等に耳を傾け、関係者

と共有することで、運営改善に活用。このようなコミュニケーションや分析に基づく実際の改善事

例として、「手数料カテゴリーのガイドライン」を導入。［定期報告書 P33-34］ 

➢ 同一の商品詳細ページにおいて複数の販売事業者様が出品を行う仕組み（事務局注：いわゆる「相

乗り出品」）に関する令和 5年度大臣評価（同 46頁）を受け、偽造品に関するレビューの取扱いに

関する現行の運用を見直し。［定期報告書 P30-31］ 

➢ 出品停止等の措置に関する重要なメールに気がつかなかったとの利用事業者のご意見等に基づき、

電子メール等の文面を見直し、件名に［重要］といった文言や必要な対応が明記されていなかった

ものについては、記載を補うことで、利用事業者が電子メール等を見逃さずに必要な対応を採るこ

とが出来るようにした。［定期報告書 P27］ 
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➢ 商品ページに画像や映像を追加することで商品をより詳細に紹介できる機能に基づき、映像コンテ

ンツを申請されたケースにおいて、映像コンテンツが却下された理由が明確でないとのご意見等に

基づき、現行の通知を見直し、却下の理由に関する説明を充実させるとともに、修正が必要な箇所

が目立つように工夫。［定期報告書 P27］ 

➢ （「Kaizenイニシアチブ」では、どのようなプロセスで事例を集め、検討しているのでしょうか。

具体的に改善に役立てたものがあれば、その事例をご紹介いただけないでしょうか。）「Kaizenイニ

シアチブ」では、販売事業者様への対応を改善するための専門チームが、販売事業者様からのお問

い合わせに関する社内からのエスカレーション等を通じて集めた実際の相談事例を踏まえ、販売事

業者様に対する対応の改善等の見直しを行っております。一例として、販売事業者様のご意見等や

社内でのフィードバックを受け、FBAを利用して出荷された商品の返品にあたりお客様が「欠陥

品・不良品」を選択された場合における当該返品理由の妥当性を精査するための確認経路を見直

し、お問い合わせ担当者に周知することにより、オペレーションの改善に取組みました（定期報告

書 26頁）。［質問状回答３-１（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P４）］ 

➢ 弊社では、販売事業者様とのコミュニケーションの質の向上を図るべく、販売事業者様からの一般

的なお問い合わせ窓口であるテクニカルサポートの担当者や、出品停止等の措置に関する販売事業

者様からのお問合せや異議申立てに対応する部署において、定期的にトレーニング等を実施してお

ります。昨年は、コンプライアンスチームが、透明化法の大臣評価を踏まえたお問い合わせ担当者

への研修も実施いたしました（定期報告書 33頁）。また、販売事業者様からのお問い合わせの傾向

等を踏まえ、お問い合わせ担当者が適切なご案内を行うことができるよう、担当者向けの社内掲示

板等も設けております（定期報告書 11頁）。さらに、実際のお問い合わせ事例のなかで、販売事業

者様が担当者の対応にご納得いただけなかったことが判明したケースについては、当該担当者に適

切な指導を行うとともに、当該担当者による販売事業者様とのコミュニケーションを改善できるよ

う、コーチングやフィードバックの仕組みを立上げました（定期報告書 11頁）。［質問状回答３-16

（第７回モニタリング会合資料２P３）］ 

➢ 2023年に実施したコンプライアンスチームからテクニカルサポート向けの研修（定期報告書 33頁

（抜粋版におけるページ数。以下同じ。））においては、透明化法上の義務の概要に関する説明、透

明化法の下での経済産業省様による大臣評価における弊社に対する評価の説明、大臣評価に関連す

る社内での他部署における改善事例の共有、大臣評価を踏まえたテクニカルサポートでの対応時に

おける留意点・改善点などの説明を行いました。テクニカルサポートでの対応時における留意点・

改善点としては、例えば、複雑な案件や対応方法について担当者レベルで判断がつかない案件等に

ついては、販売事業者様へのご回答前に上席に相談することや、販売事業者様からのお問い合わせ

への対応等に関する弊社のオペレーションについて改善すべき点などを見つけた場合に、社内で改

善提案を吸い上げ、改善を推進する GEMBAと呼ばれるチーム（定期報告書 25-26頁）に報告するこ

と、販売事業者様へのご案内内容に関する具体的な改善例などを改めて説明しました。［質問状回答

２-３（第７回モニタリング会合資料２P２）］ 

➢ （アカウント停止が解除されたケースについて）異議申立ては、(a)反対の申立て、すなわち、販売

事業者様が、出品停止等の措置につながった問題について承服しない旨を、当該問題が存在しない

ことを証明する証拠（新たな証拠を含む場合もあります）をもって示す場合と、(b)販売事業者様

が、出品停止等の措置につながった問題について認めるとともに、規約を理解し、今後これを遵守

する意向を示す場合の 2つの類型に分かれます（定期報告書 20-21頁）。例えば、上記(b)に当たる

事例として、販売事業者様が販売する LEDランタン等の電気用品の PSEマーク付近に、法令上求め

られる事業者名の記載がないことを確認し、出品停止措置をとりましたが、その後、販売事業者様
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より、措置を受けて新たに事業者名が記載されたことが確認できる写真及び映像、適合性検査証明

書等の提出や、表示が不適切であったことの原因や改善策に関するご説明を受け、商品に適切な表

示が付されていることの一定の確認ができたことから、出品停止措置を解除した事例があります。

また、上記(a)でいう出品停止等の措置につながった問題が存在しないことを証明する証拠をもって

示す販売事業者様による異議申立ての事例としては、モバイルバッテリーについて、商標権者から

の偽造品販売の疑いがある旨の通知に基づき、商標権の有効性や商品ページ等を確認したうえで、

出品停止措置をとったところ、販売事業者様より、正規品であることを示す資料の提出を受け、措

置を解除した事例があります。［質問状回答３-10（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P

４-５）］ 

➢ （テクニカルサポートの他部門との連携について）Amazonでは、担当者が手順書等のみでは対応す

ることの困難なケースや事案が複雑なケースについて、販売事業者様へのお返事を差し上げる前に

上席や法務部を含めた関連部署に相談できるような仕組みを構築し、そのような仕組みを活用する

よう担当者にも研修等を通じて説明しております。もっとも、そのような社内の仕組みが十分に活

用しきれていない場合もあるように思いますので、今後さらに原因の究明を含めた改善のプロセス

等を通して、販売事業者様とのコミュニケーションの質の向上に努めて参りたいと考えておりま

す。［質問状回答３—11（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P５-６）］ 

➢ （解決方法の相談ができる「特定の問題」について）「特定の問題」とは、販売事業者様から弊社へ

のお問い合わせのきっかけとなった問題のことを指しており、販売事業者様がご相談可能な内容を

弊社において限定する趣旨ではございません。［質問状回答３—12（第７回モニタリング会合資料２

追加提出資料 P６）］ 

➢ （苦情処理に要した期間が倍以上増えた要因について）弊社では、2023年 9月に「アカウント健全

性評価」のリニューアルを行うにあたり、販売事業者様が未解決の規約違反に積極的に対応し、ア

カウントの健全性を維持または改善できるよう、リニューアルを行う 90日前からプレビュー期間を

設けるとともに、未解決の規約違反により今後アカウント停止のおそれのある販売事業者様に対す

る事前のご連絡等を行いました。その結果、アカウント停止措置を回避するため、規約違反に基づ

く個々の出品停止措置に対する販売事業者様からの異議申立てが一時的に増加しました。当該異議

申立てにあたっては、措置の原因となった問題が存在しないことを証明する証拠（新たな証拠を含

む場合もあります）の提出等が求められるところ、当該証拠の提出等に販売事業者様において時間

を要したことなどが苦情処理に要した平均期間が延びた主な要因と考えております。［質問状回答３

—13（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P６-７）］ 

➢ （問合せから 14日を超えているケースの対応について）2023年度において、苦情（69,107件）の

処理に要した期間は平均すると 14.46日ですが、このうち、約 37.5%は 24時間以内に、約 48.9%は

3日以内に解決しています（定期報告書 6頁）。そのため、苦情のうち半数が平均以上の期間を要し

ていたというものではございません。14日を超えて継続しているケースをより経験豊富な担当者が

精査する取組み（定期報告書 11頁）につきましては、2023年 6月から新たに開始した取組みであ

り、中でも特に長期化しているケースから優先的に精査を進めております。［質問状回答３—14（第

７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P７）］ 

➢ 寄せられている御意見一つ一つの事実関係が大事だと考えております。それは事実関係を確認した

上で、弊社として、適切に異議申立てのプロセスが、報告書とかで我々が報告させていただいてい

る内容が、ちゃんと機能していないのかどうかといったような観点からも精査するためにやはり重

要だと考えております。他方で、販売事業者様のことを悪く言うわけではないのですが、一定数不

正行為を行う目的で相談をしてくる販売事業者様もいらっしゃいまして、異議申立てに当たって
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も、Amazonでは明確に不正行為に関与していたといったような証拠がある場合でも、何とか措置を

覆そうとして、何回も異議申立てをしてきたりといったような場合もあるのです。そのような場合

に、Amazonの担当者レベルで確認をした上で、これは対応すべきではないということで却下するよ

うな対応をしているようなケースもありますので、やはりそこのバランスが課題であると考えてお

ります。善良な出品者様からの異議申立てについて、適切なエスカレーションプロセスを早く回す

といったような点については、沢田様から御指摘いただいたとおり、より改善に努めていかなけれ

ばいけないテーマではありますので、不正行為者との選別も含めて、今後とも Amazonとしてのオペ

レーションの向上に取り組んでまいりたいと思っております。［第７回モニタリング会合議事録

P19-20］ 

➢ Amazonのカスタマーサービスのほうで苦情対応に対してのノウハウがあるというような御指摘だと

思うのですが、そちらについても、出品者の相談窓口、セリング・パートナー・サポートというチ

ームがありますが、そちらのほうに共有するような仕組みも存在していると理解しておりますし、

また、該当する部署に対しては、私のほうからも、よりノウハウを共有して、改善につなげられる

ような取組を検討できないかというところを社内でも進めてまいりたいと思います。［第７回モニタ

リング会合議事録 P23］ 

➢ Amazonでは、販売事業者様の問題を解決するために、販売事業者様からのご意見が関連部署や担当

者の上席に適切に共有されるような仕組みを構築しておりますが、そのようなプロセスが結果とし

て採られなかった場合、その理由としては様々な要因が考えられるため、実際の個別の事案に関す

る情報をご提供いただけましたら、社内で調査し、上記のような弊社の仕組みが適切に機能してい

るかを含め確認させていただきたいと考えております。先日のヒアリングの場でも少し触れました

通り、例えば、弊社が有している情報に照らすと、販売事業者様によるご申告内容が実際の事実と

異なることが明らかであるにも関わらず、当該販売事業者様が繰り返し弊社に問い合わせをされる

場合なども考えられますが、他方で、善良な販売事業者様からの異議申立てについて、関連部署と

の適切な連携やエスカレーションプロセスが適切に機能していないケースについては、弊社として

オペレーションの見直しや改善に引き続き取り組んで参りたいと考えております。［第７回モニタリ

ング会合議事録 P29］ 

➢ 販売事業者からのお問い合わせを受け付けているテクニカルサポートの担当者に対する研修として

は、大きく分けて、新規の担当者に対する教育を目的とした研修と、新規のサービス等の導入に伴

う教育や、さらなるコミュニケーションの質の向上を目的とした研修の 2種類があります。担当者

の配属される拠点が異なっていることなどもあり、研修の多くはオンラインで実施されますが、い

ずれも対象者は原則として受講が必須となっており、未受講の場合は研修担当者が受講をフォロー

するなど、受講の有無についても適切に管理しております。［第７回モニタリング会合議事録 P29］ 

➢ 疑問点や御意見と同様の御意見を持っている利用事業者も少なくないということで、ＦＡＱとかと

いう形で開示できるのではないのかという点については、おっしゃるとおりでありまして、弊社と

いたしましても、透明化法対応の中で、今後より強化していきたい事項といたしましては、やはり

経済産業省様に寄せられている、モニタリング・レビューの会合の中でも共有されているような御

意見一つ一つについて、より精査をして、販売事業者様の誤解に基づくものなのであれば、その誤

解が起きないような表現とか、開示内容の改善につなげられるのかといったような取組も含めて、

より精査して、より精緻な形で改善につなげていきたいと考えております。［第７回モニタリング会

合議事録 P19］ 
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➢ ＦＡＱといったような、よくある質問みたいなページを該当するヘルプページとかに追加するとい

うのが一番適切ということであれば、そのような対応も検討させていただきたいと考えておりま

す。［第７回モニタリング会合議事録 P19］ 

 

■楽天 

➢ （苦情・相談等の対応担当者による対応の質の向上ための取組について）楽天市場の取り組みやコ

ンプラ関係の対応に熟知した以下の社員にて対応を行い、どのような苦情紛争が寄せられたとして

も迅速かつ適切に対応できるよう、日々各人が対応している業務内容の共有や意見交換等を実施し

ております。楽天市場のルール作成責任者、サービス企画担当者、弁護士資格を持つ実務担当者、

コンプライアンス責任者、渉外担当者等の多様な専門知識と経験を持つ 6名のメンバーで構成され

ている。［質問状回答３-16（第２回モニタリング会合資料２P６）］ 

➢ 苦情・紛争への対応について御説明いたします。苦情・紛争窓口として、営業部門などのほかの部

署から独立した窓口を設けておりまして、申立てをいただきました事項について第三者的な立場か

ら客観的、公平に対応を行っております。窓口に申立てがありました案件につきましては全件事実

確認を行いまして、判断結果、判断理由については個別に申立てを行った方へ回答しております。

［第２回モニタリング会合議事録 P４］ 

➢ 苦情・紛争の件数といたしましては、21年度は 21件、昨年度、22年度は 12件、本年度は 10件

と、昨年度と比較して、やや減少しております。［第２回モニタリング会合議事録 P４］ 

➢ 利用事業者の声について、もうちょっとクローズドな場でディスカッションをさせていただくとい

うのは、私どももぜひお願いしたいと思っております。利用事業者様の声の中にはひょっとすると

誤解に基づいた声になっているのではないかと思うものも少なからずございますので、もうちょっ

と踏み込んだ情報をいただいて、我々もその背景、事情などをあらかじめ確認した上で、より踏み

込んでディスカッションさせていただけるといいのかなと考えております。ぜひ前向きに検討させ

ていただきたいと考えております。［第２回モニタリング会合議事録 P14］ 

 

■LINEヤフー 

➢ インボイス制度の実施に伴い、システム上で発行される領収書につき、当該制度に対応した形式で

発行がなされるように仕様の改修を求める要望が多数寄せられため、システムを改修。［定期報告書

P10） 

➢ ストアツール上で、以下の各内容を掲載した。 

・利用事業者からの要望を受け「アプリ版注文詳細画面」をリリースした旨［定期報告書 P29］ 

・利用事業者からの声を受け、販促情報に関する案内の機能改善を行った旨・掲載場所の案内［定

期報告書 P29－30］ 

➢ （通知文に電話番号を記載していないことの影響について）話でのコミュニケーションに比較し

て、具体的な事実関係や主張内容について正しく理解するためには、詳細な情報量や一覧性が良い

文字情報をベースとした方法でご連絡をいただく方が適していると考えております。基本的に、架

電による出店者様からの連絡があった場合でも、詳細な事実関係や証憑の提出などはメールによる

こととなるので、ご連絡後の出店者様とのコミュニケーションはメールをベースにしたコミュニケ

ーションになることがほとんどでございます。そのため、メール通知文に電話番号を記載しないこ

とによる苦情申立ての件数への影響は非常に軽微なものと考えております。［質問状回答３-７（第

３回モニタリング会合資料２P７）］ 
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➢ （苦情・相談等の対応担当者による対応の質の向上ための取組について）弊社の窓口は報告書に記

載した通り、複数の窓口を設けております。そのうち、例えば一番多くの相談を受け付ける、窓口

ヘルプデスク（委託先事業者）に関しては、苦情に限らず対応の研修プログラムを整備しておりま

す。これに基づき、一定の基準を満たした担当者にて苦情・相談等の対応業務を行っております。

また、そうした業務研修を行なったうえで、お客様の満足度が低い担当者などに関しては、管理者

でモニタリングを行なっており、再研修など対応の基準を順守するための体制が構築されておりま

す。さらに、苦情の定義に該当する事象や温度感の高い事象が発生した際には速やかに弊社の CS担

当やストアサポートチームへ連携・報告されるフローを構築しており、より混み入った問題のある

事象について速やかに対応できるような複層的な体制を構築しております。なお、苦情・相談等の

対応担当者は、報告書の記載の通りの窓口を設置しており、その内容により、対応関係者が変わっ

てくるため、一律的な人数の算出は困難です。［質問状回答３-16（第３回モニタリング会合資料２P

８）］ 

➢ （苦情処理に関する満足度アンケートに関して）基本どのアンケートもほぼほぼ全ストア様対象に

投げさせていただいております。内容によって回答率は様々なのですが、５％とか 10％とか回答率

があるものもございますので、基本的には特に偏りなく、全ストア様に向けてアンケートを実施し

ております。［第３回モニタリング会合議事録 P20］ 

➢ （苦情処理の事後検証体制の運用について）基本的に運用開始しております。［第３回モニタリング

会合議事録 P20］ 

➢ 基本的にヘルプデスクは委託先の事業者になりますので、委託先の管理も含めてちゃんと研修プロ

グラムの中で基準を整備させていただいていて、もちろん具体的な中身になると細かくなってしま

うのですけれども、そういった対応をどれぐらいのクオリティー、スピードで行っているかも含め

て、そこら辺のクオリティーコントロールはちゃんとさせていただいています。お客様の満足度が

低い担当者に関しましては研修をもう一度やるとか、そういった体制も整備させていただいており

ますので、基本的にはそういった形でのクオリティーコントロールの一環として基準を整備させて

いただいているのが現状でございます。［第３回モニタリング会合議事録 P20］ 

 

3-3-4.利用事業者の状況等 

利用事業者の声 

■共通 

➢ 各プラットフォームとも、窓口の対応はよい。特に、楽天、Yahoo!はわかりやすい。 

■Amazon 

➢ テクニカルサポートのオペレーターの能力の差や・回答が統一されていないことが気になる。 

➢ テクニカルサポートに問い合わせても、定型文での返信や詳細情報を持ち合わせていないという回答

で解決に至らない。 

➢ 日本語のコミュニケーションに問題がある。日本語の質問に英語で返信されることがある。 

➢ 規約を読んでも詳細が分からないため、問い合わせをした時にちゃんと話を聞いてくれて、現在の問

題ある事象が規約のどこにあてはまるのか、どうすれば解決できるのかなど説明してくれると取引環

境がよくなるのではないか。 
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■楽天 

➢ 違反画像があった場合、担当者が、相手店舗に、「この画像はどこから手に入れたものですか？」など

問い合わせてくれる。 

 

会合での主な指摘 

■Amazon 

➢ モニタリング・レビューでの回答をほかの利用事業者にも広く共有することで、誤解が解消して、相

互理解が進む場合があるのではないかと思われるため、ＦＡＱのような形で利用事業者に共有しては

いかがか。［第７回モニタリング会合議事録 P18］※これに対する Amazonの説明は、3-3-3 21ポツ目、

22ポツ目参照。 

➢ テクニカルサポート等で解決しないためにデジタルプラットフォーム取引相談窓口に相談が入ること

が繰り返されている。定期報告書（抜粋版）には訓練や研修を実施していると書かれているところ、

引き続きテクニカルサポートのスキルのレベルアップに努め、たらい回しとならないように訓練して

ほしい。［第１回モニタリング会合資料５P１］ 

➢ 「テクニカルサポートは、問題を解決するため、必要に応じ、法務部やコンプライアンスチームなど

の他の部署とも連携している［定期報告書（抜粋版）P29］」とあるが、デジタルプラットフォーム取

引相談窓口に寄せられる情報によれば、他と連携しているようには読み取れない（テクニカルサポー

トからは、出品者に対して、テクニカルサポートには権限がない、他の問い合わせ窓口はない、他に

確認する術はないといった回答でシャットダウンされてしまっている）ので、機能していないのでは

ないかと懸念している。今後とも分かりやすい説明と部署の連携というものを実際に改善措置として

推進していっていただきたい。［第７回モニタリング会合議事録 P20、質問状回答３-11（第７回モニタ

リング会合資料２追加提出資料５-６）］※これに対する Amazonの説明は、3-3-3 12ポツ目、19ポツ

目参照。 

➢ 定期報告書（抜粋版）24頁「(ⅵ) 複雑な案件を適切に解決するための仕組み」に、「販売事業者様に

進捗状況を随時報告」と記載されているが、DPCDに寄せられる相談では進捗状況がわからなくてやき

もきしているという相談が多く、実態との相違を感じる。［第１回モニタリング会合資料５P２—３］ 

➢ 現場レベルでのルールの当てはめが適切でないケースが苦情につながっているように思われました。

そこへの救済策が異議申立てということだと理解しているのですが、現状、異議申立てが通常のプロ

セスだとあまり機能していない、途中で止まってしまうことがあるように見えております。寄せられ

た異議申立ての中から、苦情を処理するテクニカルサポートの担当者さんの判断ではなくて、エスカ

レーションするものを早めに、横からというか上からというか、抽出するような仕組みを整備してい

ただけるといいなということで、これはお願いでございます。※これに対する Amazonの説明は、3-3-

3 16ポツ目参照。 

➢ ＢｔｏＣをやっているセクションの方々とよく交流して、どういうことをやっているか、どうやって

質問数を下げるための努力をしているのか参考にしてはどうか。［第７回モニタリング会合議事録 P23］

※これに対する Amazonの説明は、3-3-3 17ポツ目参照。 

■楽天 
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➢ デジタルプラットフォーム取引相談窓口への相談状況などを踏まえると、自社の苦情対応が効果的な

のではないかと思われる。単にネット上にルールを書くだけではなく、出店にあたっての注意事項を

セミナーで実施している点も好印象である。 

■LINEヤフー 

➢ 出店者の声を積極的に聞き、運営改善に生かされている点はとてもよい。［第３回モニタリング会合議

事録 P17］ 

 

3-3-5. 大臣評価に向けての提案 

苦情及び紛争の原因となった事象を、重要性と複雑さに応じて、適切かつ迅速に処理・解決する（指針２．

２①）ためには、苦情・紛争の窓口になっている担当者の知識・能力・権限・他の部署との連携等も重要で

ある。 

この点、Amazon からは問合せ窓口の担当者についてトレーニングを実施している旨の説明がなされてい

るところ、報告されている研修の内容は法の義務に則った取組みであると評価すべきと考える。 

もっとも、委員・オブザーバーからは、テクニカルサポート等で解決しないためにデジタルプラットフォ

ーム取引相談窓口に相談が入ることが繰り返されている状況に鑑み、引き続きテクニカルサポートのスキル

をレベルアップに努め、たらい回しとならないように訓練してほしいとの声もあり、Amazon に対して、トレ

ーニング内容の見直しも含め引き続き担当者の能力向上に努めることを期待すべきと考える。 

また、権限・他の部署との連携に関して、Amazonは「テクニカルサポートは、問題を解決するため、必要

に応じ、法務部やコンプライアンスチームなどの他の部署とも連携している」（定期報告書（抜粋版）29頁）

と報告している。一方で、委員・オブザーバーからは、テクニカルサポートから出品者に対して、テクニカ

ルサポートには権限がない、他の問い合わせ窓口はない、他に確認する術はないといった回答によりシャッ

トダウンしている等の相談事例がデジタルプラットフォーム取引相談窓口に寄せられていることから、十分

に機能していないのではないかとの懸念の声があった。また、現場レベルでのルールの当てはめが適切でな

いケースが苦情につながっているように思われるとの声もあった。Amazonは、「善良な販売事業者様からの

異議申立てについて、関連部署との適切な連携やエスカレーションプロセスが適切に機能していないケース

については、弊社としてオペレーションの見直しや改善に引き続き取り組んで参りたいと考えております。」

と述べており、2023 年６月に開始した、14 日を超えて継続しているケースをより経験豊富な担当者が精査

する取組み（定期報告書（抜粋）P11）、と合わせてエスカレーションフローの見直しを期待すべきと考える。 

次に、楽天については、委員・オブザーバーから、「デジタルプラットフォーム取引相談窓口への相談状

況などを踏まえると、自社の苦情対応が効果的なのではないかと思われる。単にネット上にルールを書くだ

けではなく、出店にあたっての注意事項をセミナーで実施している点も好印象である。」と楽天での苦情処

理状況に好意的な意見があった。もっとも、担当者のスキルアップのための取組みについて、苦情相談窓口

が多様な専門知識と経験を持つ 6 名のメンバーで構成されていることや意見交換を実施してること等を述

べているが、そもそも、苦情相談窓口以外が不服申立て先の受付窓口になっているところ、苦情相談窓口以

外の担当者のスキルアップや部門間の連携状況については不明であり、判断することができない。そこで、

楽天に対しては、「苦情」を受け付ける可能性がある他の窓口も含めた担当者スキルアップのため取組みな

どの報告、そして、その取組みが有効適切と考える理由を次年度の定期報告書に記載することを期待すべき

と考える。 

LINEヤフーについては、問い合せ・苦情対応のフローが詳細に定められていること、研修プログラムの実

施されていることや、満足度アンケートの実施していることなどは法の趣旨に沿った取組みと評価すべきと
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考える。 

また、モニタリング・レビューでの回答をほかの利用事業者にも広く共有することで、誤解が解消して、

相互理解が進む場合があるのではないかと思われるとの委員・オブザーバーの意見も踏まえ、特定デジタル

プラットフォーム提供者各社に対し、モニタリング・レビューでの質疑での回答内容をＦＡＱ等の形で利用

事業者に共有することの検討を期待すべきと考える。 

 

3-4. プラットフォーム利用の対価（手数料等）に関する懸念への対応について 

前記の通り、経済産業省は、2024年８月２日、Amazon に対して、手数料の開示等に関する勧告を行った。当

該勧告では Amazonには３ヶ月おきの報告を求めているところ、当該勧告に基づき適切に改善がすすめられてい

るか引き続き注視していく。 

 

3-5. 国内管理人の役割について 

3-5-1.問題の所在 

透明化法では、国内における関係者との適切かつ緊密なコミュニケーションを踏まえて、特定デジタルプ

ラットフォームの提供に関する運営改善・相互理解の促進を期待し、国内管理人が選任されることが重要で

あるとしている。 

国内管理人の役割として期待される取組例は、国内における関係者との間のコミュニケーションを管理す

ることや当該コミュニケーションを踏まえて、必要に応じて特定デジタルプラットフォームの提供に関する

運営の改善に向けた調整を、適切かつ主体的に行うことである。 

特定デジタルプラットフォーム提供者からは、国内管理人の選任状況や取組みなどが報告されているとこ

ろ、今年度のモニタリング・レビューでは、国内管理人の権限について指摘がされた。後述するように、国

内管理人の権限は「適切かつ主体的」に運営改善に向けた取組みを行う観点から重要であると考える。 

 

3-5-2.該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、利用事業者を含む関係者とのコミ

ュニケーションを担う国内管理人が、運営改善に向けた中心的な役割を果たしていくことを求めた。 

【事務局注：該当法令】 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、特定デジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者との

間の取引関係における相互理解の促進を図るために必要な措置を講じなければならない（法第７条第１項）。 

特定デジタルプラットフォーム提供者が商品等提供利用者その他の関係者と緊密に連絡を行うために国

内において必要な業務の管理を行う者の選任に関する事項（法７条３項４号）として、以下の方向性に沿っ

た適切な取組みを実施することが重要である（指針２．３）。 

① 特定デジタルプラットフォーム提供者が関係者と緊密に連絡を行うために国内において必要な業務の

管理を行う者（以下「国内管理人」という。）を選任すること 

② 関係者とのコミュニケーションの管理及び当該コミュニケーションを通じた特定デジタルプラットフ

ォームの提供に関する運営の改善に関して、必要に応じて適切な調整を国内管理人が行うことができる

仕組みを構築すること 

 

3-5-3.各特定デジタルプラットフォーム提供者における取組み内容 
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■Amazon 

➢ 国内管理人が、社内外の関係者と積極的にやり取りをする際のハブとして、利用事業者への対応に

関する意見等を取り上げ、それらに基づき弊社の運営の品質改善を推進。[定期報告書 P34] 

 

3-5-4.利用事業者の状況等 

会合での主な指摘 

■共通 

➢ 国内管理人に選定された方々は、職務を全うしようと一生懸命に対応しようとしているとは思うが、

そもそも国内管理人として十分に役割を果たせるような権限を与えられているのか疑問がある。［第１

回モニタリング会合議事録 P８—９］ 

➢ 各 DPF の報告書抜粋部分として「JADMA と情報交換を行っている」という内容の記載がございますが

（82、87、104ページ）、各モールがなぜ JADMA と情報交換しているのかがわからず、唐突な印象を受

けます。定期報告書には「相談窓口を委託運営しているのが JADMA である」という説明をどこかに一

文入れていただくとありがたく存じます。[第 10回モニタリング会合資料４]  

■Amazon 

➢ 定期報告書（抜粋版）34頁に「（ⅰ）速やかに関連部署と連携し、～JADMA への対応結果の共有」とあ

るが、実際に回答が届くのは数か月後のこともある。また、「JADMA」という単語が 20回以上登場して

密な関係という印象を受けるかもしれないが、実際にはミーティングを年二回程度する関係性であり、

実態に対して誇張している印象を受けた。［第１回モニタリング会合資料５P１］ 

 

3-5-5. 大臣評価に向けての提案 

Amazon 及び楽天からは国内管理人の選任が報告されているが、LINE ヤフーからは、日本国内に本社を有

し、全ての業務を国内において行っているため、該当しない旨報告が提出されている。この点、法第７条第

３項第４号、指針２．３①②は、本社が海外にある企業か国内にある企業かを区別せず、特定デジタルプラ

ットフォーム提供者が関係者と緊密に連絡を行うために国内において必要な業務の管理を行う者の選任が

重要である旨規定している。そこで、LINE ヤフーに対しては、『関係者と緊密に連絡を行うために必要な業

務の管理を行う者』に相当する者が存在しない又は存在するが国外にいる場合には、国内管理人の選任を求

める（法第７条第３項第４号、指針２．３①②）。仮に『関係者と緊密に連絡を行うために必要な業務の管

理を行う者』に相当する者が国内に所在するようであれば、次年度の定期報告書で報告を求めるべきと考え

る（法第９条第１項第４号）。 

次に、Amazonからは、国内管理人が毎月の定例会議やテクニカルサポートの担当者へのトレーニング、セ

ラーフォーラムのモニタリング等を行っているとして具体的な取組みが報告された。また、楽天からも、楽

天タウンミーティングや楽天市場サービス向上委員会等で利用事業者や外部有識者と意見交換等を行って

いる旨報告がされた。このような取組みは、特定デジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者その

他の関係者とが緊密に連絡を行うために有用といえ、透明化法の義務に則った取組みであると評価すべきと

考える（法第７条第３項第４号、指針２．３①②）。 

一方、今年度のモニタリング・レビューにおいては、委員・オブザーバーから、そもそも国内管理人とし
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て十分に役割を果たせるような権限を与えられているのか疑問があるとの意見があった。 

一般的に、運営の改善に向けた調整を、適切かつ主体的に行う（指針３．３①参照）ためには、調査権限

や差止権限など一定の権限があることが望ましいといえる。Amazonは、毎月の定例会議やセラーフォーラム

のモニタリングにおいて、国内管理人が透明化法に即して改善するべきと考えた事項について、各部署に対

して改善を指示することが依頼ベースなのか、社内規約に基づき一定の権限が与えられているのかによって、

当該担当部門と意見が一致しない場合には、運営改善が十分に果たせるのか異なり得る。また、Amazonのセ

ラーフォーラムは誰でも閲覧することができ特別な権限がなくてもモニタリングは可能であるとところ、内

部の各種データへのアクセス権限などの調査権限の有無は国内管理人による問題点の調査・改善において大

きな差をもたらすと考える。また、楽天からは、業務管理者（国内管理人）が、コマース＆マーケティング

カンパニーのコンプライアンス責任者を兼ねている旨の報告がなされているが、権限は判然としない。 

この点に関連しては、定期報告書では、国内管理人の指揮下にコンプライアンスを担当するチームを編成

したとことやその役割が記載されているが（31頁）、他の部門に対する権限については記載がなく、その実

効性については判断することができない。 

そこで、Amazon 及び楽天に対して、透明化法第第７条第３項第４号・９条第１項第４号、指針２．３①②

に基づき、次年度の定期報告書において、国内管理人が行った施策に加えて、上記のような是正権限や調査

権限の有無・内容を報告すること、仮にこれらの権限がない場合には十分に職務を果たすことができると考

える理由を記載することを期待すべきと考える。 

 

3-6. その他の利用事業者の意見を踏まえた運営改善について 

3-6-1.問題の所在 

特定デジタルプラットフォーム提供者は、各社のビジネスモデルを背景に様々な取組みをしている。各社

の判断で当該ビジネスモデルを採用した以上、そこから生じる利用事業者の相談・苦情に対し適切に対処す

る責任がある。その際、当該苦情自体への丁寧な対応だけではなく、内容に応じてヘルプページの追加・更

新、取組み自体の見直しも含めた検討が必要である。 

例えば、Amazonでは、楽天や LINEヤフーと異なり１商品１カタログになっているところ、カタログ編集

権限や模造品等を販売する事業者による相乗り出品について利用事業者の納得が得られている状況とは言

い難い。 

また、カタログが１つであることによって商品の購入への経路が限定されていることから、当該カタログ

の「おすすめ出品」（いわゆる「カート」）の欄に掲載されていることは売上に影響を与えるものと考えられ

る。そして、「おすすめ出品」掲載の考慮要素として挙げられている競争力ある価格の仕組みは商品代金に

直結することから、利用事業者の経営判断に与える影響が少なくない。 

この点、本年度のモニタリング・レビューにおいては、Amazonから、相乗り出品・競争力ある価格につい

て、取組みや仕組みについて一定の説明がなされたが、競争力ある価格について利用事業者の理解が得られ

ているとは言い難い。 

なお、本大臣評価では、利用事業者の声を踏まえて Amazon の取組みを取り上げているが、自ら採用した

ビジネスモデルに起因する責任が発生することは、楽天・LINEヤフーも同様である。 

 

3-6-2.該当法令及び昨年度の大臣評価における指摘事項 

2023年度大臣評価では、特定デジタルプラットフォーム提供者に対し、相乗り出品に伴う課題、商品の販

売価格の推奨、販売手数料カテゴリーの設定・変更に関し、Amazonに対し、早急な対応（相乗り出品等のビ
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ジネスモデルに伴う出品者の不利益の緩和に向けた取組みや説明を求める趣旨）を行うとともに、利用事業

者からの相談・苦情等があった場合には、丁寧な説明や真摯な対応を行うことが求めた。 

  【事務局注：該当法令】 

特定デジタルプラットフォームについての商品等提供利用者からの苦情の処理及び特定デジタルプラッ

トフォーム提供者と商品等提供利用者との間の紛争の解決のために必要な体制及び手続の整備に関する事

項として（法第７条第３項第３号）、以下の方向性に沿った適切な取組みを実施することが重要である（指

針２．２．１）。 

① 苦情及び紛争の原因となった事象を、重要性と複雑さに応じて、適切かつ迅速に処理・解決するため

の仕組みを構築すること 

② 苦情及び紛争を端緒として、苦情及び紛争に関する情報を有効に利用して特定デジタルプラットフォ

ームの提供に関する運営を改善すること 

 

3-6-3.各特定デジタルプラットフォーム提供者における取組み内容 

■Amazon 

➢ 相乗り出品：真正な商品の詳細ページに偽造品に関する否定的なレビューが投稿されていることが

確認された場合など、ポリシーに沿わないレビューが掲載された場合には、そのようなレビューを

当該ページから削除するようプロセスを構築している。令和 5年度大臣評価を受け、当該プロセス

が確実かつ迅速に実行されるよう再確認している。［定期報告書 P30、41］ 

➢ 販売価格の推奨：利用事業者の出品がおすすめ出品となるか否かは、配送スピード、販売事業者様

のカスタマーサービス、在庫状況など、他の多くの要因によって決定されるものであり、価格設定

のみによって決定されるわけではない。おすすめ出品に関するこれらの主要な考慮要素について

は、利用事業者にもセラーセントラル上で説明している。［定期報告書 P41］ 

➢ なお、Amazonでは、消費者に購入の興味を持っていただくために、競争力のある価格が設定されて

いない出品については、利用事業者が、「価格見直し推奨商品タブ」を参照することにより、価格の

見直しを容易にできるよう、利用事業者の販売活動をサポートしている。［定期報告書 P41］ 

➢ 販売手数料カテゴリーの設定・変更：利用事業者からの意見等を受け、各商品に適用される手数料

の透明性を高めるため、「手数料カテゴリーのガイドライン」という新たなガイドラインを 2024年

５月に公表。各手数料カテゴリーに関する具体的な商品例を幅広く掲載することで、利用事業者が

自らの出品に対していずれの手数料カテゴリーが適用されるのか、従前よりも容易に確認できるよ

うになっている。さらに、利用事業者が出品する商品に対する手数料のカテゴリーの変更にあたっ

ては、適切な通知が送られるよう、プロセスを確認・見直している。［定期報告書 P26］ 

➢ Amazonでは、真正な商品の詳細ページに偽造品に関連する否定的なレビューが投稿されていること

が確認された場合など、弊社のポリシーに沿わないレビューが掲載された場合には、そのようなレ

ビューを当該ページから削除するようプロセスを構築しています。もっとも、偽造品に関するレビ

ューであることが確認できない場合や、それらの確認のために時間を要する場合などもあることか

ら、レビューが引き続き商品ページに掲載されていることについて販売事業者様からご意見をいた

だているケースがあるものと考えております。Amazonでは、引き続き、真正ではないレビューが表

示されないよう、偽造品に基づくレビューなどを検知・特定する精度や速度の改善を進めて参りま

す。［質問状回答８-１（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料 P11-12）］ 
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➢ （「令和 5年度大臣評価を受け、当該プロセスが確実かつ迅速に実行されるよう再確認している。」

についての具体的な内容）同上。［質問状回答８-２（第７回モニタリング会合資料２追加提出資料

P12）］ 

➢ （偽造品に関するレビューの取扱いに関する運用の見直す際の利用事業者の声の検討状況につい

て）偽造品に関するレビューの取扱いに関する現行の運用を見直すにあたっては、テクニカルサポ

ート等に実際に販売事業者様から寄せられたお問い合わせの中から、他の販売事業者が同一の商品

詳細ページにおいて偽造品の疑い等のある商品を出品しており、当該販売事業者から購入したと思

われるお客様からのレビューの掲載についてお問い合わせをいただいた件を集め、内容とその原因

を分析するなどの対応を行っております。［質問状回答３－２（第７回モニタリング会合資料２追加

提出資料 P４）］ 

➢ （他のサイトよりも値下げを求められたといった利用事業者の声について）Amazonのストアでは、

販売事業者様は、販売価格や配送品質といった出品条件を自由に設定することができます。弊社で

は、販売事業者様に対して、「おすすめ出品」に選ばれやすくするための価格をご案内することはあ

りますが、販売事業者様の他の販路や他の小売サイト上の価格と比較して値下げを求めることはあ

りません。「おすすめ出品」は、お客様が選択するであろう出品を予測し、商品詳細ページにおいて

それをおすすめするものです。［質問状回答８-３（第７回モニタリング会合資料２P７-８］ 

➢ おすすめ出品として掲載されるための資格と、おすすめ出品としてどの出品が掲載されるかという

のは別の段階の話になります。前者の基準については、御質問でも引用いただいた大口出品であっ

て、パフォーマンス指標を満たしていて、一定の注文数のある出品者様。これはあくまでも出品者

様単位で、おすすめ出品に掲載されるための資格があるかというのを判断しております。［第７回モ

ニタリング会合議事録 P14-15］ 

➢ おすすめ出品に掲載される資格がある出品者様に出品していただいているオファーの中から、どの

ようにおすすめ出品として掲載されるものが選ばれるかという点に関しては、価格や配送スピード

等、弊社セラーセントラルで出品者にも公開している要素をベースに、お客様が全ての出品を比較

した場合に選択するであろう出品を予測しておすすめ出品を選んで掲載しております。［第７回モニ

タリング会合議事録 P15］ 

➢ おすすめ出品の利用資格というページに、他の購入サイト等の販売資格と比較して、競争力のある

価格が提供されていない場合には、当該商品の商品詳細ページにおすすめ出品が表示されない場合

がありますとありますが、そちらの機能については、出品されている特定の商品について競争力の

ある価格が提供されている出品が１つもない場合には、おすすめ出品の枠がその商品ページには表

示されないといったような機能になります。［第７回モニタリング会合議事録 P16］ 

➢ どの出品も競争力のある価格が提供されていないため、その機能が発動した場合には、おすすめ出

品ではなく、そちらの該当するところに、「すべての出品を見る」というボタンが表示されまして、

そちらの「すべての出品を見る」というボタンをクリックしていただくと、Amazon上の全ての出品

を閲覧して、お客様が選ばれる出品から購入していただくことができるような仕組みになっており

ます。［第７回モニタリング会合議事録 P15］ 

➢ このようなおすすめ出品の仕組みについては、アメリカやヨーロッパについても基本的には導入さ

れております。また、価格の自動調整のツールについても、販売事業者様に提供させていただいて

おりますが、そちらも日本を含めて、アメリカやヨーロッパにおいても基本的に任意のサービスと

して提供させていただいております。［第７回モニタリング会合議事録 P15］ 

➢ おすすめ出品に選ばれやすくなるための価格の御案内については、先ほど若江委員の御質問への回

答でも申し上げましたとおり、おすすめ出品の枠というのは、基本的にはお客様が選ぶであろう商
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品をおすすめ出品として掲載するといったような形になっていまして、おすすめ出品として掲載さ

れない場合、またはおすすめ出品という枠が表示されない場合でも、販売事業者様の出品を閲覧し

て購買できるような形になっております。Amazonとしては、あくまでお客様に選ばれやすい価格を

推奨するための機能と考えております。［第７回モニタリング会合議事録 P21］ 

➢ 価格の設定に関する販売事業者様からのご質問について、正確かつ丁寧に回答すべく、よくあるご

質問と模範的な回答例をまとめたものを社内関係者に周知しました。また、価格の見直しを推奨す

る仕組みなどに関する法的な問題等に関しても、社内関係者は随時法務部の担当者に相談すること

が可能であり、そのような相談の機会も定期的に設けています。［第７回モニタリング会合議事録

P25］ 

➢ まず最初に、より詳細な情報を共有するための方法としてどのようなことが考えられるかという点

については、経済産業省様とＪＡＤＭＡ様との間で透明化法の相談窓口に寄せられた御相談の中で

は、やはり販売事業者様からの了解を得られたものについては具体的な詳細を共有していただい

て、そのような詳細を共有していただくことによって、弊社として根本的な問題点が特定できて、

改善につなげられた事例が一定程度ありますので、我々としても、詳細な情報を共有する仕組みと

いうのは、弊社の改善にもつなげられる問題として非常に重要だと考えております。［第７回モニタ

リング会合議事録 P18-19］ 

➢ 他方で、相談されている販売事業者様から同意なく、そのような詳細を共有するというのは難しい

という点、個人情報とか、また、一部の販売事業者様については報復行為の心配とかいったような

ことを気にされて同意が得られないような場合がありますので、弊社といたしましては、経済産業

省様やＪＡＤＭＡ様と連携を強化していく中で、また、透明化法対応のチーム、私のチームが独立

性を持って公平な形で評価をして真摯な対応をしているといった姿勢を示すことで、より安心して

詳細を経済産業省様、ＪＡＤＭＡ様を通して、Amazonと共有していいというように了解いただける

ような環境づくりが大事だと思います。なかなか難しい問題で、何か１つよい仕組みがあればいい

のですが、我々の改善と、我々が誠意を持って真摯に取り組んでいるという姿勢を理解していただ

けるような取組を、一歩一歩弊社で進めていただくことが大事であると考えております。［第７回モ

ニタリング会合議事録 P19］ 

 

■LINEヤフー 

➢ （「利用事業者の声」に事実誤認と思われるケースがあるかについて）本ご質問について、「利用事

業者の声」につきましては、弊社側の具体的な行為、そこに至るまでの経緯など個別具体の状況が

特定できないため、的確な回答を行うことができません。つきましては、各利用事業者のお声を踏

まえた一般的な回答に留めさせていただきます。今後は、弊社の具体的な行為や、ごく一部の事業

者様の声なのか、多くの事業者様の声なのかを明確にしていただくことで、より有意義な相互理解

が進むのではないかと考えております。弊社としては、あらゆる機会を通じて、個々の事業者様の

ご意見を傾聴する所存ではありますが、一般ユーザーや多くの事業者様のご意見・ご要望の中でバ

ランスをとることも弊社の責務であると認識しておりますので、今後の公表資料への掲載方法等に

当りましては、当該問題意識も十分に踏まえていただき、ご検討いただければ大変幸いに存じま

す。［質問状回答１-５（第３回モニタリング会合資料２P２-３）］ 

➢ 苦情を踏まえた運営改善の事例を幾つか御紹介させていただきたいと思っています。まず１つ目の

事例は、ストア様の要望で、インボイス対応、我々としてなかなか対応できていなかった部分がご

ざいました。多少見づらいところがあるのですが、上がビフォーで下がアフターということで、ス

トア様の御意見で、登録番号をこちらに記載してほしいというところで、お客様からストア様に
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一々この番号の問合せがあって、そのたびに返答していただくお手間を発生させてしまっていたと

いうことがございましたので、システムで自動的に番号を表示する対応をこちらで行っておりま

す。これによって、ストア様のオペレーションがかなり軽減できているという事例になっておりま

す。（第３回モニタリング会合議事録 P５） 

➢ ２つ目になります。こちらもストア様の御意見を踏まえて改善した内容となっております。左側の

画面になりますが、今まで注文管理に関してはＰＣ版のみ、いわゆるＰＣを開けてブラウザーで確

認していただく形でしか対応できなかったのですが、やはり外出先も含めて随時注文情報を確認し

たいというストア様からの声を多数いただいておりましたので、スマホアプリでの表示に対応す

る、運営改善を行わせていただいております。（第３回モニタリング会合議事録 P５） 

➢ そのほかちょっと細かいところも含めて、この後のページで８事例ほど御紹介させていただきま

す。ストア分析レポート、いわゆる健康診断レポートの改善や、販促情報が分かりづらいというス

トア様がいらっしゃいましたので、こういったものの分かりやすさの改善。あとは二重注文を分か

りやすく管理できる機能の追加を行いました。（第３回モニタリング会合議事録 P５） 

➢ ストア様用ツールそもそもの改善や、お客様の問合せを自動的に返すことによって、ストア様のオ

ペレーション改善、軽減をさせていただく機能の追加。こういった様々なお客様、ストア様の声を

いただいて、改善している事例になっております。（第３回モニタリング会合議事録 P５） 

➢ メール、営業からの意見、あとは私も含めて毎月３、４件のストア様に直接訪問させていただい

て、様々な意見を頂戴しています。写真は、Best Store Award という表彰式の様子ですが、式の後

や懇親会も含めて直接ストア様からの御意見もいただきながら、先ほどの事例のような改善も随時

行っている状況になっております。これらを積極的に行うことによって、ストア様にとって安心・

安全で分かりやすいオペレーション、運営しやすいオペレーションもしっかりと提供していきたい

と考えております。（第３回モニタリング会合議事録 P５） 

 

3-6-4.利用事業者の状況等 

利用事業者の声 

■Amazon 

➢ 競争力ある価格設定ではないとして値下げを求められる。他の ECサイトでは同額でも 10%のポイント

還元をしているところ、それに相当する値引き・ポイント付与などをしないとカートが取れない。 

➢ 自社サイトであれば手数料がかからないので、Amazon.co.jpに出品するよりも低額で販売が可能なと

ころ、その自社サイト価格と比較して値下げを求めるのは不適切ではないか。※これに対する Amazon

の説明は、3-6-3 ８ポツ目参照。 

➢ 競争力ある価格の判定にあたって送料込みの価格と比較することは比較対象として不適切ではないか。

※これに対する Amazonの説明は、3-6-3 ８ポツ目参照。 

➢ 商品価格をビッグカメラ、トイザラス、上新電機と同じ価格にするよう圧力をかけられた。※これに

対する Amazonの説明は、3-6-3 ８ポツ目参照。 

 

会合での主な指摘 
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■Amazon 

➢ 競争力ある価格はおすすめ出品に選ばれやすくするための価格の案内であるとの説明だが、現実には

カートが取れなくなった等の相談が相当数あり、価格設定の制限というように受け止めている出品者、

利用事業者の相談というのが多数寄せられている。［第７回モニタリング会合議事録 P21］※これに対

する Amazonの説明は、3-6-3 14ポツ目参照。 

➢ 相乗り出品については、昨年度モニタリング・レビューで取り上げたような相乗り出品される側の不

満の声もあるが、相乗り出品した出品者から、カタログ表記に誤りがある場合カタログ編集権者が不

明である、Amazon に申告しても認められないことなどによりカタログの修正が難しい等の声もある。

[第 10回モニタリング会合資料４] 

 

事業者アンケートの結果 

■Amazon 

➢ ３割弱の利用事業者が、いわゆる「競争力のある価格」に類する取扱いの適用を受けたことがあると

回答している。 

 

第１回モニタリング会合資料１－１ P78 

 

3-6-5. 大臣評価に向けての提案 

相乗り出品について 

真正な商品の詳細ページに相乗り出品で販売された偽造品に関する否定的なレビューが投稿されている

ことが確認された場合など、ポリシーに沿わないレビューが掲載された場合には、そのようなレビューを当

該ページから削除するようプロセスを構築した、と Amazon からは報告があった。また、令和５年度大臣評
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価を受け、テクニカルサポートに寄せられた問い合わせ内容を踏まえて、当該プロセスが確実かつ迅速に実

行されるよう再確認した旨が報告された。 

一方で、「偽造品に関するレビューであることが確認できない場合や、それらの確認のために時間を要す

る場合などもあることから、レビューが引き続き商品ページに掲載されていることについて販売事業者様か

らご意見をいただているケースがあるものと考えております。Amazonでは、引き続き、真正ではないレビュ

ーが表示されないよう、偽造品に基づくレビューなどを検知・特定する精度や速度の改善を進めて参ります。」

との説明があった。 

１商品１カタログの仕組みが採用され、相乗り出品ができることによって生じる課題については、利用事

業者の声を踏まえた改善が見られるところ、指針２．２．１①・②に沿った取組みといえ、透明化法の義務

に則った取組みであると評価する。今後さらに取組みが進んだ場合や利用事業者の声などで課題が発覚した

場合には、定期報告書での報告を期待すべきと考える。 

また、本年度のモニタリング・レビューでは、相乗り出品した利用事業者がカタログの表記に誤りがある

ことに気づいた場合でもカタログの修正が困難であるといった声がある旨指摘された。カタログの表記につ

いては消費者が商品を選択する際の重要な情報であることから、当該カタログで出品している利用事業者へ

の影響も大きく、正確性が担保されている必要がある。カタログが誤っていることの証明ができていないこ

と等が原因と推測されるが、例えば、編集権限が全部または一部の利用事業者に付与しない仕組みを採用し

ていて、迂回行為防止のため証明方法を詳細に列挙できないのであれば、利用事業者からの申告内容を踏ま

え証明方法をテクニカルサポートが適切に説明するなど、体制整備面での改善が望まれる。Amazonからは、

商品を出品する利用事業者がセラーセントラル上の在庫管理ページから変更・修正を提案することができる

ことや、カタログ上に法令違反等があった場合の提出窓口が設けられていることの説明があった。もっとも、

本年度では、カタログ編集権限に関する Amazon の考え方・仕組み、修正依頼をした場合のフロー、これら

の利用事業者への開示状況等が現在の説明では十分明らかになったとは言い難いことから、本年度の大臣評

価では判断することができない。そこで、Amazonに対し、法第７条第３項第３号、省令第１４条第４項、指

針２．２．１①②の趣旨に鑑み、次年度の定期報告書において、カタログの編集権限に関する考え方・仕組

み、修正依頼をした場合のフロー、これらの利用事業者への開示状況、並びに、上記のような問題について

自社に寄せられている利用事業者の声を分析した結果を踏まえた対応策（仕組みの見直し、または、仕組み

自体に問題がないのであれば開示内容の充実など）を報告することを期待すべきと考える。 

競争力ある価格の仕組み 

本年度のモニタリング・レビューにおいて、Amazon からは、利用事業者において販売価格や配送品質とい

った出品条件を自由に設定することができる、Amazon が利用事業者に対して「おすすめ出品」に選ばれやす

くするための価格を案内することはあるが値下げを要請はしていない、「おすすめ出品」に選ばれなかった

としても消費者は「すべての出品を見る」のボタンから購入することができる等の説明がなされた。 

しかし、消費者の多くが「おすすめ出品」から購入していると推測され、「おすすめ出品」に掲載されない

影響は大きく、委員・オブザーバーからは「カートが取れなくなった等の相談が相当数あり、価格設定の制

限というように受け止めている出品者、利用事業者の相談というのが多数寄せられている。」といった意見

も出ている。利用事業者からは、送料込みの価格と比較することは不適切ではないかとの比較対象を問題視

する声もある。 

また、経済産業省の実施したアンケート調査の結果、３割弱の利用事業者が、「競争力のある価格」に類

する取扱いの適用を受けたことがあると回答しており（第１回モニタリング会合資料１－１ 78 頁）、利用

事業者に与える影響も小さくない。 

この点、指針２．２．１①・②を踏まえ、2023年度の大臣評価では、早急な対応（相乗り出品等のビジネ
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スモデルに伴う出品者の不利益の緩和に向けた取組みや説明を求める趣旨）を行うとともに、利用事業者か

らの相談・苦情等があった場合には、丁寧な説明や真摯な対応を行うことを求めた。しかしながら、本年度

のモニタリング・レビューにおいては、このような取組みについての報告はなされておらず、体制整備義務

（法第７条第３項第３号）が尽くされているとは評価できない。 

そこで、Amazon に対し、利用事業者から寄せられる上記の声を有効に活用した、運営の改善に向けた検

討を求める。仮に検討した結果、運営改善の必要性はないと考えるのであれば、例えば、公正性の評価のた

め、「おすすめ出品」に選ばれなくても売上に影響がないことを示す数字、比較対象として送料込みの価格

とすることの合理性など具体的な根拠をもって「競争力ある価格」の仕組みが値下げを要請するものではな

いこと等の説明を求めるべきと考える。 

  



129 

4. おわりに 

総合物販オンラインモール・アプリストア分野については、３回目のモニタリング・レビューとなった。これ

まで２回の大臣評価における改善や情報開示の求めを経て、特定プラットフォーム提供者の運営に一定の改善が

見られたところ、本年度は、個社ごとに残っている課題への対応改善等を中心に指摘した。  

また、本年度は、モニタリング会合のヒアリングに加えて、事前の質問状のやりとりを介した委員・オブザー

バーと特定デジタルプラットフォーム提供者との議論を通じ、特定デジタルプラットフォーム提供者から数多く

の情報が提供されたことは有意義であった。また、本会合におけるヒアリングでは、質問状への回答に対する追

加情報が提供されたことに加え、委員・オブザーバーとのコミュニケーションを通じて、関係者間で議論を深め

ることができた。各社のモニタリング・レビューに対する継続的な協力姿勢は、共同規制の趣旨や相互理解の促

進という観点から評価できる。  

一方で、昨年度の大臣評価で改善が求められた取組みや透明性・公正性を高めるため一層の対応が求められた

内容につき、必ずしも改善が見られなかった内容や十分な説明が尽くされなかった部分も存在した。  

特定デジタルプラットフォーム提供者においては、本会合の意見や今後公表される経済産業大臣による評価の各

項目について、一層の取組みがなされることを期待する。  

最後に、本年度の会合では、委員・オブザーバーよりモニタリング会合の運営方法に関する指摘があった。例

えば、ヒアリングの運営方法について、報告書・質問状を通じて提供された数多くの情報を議論するためには、

委員・オブザーバーの持ち時間が十分ではないことや、一部デジタルプラットフォームからの質問状の回答が遅

く十分な議論を行えなかったことが挙げられた。また、大臣評価に向けた提案の根拠としている利用事業者の状

況について、事実関係の確認の必要性が挙げられた。本論点については、本年度と同様に、相談窓口の利用事業

者の声に限らずヒアリング等幅広く情報収集を行い、プラットフォームの見解も踏まえて公平に事実関係を精査

することを期待する。これらの指摘が、来年度の運営に生かされることを期待する。 

以 上 

 

 

 

  



130 

デジタルプラットフォームの透明性・公正性に関するモニタリング会合 開催経緯 

 

第１回 2024年６月 28日 特定デジタルプラットフォーム提供者から提出された報告書等 

と各社に説明を求めたいことについて（ディスカッション） 

第２回 2024年８月 30日 デジタルプラットフォーム提供者からのヒアリング① 

楽天グループ株式会社（オンラインモール） 

第３回 2024年９月３日 デジタルプラットフォーム提供者からのヒアリング② 

LINEヤフー株式会社（オンラインモール） 

第４回 2024年９月５日 デジタルプラットフォーム提供者からのヒアリング③ 

Google LLC(アプリストア) 

第５回 2024年９月９日 デジタルプラットフォーム提供者からのヒアリング④ 

LINEヤフー株式会社（デジタル広告） 

第６回 2024年９月 10日 デジタルプラットフォーム提供者からのヒアリング⑤ 

Meta Platforms, Inc 

第７回 2024年９月 11日 デジタルプラットフォーム提供者からのヒアリング⑥ 

アマゾンジャパン合同会社 

第８回 2024年９月 13日 デジタルプラットフォーム提供者からのヒアリング⑦ 

Google LLC(デジタル広告) 

第９回 2024年９月 27日 デジタルプラットフォーム提供者からのヒアリング⑧ 

Apple Inc.及び iTunes 株式会社 

第 10回 2024年 11月 29日 会合意見とりまとめ（案）について 
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デジタルプラットフォームの透明性・公正性に関するモニタリング会合委員等名簿（五十音順） 

 

＜座長＞ 

岡田 羊祐 成城大学社会イノベーション学部 教授 

 

＜委員（両分野共通）＞ 

高倉 弘喜 大学共同利用機関法人情報・情報システム研究機構 国立情報学研究所 

  アーキテクチャ科学研究系 教授 

武田 邦宣 大阪大学大学院法学研究科 教授 

百歩 路子 PwC Japan有限責任監査法人 ディレクター 

 

＜専門委員＞ 

黒田 敏史 東京経済大学経済学部 准教授 

伊永 大輔 東北大学大学院法学研究科 教授 

平山 賢太郎 平山法律事務所 弁護士／筑波大学ビジネスサイエンス系 准教授 

若江 雅子 読売新聞東京本社 編集委員 

 

＜オブザーバー＞ 

岸原 孝昌 一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム 専務理事 

沢田 登志子 一般社団法人 ECネットワーク 理事 

万場 徹 公益社団法人日本通信販売協会 専務理事 

和知 雅樹 公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 ICT委員会 委員長 

 

＜関係省庁等＞ 

内閣官房 デジタル市場競争本部 事務局 

公正取引委員会 事務総局 経済取引局 総務課 デジタル市場企画調査室 

個人情報保護委員会 事務局 

消費者庁 取引デジタルプラットフォーム消費者保護室 

総務省 情報流通行政局 参事官室 

総務省 情報流通行政局 情報流通振興課 情報流通適正化推進室 

総務省 総合通信基盤局 電気通信事業部 利用環境課 

経済産業省 経済産業政策局 競争環境整備室 

経済産業省 商務・サービスグループ 文化創造産業課 

 

＜事務局＞ 

経済産業省 商務情報政策局 情報経済課 デジタル取引環境整備室 


